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Executive Summary 

始めに 

企業の非財務情報の開示に関しては、従来は開示基準が乱立気味であったところ、近年、開示フレ
ームワークを国際的に統合・収斂させていく動き、また各国・地域において、サステナビリティ情報開示の法
定開示・制度開示の強化を図る動きが進んでいる。そのうち最も大きな潮流が、「国際サステナビリティ基
準審議会（ISSB）」による開示基準の検討である。また欧州連合の「企業サステナビリティ報告指令
（CSRD）」の策定も大きな潮流の一つとして挙げられる。 
同時に、開示の内容について、ESG 投資の広がりの中で、環境や ESG に「取り組んでいるとみせかけ

る」という、グリーン・ESG ウォッシュに対する懸念の声も強まっている。この点を踏まえ、各地でグリーン・
ESG ウォッシュに対するルール作りが進み、金融商品の ESG格付けも広がりを見せている。 
以上のような企業に対する非財務情報開示の要請の高まりが、基準、ルールを伴うようになってきてい

ることにより、企業に対して、作業負荷の増大と共に開示疲労等を引き起こすことにより、開示対応その
ものが目的化してしまう恐れがある。しかしながら、本来、情報開示の促進を通じて目指すところは、社会
の持続可能性の向上と長期的な企業価値の創出である。企業においては、サステナビリティを経営に同
期していく統合的な経営を実践し、高度化する中で、サステナビリティ情報開示を含む統合的な情報開
示を高めていくことが重要である。 
以上の認識の下、本報告書は、日本企業および関連するステークホルダーが、サステナビリティ情報開

示基準の統合化と法定開示・制度開示強化の波を乗り越えていくために、これらの動きにどのように向き
合っていくのかに対する示唆を得ることを目指している。 

 

第１章．ESG情報に関する制度開示の動向 

1-1  ISSB を巡る動向 
2021年 11月に設立された ISSBは、国際会計基準（IFRS）財団内に、国際会計基準審議会

（IASB）と並列する形で設置された。この ISSBが策定する基準を軸に、これまで存在していた主要な
サステナビリティ情報開示に関する基準やフレームワークの統合・収斂が進んでおり、今後、事実上のグロ
ーバルベースラインになることが想定されている。2022年 3月には、「サステナビリティ関連財務情報開示
の全般的要求事項(S1)」及び「気候関連開示(S2)」の公開草案が公表され、2023 年 6 月の最終
化、そして 2024年 1月の発効を目指して調整が進んでいる。 
 
1-2  GRIを巡る動向 

GRI スタンダードは、サステナビリティ情報開示に関する包括的なガイドラインであり、共通スタンダード、
項目別スタンダード及びセクター別スタンダードからなる。報告主体は、組織にとって重要性のある項目を
特定し、項目別スタンダードとセクター別スタンダードから関連する項目を選んで報告することとされている。 
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GRI は、2021 年 7 月に CSRD の開示基準を策定する機関である欧州財務報告諮問グループ
（EFRAG）と連携することを合意しており、また ISSB との間でも 2022年 3月に協働に向けた覚書を
締結しており1、一定の互換性や整合性が取られていくこととなっている。 
 
1-3  CSRD を中心とした EUの動向 

EUでサステナビリティ情報開示に関するフレームワークとして整備が進んでいるのが、CSRDを巡る動き
である。CSRD は、企業に対して開示義務を課す法定開示としての指令であり、EU 企業だけでなく欧
州で一定規模の活動をしている日本企業も大きな影響を受ける。EUの開示政策は財務上の重要性と
環境・社会への影響からの重要性の両側面を重視する、ダブルマテリアリティの考え方が中心に据えられ
ている。 
現在、開示基準の内容について、EFRAG によって EU 域内の大企業を対象とした基準の開発が進

められており、今後、2023 年 6 月末までに正式な委任法として採択され、2024 年から 2025 年にか
けて、段階的に適用が開始されていく予定である。また、一定の要件を満たす第三国企業向けの基準
開発については、現時点ではスケジュールが明示されていないものの、CSRD について 2024 年 6 月末
までに委任法を採択することとなっており、2028 年の適用開始に向けて今後検討が進められていくことと
なっている。 
 
1-4  米国における動向 
米国では、2020 年 8 月に、証券取引委員会（SEC）に提出する年次報告書（Form 10-K）

のうち、財務諸表以外の開示について定める規則である Regulation SK を改訂し、上場企業に対して
人的資本に関する開示を義務付けている。さらに2022年 3月には、気候関連情報の開示を求める規
則案を公表し、その最終版が 2023年 4月頃に公表される予定である。その後順次、企業の類型に応
じて適用されていくこととなる。 
 
1-5  日本国内における動向 

2022年 11月に、金融庁が「企業内容等の開示に関する内閣府令」等の改正案2を公表した。そこ
では、有価証券報告書等に「サステナビリティに関する考え方及び取組」の記載欄を新設し、「ガバナンス」
「リスク管理」については必須記載事項として、「戦略」、「指標及び目標」については重要性に応じて記
載を求めることを要請している。また人的資本、多様性についても追加として開示することを求めている。
この改正案は、2023年 3月 31日以降に終了する事業年度に関する有価証券報告書から適用され
ることが予定されている。 
また、今後 ISSB基準が策定された後は、財務会計基準機構に設置されたサステナビリティ基準委員

会(SSBJ)が、日本国内におけるサステナビリティ基準を策定する予定となっている。 

 
1 https://www.ifrs.org/news-and-events/news/2022/03/ifrs-foundation-signs-agreement-with-gri/   
2 https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20221107/20221107.html   
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第２章．投資家を中心としたステークホルダーのサステナビリティ情報開示に対する期待 

2-1  機関投資家・金融機関を巡る状況 
世界における ESG投資の拡大傾向は継続している。2022年 3月末時点における国連が主導する

責任投資原則（PRI）署名機関数は全世界で 4,900 以上となり、その総運用資産額は 121 兆円
を超えている3。ESG 投資が拡大を続ける一方で、グリーン・ESG ウォッシュに対する懸念の声も高まって
いる。そうした中で、機関投資家・金融機関に対する基準の厳格化に取り組む各国・地域の規制機関
や ESG評価機関の動きが見られる。 
こうした動きの背景にあるのが、金融商品についてサステナビリティへの貢献度合いに応じてカテゴリーを

設定し、機関投資家・金融機関に対して自社が提供する商品を分類し、詳細な開示を求める規制の
方向性である。その代表的なものが、EU のサステナブルファイナンス開示規則（SFDR）である。SFDR
では、機関投資家・運用会社に対し、組織としての方針策定・開示(レベル１)と、金融商品である
ESG ファンドについての詳細な開示(レベル２)を義務付けている。 
機関投資家・運用会社は、こうした開示要請に対応していくため、投融資先企業に対して更なる情

報開示を求めていくこととなる。 
 
2-2  長期・アクティブ運用の投資家を巡る状況 
アストナリング・アドバイザーLLC代表 三瓶裕喜氏より、主に次のような知見を得られた。 
⚫ 投資家の視点 

➢ 投資家は、企業の開示情報をそのまま素直に受け入れる訳ではないという点が大事である。
独自に情報を集めて仮説を立て、そのレンズを通して、企業の説明の整合性、確からしさ等
を判断したうえで投資判断対話を行う。 

⚫ 統合報告や ESG情報の開示と活用 
➢ トップメッセージを非常に重視する。特にロジックと一貫性を重視しており、懐疑的な投資家

が抱く「なぜ？」に対し整合性と一貫性をもって応える内容を期待している。 
➢ 「価値創造プロセス」については、多くの企業で似通ったテンプレートが使用されているが、重

要なのは補足説明である。例えば有報での開示が要請されている男女間賃金格差につい
ては、①人材戦略の意図・期待に一致しているか、②あるパーセプションが形成されているた
めに、意図せざる偏りが生じていないか、③実態・環境として、偏りが生ずる合理的な理由
があるか、の 3 点について現状分析を行い、今後どう解決していくのかについて補足説明を
することが期待されている。 

 
 

 

 
3 https://www.unpri.org/annual-report-2022/signatories  
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第３章. 統合的開示に先行して取り組んできた日本企業の状況 

統合的開示に先行して取り組んでいる日本企業 16 社（CSR 研究会参加企業を含む）に対する
調査、および研究会での報告・議論を実施し、以下の取りまとめを行った。 

 
3-1  統合的開示に取り組んだきっかけ、背景、狙い 
統合的な開示に着手したきっかけとしては、大きく２つの傾向が確認できた。 
１つ目は、財務情報のみでは企業理念や持続的な価値創造や企業経営のあり方を十分に伝えるこ

とができないという認識を出発点としたものである。２つ目は、財務と非財務の統合を通じてサステナビリ
ティを企業経営の中核に据えようとする認識に基づくものである。後者については、①統合的な開示への
取り組みを先行させ、それを梃子としながら経営にフィードバックし統合的な企業経営のレベルを高めてい
くことを狙いとした企業もあれば、②経営とサステナビリティの一体化が成熟したのを機に統合報告に切り
替えた企業もあり、両方のアプローチが見られた。 

 
3-2  企業経営における経営と環境・社会の持続可能性の同期化に向けた取り組み 
(1)  環境・社会の持続可能性に関わる取り組みの企業経営全体の中での位置づけ 

社会のサステナビリティと企業のサステナビリティを「同期化」させていく上では、長期の時間軸で企
業経営のあり方を捉えることが求められる。調査対象企業のほとんどで、10 年単位の長期ビジョン・
長期戦略が策定されており、その中で環境・社会のサステナビリティを明確に位置付けていることが確
認できた。 

(2)  経営会議・取締役会の巻き込み、社内体制の構築 
多くの企業において、統合思考の浸透と統合戦略の策定、統合的開示の推進要因として、トップ

及び経営層の意識変化とリーダーシップが挙げられた。数年前と比較して、経営会議や取締役会に
おいて、サステナビリティについて議論する機会は格段に増え、その内容も高度化しているとの話が聞
かれた。また役員報酬との紐づけによる強化や、事業部門のリーダーを各マテリアリティの担当役員と
するなど、自分ごと化に向けた工夫が見られた。 

 
3-3  「マテリアリティ」の捉え方と運用 
(1)  「マテリアリティ」の位置付け・考え方 

自社が重要と考えるテーマとしての「マテリアリティ」の位置付けについては、各社によってさまざまな
捉え方が見られた。具体的には、パーパスや長期ビジョン、中長期戦略との関係性において多様な位
置付けがなされていることが確認された。 
また、各社において、サステナビリティの経営への統合が進んでいく中で、パーパスの策定や長期ビジ

ョン、中長期戦略の策定のタイミングで、「マテリアリティ」に対する位置付けを見直したり、既存のマテリ
アリティを絞り込んだりした、という企業が多く見られた。 

(2)  「マテリアリティ」項目の抽出プロセス 
「マテリアリティ」の抽出プロセスは、次の３つのステップで進めていく事例が一般的であった。 
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① 絞り込み： SDGs、GRI、SASBなどの国際規範やスタンダードを手掛かりとして絞り込む。 
② 評価  ： 自社視点とステークホルダー視点による 2軸のマトリクスで評価しマッピングする。 
③ 絞り込んだ課題の議論・承認： サステナビリティ推進委員会や経営会議、取締役会など、

経営レベルで行う。 
(3)  「マテリアリティ」の各項目のマネジメント方法 

企業が特定した「マテリアリティ」のマネジメントに関しては、事業戦略との紐づけの点では、事業ごと
に該当する「マテリアリティ」を紐づける事例、「マテリアリティ」とのつながりを踏まえて事業部門ごとに中
計を策定する事例、グローバルで重点テーマごとにタスクフォースを設置しリージョンごとにロードマップを
作成する事例があった。 
また、KPI の設定の点については、中計単位で定量目標に落とし込む方法、可能な限り数値化を

試みる方法、インパクトの観点から設定する方法が見られた。 
 

3-4  統合的な開示の実践に向けた取り組み 
(1)  開示の対象読者・媒体の棲み分け、コミュニケーションの工夫 

統合的な開示は、ステークホルダーとの対話・エンゲージメントの起点となるものであるが、調査対
象企業においては、大きく分けて対象を株主・投資家とする場合と、広くマルチステークホルダーとする
場合が見られた。 
媒体間の棲み分けという点では、全てのステークホルダーとの接点を 1 つに統一していく方向性と、

チャネル毎の役割を明確化しステークホルダーに応じて棲み分けていく方向性が見られた。前者では、
統合報告書を価値創造のストーリーを分かり易く伝えるマルチステークホルダー向けの媒体としている
例が見られた。後者では、想定読者となる投資家像を具体的に想定して制作する例、有価証券報
告書に掲載する情報を充実させることで投資家との対話のベースツールとする例などが見られた。  

(2)  統合的開示を進める上での社内体制 
統合的開示を実現するための体制については、企業の実態についてステークホルダーに対して訴求

していくためには、社内に横串を刺すものとなっている必要がある。事実、多くの企業において、統合的
開示の責任部門（経営企画、広報 IR、サステナビリティ等）を中心にスタッフ部門横断でプロジェク
トを結成して策定しているとのことであった。 
他方、統合報告書の制作にかかる期間は、平均して 6 ヵ月程度という回答が多くみられた。データ

の収集、保証作業に一定の時間がかかる他、多くの企業が開示ストーリーを構築するための部門を
超えた議論に時間をかけているとのことであった。 
 

3-5  統合的な開示の推進による効果と課題 
(1)  統合的開示によって得られた効果、ステークホルダーの反応 

統合的開示の効果としては、特に投資家を中心としたステークホルダーとの対話の質の向上につな
がっているということがほとんどどの企業で確認された。投資家との対話では、統合報告書をしっかり読
み込んだうえで対話が行われるケースが近年増えているという声が多く聞かれ、また、価値創造の源
泉とは何かを問う本質的な対話がなされている例も確認できた。 
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その他にも、統合報告書の制作過程を通じた、社内の理解促進や連携強化といった点を効果とし
て挙げている企業も見られた。 

(2)  統合的開示の推進に向けた課題 
課題について多く挙げられていたポイントが、非財務と財務の結びつきをいかに「定量化、見える化」

するかといった点であった。明確な結びつきというのは示せないまでも、ファクトと仮定の信頼性を向上さ
せる、相関関係の確からしさを示す、非財務が財務に及ぼす時間差に対する示唆を示すといった点
が重要であるという声が聞かれた。 
他方、制作面、体制面の課題では、すでに多大な作業負荷がかかっているなかで、制度開示の

要請強化に伴うさらなる負担を懸念する声が多数聞かれた。 
(3)  政府や事業者団体への要望や期待 

日本政府に対する要望や期待としては、国際的なルールメイキングの場への積極的な関与やリー
ダーシップへの期待、様々な制度間の調和に向けた動き、日本企業の対応をサポートするための情
報提供、実務面や業種特性を考慮した制度作り、といった点が聞かれた。 
 

第４章. サステナビリティ情報開示に向き合うための考え方 

企業が持続的に価値創造を行なっていくということは、ステークホルダーが抱える課題を解決し、あるい
はステークホルダーに対して新たな価値を提供することにより、ステークホルダーの信頼と共感を得ていくこと
である。そのためには、対話・エンゲージメントが重要であるが、その出発点として企業自らが透明性高く
開示を行うことで、多様なフィードバックをステークホルダーから得ることができる。そうしたフィードバックを経
営に反映していくことが、経営を高度化していくことにつながると考えられる。  
この観点を踏まえ、開示の要請を規定演技と自由演技という観点で整理を行い、更に統合的開示の

戦略を検討することにより、企業のステークホルダーとの対話・エンゲージメントの一層の進展に貢献するべ
く、以下の通り、論点の整理を試みた。 
※ 規定演技と自由演技の捉え方 
「規定演技」は、既定の開示ルールにより、開示が要請されている情報を開示するものであるが、その

解釈につながる情報を意識的に提供していくことが開示情報をステークホルダーに適切に評価してもらう
上で重要となる。このような情報は、「自由演技」、すなわち、自社の競争力を明示し、ステークホルダー
の共感を生むことを目指す開示を行うことを通じて充実させていくべきものであり、これは、企業規模を問
わず、各社それぞれの方法で自社に適した開示のあり方を追求していく領域である。自由演技を通じた
開示の高度化が、規定演技に対応する上での基盤となっていくと考えられる。 

 
4-1  自由演技への対応 
自由演技は、統合的な価値創造のための重要課題と価値創造のストーリーを語っていくことを通じて、

ステークホルダーの理解と共感を得ていくことを目指すものである。 
(1) 主な従来の重要課題の設定方法 

従来の事業戦略における重要課題は、事業機会獲得の観点から事業・経営に関わる課題を対
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象として設定されていた。また従来のサステナビリティの文脈における重要課題は、主に組織の基盤に
関わるものとして、サステナビリティ課題を対象として設定されていた。これらの重要課題を、事業機会
をつかみ、社会の持続可能性と長期的な企業価値創出に向けた統合的な価値創造を行う観点か
ら一体のものとして捉えていくというのが、統合的な経営を行う上で求められることである。 

 
  図表１：重要課題の捉え方の変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   ※インタビュー調査におけるオムロン資料を参照し、一部事務局にて加筆 
 
(2) 統合的な経営と情報開示のあり方 

統合的な経営と情報開示を実践していく上では、①統合化に向けた社内の意識変革を進め、②
統合化の進展を踏まえて重要課題を特定して表現し、③価値創造とのつながりの確度を高める開
示と対話を試行していく、というステップが考えられる。 

 ① 統合化に向けた継続的な社内の意識変革 
従来分離していたものを、統合的な一体なものとして捉え直していくためには、次の 3 つの方向で取
り組みを広げていくことが重要となる。  
A) 従来のサステナビリティの観点で捉えていた重要課題を、広く事業機会の観点から捉え直し、コ

ーポレート部門にとどまらず事業部門と一体となって事業戦略に落とし込んでいく。 
B) 同時に、事業活動に伴う環境・社会へのインパクトに対する認識を組織の隅々まで浸透させて

いくことで、事業部門、社員に規定演技で標準化されていく領域の活動を徹底させていく。 
C) そして長期の時間軸を前提に統合的な価値創造に向けた重要課題を絞り込み特定していく。 

 ② 統合化の進展を踏まえた重要課題の特定と表現 
情報開示においては、自社がどのように重要課題を捉えているかを明確にしていくことが欠かせない。
その上では、次の３つのポイントを押さえて、また統合の進捗度合いに照らした整理等の観点も踏ま
えつつ、開示を行っていくことが期待される。 

A) どのような価値を創造するかの明確化。 
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B) 重要課題の特定プロセスにおける環境・社会インパクトに対する十分な考慮。 
C) 重要課題と全社の経営方針・戦略との関係性の整理。 

 ③ 価値創造とのつながりの確度を高める開示と対話の試行 
統合的な価値創造を実現する上での重要課題を特定し、開示を行っていく上では、特定した重

要課題がどのように価値創造とつながっているのかについて、ステークホルダーとの間で共通理解を醸
成していくことが必要となる。現在注目されているのが、「財務とのつながりの見える化」と、「環境・社
会インパクトの可視化」の 2 つの側面である。確定的なことが示しにくい状況においては、その模索の
過程についても開示をしながら、ステークホルダーと積極的に対話の機会を持ち、価値創造とのつなが
りの「確からしさ」を高めていく努力が重要となる。 

 
4-2  規定演技への対応 
規定演技は、公平な企業競争を実現し、ステークホルダーが企業間の横比較を実現する上で不可

欠なものである。グローバルで事業を展開する大企業であれば、法定開示・制度開示として明確に規定
されたものに加え、ソフトローと呼べる一部の規範も含めて規定演技の範疇として捉え、戦略的に対応し
ていくことが重要である。 
中堅・中小企業においても、サプライチェーンを遡って、大企業が規定演技に対応するために必要な情

報の開示を要請されることが想定される。また自発的に規定演技および自由演技を高めていくことにより、
ESG を重視する金融機関からの評価が向上すること、従業員のモチベーションが高まり離職率の低下や
エンゲージメントの向上に繋がること、優秀な人材の獲得に繋がる可能性が高まること、といった効果も期
待される。  

 
4-3  開示戦略を構築する上での考え方 
企業はこれまでに述べた自由演技と規定演技への対応を踏まえ、開示戦略を構築していくことが重要

となる。戦略の構築にあたっては、(1)対象、(2)媒体、(3)更新頻度の観点を踏まえることが考えられる。
またステークホルダーによって、期待する情報要素は異なるため、それぞれの期待を把握した上で、ターゲッ
ト別に開示戦略を検討していくことが期待される。 
(1) 対象： 

開示の対象として、①シェアホルダー・投資家向け開示と、②マルチステークホルダー向け開示につ
き、区分して検討することが考えられる。 

(2) 媒体： 
媒体ごとの位置付け、特に①統合報告書と、②有価証券報告書の役割を明確にすることが考えら

える。統合報告書は、自由演技としての価値創造のストーリーを伝えるツールとなるものであり、有価証
券報告書は、制度開示としての幅広い投資家に対する基礎的な情報開示ツールとなるものである。 
また、その他の③サステナビリティ・ESG 情報については、広範な開示要請に応える上でも、媒体や

ツール、情報の特性を踏まえて、情報を整理して開示していくことが考えられる。 
(3) 更新頻度： 

各報告書等の更新頻度については、元となる情報自体の更新頻度の観点を踏まえ、 ①「短期で
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変わらない情報」については、できるだけ網羅的かつ透明性の高い形で集約して開示していくこととし、
②「年次情報」については、統合報告書を構成する主要な情報要素として、戦略・計画と活動内容、
定性・定量的な成果データを年次で開示し、また、③個別の「対話・エンゲージメント」については、す
べてのステークホルダーに対し重要な情報が平等に開示されるよう開示情報を徹底的に検証し開示を
行った上で、企業自ら対話のための主体的な働きかけを行うことが考えられる。 

 
 
第５章. 社会の持続可能性の向上と長期的な企業価値の創出に向けた  

ESG 情報開示の実現への期待 
 
社会の持続可能性（サステナビリティ）の向上と企業のサステナビリティを「同期化」させるという、サ

ステナビリティ・トランスフォーメーション（SX）を実現していくためには、企業とステークホルダーがその方
向性に対する共通の認識を持ち、建設的な対話・エンゲージメントを行っていくことが重要である。その
際、まず、統合的な開示を行うことが、対話・エンゲージメントの起点となる。そして企業、ステークホルダ
ーの中で特に投資家、そして政府が、それぞれの役割を果たしていくことが期待される。 

 
5-1  企業に対する期待 
(1) 開示媒体に応じて目的、想定読者、参照基準等を明確にし、統合的な開示に向けた開示戦略

を構築する 
開示戦略の構築は、規定演技と自由演技の観点、及びステークホルダーの情報ニーズを踏まえ

ながら、対象・媒体・更新頻度といった観点からの整理が有効である。価値創造ストーリーを通じて
自社が目指す方向性と企業価値の全体像を分かり易く伝えるため、統合報告書を始めとする開示
媒体に応じて、目的、想定読者、参照基準を明確にすることが期待される。 

(2) 重要課題の位置付けを明確にし、独自の価値創造ストーリーを磨き上げる 
自社における重要課題の位置付けを明確にした上で、理念体系や戦略体系とのつながりを踏ま

え、価値創造ストーリーを通じて説明していくことが求められる。重要課題の特定に際しては、短中
長期の社会・環境へのインパクトを評価した上で、財務的影響に発展するかどうかを見極めていくこ
とが重要である。また特定した重要課題に対しては、KPI を設定し、達成度を評価し、マネジメント
に落とし込んでいくことが重要である。 

(3) 企業のトップ・経営層が旗振り役となって、統合的な企業経営の高度化に取り組む 
経営トップならびに経営層においては、統合的な経営の実践において、長期の時間軸で社会の

持続可能性と企業の長期的な価値創出を同期させる戦略を策定し、価値創出のための重要課
題を特定し、中期経営計画や KPIに落とし込み、社内に浸透させていく動きを主導することが非常
に重要である。 
公開される統合報告書の中では、経営トップのメッセージが投資家から重視されており、自社の

ポリシーおよびステークホルダーからの期待に整合性と一貫性を持ってストーリーとして訴求することが
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求められている。 
経営トップがこのような取り組みを主導する変革を起こすためには、様々な投資家との対話・エン

ゲージメントの最前線に立つことが有効である。 
 

5-2  投資家、政府、事業者団体、専門家団体等の関連ステ－クホルダーに対する期待 
(1) 投資家に対する期待 

各国・地域におけるウォッシュ規制などを背景に、機関投資家自身もサステナビリティ情報開示の
透明性向上が求められる状況にある中、投資先企業との一層の建設的な対話・エンゲージメント
が期待される。対話・エンゲージメントを通じた統合的な経営と開示の実践の好循環のサイクルを回
していくよう、投資家サイドも社会の持続可能性と長期的な企業価値創出のあり方に対する自らの
考え方やスタンスを表明しながら、対話・エンゲージメントが結果として投資先企業の統合的な思考
と実践、開示を一段高めることにつながっていくよう、対話力を底上げしていくことが求められる。 

(2) ESG評価機関に対する期待 
法定開示・制度開示の強化に伴って開示情報の充実が想定されることから、開示強化の潮流と

調和する形で、標準化が進んだ世界の中での評価機関のあり方や企業評価の手法を更新し、回
答企業の負荷軽減と評価結果の質の向上を実現していくことが望まれる。金融庁から2022年12
月に公表された「ESG評価・データ提供機関に係る行動規範」を積極的に受け入れ、そこで示され
ている 6 つの原則4の実践を通じて、ESG 評価・データ提供の質向上に取り組んでいくことが期待さ
れる。 

(3) 政府を始めルール作りにおいて主要な役割を果たすステークホルダーに対する期待 
政府、事業者団体、専門家団体といったルール策定に関連するステークホルダーにおいては、企

業が統合的な情報開示を適切に実施して評価されるという環境を実現していくことが求められる。
ルール作りにおいては、国際団体や各国・地域における基準間の調和を実現していくことが強く期待
される。また国際的なルールメイキングの場に積極的に関与する役割を担うことが期待される。 
また開示の時期に関しては、企業において経営にサステナビリティが統合されていくと、中長期的

には重要なサステナビリティ情報について、財務に関する伝統的な情報と、把握のタイミングが揃って
いくと考えられる。ただしそこに至るまでには、データ収集などの社内体制を構築するための一定の時
間を要することを想定しておく必要がある。 
他方、サステナビリティ関連情報の第三者保証のルール策定に関しては、情報の品質確保の観

点、企業の対応負荷を合理化する観点などから、望ましいあり方を検討していくことが望まれる。ま
た、中堅・中小企業向けのサステナビリティ向上を図るための基盤づくりを支援する取り組みについて
も、今後の更なる整備が期待される。 

以上 

 
4 品質の確保、人材の育成、独立性の確保・利益相反の管理、透明性の確保、守秘義務、企業とのコミュニケーション。 
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序言 

(1)  始めに 
 
当 CSR 研究会では、2017年度に「新時代の非財務情報開示のあり方に関する調査研究報告書

～多様なステークホルダーとのより良い関係構築に向けて～」を公表した。報告書では、非財務情報開
示への関心の高まりが、国内においては投資コミュニティに偏りすぎているのではないかとの問題意識の下、
多様なステークホルダーを対象とした開示のあり方について検討を重ねた。その上で企業に対し、①リスク
と機会の関係を見極めて中長期の価値創造活動を整理すること、②重要なステークホルダーの期待を
把握し、コミュニケーション戦略を構築すること、③経営トップが先頭に立ち組織的な統合戦略と開示文
化の醸成を推進すること、④企業特性に応じた情報開示を追求すること等の提言を行った。 
この調査から 5 年が経過する中で、環境・社会課題といったサステナビリティ課題は、対処すべきリスクと
いう側面を超えて長期的な価値創出の面から経営課題として取り組むものへと、企業活動に及ぼす影
響はさらに大きくなっている。同様にESG投資も一層の拡大を見せ、今や投資のメインストリームと呼べる
までになった。 
そうした変化に伴い、これまで乱立気味であった非財務情報開示の開示フレームワークが国際的に統

合・収斂していく動きを見せており、また各国・地域において、サステナビリティ情報開示の法定開示・制
度開示強化に向けた動きが進んでいる。 
その最も大きな潮流が、 「国際サステナビリテ ィ基準審議会（ ISSB： International 

Sustainability Standards Board）」による開示基準の検討である。そこでは投資家を対象とする
財務上の企業価値を中心としつつ、特定の事象(気候変動等）が企業に与える影響に関する情報を
追加する方式でのサステナビリティ報告基準の検討・調整が進められている。そこで成立した開示の枠組
みや基準は、制度開示のグローバルベースラインとして各国に波及していくことが想定されている。また別の
潮流として、欧州委員会が構築を進めている「企業サステナビリティ報告指令（CSRD：Corporate 
Sustainability Reporting Directive）」があり、サステナビリティ課題が及ぼす財務的影響と、企業
活動が社会・環境に及ぼす影響の双方を重要とするダブルマテリアリティをコンセプトとした考えが提示され、
サステナビリティ課題の解決に資金を誘導するサステナブルファイナンスの実現に向けた動きの中で、企業
に詳細なサステナビリティ情報の開示を義務付ける枠組みの構築が進んでいる。 
また ESG投資の広がりの反面、環境や ESG に「取り組んでいると見せかける」グリーンウォッシュ・ESG

ウォッシュに対する懸念の声も強まっている。各地でグリーンウォッシュ・ESG ウォッシュに対するルール作りが
進み、金融商品の ESG格付けも広がりを見せている。金融機関・投資家がそうしたルールに対応し、「ウ
ォッシュ」ではないことを証明するためには、投資先企業が必要十分な情報開示を行うことが必要であり、
金融機関・投資家からの投資先企業に対するサステナビリティ情報開示のプレッシャーも一層高まっていく
ことが想定される。 

 
企業に対する法定開示・制度開示を通じたサステナビリティ情報開示に対する要請は、今後一層強
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まっていくことが確実である。一方で、高まる要請に伴い、企業の作業負荷も増大していくことが想定され、
開示疲労や思考停止を引き起こし、開示対応そのものが目的化してしまう恐れがある。 
本来、情報開示の促進を通じて目指すところは、社会の持続可能性の向上と長期的な企業価値の

創出である。企業においては、サステナビリティを経営に同期していく統合的な経営を実践し、高度化す
る中で、サステナビリティ情報開示を含む統合的な情報開示を高めていくことが重要である。 

 
そこで、本年度の CSR 研究会においては、第一に、サステナビリティ情報開示規制に関する動向と、

投資家を中心としたステークホルダーの期待についての整理を試みる。その上で、第二に、統合的な開示
に先行して取り組んできた日本企業への調査を実施し、特に統合的な経営の状況や重要課題となる
「マテリアリティ」の各社における位置付けや設定方法、そしてそれらを統合的な開示に落とし込む実践方
法について確認していく。それらの調査を踏まえて、サステナビリティ情報開示基準の統合化と法定開示・
制度開示強化の波を乗り越えていくために、日本企業および関連するステークホルダーがどのように向き
合っていくのかに対する示唆を得ることを目指す。 
 
(2)  想定利用者と活用方法 
 
本報告書は全 5章で構成される。1章では、サステナビリティ情報開示の規制枠組みについての国内

外の主な動向と、制度開示の強化に伴う企業に対する要請を確認する。2 章では、投資家を中心とし
たステークホルダーのサステナビリティ情報開示に対する期待を整理する。3 章では、統合的な開示に先
行して取り組んできた日本企業に対して実施したインタビュー調査・アンケート調査の結果を報告する。4
章では、調査を通じて得た各社の取り組み状況を踏まえ、サステナビリティ情報開示基準の統合化と法
定開示・制度開示強化の波を乗り越えていくための考え方を整理する。最後に 5 章で企業および関連
するステークホルダーに対する今後への期待をまとめる。 

 
対象として想定する主な読者は、上場企業の経営者と取締役、および統合的開示・ESG 情報開示

の実務担当者（IR 部門、CSR・サステナビリティ・ESG 部門を中心とした、情報開示に携わる関連部
門の担当者等）である。もちろん、非上場大企業、グローバルにビジネスを展開するその他中堅・中小
企業など、広く日本企業全体において参照されることを期待する。 
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第1章 ESG情報に関する制度開示の動向 

1-1 ISSB を巡る動向 

サステナビリティ情報開示フレームワークの統合・収斂の動きの最たるものが、2021 年 11 月に設立さ
れた国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）が現在最終案に向けて審議を進めている ISSB基準で
ある。ISSB は、国際会計基準（IFRS）の策定を担う IFRS 財団内に、国際会計基準審議会
（IASB）と並列する形で設置された。IFRS は約 150 ヵ国・地域で採用が認められており、グローバル
に事業を展開する日本企業においても導入が進んでいる。同様に ISSBが策定する基準も、今後サステ
ナビリティ情報開示の基本的なフレームワークとして各国・地域で取り入れられていき、事実上のグローバ
ルベースラインになることが想定されている。 
これまで存在していた主要なサステナビリティ情報開示に関する基準やフレームワークは、ISSB を軸に

統合・収斂が進んでいる。国際統合報告フレームワークを策定している国際統合報告評議会
（IIRC：International Integrated Reporting Council）と、産業別の財務上重要なサステナビ
リティ課題の基準を公表しているサステナビリティ会計基準審議会（SASB：Sustainability 
Accounting Standard Board）は、2021 年に価値報告財団（VRF：Value Reporting 
Foundation）に統合され、さらに 2022 年には、気候変動に関する情報開示の枠組みを開発してい
る気候変動開示基準委員会（CDSB：Climate Disclosure Standards Board）と共に、ISSB
に統合された。また財務に影響のある気候関連情報の開示に関する基準である気候関連財務情報開
示タスクフォース（TCFD：Task Force on Climate-related Financial Disclosure）による提言
は、ISSB 基準の基礎となっており、サステナビリティ情報開示に関する包括的なガイドラインである
Global Reporting Initiative（GRI）スタンダードも、ISSB と顕密に調整のための協力をしていくこと
が確認されている。 
 
図表１ サステナビリティ情報開示フレームワークの統合・収斂の動き 
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ISSB基準は、①全般的要求事項、②テーマ別基準、③産業別基準の 3種類の基準により構成さ
れる。2022年 3月に第 1弾として公表されたのが、①全般的要求事項に関する基準案である「サステ
ナビリティ関連財務情報開示の全般的要求事項（S1）」と、②テーマ別基準の気候変動に関する「気
候関連開示（S2）」である。 
 
【2022年 3月発表の S1、S2公開草案の主なポイント】 
 
「サステナビリティ関連財務情報開示の全般的要求事項（S1）」 
●重大なサステナビリティ関連のリスク及び機会に関する情報の開示を求める。 
●コアコンテンツ：TCFD 提言のフレームワークである「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標及び目標」
の枠組みで報告する。 

●報告企業：サステナビリティ関連財務開示は、関連する財務諸表と同じ報告企業について行う。 
●重要性： 
・【定義】情報を省略、誤表示、覆い隠した時に、一般目的財務報告の主要な利用者が、当該報告に
基づき行う意思決定に影響を与えることが合理的に予想される場合、重要性がある。 
・企業がさらされている重大なサステナビリティ関連のリスク及び機会の全てに関して、重要性がある情報
を開示しなければならない。 
・企業は、IFRS サステナビリティ開示基準で要求される特定の開示に重要性がない場合には、提供する
必要はない。 
●報告頻度：関連する財務諸表と同じ報告期間を対象とし、同時に報告する。 
 
「気候関連開示（S2）」 
●重大な気候関連のリスク及び機会に関する情報の開示を求める。 
●TCFD 提言のフレームワークである「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標及び目標」の枠組みで報
告する。 

●戦略（移行計画・気候レジリエンス）： 
・気候関連のリスク及び機会が企業の戦略及び意思決定（移行計画を含む）に与える影響を理解で
きるような情報を開示する。排出目標及びカーボン・オフセットの使用についても開示する。 
・気候関連の変動、進展または不確実性に対する企業の戦略のレジリエンスを理解できるような情報を
開示する。不可能な場合を除き、シナリオ分析を用いてレジリエンスを評価する。 
●指標及び目標： 
・産業横断的指標カテゴリー：a)温室効果ガス排出（Scope1、2、3）、b)移行リスク、c)物理的リ
スク、d)気候関連の機会、e)資本投下、f)内部炭素価格、g)報酬。 
・産業別指標：付録 B として、11 セクター・68の産業別に指標を設定。 
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対話
ISSB CSRD/

ESRS

SASBIIRC

VRF CDSB

GRI

TCFD

統合・吸収

参照

参照
調整のため
の協力



 
 

S1,S2 公開草案の発表後、全世界からのフィードバックプロセスが行われた。ISSB は環境・社会課
題が及ぼす重大な財務的影響に重点をおいた考え方（シングルマテリアリティ）を採用しているが、特に
欧州からのフィードバックでは、環境・社会への影響の側面（ダブルマテリアリティ）についても考慮すること
が要請されている。日本政府においても、経済産業省に設置されている「非財務情報の開示指針研究
会」において論点を取りまとめ、意見書として提出した1 。主なポイントとして、サステナビリティ関連財務開
示と財務諸表の同時報告は現状困難であり一定の配慮を求めること、スコープ 3 排出量の開示等、実
務上の手法が発展途上の指標についてはそうした課題を前提とした要請とすること、などを挙げている。 

これら 2 つの基準については、2023 年 6 月の最終化、そして 2024 年 1 月の発効を目指して調整
が進んでおり2 、その後各国・地域での制度開示に組み込まれていくまでには多少の時間差があることは
想定されつつも、2023 年度の開示から先行して適用する企業が出てくると考えられる。 

 
また②テーマ別基準の策定を含む、今後の ISSB の作業計画として、以下についてのプロジェクトが検

討されている：１）生物多様性、生態系及び生態系サービス、２）人的資本、３）人権 ４）報
告におけるつながり。 
 
 

1-2 GRI を巡る動向 

サステナビリティ情報開示に関する包括的なガイドラインである Global Reporting Initiative（GRI）
スタンダードは、2016 年に従来の GRI ガイドラインに代わる GRI スタンダードを公表した。GRI スタンダ
ードは、2021 年に改訂版が公表された共通スタンダード、経済、環境、社会の項目別スタンダード、そ
して順次公表が進んでいるセクター別のスタンダードからなる。 

GRI スタンダードの特徴は、組織が経済、環境、社会に与える正負のインパクトについて開示を要請し
ている点である。報告主体は、組織にとって重要性のある項目を特定し、項目別スタンダードとセクター別
スタンダードから関連するものを選んで報告する。 

GRI は 2021 年 7 月に CSRD の開示基準を策定する機関である EFRAG（欧州財務報告諮問
グループ）と顕密に連携していくことに合意し3、GRI スタンダードの要請内容は、CSRD の具体的な開
示基準となる ESRS（欧州サステナビリティ報告基準）の開発における基盤となっている。また ISSB と
の間でも 2022 年 3 月に協働に向けた覚書が締結されており4、一定の互換性や整合性が取られていく
こととなっている。 
 

 
1 https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/hizaimu_joho/20220325_report.html  
2 https://www.ifrs.org/news-and-events/news/2023/02/issb-ramps-up-activities-to-support-global-
implementation-ahead-of-issuing-inaugural-standards-end-q2-2023/  
3 https://www.efrag.org/News/Project-516/EFRAG--GRI-landmark-Statement-of-Cooperation  
4 https://www.ifrs.org/news-and-events/news/2022/03/ifrs-foundation-signs-agreement-with-gri/  
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1-3 CSRD を中心とした EUの動向 

EU におけるサステナビリティ情報開示に関するフレームワークとして整備が進んでいるのが、CSRD
（Corporate Sustainability Reporting Directive：企業サステナビリティ報告指令）を巡る一連
の動きである。企業に対して開示義務を課す法定開示にまつわる指令であり、前身となる NFRD
（Non-Financial Reporting Directive：非財務情報報告指令）から適用対象を大幅に拡大し
たことで EU 企業だけでなく欧州で一定規模の活動をしている日本企業も大きな影響を受けることとなっ
た。EU における政策は、企業、投資家・資本市場、市民社会（消費者、労働者、NGO 等）の 3 つ
のステークホルダーを軸に展開されており、開示政策においては、投資家・資本市場が求める財務上の重
要性（Financial Materiality）と市民社会が求める環境・社会への影響からの重要性（Impact 
Materiality）の両側面を重視する、ダブルマテリアリティの考え方が中心に据えられている。CSRD でも
その観点から開示基準が検討されている。 

 
CSRD は、適用対象となる企業群ごとに、開示基準を開発し、適用時期を段階的に設定することで、

適用範囲を徐々に広げていく枠組みとなっている。適用対象となる企業は①EU 域内の大企業5、②EU
で上場している中小企業6、そして③一定の要件を満たす第三国企業である。 
 
【CSRDの適用対象となる第三国企業】 
EU域内に子会社（subsidiary undertaking)または支店（branch)を有し、EU域内での総純売
上高が 1億 5,000万€（約 210億円）を超える第三国企業。 
・子会社：大企業及び EU域内で上場している子会社 
・支店：EU子会社を持たない第三国企業で、純売上高が 4,000万€超（約 56億円超）の支店 
 
開示基準については、現在 EFRAG（European Financial Reporting Advisory Group)によ

って①EU 域内の大企業を対象とした基準の開発が進められており、2022 年 4 月に ESRS
（European Sustainability Reporting Standard）の草案が、11 月に修正案が公表されてい
る。今後、2023年 6月末までに正式な委任法として採択され、2024年から 2025年にかけて、段階
的に適用が開始されていく。またセクター別の ESRSが 2024年６月末までに採択予定となっている。 
②EU で上場している中小企業向けの基準の策定は、2023年から作業が進められ、2024年 6月

末までに正式採択される見込みであり、適用開始は 2026 年から、さらに 2 年間の移行期間が設定さ
れている。 

 
5 上場・非上場に関わらず以下の 3点のうち２点以上を満たす企業：バランスシートの合計額が 2,000万€超（約 28億円超）、
純売上高が 4,000万€超（約 56億円超）、会計年度中の平均従業員数が 250人超。 
6 EUで上場している以下の 3点のうち２点を満たす企業：バランスシートの合計額が 400万€超 2,000万€以下（約 5.6億円～
約 28億円）、純売上高が 800万€超 4,000万€以下（約 11.2億円～約 56億円超）、会計年度中の平均従業員数が 50
人超 250人以下。 
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③一定の要件を満たす第三国企業向けの基準開発については、現時点ではスケジュールが明示され
ていないものの、CSRD について 2024 年６月末までに委任法を採択することとなっており、2028 年の
適用開始に向けて今後検討が進められていくこととなっている。 

 
【CSRD及び ESRSの主な内容】 
●年次報告書であるマネジメントレポートにおいて、”Sustainability Statement” として Financial 

Materiality と Impact Materiality の双方について開示することを義務付ける。 
●自社のオペレーションに加え、製品・サービス、取引先、サプライチェーンを含むバリューチェーンについて

の情報の記載を要求している。 
●親会社の連結マネジメントレポートに子会社の情報が含まれている場合は、子会社の報告義務は免

除される。 
●2022 年 11 月公表の ESRS 最終ドラフトでは、構造として TCFD 及び ISSB と整合した４つの柱

「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標と目標」を採用し、詳細項目がさらに連なる 82 の開示項目
を規定。そのうち、全ての企業が開示を求められる必須開示項目（全般的開示事項、気候変動、
自社の労働力の一部）を設定している。また必須開示項目以外の項目において重要でないと結論
付け、開示要求事項を省略した場合、その項目に関する重要性評価の結論を説明する義務を定め
ている。 

 
多くの日本企業に関わってくるのが、③一定の要件を満たす第三国企業向けの基準である。EU 域内

に子会社または支店がある場合、親会社のマネジメントレポートか連結サステナビリティ報告にその子会
社または支店に関する情報が含まれている必要がある。その際には、ESRS で規定される CSRD の報告
基準、あるいは欧州委員会が同等性を認めた基準7 に沿っていることが求められる。また報告の質と信頼
性の観点から、監査人または認証機関による保証が義務化8 されている。詳細な開示基準（ESRS）
についての検討はこれからであるが、少なくとも以下の開示要求事項が求められることとなる。 
 
図表 2 CSRD によるサステナビリティ報告における開示要求事項 
出所：CSRD［1］第 1 条(3)、第 1 条(2a),3 

指令 2013/34/EU第 19a条(2)（3） 

(a)以下を含む、当該事業のビジネスモデルおよび戦略に関する簡単な説明 

(i)サステナビリティ関連課題に関連するリスクに対する当該企業のビジネスモデルと戦略のレジリエンス 

(ii)サステナビリティ関連課題に関連する事業機会 

(iii)ビジネスモデルと戦略が、持続可能な経済への移行と、パリ協定に基づく 1.5°C 目標および 2050 年までに気候

 
7 ただし現時点で同等であると明示されているものはない。ESRS の基準は国際的にも最も厳しいものに位置付けられる。 
8 自国の法令でサステナビリティ報告に対する保証に関し見解を示すことが認められている者 1 名以上（もしくは企業 1 社以上）による
見解を加盟国の国内法で規定された方法で公表することが規定されている。 
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中立性を達成するという EU気候法の目標に適合することを保証するための実施行動とこれに関連する財務・投資

計画を含む事業計画。また、関連する場合は石炭、石油、およびガス関連の活動への事業のエクスポージャー 

(iv)ビジネスモデルと戦略が、当該企業の利害関係者の利益とサステナビリティ関連課題への事業の影響をどのように 

考慮しているか 

(v)サステナビリティ関連課題に関して、企業の戦略がどのように実施されているか 

(b)◇（適切な場合）少なくとも 2030 年と 2050 年の温室効果ガス排出削減の目標数値を含む、企業によって

設定されたサステナビリティ課題に関連する期限付き目標の説明、◇企業がこれらの目標の達成に向けて行った進捗

の説明、◇環境問題に関連する企業の目標が決定的な科学的証拠に基づいたものであるかどうか 

(c)サステナビリティ関連課題に関する取締役会・役員会・監査役会の役割と、この役割遂行のために持ち合わせている

専門知識とスキル、またはそのような専門知識とスキルへのアクセスの説明 

(d)サステナビリティ関連課題に関する企業ポリシーの説明 

(e)サステナビリティ関連課題に関連する取締役会・役員会・監査役会のメンバーに提供されるインセンティブスキームの存

在に関する情報 

(f)以下の説明： 

(i)サステナビリティ関連課題に関連して企業が実施しているデュー・ディリジェンスのプロセス（該当する場合は、デュー

ディリジェンスプロセスを実施する企業に対する EU の要件に沿って説明） 

(ii)自社事業とそのバリューチェーン（製品・サービス、取引先、サプライチェーン）に関連する、実在するまたは潜在的

な主な悪影響と、これらの影響を特定および追跡するためにとられた措置。デューディリジェンスプロセスを実施する

EU の他の要件によって企業が特定することを求められているその他の悪影響 

(iii) 実在するまたは潜在的な悪影響を防止、緩和、修復、または終結させるために企業がとったアクションとその結果 

(g)サステナビリティ関連課題に関連する企業に対する主要なリスクの説明。これには、企業のそのような課題への主な依

存関係とリスク管理の説明を含む 

(h)上記ポイント (a) から (g) で言及されている開示要求事項に関連する指標 

○短期・中期・長期的な見通しに関する情報 

○バリューチェーン（製品・サービス、取引先関係、サプライチェーンを含む）に関する情報 

 
出所：2022年度第５回 CSR研究会 JBCE（在欧日系ビジネス協議会）事務局長 前田翔三氏 講演資料 

 
日本企業が③一定の要件を満たす第三国企業向けの基準に対応していく上では、選択肢としては

大きく 4 つの方向性が考えられる。 
① 欧州事業体単体で CSRD に従って開示（子会社が欧州大企業として対応） 
② 本社が、欧州サステナビリティ報告基準（ESRS)の欧州企業向け基準に従って連結ベースで開示

（子会社除外の適用） 
③ 本社が ESRS と同等のサステナビリティ報告基準に基づいて開示（ただし現時点でそれに該当する

基準は明確になっていない） 
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④ 欧州の１連結子会社（売上が最大の企業）が欧州の子会社全てをカバーした欧州連結ベースで
開示（2030年 1月まで有効な経過措置） 
いずれの対応においても、EU 拠点・子会社と日本本社との間で戦略的な連携をして対応していくこと

が求められるものであり、経営層がコミットして、部門横断・組織横断で検討していくことが求められる。 
 
EU の動向を押さえる上では、開示規制にとどまらない、サステナビリティ政策全体を包括的に俯瞰しな

がら、各施策の詳細と相互の連関を押さえていくことが重要となる。CSRD の方向性と同期していく議論
が起きているのが、同様に検討が進んでいる CSDDD（Corporate Sustainability Due Diligence 
Directive：企業持続可能性デュー・ディリジェンス指令）である。企業に人権や環境に関するデュー・
ディリジェンスを義務化することを要請するもので、CSRDにおいてデュー・ディリジェンスの内容の開示義務
がかかる点で連関性があることに加え、CSRD と同様、第三国企業であっても欧州において一定の売り
上げ規模があれば履行義務が生じる方向で議論が進んでいる。 
また企業向けの CSRD と対をなすものとして、投資家・資本市場向けの SFDR（Sustainable 

Finance Disclosure Regulation：サステナブルファイナンス開示規則）があり、投資家・金融機関
だけでなく、投資先企業にも広く影響してくるものとなっている。EU では 2021 年 4 月に環境目標に貢
献する経済活動を分類する EU タクソノミーが公表され、CSRD と SFDRはいずれも EU タクソノミーによ
って示される分類学に即して、非常に詳細に標準化された基準・ルールに基づく情報開示が求められるも
のである。SFDR については第 2章において詳述する。 
 
図表3 EUタクソノミー・CSRD・SFDRの関係性（Sustainable Finance Taxonomy factsheet9

仮訳）  

 

 
9 https://finance.ec.europa.eu/system/files/2021-04/sustainable-finance-taxonomy-factsheet_en.pdf  
10 https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20221107/20221107.html  
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EUタクソノミー：科学に基
づいた環境目標に貢献する
経済活動の共通分類

大企業、上場企業

資本市場参加者、
金融アドバイザー

その他のエンドユーザー

開示情報の活用先

タクソノミーに基づく活動からの
現在の売上と将来的な売上（資本
支出）の％を開示

その他のCSRDによる
ESG課題の開示要求事項

CSRD：サステナビリ
ティリスクとインパクト
についての開示

公的な開示義務

SFDR：サステナブル金融
商品を販売する際の開示

環境・社会的特徴を持つ商品（部分的
な促進、ライトグリーン商品）

サステナブル投資を目的とする商品
（タクソノミーに沿った活動が含まれる）



 
 

1-4 米国における動向 

米国では証券取引委員会（SEC）を中心として、上場企業に対するサステナビリティ情報の開示強
化の動きが見られる。 

2020 年 8 月には、SEC に提出する年次報告書（Form 10-K）のうち、財務諸表以外の開示に
ついて定める規則である Regulation SK を改訂し、上場企業に対して人的資本に関する開示を義務
付けた。企業の事業を理解する上で重要となる範囲で、従業員数を含む人的資本に関する説明や経
営上重視する施策・目的の開示が求められており、例えば事業及び労働力の性質に応じた、人材の育
成や確保、維持に対応する施策または目的について開示するといったことが考えられる。 

さらに 2022 年 3 月には、上場企業に対し、 Form 10-K 等の年次報告書において、気候関連情
報の開示を求める規則案を公表している。上場企業に対して、投資家の投資判断に有益となる情報の
提供を目的に、TCFD 提言を基礎とした開示を求めるもので、定性的な気候関連リスクの開示や温室
効果ガス排出量の開示の義務化といった内容を要請している一方、一定の要件を満たす企業に対する
スコープ１・２の温室効果ガス排出量の保証義務化などについては引き続き検討が続けられている。規
則の最終版は 2023 年 4 月頃に公表される予定であり、その後順次、企業の類型に応じて適用されて
いくこととなる。 
 
 

1-5 日本国内における動向 

非財務情報開示の義務化の動きは、日本国内においても進んでいる。2022 年 11 月には、金融審
議会ディスクロージャーワーキング・グループ報告からの提言を踏まえ、金融庁が「企業内容等の開示に関
する内閣府令」等の改正案10 を公表した。そこでは、有価証券報告書等に「サステナビリティに関する考
え方及び取組」の記載欄を新設し、「ガバナンス」「リスク管理」については必須記載事項として、「戦略」
「指標及び目標」については重要性に応じて記載を求めることを要請している。また人的資本、多様性に
関する記載項目の追加として、人材の多様性の確保を含む人材育成の方針や社内環境整備の方針・
指標の内容等について、必須記載事項として、上記サステナビリティ情報の「記載欄」の「戦略」と「指標
及び目標」において開示することを求めている。多様性については、女性活躍推進法等に基づき「男女
賃金格差」「女性管理職比率」「男性育児休業取得比率」を公表している企業に対して、有価証券報
告書での記載を求めている。その他にもコーポレート・ガバナンスに関する開示拡充の要請がある。本改
正案は、2023 年３月 31 日以後に終了する事業年度に関する有価証券報告書から適用が予定され
ている。 

また今後 ISSB 基準が策定された後は、公益財団法人財務会計基準機構に設置されたサステナビ
リティ基準委員会（SSBJ：Sustainability Standards Board of Japan）が、日本国内における

 
10 https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20221107/20221107.html  
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サステナビリティ基準を策定し、有価証券報告書に新設予定のサステナビリティ情報の記載欄での記載
事項となっていくことが検討されている。基準については公開草案が 2023 年度中、確定基準が 2024
年度中の公表に向けて検討が進んでおり、基準の適用時期については、早期適用が可能となる予定で
あり、強制適用の時期は今後の検討課題となっている11。 
 
制度開示としてのサステナビリティ情報開示のあり方だけでなく、サステナビリティ要請の高まりと資本主

義のあり方を巡る議論の進化を受け、2022年 8月に長期的な企業の価値創造のための「サステナブル
な企業価値創造のための長期経営・長期投資に資する対話研究会（SX 研究会）報告書（伊藤
レポート 3.0）」と「価値協創ガイダンス 2.0」が公表された。 
「伊藤レポート 3.0」においては、社会のサステナビリティと企業のサステナビリティの「同期化」を行うため

に必要な経営・事業変革である「サステナビリティ・トランスフォーメーション（SX）」の要諦と実現に向け
た具体的な取り組みが整理され、「価値協創ガイダンス 2.0」では SX の実現に向けた経営の強化、効
果的な情報開示や建設的・実質的な対話を行うためのフレームワークが提示されている。 
また、サステナブルな企業価値創造に向けた経営・事業改革を実行していくには、サステナビリティ関連

データを正確かつ効率的に収集し、経営戦略や投資家との対話のために戦略的に活用することが必要
であることから、2022 年 11 月、経済産業省において「サステナビリティ関連データの効率的収集と戦略
的活用に関するワーキング・グループ」が立ち上げられ、議論が行われている。 
さらに日本経済団体連合会では、2022 年 6 月に長期の価値創造につなげていく観点から、従来の

ESG 投資における KPI を一歩進めた、パーパス起点の対話に資するインパクト指標を活用した対話に
関する提言を公表している12。 
 
 

1-6 小括 

法定開示・制度開示強化の潮流は ISSB と CSRDの 2 つを軸として、両者で枠組みの共通化や連
携を模索しながら、詳細なルールの策定に向けた議論が進展している。 
枠組みの共通化としては大きく 2 点挙げることができる。1 点目が、「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」

「指標及び目標」を開示の基本的な枠組みとしていく動きとなっていること。2 点目が、一部を除き、重要
性のある情報について開示を求めるという方向性である。具体的な開示要請事項は産業別、テーマ別
に整備されていくこととなっている。ただし ISSB は企業財務に与える影響を重視する「シングルマテリアリテ
ィ」、CSRD は財務的影響と企業活動が外部の環境や社会に与える影響の両側面から判断する「ダブ
ルマテリアリティ」の考え方を採用している点に違いがある。 
 
 

 
11 https://www.asb.or.jp/jp/wp-content/uploads/news_release_ssbj_20230302.pdf  
12 https://www.keidanren.or.jp/policy/2022/060.html  
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【マテリアリティを巡る考え方】 
課題の優先度を判断し、重要課題を特定するための尺度となるのがマテリアリティの概念である。マテリ

アリティの考え方は、基準や枠組みによって異なっている。 
ISSB で採用されているのは、サステナビリティ課題が企業財務に与える影響の観点から重要性を評

価する財務的マテリアリティの考え方であり、「シングルマテリアリティ」と呼ばれる。 
一方の CSRD では、財務的マテリアリティに加え、企業活動が外部の環境や社会に与える影響の観

点から重要性を評価する環境・社会的マテリアリティの両側面を重視しており、「ダブルマテリアリティ」と呼
ばれる。両者は社会状況の変化によって重なり合うことがあり、環境・社会に与える影響がビジネス上の
機会やリスクに変換されることになる。 
 さらに時間の経過や外部環境の変化によって重要性の評価軸が変化すると捉える「ダイナミックマテリア
リティ」という考え方もある。 
 
(1)  ISSB への対応 

ISSB については、2023年 6月の最終化を目指して早期に最終的な枠組みが公表される予定とな
っており、各国・地域で上場企業を対象に制度開示として導入されていく見通しである。発効は 2024
年 1 月となる予定であり、先行して 2023 年度の開示から適用を始める企業が出てくることが想定され
る。日本国内においても、ISSB基準を踏まえたサステナビリティ情報基準が 2024年度中には確定され
る予定であり、いずれ一律に適用されていくことに備え、上場企業は現在の議論を注視しつつ、重要性の
ある情報について「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標及び目標」の枠組みで報告するなど、先行して
取り組んでいくことが期待される。 
 
(2)  CSRD への対応 

CSRD については、対応が必要となる日本企業は、EU に子会社または支店を持つ一定規模以上の
企業となる。一方で、直接の対象とならない日本企業においても、サプライチェーンやインベストメントチェ
ーンを遡って要請がくることが十分に想定される。そのため、今後発行される ESRS の「一定の要件を満
たす第三国企業向けの開示基準」において示される内容を理解し、備えておくことはどの企業にとっても
重要である。 
また、全ての企業に開示が求められる項目もあるが、一部自社にとって重要性がない旨の理由を示す

ことによって開示を省略できる項目もある。まずは、シングルマテリアリティ、ダブルマテリアリティ双方の観点
から、自社にとって重要性のある項目とは何か、中長期的な観点から見極め、その理由を客観的に分か
りやすく説明できるようにしておくことが肝要である。CSRD は国際的にみても詳細な開示基準であり、
CSRD への対応を進めることは、各国・地域における開示要請への対応力を高めることにつながると考え
られる。 
 
(3)  規定演技・自由演技の枠組みでの整理 
ここまで述べてきた法定開示・制度開示に基づきサステナビリティ情報の開示に取り組む動きは、「規
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定演技」の領域への対応と位置付けられる。一方で、そうした要請も含め、企業として自社の価値創造
に向けたあり方をステークホルダーにしっかりと伝えていく開示への取り組みは、「自由演技」の領域での対
応と整理できる。企業のサステナビリティ情報開示のあり方については、規定演技と自由演技という観点
で捉えることが有効である。両者はそれぞれ以下のように定義することができる。 

 
図表 4 規定演技と自由演技の考え方の整理 
 規定演技  自由演技  
定義 ・外部から共通の枠組みで一定の強

制力を伴って要請される開示 
・法定開示、制度開示、一部のソフト
ロー的な規範 

・特定したステークホルダーに対し経営の
あり方を語る企業による主体的な開示 
・任意開示 

目的 ・説明責任、透明性 
・企業を共通比較する材料の提供 

・自社の優位性、競争力の明示 
・ステークホルダーの共感を生む 

開示における 
要件 

・共通フレームワーク 
・比較可能性 

・ストーリー 
・分かりやすさ 

主な開示媒体 ・有価証券報告書 
・コーポレート・ガバナンス報告書等の
制度年次報告書 

・統合報告書 
・サステナビリティレポート 
・その他各種媒体 

関連ガイドライ
ン・基準の例 

・ISSB 
・CSRD に基づく ESRS 

・価値協創ガイダンス 

 

開示に対する
向き合い方 

・比較可能な枠組みで要請されている
情報を開示すると共に、その情報を
解釈するための情報も提供する 
・「開示そのものが目的化しない」ことが
重要 

・自社にとって適した開示のあり方を追
求し、ステークホルダーの理解と共感を
得ていく 
・経営のレベルを高めることが開示のレベ
ルを高めることにつながる 

重要性のある
情報の開示に
対する向き合い
方 

・産業別、テーマ別で開示要請事項が
整理されていく 
・要請事項が自社にとって重要でない
場合にはその理由を説明できるように
備える 

・価値創造ストーリーとの関係性の中で
企業自らが定義する 
・何のために重要かの理由を説明し、理
解を得ていく 

 
規定演技には、法定開示・制度開示として明確に規定されたものだけでなく、将来的に法定開示・制

度開示への統合が見込まれるものや、実質的な標準となっている、ソフトローと呼べる一部の規範も含め
て考えることが重要である。例えば TCFD 提言は、公表から約 5 年を経て、現在では法定開示・制度
開示に移行しつつある。同様に 2023年９月に最終版の公表が予定されている TNFD（自然関連財
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務情報開示タスクフォース）による自然資本に関する情報開示フレームワークも、将来的に法定開示・
制度開示に組み込まれていく可能性が考えられる。将来への備えとしても、そうしたソフトローと呼べる規
範も規定演技と捉え、感度を高めていくことが期待される。 

 
 規定演技と自由演技はそれぞれ独立したものではなく、相互に関係しあうものである。企業はその両方
を睨みながら、それぞれの特性を踏まえバランスを取りながら開示を進めていくことが求められる。規定演
技に向き合っていくためには、各種制度や開示枠組みに関する議論の動向を注視していくことが求められ
る。一方の自由演技については、ステークホルダーの情報ニーズを把握した上で、自社ならではの開示の
あり方を模索していくことが必要となる。  
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第2章 投資家を中心としたステークホルダーのサステナビリティ情報開示に対する期待 

 
自由演技の領域に取り組む上では、情報開示の対象読者となるステークホルダーの情報ニーズを把

握することが第一に求められる。本章では投資家を中心に、企業のサステナビリティ情報開示に対するス
テークホルダーの期待を整理する。 

 

2-1 ステークホルダー別の主な情報ニーズ 

2017年度の「新時代の非財務情報開示のあり方に関する調査研究報告書」において、研究会発
表及び個別インタビューを通じて、異なる立場のステークホルダーの情報ニーズと企業の非財務情報開示
に関する現状評価の把握に取り組んだ。現在においても各ステークホルダーにおける基本的な情報ニーズ
は変わらないと考えられるため、前報告書において掲載した図表13を加筆・修正の上、再掲する。 
 
図表 5 ステークホルダー別の主な情報ニーズ   
ステークホルダー 主な情報ニーズ 
長期・アクティブ運
用の機関投資家 

・長期的な企業の将来性を判断するための情報、その判断の確からしさを評価
するための情報 
・超過リターンの源泉となる差別化・競争力の要因を発掘するための情報 
・収益性の維持やリスクの低減の見通しを把握するための情報 
・長期の不確実性に対応する上での企業の信頼感につながる情報 

パッシブ運用の 
機関投資家 

・ファンド組成に向けた特定の条件で比較・評価するための各種企業情報 
・業界比較、改善分野の発見のための情報 
・長期の不確実性に対応する上での企業の信頼感につながる情報 

ESG評価機関 ・評価のための比較可能な客観的なデータ 
従業員・労働者、 
学生（将来の社
員）、従業員の家
族 

・組織の社会的な存在意義、提供価値（特に若い世代） 
・組織の全体像 
・労働環境に関する情報 
 

NGO/NPO・市民
社会・地域社会 

・特定の個別課題の取り組みに関する情報 

行政 ・法令要求事項への対応状況 

 
13 企業活力研究所 2017年度 CSR研究会「新時代の非財務情報開示のあり方に関する調査研究報告書」 P56 図表 6 
https://www.bpfj.jp/report/csr_h29/  
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BtoB顧客（公共
調達を含む） 

・サプライチェーンでの社会面・環境面への対応状況 

消費者（BtoC顧
客） 

・購入判断に資する情報 
・アクセスしやすさ、比較しやすさ 

 
上記は代表的なステークホルダーについて主要な特徴をまとめたものであり、実際には各ステークホルダ

ーにおける実態は多様である。例えば一口に機関投資家と言っても様々なタイプが存在し、それぞれの
投資対象を選別する手法やそのための情報ニーズは異なる。 
 
図表 6 主な機関投資家の種類 
カテゴリー 差別化 

リソース 
投資対象 
選別手法 

カバレッジ 投資スタイル(リ
ターンの源泉) 

代表例 

アクティブ ・ファンダメンタ
ル・リサーチ 
・AI 
・クオンツ（計
量手法） 

・ボトムアップ 
・トップダウン 
・セクターアロ
ケーション 

 
 
 
 
・グローバル 
 
・リージョナル 
 
・ローカル 

・グロース 
・バリュー 
・GARP 
・中小型 
・配当 

・大小運用会社 
・アクティビスト 
・ヘッジファンド 

スマートβ ・一定のルールに則り、テーマ
に適合する投資対象をシス
テマティックに選択・組み入れ
る手法 

・テーマ ・計量手法を得意
とする大手運用会
社（証券系運用
会社など） 

パッシブ ・システム ・完全法
（注 1） 
・層化抽出
法（注 2） 
・最適化法
（注 3） 

－ ・ETF 
・公的年金、大規
模企業年金など
のアセットオーナー
が採用 

注 1：ベンチマークとするインデックスを完全に複製するポートフォリオを構築する方法 
注 2：特性に焦点を当てポートフォリオを構築する方法 
注 3：決められた制約条件のもとで目的に合う特性を持つポートフォリオを構築する手法 
出所：2022年度第４回 CSR研究会 アストナリング・アドバイザーLLC代表 三瓶裕喜氏 講演資料を元に事務局

にて作成 

 
企業が情報開示を行う上では、想定読者となるステークホルダーの情報ニーズを踏まえた上で、それぞ

れの読者に合わせてコミュニケーションを行っていくことが重要となる。  
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2-2 機関投資家・金融機関を巡る状況 

世界における ESG投資の拡大傾向は継続している。2022年 3月末時点における国連が主導する
責任投資原則（PRI）署名機関数は全世界で 4,900以上となり、総運用資産額は 121兆円を超
える14。また 2020年年初における世界主要 5市場（米国、EU、カナダ、オーストラリア、日本）におけ
るサステナブル投資額は 35.3兆米ドルに達した15。 
日本国内に目を転じてみると、日本サステナブル投資フォーラム（JSIF）が行った調査では、アンケー

トに回答した機関投資家において、総資産運用残高に占めるサステナブル投資の割合が 2020 年に初
めて過半数を超え、2022 年 3 月末時点では合計額は 493 兆 5,977 億 2,900 万円（前年比-
4%）、総運用資産残高に占める割合は 61.9%（前年比+0.4 ポイント）に到達した16。 
近年ではサステナビリティ課題へのインパクトを考慮した投資も拡大を見せている。インパクト投資の市

場規模は、グローバルでは 2021 年に 1 兆米ドルを超え17、過去 5 年で約 10 倍に成長している。日
本国内においても、2021 年のインパクト市場の投資残高は 1 兆 3,000 億円を超え、前年度比推計
で約 4倍に増加している18。 

 
このように ESG 投資が拡大を続ける一方で、表面的に「取り組んでいると見せかける」グリーンウォッシ

ュ・ESG ウォッシュに対する懸念の声も高まっている。そうした中で、機関投資家・金融機関に対する情報
開示の強化や名称の使用に関する基準の厳格化に取り組む各国・地域の規制機関の動きや、金融商
品の ESG格付けを提供する ESG評価機関の動きが見られる。 
日本においては、金融庁が 2021年10月末時点の ESG 関連公募投資信託（ESG 投信）（37

社・225本）を調査したところ、11社（約 30%）に ESG専門部署・チームがなく、14社（約 38％）
に ESG 専門人材が一人もいないということが明らかになった19。それを受け、金融庁は 2022年12月に
ESG 投信に関する「金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針」の一部改正案を公表20。今後、
①ESG を投資対象選定の主要な要素とし、②交付目論見書の「ファンドの目的・特色」にその旨を記
載しているものについてのみ、名称や愛称において ESG や SDGs、グリーンといったキーワードを用いること
ができるようになるとする方針が提案されている。 
日本での規制は現時点では定性的なものにとどまっているが、EU においては、さらに厳しい定量的な

規制案が提案されている。欧州証券市場監督局（ESMA）は、2022年11月に ESG またはサステナ

 
14 https://www.unpri.org/annual-report-2022/signatories  
15 http://www.gsi-alliance.org/wp-content/uploads/2021/08/GSIR-20201.pdf  
16 https://japansif.com/wp-content/uploads/2022/11/221130survey2022.pdf  
17 https://thegiin.org/research/publication/impact-investing-market-size-2022/  
18 http://impactinvestment.jp/user/media/resources-pdf/gsg-2021.pdf  
19 https://www.fsa.go.jp/news/r3/sonota/20220527/20220527.html  
20 https://www.fsa.go.jp/news/r4/shouken/20221219/20221219.html  
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ビリティに関連した投資商品の名称に関するガイドライン案を公表した21 。そこではファンド名に「ESG」や
「インパクト」が入っている場合には、ポートフォリオの 80%以上がサステナビリティを促進するものとなってい
ること（サステナブルファイナンス開示規則（SFDR）で区分されている「9 条ファンド」または「8 条ファン
ド」）、「サステナブル」に類する用語が入っている場合にはさらにポートフォリオの 50%以上がサステナブル
投資で占めることを条件とする案が提示されている。同様の方向性は米国の SEC からも出されている。 
 

こうした動きの背景にあるのが、金融商品についてサステナビリティへの貢献度合いに応じてカテゴリーを
設定し、機関投資家・金融機関に対して自社が提供する商品を分類し、詳細な開示を求める規制の
方向性である。その代表的なものが、EU のサステナブルファイナンス開示規則（SFDR）である。 

SFDR では、企業と機関投資家に対してサステナブルな経済活動を定義する EU タクソノミーに紐づく
形で、機関投資家・運用会社に対し、組織としての方針策定・開示（レベル１）と、金融商品である
ESG ファンドについての詳細な開示（レベル２）を義務付けている。レベル２では、グリーンウォッシュ防
止を目的として、サステナビリティへの貢献度合いに応じて 3 つの区分（①6 条ファンド：サステナビリティ
リスクを考慮する②③に該当しないその他の商品、②8 条ファンド：投資判断プロセスにインテグレーショ
ンし、環境性・社会性を促進する商品、③9 条ファンド：サステナブル投資を目的とした商品）を設け、
それぞれについて要件を満たす情報の開示を求めている。開示要件の中には、PAI（Principle 
Adverse Impact）と呼ばれる主要な悪影響項目についての開示があり、炭素排出や人権といった複
数の指標について、金融機関は組織レベルと商品レベルでの開示を行っていくこととなる。 

機関投資家・運用会社がこうした開示要請に対応していくためには、投融資の対象となる企業におい
て同種の情報が開示されていることが不可欠であり、機関投資家・運用会社は、自社が SFDR の要請
に対応していくために、投融資先企業に対して情報開示を求めていくこととなる。要請される情報開示の
内容については、EU においては EU タクソノミーや CSRD と連関を持たせる形で整備が進んでいる。その
ため、SFDR や CSRD の直接の規制対象とならない場合であっても、投融資の対象となる企業はこうし
た基準で要請されている情報についての開示に対応していく必要があり、十分な対応ができない企業に
おいては、将来的に投融資の対象から外れていく可能性が高いと考えられる。 
 

日本の金融庁においては、その他にも ESG 評価・データ提供機関及びインベストメントメントチェーンに
おいて連なるプレイヤーに対し、サステナブルファイナンスの一層の実現に向け、諸機関から提供される情
報の質向上に向けた取り組みを促す「ESG 評価・データ提供機関に係る行動規範」を 2022 年 12 月
に公表している22。本規範は一律に対応を義務付けるものではなく、各機関に趣旨への賛同と受け入れ
る旨の公表を呼びかけ、規範の実施または実施しない場合はその理由を説明することを要請するものと
なっている。 
 

 
21 https://www.esma.europa.eu/press-news/consultations/consultation-guidelines-funds%E2%80%99-
names-using-esg-or-sustainability-related  
22 https://www.fsa.go.jp/news/r4/singi/20221215/20221215.html  
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2-3 長期・アクティブ運用の投資家を巡る状況 

本研究会では、企業の開示情報に対する期待及び企業の開示情報をどのように活用しているかの知
見を得るため、個別企業の状況を重視するボトムアップでの投資判断を行う長期・アクティブ運用の投資
家を経験してきたアストナリング・アドバイザーLLC 代表 三瓶裕喜氏を招き、研究会での発表と議論を
行った。そこでは以下のような知見を得られた。 
 
●アナリストが企業情報等からありとあらゆる情報を集め、そのリサーチを経て、Modelling（長期の企
業業績予想）、Valuation（業績予想に基づいて、あるべき企業価値を算出）、Investment 
thesis（投資の主要な理由）を導き出す。その次に、ポートフォリオマネージャーが ESG 評価を投資
判断に反映する段階は進化の過程にあり運用会社によっても様々だが、社内のリサーチデータベースに
反映している ESG 評価情報を検索しながら投資先を考え、意思決定を下す（Investment 
decisions）。 

 
●運用会社における ESG インテグレーションの進化として、4 つの段階が考えられる。 
・ 第１段階（５年以上前）：ESG 評価を投資判断に何らかの形で結びつけようとしたフェーズ。投資
判断した後で、その投資先の ESG評価を確認。 
・ 第２段階（４～５年前）：外部の情報データベースと社内のデータベースを繋げ、「投資したい企
業」が社内外のリソースでどのような ESG 評価であるのか基本情報をポートフォリオマネージャーが把握
した上で投資判断を行っている。 
・ 第３段階（３年前～）：社内のアナリストの目で ESG評価を行い、その結果と、外部の ESG情報
の両方を社内のデータベースにおさめる。第２段階に比べ、自社独自の評価が色濃くなっているのが特
徴。現時点では、多くの運用会社はこの段階にある。 
・ 第４段階（近い将来？）：ESG情報が業績予想とともに企業価値評価に影響を与える要素として
考慮され、投資判断の初期段階でインテグレートされる。この方法論についてはまだ開発段階であり、
運用会社でも実用化を公表できる段階には進んでいない。 

 
●投資家は、企業の開示情報をそのまま素直に受け入れる訳ではないという点が大事である。独自に
情報を集めて仮説を立て、そのレンズを通して、企業の説明の整合性、確からしさ等を判断したうえで
投資判断対話を行う。 
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出所：2022年度第４回 CSR研究会 アストナリング・アドバイザーLLC代表 三瓶裕喜氏 講演資料 

 
●統合報告や ESG情報の開示と活用 
・ トップメッセージを非常に重視する。特にロジック（storyline）と一貫性（background story）を
重視しており、懐疑的な投資家が抱く「なぜ？」に対し整合性と一貫性をもって応える内容を期待して
いる。 
・ 「価値創造プロセス」は多くの企業で似通ったテンプレート（右肩上がりの矢印でぐるぐるっと回っている
ようなもの）を使用し、そこに単語だけ入っている。それについて特に説明が掲載されていない。文章だ
けでも「明確に読者に伝わる事を考える」というのがより大事だと考える。それは、言い換えると「CEO が
何の資料も手に持たず、言葉だけで話し、聞いている人に伝わる」という事である。 
・ マテリアリティについて、ダブルマテリアリティ（またはパッシブ投資家）の影響で、どの企業も網羅的で同
じようなことを記載しており、情報価値が低いと感じる。 
・ 重要なのは補足説明である。例えば有報での開示が要請されている男女間賃金格差については、①
人材戦略の意図・期待に一致しているか、②あるパーセプションが形成されているために、意図せざる偏
りが生じていないか、③実態・環境として、偏りが生ずる合理的な理由があるか、の 3 点について現状
分析を行い、今後どう解決していくのかについて補足説明をすることが期待されている。 
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第3章 統合的開示に先行して取り組んできた日本企業の状況 

 
これまで見てきたように、企業に対する法定開示・制度開示を通じたサステナビリティ情報開示に対す

る要請は、今後一層強まっていくことが確実である。サステナビリティ情報開示の枠組みの統合化とウォッ
シュへの対応は歓迎されるものである一方で、移行過程においては、開示要請の質量の増加、異なる媒
体での開示に伴う作業の重複、サステナビリティ情報の早期開示への対応、保証への対応など、企業の
負担は確実に増加することが想定される。ルールが整備され、対応の負荷が高まることにより、法定開
示・制度開示の規定演技に最低限対応すればよいという発想に企業が陥る危険性もある。 
企業が情報開示に取り組む上では、規定演技と自由演技の両面から捉えていくことが重要である。自

社の優位性や競争力を明示し、ステークホルダーの共感を生むことを目指す自由演技の領域においては、
統合的開示に積極的に取り組み、社会の持続可能性と自社の持続的な稼ぐ力の向上とをつなげ、社
会のサステナビリティと企業のサステナビリティを「同期化」させるサステナビリティ・トランスフォーメーション
（SX）に先行して取り組んできた企業の経験から学ぶことが有効であると考える。 
そこで本章では、統合的な開示に先行して取り組んできた日本企業への調査を通じて得られた内容

について報告する。特に統合的な経営の状況や重要課題となる「マテリアリティ」の各社における位置付
けや設定方法、そしてそれらを統合的な開示に落とし込む実践方法について確認していく。 
調査方法としては、統合的開示に先行して取り組んでいる日本企業 6 社に対するインタビュー調査と、

CSR研究会参加企業 10社に対するアンケート調査、および研究会での報告・議論を実施した。 
 
【調査対象企業】 ※企業名五十音順 
インタビュー調査対象企業：アサヒグループホールディングス㈱、オムロン㈱、住友金属鉱山㈱、中外製
薬㈱、ナブテスコ㈱、㈱ニチレイ 
アンケート調査対象企業：ANA ホールディングス㈱★、花王㈱、ソニーグループ㈱、SOMPO ホールデ
ィングス㈱★、東レ㈱、パナソニックホールディングス㈱、富士通㈱★、㈱ブリヂストン★、㈱丸井グルー
プ、三菱商事㈱ 
★は CSR研究会での報告実施企業 
【実施期間】 
インタビュー調査：2022年 11月 18日～2022年 12月 21日 
アンケート調査 ：2022年 11月１日～2022年 12月 16日 
 
 

3-1 統合的開示に取り組んだきっかけ、背景、狙い 

統合的な開示への取り組みに着手したきっかけとしては、大きく２つの傾向が確認できた。 
1 つ目は、財務情報のみでは企業理念や価値観に基づく持続的な価値創造や企業経営のあり方を
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十分に伝えることができないという認識を出発点とするものである。安全や環境といった非財務情報の開
示や、財務・非財務を体系的に捉えて語ることなしに企業価値や目指す経営のあり方を伝えられないこ
とから統合報告書の発行に取り組んだ企業が見られた。また企業理念に共感し、長期保有をしてくれる
株主を集めるために統合報告書を発行しているという企業もあった。 
２つ目は、財務と非財務の統合を通じてサステナビリティを企業経営の中核に据えようという認識に基

づくものである。統合的な開示への取り組みを先行させ、それを梃子としながら経営にフィードバックし統合
的な企業経営のレベルを高めていくことを狙いとした企業もあれば、経営とサステナビリティの一体化が成
熟したのを機に統合報告に切り替えた企業もあり、両方のアプローチが見られた。 
調査対象企業には約 10 年前から統合報告書を発行している企業も見られ、初めから完璧なものを

目指すのではなく、どの企業も開示とエンゲージメントを通じて試行錯誤を繰り返しながら、統合的な開
示の質向上に取り組んでいることが伺えた。また開示そのものが重要なのではなく、統合的な企業経営が
重要であり、その結果としての開示の充実であるという声が複数聞かれた。 
 
・財務中心のアニュアルレポートを制作するにしても、事業の土台となる安全運航や顧客満足への対応
等の観点なくして企業価値を測れない、投資家の理解を得られないことから、統合報告を試行しはじめ
た。（ANAホールディングス） 
・社会価値・環境価値・経済価値の三価値同時実現に向けた取り組みをステークホルダーにご理解頂く
ために、財務・非財務情報を体系的に捉えご説明することが必要と考え、2011 年よりアニュアルレポー
トでサステナビリティレポートの要素を取り込みながら内容を充実させ、2014 年からは、名称を統合報
告書に改めて発信。（三菱商事） 
・2016 年の統合報告書発行当時、当時、海外の鉱山圏域を積極的に取得するという戦略をとっていた
背景もあり、ステークホルダーに企業としての正しい姿を理解いただくためのツールとして効果的であるとい
う点、自然資本、地域社会資本をベースとする事業特性上、サステナビリティと事業のコネクティビティが
強いという点を踏まえ統合報告書が有効であろうという経営判断が影響している。（住友金属鉱山） 
・統合的開示の取組時期は2015年。統合的開示を学びながら、ESG経営への取組み課題感や、今
後の重点事項を洗い出し、経営に活かすことを目的にスタート。現在はインパクトレポート開示へ進化し
ている。（丸井グループ） 
・これまでもアニュアルレポート＋サステナビリティレポート（旧・社会・環境報告書）を統合的に編集し、
統合報告書で求められる内容をカバーできるような形で開示してきた。形だけの統合報告書として一体
化させることを社外から求められなかったことや、社内でも統合報告書の必要性について経営レベルでき
ちんと議論できる土壌が整っていなかったため､環境が整うまでは統合報告書への移行を事務局側で止
めていた。経営方針とサステナビリティ戦略が 2021 年の時点ですでに一体化してきており、サステナビリ
ティレポートにおいても経営戦略や財務インパクトを語らざるを得ないレベルになった。価値創造を一体
的に語るとなれば、統合報告の形態をとるのが最適/自然な流れとの判断に至った。（ブリヂストン） 
・当社の IR における基本戦略は、株主を選ぶ努力をすること。一般的には株主は選べるものではない
が、創業時から社会の公器として企業理念経営に取り組む以上、経営者は優良な資本を集め、経営
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基盤を強固にしていく努力が求められる。企業理念に共感し、長期に渡ってオムロンの取り組みを応援
してくださる、中長期視点に立った投資家に株主になっていただくことが重要。そこで非財務情報の開示
に積極的に取り組むこととなった。（オムロン） 

 
 

3-2 企業経営における経営と環境・社会の持続可能性の同期化に向けた取り組み 

(1)  環境・社会の持続可能性に関わる取り組みの企業経営全体の中での位置付け 
社会のサステナビリティと企業のサステナビリティを「同期化」させていく上では、長期の時間軸で企業経

営のあり方を捉えることが求められる。そのためには企業のパーパスや経営理念を長期の経営計画に転
換していくことが重要となる。調査対象企業のほとんどで、10 年単位の長期ビジョン・長期戦略が策定さ
れており、その中で環境・社会のサステナビリティを明確に位置付けていることが確認できた。具体的な位
置付けとしては、「短期と中長期の時間軸で整理して位置付ける」、「中長期の経営方針の中核戦略と
して明確に掲げる」、「パーパスやあるべき姿の実現と紐づけて整理する」といった形が見られた。 
 
・ANA グループは持続的な企業価値向上を実現するために、事業環境や社会情勢の変化に応じた短
期的な取り組み（事業戦略の実行）と、あるべき姿を定めた中長期的な取り組み（重要課題への対
応）の両方の時間軸を意識した対応を推進することで、社会的・経済的価値の同時創造を追及して
いる。（ANA ホールディングス） 
・サステナビリティと経営の統合については、経営の意思として持っており、統合報告書において CEO メッ
セージでも言及されている他、中長期経営方針のコア戦略の１つ「サステナビリティと経営の統合による
社会・事業のプラスインパクトの創出、社会課題解決」としてサステナビリティを位置付けている。（アサヒ
グループホールディングス） 
・サステナブル経営の全体像としては、「SOMPO のパーパスの実現に向け、本業を通じた社会課題解決
により経済価値と社会価値の創出に取り組む」、これを「SDGs 経営」と名づけ、新たな経営基盤の一
つに位置づけた。2021 年に発表した新中期経営計画の中でもこの全体像を発表している。左側の
SOMPO のパーパス、これを実現するために右側にマテリアリティを策定、さらに KPI が存在している。こ
れを価値創造サイクルで PDCA を回しながら達成していく。（SOMPO ホールディングス） 

 
(2)  経営会議・取締役会の巻き込み、社内体制の構築 
多くの企業において、統合思考の浸透と統合戦略の策定、統合的開示の推進要因として、トップ及

び経営層の意識変化とリーダーシップが挙げられた。数年前と比較して、経営会議や取締役会において、
サステナビリティについて議論する機会は格段に増え、その内容も高度化している。きっかけとして、海外
投資家をはじめとするステークホルダーとの直接対話により意識が変化したという声が多数聞かれた。外
部評価をうまく活用し、評価の高まりと経営層の意識の高まりが連動するよう工夫している企業もあった。 
また役員報酬との紐づけによる強化や、事業部門のリーダーを各マテリアリティの担当役員とするなど、
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自分ごと化に向けた工夫が見られた。 
 

・経営戦略会議と前段での会議を合わせて、サステナビリティ部門のサステナビリティ案件の上程回数は
2022 年で延べ 30 回を超えており、サステナビリティをコア戦略の一つとして定期的な議論がされてい
る。勝木社長が CFO兼サステナビリティ担当役員を務めていたことから、海外からの投資家からサステナ
ビリティに関する意見を受けることが多かったという経験もあり、対話を通じ危機意識・関心が醸成され、
経営層の意識の向上につながっていったのではないかと考えられる。近年の社外取締役がサステナビリテ
ィの知見を持つ方が多く、意見交換をする回数が増えた。また2016年～2017年の欧州事業の買収
により事業構造が変わり、よりリアル感を持ちサステナビリティの必要性を感じたことも影響していると考え
られる。（アサヒグループホールディングス） 
・サステナビリティはマネジメントの業績評価指標と連動しており、ESG 外部評価は役員報酬と連動して
いる。また、2014 年から DJSI に挑戦しはじめたことを契機に、外部評価が高まるにつれ、徐々に経営
層の巻き込み・コミットメントにも繋がり、現在は世界のロールモデルを目指すという会社全体としての動
きにつながっている。（中外製薬） 
・GRBの 7つのサステナビリティ重要課題のリーダーを役員が担当している。例えば「人権・多様性」は、グ
ローバルデリバリーの担当役員を、「環境」は Fujitsu Uvance を担当するグローバルソリューションを担
当する役員を、リーダーとしている。サステナビリティ経営委員会（委員長：CEO）で各リーダーが進捗
や課題等を報告している。（富士通） 

 
 

3-3 「マテリアリティ」の捉え方と運用 

(1)  「マテリアリティ」の位置付け・考え方 
自社が重要と考えるテーマとなる「マテリアリティ」の位置付けについては、各社によって様々な捉え方が

見られた。捉え方の整理としては、重要性の評価軸としてのシングルマテリアリティか、ダブルマテアリアリティ
かにとどまらず、パーパスや長期ビジョン、中長期戦略との関係性において多様な位置付けがなされている
ことが確認された。 
「何にとって重要か」という観点では、パーパスや長期ビジョン実現において重要、価値創造を行う分野

として重要、価値創造に影響を及ぼす課題として重要、といった位置付けが見られた。 
サステナビリティの経営への統合が進んでいく中で、パーパスの策定や長期ビジョン、中長期戦略の策

定のタイミングで、「マテリアリティ」に対する位置付けを見直した、既存のマテリアリティを絞り込んだ、という
企業が多く見られた。 
開示に際しては、あえて「マテリアリティ」という言葉を使用しない形で重要課題を特定して開示した上

で、投資家を始めとする読者との対話の中で言葉の使い方を含む開示のあり方を模索する企業もあった。 
 
・当社にとってのマテリアリティは、パーパスの実現にあたって何が必要な項目か、重点課題を整理したも
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の。（SOMPO が社会に提供する３つの価値に関して、社会の側面から経営上の重点課題として特
定したもの。）（SOMPO ホールディングス） 
・2014 年に CSR マテリアリティを策定したが CSR の中の閉じたマテリアリティの整理となってしまっていた
ため、統合的な開示の中で CSR マテリアリティをどこに位置付けた時にフィット感があるのか、数年間難
しさを感じていた。そうした過程を経て、マテリアリティは、短期のみならず、長期で乗り越えなければいけ
ない経営上の重要課題であると捉えた。長期ビジョンの策定（2021 年公表）に伴い、ESG 項目を
網羅的にリストアップした従来の CSR マテリアリティから、長期ビジョン実現に向けた長期的な課題として
「経営マテリアリティ」を位置づけ、企業理念（Nabtesco Way）、長期ビジョン、経営マテリアリティ、
実行策としての中期経営計画という体系のなかでの重要な経営課題を表すものとして、整理を試み
た。マテリアリティのあるべき姿と特定の仕方を議論したうえで、「長期ビジョン実現に向けた課題」として
経営マテリアリティを位置づけた。見直しのポイントは、①財務的な要素（戦略・社会関連コスト／収
益のインパクト）、②長期的な視点での価値創造、③非財務的な要素（ESG リスクや機会：ビジネ
スの持続性）とした。（ナブテスコ） 
・当社の更なる中長期的な企業価値向上を実現すべく、事業活動における重要性の観点から「サステ
ナビリティ重要課題」のレビューを行い、2022年 5月に公表した「中期経営戦略 2024」が目指すMC 
Shared Value（共創価値）の継続的な創出に向け、事業活動を通じて解決していく重要な社会
課題である「マテリアリティ」として再定義し、中経の中で発表。（三菱商事） 
・グローバル約 12 万人でビジネスを展開している中で、「どのような価値を創出するために、何に重点投資
するのか、それを決めるためにマテリアリティを決める必要がある」との認識もありマテリアリティの特定を改め
て行っている。経営層のみならず社員一人ひとりも腹落ちできるようにしていくことを目指す。「富士通らし
さ、我々の価値とは何か」を考えるためにもマテリアリティの特定が必要だと考えている。（富士通） 
・2019 年の新中期経営計画に向け、その前段階として経営企画部のメンバーと広報 IR 部が協力し
2018 年にマテリアリティを検討した。今後 10 年先のステークホルダーと当社にとって重要な課題という
視点で策定している。（中外製薬） 
・Purpose を構成する「クリエイティビティ」や「テクノロジー」は、人と事業の「ダイバーシティ」とともにソニー
の「価値創造のドライバー」として位置づけ、マテリアリティを「中長期的な社会の変化および多様なステ
ークホルダーのニーズを踏まえた、ソニーの価値創造に影響を与えるサステナビリティに関する重要項目」
と定義している。（ソニーグループ） 
・「マテリアリティ」という文言をあえて使わず、ステークホルダーに何をマテリアリティとして捉えたか聞くという
試みを実施。結果として、「マテリアリティ」そのものではなく､「何にとっての」マテリアルな課題なのか､考え
方やプロセスの開示が重要視された。あるアナリストからは、統合報告とサステナビリティレポートでは読者
が異なるため､マテリアリティを開示媒体ごとに 2 つに分けるというアプローチもある（統合報告は企業価
値に絞ったかたちでマテリアリティを載せると良い）とコメントがあった。引き続きマテリアリティという言葉は
使わずに、当社の何にとって重要な課題なのかをしっかり説明して開示していくというのが分かりやすい開
示と考えている。（ブリヂストン） 
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(2)  「マテリアリティ」項目の抽出プロセス 
「マテリアリティ」の抽出プロセスは３つのステップ、①候補となる課題の絞り込み、②収集した課題の評

価、③絞り込んだ課題の議論・承認、で進めていくことが一般的である。 
①の絞り込みにあたっては、SDGsや GRI、SASBなどの国際規範やスタンダードを手掛かりとして絞り

込む例が多く見られた。 
②の評価は、自社視点とステークホルダー視点による 2 軸のマトリクスで評価しマッピングするという手

法が多く見られた。ただし何を評価の基準とするかについては、各社の「マテリアリティ」の位置付けにより違
いが見られた。具体的には、機会とリスク、価値創造能力に与える正負のインパクト、事業成長を実現す
る攻めと価値毀損を防ぐ守り、パーパスとの関係性といった例があった。 
評価にあたっては、アンケート等の手法を通じて社内外から声を収集することが重要である。社内につ

いては経営層や事業部門、あるいは若手社員や海外社員、社外取締役からも意見を聞くといった例も
見られた。社外に対しては、有識者や NGO、取引先を対象とする場合が多い。 
マトリクスについては開示している企業と開示していない企業があり、マトリクスの形で表現することが必

須というわけではないという声も聞かれた。 
③絞り込んだ課題の議論・承認は、サステナビリティ推進委員会や経営会議、取締役会など、全ての

企業において経営レベルで実施されていることが確認された。 
 
・抽出・整理したマテリアリティ項目について、自社およびステークホルダー視点での評価を実施した。自社
視点での重要性は、ソニーグループの本社機能を担当する上級役員が、中長期的にソニーの価値創
造能力に与えるポジティブもしくはネガティブなインパクトの観点から、各項目を評価。また、ステークホル
ダー視点での重要性は、NGO、投資家、ESG 評価機関、メディアなどが公表している情報などに基づ
き、各項目を評価した。（ソニーグループ） 
・SDGs や GRI、SASB などの様々なスタンダードや国際規範など多くの情報からマテリアリティ候補リスト
を作成。東レ側の視点、ステークホルダー側での視点両面で分析を実施。東レ側の視点では、役員ア
ンケート、リスクマネジメント、長期経営ビジョン、中期経営課題などで分析。ステークホルダー視点は、
客先、株主、社員、社会の４面でアンケートや調査を実施。各調査結果を分析し、CSR 推進室が案
を策定。有識者ダイアログを実施し有識者意見を取り入れ案を修正。マテリアリティ案をCSR委員会で
審議し、その後取締役会で議論し決議。 (東レ) 
・事業成長を実現する課題を「攻め」、企業価値の毀損を防ぐ課題を「守り」と位置付け、両軸で、社会
課題の重要性評価を実施。※マテリアリティは成長戦略に直結するとの考えから、リスク観点ではなく、
攻めと守りの 2軸で検討。（ニチレイ） 
・2 軸（ステークホルダーにとっての重要性、アサヒグループにとっての重要性）に加え、アサヒグループとし
て独自性のある価値を創造できるかという点からマテリアリティを設定。その上で取組みテーマの中から経
営資源を集中させて取り組む重点テーマを設定している。（アサヒグループホールディングス） 
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(3)  「マテリアリティ」の各項目のマネジメント方法 
企業が特定した「マテリアリティ」のマネジメントに関しては、各社において様々な工夫が見られた。事業

戦略との紐づけでは、事業ごとに該当する「マテリアリティ」を紐づける、「マテリアリティ」とのつながりを踏まえ
て事業部門ごとに中計を策定する、グローバルで重点テーマごとにタスクフォースを設置しリージョン（地域）
ごとにロードマップを作成する、といった例があった。 
 
・各事業本部・部門に 2030 年のありたい姿との関連で中期経営計画を作成し連関を説明できるよう
シートを用意し、マテリアリティを意識した中期経営計画を組み立ててもらっている他、経営企画部の単
年度予算作成通知の中にも 2030 年にありたい姿に向けた事業計画を立てるよう指示が出ている。
（住友金属鉱山） 
・各マテリアリティに紐づく 2030 年目標を設定し、3 カ年の中計に KPI として落とし込んでいる。加工食
品、食品素材調達、低温物流、バイオサイエンス事業が多岐にわたる中、グループ全体に関わる包括
的な KPI を設定するのは難しいため、各マテリアリティについて主に取り組む事業会社をマッピングした。
グループ全体で取り組むものと、個社が中心となり推進するものを分けることで、メリハリをつけている。
（ニチレイ） 
・重点テーマごとに設定されたグローバル目標をもとに、タスクフォースを通じて、重点テーマごとのアクション
プラン、ロードマップの作成を依頼し、統括会社のサステナビリティ担当者と具体的な取り組み、進捗、
今後の計画についての議論などを行い、RHQ ごとに KPI設定・運用をしている。このような具体的な目
標への落とし込みを通じ社内浸透に繋がっていくのではないかと考えている。（アサヒグループホールディ
ングス） 

 
KPI の設定にあたっては、中計単位で定量目標に落とし込む、可能な限り数値化を試みる、インパク

トの観点から KPI を設定する、といった方法が見られた。一方で「マテリアリティ」そのものには KPI を置か
ず、「マテリアリティ」をベースとして定めた成長戦略において設定していくことを検討している例もあった。 
 
・パーパス実現の取り組みと事業計画を連動させるために、事業計画上の取り組み＝社会価値創出と
なるようなマテリアリティ KPI を定めた。達成状況やアクションを明確化し、事業戦略と連動した PDCA
を実践していく。またマテリアリティの KPI の中で「数値化できない項目」をどうするかは社内でも議論とな
っている。工夫をしながら数値化に取り組んでいるが、本当にできないものは無理に設定する必要はない
と考えている。（SOMPO ホールディングス） 
・各サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）について、2030 年の状態を目標として定性的な目標を
設定し、中期経営計画単位で定量目標にブレークダウンするという形で実践。どのような状態になれば
価値創造が実現できたと言えるのかを検討し、事業の成長とリンクさせた形で「社会価値 KPI」を設定
している。（オムロン） 
・マテリアリティ→インパクトと認識し、インパクトの進捗／KPI を設定している。（丸井グループ） 
・現在はマテリアリティ毎に KPIを設定し進捗管理をしているが、今後は成長戦略の中に KPIを置き、当
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社として事業活動をしていくうえで重要となる ESG 関連のマテリアリティは各部門が当然のものとして取
り組むべき内容として目標設定することを検討している。（中外製薬） 

 
「マテリアリティ」の見直しの頻度としては、毎年行っている場合と、中計期間など一定の頻度で行ってい

る場合とが見られた。見直しによって、特定された「マテリアリティ」の妥当性が確認されたという場合も多く、
必ずしも内容の修正・変更につながるわけではないが、定期的に見直すことの重要性が確認された。 
 
・マテリアリティの見直しについては、ステークホルダーと対話をし、最新動向のインプット並びに ANA グルー
プへの要請について意見聴取するダイアログを実施。様々な意見を確認しながら、適宜追加・修正を行
っている。現在、投資家向け・社会向けの両面から開示ガイドラインが存在しており、マテリアリティの在り
方については検討が必要。(ANAホールディングス) 
・ローリングしてみていくものとしてマテリアリティを策定しており、毎年見直しをし、外部環境等の動向を踏
まえ必要に応じて変更している。（中外製薬） 

 
 

3-4 統合的な開示の実践に向けた取り組み 

(1)  開示の対象読者・媒体の棲み分け、コミュニケーションの工夫 
統合的な開示は、SX をめぐるステークホルダーとの対話・エンゲージメントの起点となるものである。企

業がどのようにSXを実践しようとしているのかを伝え、理解を促していくのかという観点から、対象読者とな
るステークホルダーを捉えることが重要である。調査対象企業においては、大きく分けて対象を株主・投資
家とする場合と、広くマルチステークホルダーとする場合が見られた。前者においては株主・投資家の中で
もさらに長期のアクティブ投資家といったように対象を具体的に絞り込み、想定読者となるステークホルダー
の開示ニーズに応えられるよう作り込んでいる例もあった。後者においては、マルチステークホルダーをSXの
実践を共に担っていくパートナーとしてより具体的に捉え、従業員やお客様・パートナー企業に対し企業
価値の全体像や価値創造として目指す方向性を伝えることに取り組んでいる例が見られた。 
媒体間の棲み分けという点では、全てのステークホルダーとの接点を 1 つに統一していく方向性と、チャ

ネルごとの役割を明確化しステークホルダーに応じて棲み分けていく方向性が見られた。前者では、統合
報告書を企業価値や価値創造のストーリーを分かりやすく伝えるマルチステークホルダー向けの媒体として
いる例が見られた。後者では、統合報告書の想定読者となる投資家像を具体的に想定して制作する例、
有価証券報告書に掲載する情報を充実させることで投資家との対話のベースツールとする例、統合報
告書からサステナビリティ情報を独立させマルチステークホルダー向けの媒体とする例などが見られた。 
また統合報告書は対話のツールであり、作成して終わりではなく、統合報告書を起点に対話のサイク

ルを回していくことの重要性が多く聞かれた。 
 
・統合報告書：価値創造をテーマとしており、対象としてはアクティブの長期投資家としている。特定のペ
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ルソナ（ターゲット）を設定し、その相手に投資してもらうことを意識して編集している。 
コーポレートWEBサイト・CSR ページ：パッシブ投資家／ESG評価機関向けとしており、網羅的な 
ESG情報を開示している。 
有価証券報告書：これまで「自由演技」で開示の拡充に取り組み、WEB サイトでの網羅的な ESG 
情報の開示に取り組んでできたので、「規定演技」になってもある程度はカバーできると考えている。た 
だ、単に項目を羅列するということではないので、有価証券報告書で開示するデータをどのように関連づ 
け、ストーリーとして記載することや任意の開示資料との整合性を検討することが課題となる。（ナブテス 
コ） 
・2022年度の統合レポートの目的として「企業価値の全体像を伝える」こととしている。対象としては、株
主・機関投資家が主ではあるが「マルチステークホルダー」と設定した。お客様やパートナー企業との対話
に経営層やビジネスのフロントにいる社員が活用できるようにということも踏まえて制作した。（富士通） 
・統合報告書（Bridgestone 3.0 Journey Report）：主に機関投資家向け。価値創造ストーリ
ーを主体にコンサイズに組み立て直した（108 ページ）。／統合報告書のダイジェスト版：レポートの
主要なコンテンツをビジュアル中心にサマリーしたもの。従業員、パートナー、学生などが対象。／ウェブサ
イト：社外評価をはじめ、社内外の ESG 高関心層のニーズにも応えられるような詳細情報や具体例
を拡充。（ブリヂストン） 
・「統合報告書」ではなく独自の名称を使用。全てのステークホルダーに対し１冊で語る（リクルート・お
取引様、お客様に同一冊子でご説明）。専門家・投資家向けは有価証券報告書への振り分けを意
識し始めている（財務情報と非財務情報の一体型）。（丸井グループ） 
・有価証券報告書：法定開示という情報の信頼性、継続性担保に加え、企業価値評価に必要な情 
報（財務・非財務）を網羅する、投資家との対話のベース（正しい投資判断をしてもらうための情報 
に特化している）。／統合レポート：有価証券報告書記載内容に情報を追加、もしくは、要点を分か 
りやすく記載することで、企業価値と魅力を「価値創造ストーリー」として、より幅広い読者に伝え、オムロ 
ン・ファンを拡大させる（まずは投資家がターゲットだが、求職者、顧客などマルチステークホルダーを意識 
している。海外の投資家にも伝えるべき情報は統合レポートに盛り込んでいる）。（オムロン） 
・これまで事業とサステナビリティとの相関が高いという観点から統合報告書一本で開示してきたが、ボリュ
ーム感等の問題から、今後は統合報告書（投資家向け）、サステナビリティレポート（マルチステーク
ホルダー向け）と棲み分けをしていきたいと考えている。（住友金属鉱山） 
・社内外のステークホルダーとの対話が、取り組み推進や情報開示の起点。ESG 経営推進サイクルとし
て、以下を回している。①対話により要請を把握（企業を取り巻く最新動向、エアライングループとして
の ANA グループに対する課題認識、良い意味での期待等を聞いている）②上記を起点に実際の取り
組みを推進（KPIを設定しつつ）③最終段階として、情報開示→①へ。透明性の高い情報開示によ
って、多方面から意見が出やすい（特に人権報告書で顕著）。それは対話の中での材料になり、さら
に対話が充実し、良好なサイクルが回ることにも繋がる。（ANA ホールディングス） 
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(2)  統合的開示を進める上での社内体制 
社会のサステナビリティと企業のサステナビリティの「同期化」のために必要な経営・事業変革を行うサス

テナビリティ・トランスフォーメーション（SX）を実現し、その実態についてステークホルダーに対して訴求し
ていくためには、統合的開示を実現するための体制は、社内に横串を刺すものとなっている必要がある。
事実、多くの企業において、統合的開示の責任部門（経営企画、広報 IR、サステナビリティ等）を中
心にスタッフ部門横断でプロジェクトを結成し策定している。また事業・ビジネス部門と密な連携を図ってい
る企業や、社外取締役や外部の専門家の声を取り入れている企業も見受けられた。 
統合報告書の制作にかかる期間は、平均しておよそ 6 ヵ月程度という回答が多く見られた。非財務情

報に関連するデータの収集と、保証の作業に一定の時間がかかる他、多くの企業が開示ストーリーを構
築するための部門を超えた議論に時間をかけている。 
統合的開示の制作には多大な負荷がかかるが、制作プロセス自体を戦略的に位置付け、制作過程

を通じて経営層を含む関係者を巻き込むことで、社内の意識と部門間の関係性を高める機会となること
の重要性が多くの企業から指摘された。 
 
・コーポレート戦略部門を中心に、ESG 部門、会計財務部門、法務コンプライアンス部門、作成部門な
ど部門横断プロジェクトで推進している。グローバル視点を強化するために外部有識者がアドバイザリーと
して参加。(花王) 
・サステナブル経営推進部、広報部、経営企画部、人事部、法務部、事業管理部、デジタル・データ戦
略部、グローバル経営推進部、シニアマーケット事業部、IT 企画部、秘書部、経理部、リスク管理部、
内部監査部、監査委員会室、新事業推進室及び SOMPOグループ各社担当。（SOMPOホールデ
ィングス） 
・事業を通じた社会課題解決への貢献と、当社の持続的な成長に向け、統合レポート制作過程自体
を、「事業戦略をよりサステナブルにしていくための経営変革の一つ」として、グローバルにビジネス部門や
コーポレート部門などの関係部門との緊密な連携を図りながら制作した。（富士通） 
・2022 年の統合レポートの企画・編集・制作は、サステナビリティ推進部（2022 年 4 月新設）が中
心となって進めている。開示済の有価証券報告書やコーポレート・ガバナンス報告書なども踏まえつつ、
持株会社の経営企画部と IR 部門、4 つの事業会社の経営企画部門および広報部門を巻き込んだ
協力体制を構築し、情報提供や一部執筆の依頼を行っている。参画人数は述べ 100 人程度だと認
識している。（ニチレイ） 

 
 

3-5 統合的な開示の推進による効果と課題 

(1)  統合的開示によって得られた効果、ステークホルダーの反応 
統合的開示によって得られた効果としては、特に投資家を中心としたステークホルダーとの対話の質の

向上につながっているということがほとんどの企業で確認された。投資家にとっては企業の将来性や価値顕
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在化の機会を読み解くツールとして活用されていることが伺え、投資家との対話では、統合報告書をしっ
かり読み込んだ上で対話が行われるケースが近年増えているという声が多く聞かれ、また、また価値創造
の源泉とは何かを問う本質的な対話がなされている例も確認できた。統合的開示を推し進めることにより、
企業とステークホルダーの情報の非対称性が解消されていき、企業価値の向上につながっていくことが期
待される。 
その他にも、統合報告書の制作過程を通じた、社内の理解促進や連携強化といった点を効果として

挙げている企業も見られた。 
 
・統合報告書は、当初の狙いどおり、当社の中長期的な戦略の全体像、財務と非財務を統合したスト
ーリーを投資家に理解頂くためのツールとして役立っている。投資家と対話をする際の基礎資料としても
活用している。（パナソニックホールディングス） 
・統合報告書は当社取り組みの重要なポイントに焦点を当て記載しており、施策テーマ別のステークホル
ダーとの対話時の説明資料、或いは主要テーマ以外の派生質問時にリファーして回答する等、効率的
なエンゲージメントの実現に寄与。また副次的には、作成作業の過程での関連部局や現場との連携を
通じ、非財務取り組みに対する理解が促進される側面もある。（三菱商事） 
・経営会議では、外から見た時に妥当性があるのか等、社外の意見についても質問される。変えた方が
良い点、もっと踏み込んだ方が良い点、ANA グループの事業を踏まえた方向性等を議論するうえで、開
示後の対話を通じて得た意見が非常に役に立っている。（ANA ホールディングス） 
・統合報告書は投資家との重要な対話ツールとして位置づけており、世の中の情勢も変わり、過去と比
較しても、面談などの対話の機会が増え、より潤滑にサイクルがまわっているように感じている。海外（ヨ
ーロッパ）の投資家の方からは特に ESG関連のご質問が多くなっている他、最近では、アニュアルレポー
ト、WEB 情報を全部読んだ上で質問をされる方も多く、中にはボトムアップの意見がどれくらい通るのか
といったような社風に関する質問もあり、財務面以外の所で定性的に理解したいという要望に応えていく
という点において、中々直接コミュニケーションを図らなければ伝わらないことも多く、直接対話のできる機
会の重要性を感じている。（中外製薬） 

 
(2)  統合的開示の推進に向けた課題 
課題について多く挙げられていたポイントが、非財務と財務の結びつきをいかに定量化、見える化する

かといった点であった。各社で試行錯誤を重ねている段階であり、仮説を立てて数値化を図る、社会的イ
ンパクトを定量化する、といった取り組みが行われている。明確な結びつきというのは示せないまでも、ファク
トと仮定の信頼性を向上させる、相関関係の確からしさを示す、非財務が財務に及ぼす時間差に対す
る示唆を示すといった点が重要であるという声が聞かれた。 
 
・サステナビリティ情報は企業の将来価値を評価するのが目的ではあるが、サステナビリティ情報の財務的
インパクトは、内容的にも時間的にも間接的であり仮定が含まれる情報である。現時点のファクトと仮定
の信頼性を向上させ、投資家、ステークホルダーの判断の確度を高めていきたい。（花王） 
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・生み出す価値においても事業インパクト、社会インパクトを創出するという点に強く意識を置いている。
現在は事業インパクト・社会インパクトを定性的に表現しているが、今後いかに指標化するかが課題。し
かしながら、つくられた計算式にはめ込むことにより数字が一人歩きしてしまう側面もあり、取り組みの強
化に寄与するかという視点を忘れてはいけないと感じている。（アサヒグループホールディングス） 
・SOMPO が生み出す社会インパクトと将来的な財務価値へのつながりの可視化にチャレンジ中である。
仮説を立て、それに基づいて数値化を測ることを取り組んでいる状況。特に保険業の場合、サービスとし
て物がないので、より人的資本というのは強調するべきで、活動したことが結果的にどれだけの社会的イ
ンパクトになるのか、社会貢献につながったのかを金銭価値化させようというのが今回の趣旨である。
「My パーパスの追求、働き方改革、組織力・個人力アップ、エンゲージメント向上、エンゲージメントの
高い部署は目標達成率が高くなる」などの仮説を立てて、相関関係の検証を進めている。現在の取組
の正当性をいかに打ち出せるかが大事。相関関係のエビデンスを積み上げて説得力を上げ、さらなる人
的投資の高まりに今後つなげられることを期待。（SOMPO ホールディングス） 
・ESG と財務の結びつきについて、投資家にどこまで求めているか聞いたところ、定量的なつながりや確か
らしさは分からない中で、財務インパクトに与えるリスク度合いを見ている方が多いことが判明。具体的な
取り組みがどのくらい財務インパクトに影響するかは分からないにしても、将来の財務インパクトに与えるリ
スクはつかんでいる点において財務パフォーマンスの将来の伸びの確からしさが判断されている面がある。
一方、人的投資を含め、未財務／非財務がどのように財務にインパクトを与えてくるのか、その時間差
についての情報開示が期待されてきている。今の投資の効果がいつ頃出てくるのか、確実なことは言え
ないにしても、少しでも示せるとバリューの今後の伸びに対してもう少し確信が持てるようになる、との要望
が寄せられている。(ブリヂストン） 

 
制作面、体制面の課題では、すでに多大な作業負荷がかかっているなかで、制度開示の要請強化に

伴うさらなる負担を懸念する声が多数聞かれた。媒体に関しては、統合報告書に載せる情報が増え続
ける中で、目的に応じて媒体を分けるなど、いかに簡潔さを維持するかについての苦労が伺えた。また制
作にあたっては EGS 全般と財務の両方に関する知識が要求されるため、専門性を持った人材をいかに
育てていくかという点に対する課題認識も聞かれた。制度開示の要請レベルが高まることで、社内の本気
度を高める機会として活用していこうとする声も聞かれた。 

 
・統合報告書の制作当初は、取り扱う課題も多く、ESG の関係の取り組み・データの合冊版感が抜けき
れないという課題があった。マテリアリティ・リスク・機会・戦略に活動を分断しない形で関連付けを行い、
改善を図ってきたが、現状の課題として、関連付けによる導線の複雑化、ページ数の増量、内容面が
複雑化し一般投資家が分かりにくいといった問題がある。（住友金属鉱山） 
・大変な業務負荷と人材育成が課題。統合レポートは経営戦略を語るブックと位置付けているため、
ESG 全般と財務の両方に関する幅広い知識がなければ、企画・編集できない。またステークホルダーか
らの要請を想定して作り込むことや、新たな ESG 企業評価機関からの開示要請事項への対応も必
要。またレポート制作にあたっては、グループ全体を「面」で見る必要があるため、経営企画などの部署を
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経験していないと制作業務を担当するのが難しい。（ニチレイ） 
・2 年前まで有価証券報告書と同時期に統合報告書を発行していたが、現在は統合報告書を 2 カ月
遅れで発行している。法的開示となれば各部の開示に対する本気度の高まりも期待でき、有価証券
報告書向けの新規の開示情報を踏まえ、統合報告書でさらに補足・発展させることが出来るため企業
全体のプロセスとしては良いのではないかと捉えている。しかし、ISSB を見据え、法的開示部分が今後
増えてくると少し対応が厳しいかもしれない。（中外製薬） 

 
(3)  政府や事業者団体への要望や期待 
日本政府に対する要望や期待としては、国際的なルールメイキングの場への積極的な関与やリーダー

シップへの期待、様々な制度間の調和に向けた動き、日本企業の対応をサポートするための情報提供、
実務面や業種特性を考慮した制度作り、といった点が聞かれた。 
 
・政府として日本企業の実態に合わせ、各種ルールメイキングへの積極的関与とリーダーシップ（ANA ホ
ールディングス） 
・ESG 情報開示について、グローバルに調和されることを政府レベルで働きかけて頂くことを期待する。
（労務など各国商慣習により異なる面は配慮しつつも）（富士通） 
・情報開示のフレームワークは、現状では、上場をはじめとする大企業が中心となっているが、社会的なイ
ンパクトの観点からも中堅・中小企業も含めたフレームワークの検討も必要ではないかと思う。
（SOMPO ホールディングス） 
・開示内容・項目に対する自由度をある程度想定したルール作りを期待する。ステークホルダーが企業に
求めるのは単なる情報開示ではなく、企業の実態・今後の成長の因子を理解するためであり、開示が
型にはまってしまうとその期待に応えられないのではないか。（中外製薬） 
・製薬業は業種的に時間的な制約があるとともに、知的所有権などの観点から企業秘密である情報も
多く、そのような業種の特殊性を基準設定等の際に考慮していただけると有難い。（中外製薬） 
・CSRD など国外のルールメイキング情報をとっていくことに難しさを感じており、政府・事業者団体のサポ
ートを期待すると共に、様々な開示の枠組み・規制が混在する中で、実務面との整合性の線引きもし
ていただきたい。（アサヒグループホールディングス） 
・国際的な開示要請への対応・備え・課題等については、比較可能性の担保による開示コストの低減が
必須だと捉えている。また情報開示については、実際に行っている取り組みを開示するという面と、開示
情報の整理やステークホルダーからのフィードバックの還元を通じて、自社の取り組みを良くしていく面の
両方がある。開示情報のユーザーの便益のみならず、今後策定される基準が、マネジメントの面で活用
しやすいものとなることを期待している。政府等への期待としては各省庁で様々なサステナビリティ・情報
開示等に関するイニシアティブ・ガイダンスが多数あり、ISSB の新基準を軸に統合してもらえると有難
い。（ナブテスコ） 
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第4章 サステナビリティ情報開示に向き合うための考え方 

 
企業が持続的に価値創造を行っていくということは、ステークホルダーが抱える課題を解決し、あるいは

ステークホルダーに対して新たな価値を提供し、ステークホルダーの信頼と共感を得ていくことに他ならない。
そのためにはステークホルダーのニーズと期待を把握することが欠かせず、そうした対話・エンゲージメントの
出発点となるのが、企業による情報開示である。具体的には、企業自らが透明性高く開示を行うことで、
進むべき方向や足りないところなど、多様なフィードバックをステークホルダーから得ることができる。そうしたフ
ィードバックを経営に反映していくことが、経営を高度化していくことにつながると考えられる。 
さらに、社会の持続可能性と自社の持続的な稼ぐ力の向上とをつなげ、社会のサステナビリティと企業

のサステナビリティを「同期化」させるサステナビリティ・トランスフォーメーション（SX）を実現していく上では、
統合的な開示が SX を巡る対話・エンゲージメントの起点となる。特に長期の時間軸で経営のあり方を
考えていくことが求められる SX においては、企業がどのように SX を実践しようとしているのかに対するステ
ークホルダーの理解と共感なくして、その実現は非常に困難である。 
 
この文脈で、企業が開示すべき内容は、パーパスや長期ビジョンとしての目指す方向性、解決しようと

している課題と創出したい価値、それをどのように達成していこうとしているかの戦略と重点領域、目標と
進捗・実績などを、一貫性のある分かりやすい形で語っていくことである。そしてステークホルダーによって異
なる情報ニーズを踏まえ、情報を編集してコミュニケーションしていくことが重要となる。その中心手段となる
のが、統合的な価値創造のための重要課題と価値創造のストーリーの提示であり、それを主に表現する
媒体が統合報告書と位置付けられる。 
他方、重要課題を特定するための尺度となる重要性については、第１章で既述したように、ISSB で

はシングルマテリアリティ、CSRD ではダブルマテリアリティの概念が採用されている。また時間の経過や外
部環境の変化により変わっていく動的なものとして捉えるダイナミックマテリアリティという考え方もある。さら
に企業においては、重要課題を「マテリアリティ」と表現することが多いが、第 3 章での日本企業に対する
調査では、各社における定義が多様であることが確認されている。 
 
以上の点を踏まえ、日本企業がサステナビリティ情報開示にかかる枠組みの統合・収斂化と法定開

示・制度開示強化という波を乗り越えていく上で、まず、開示の要請を規定演技と自由演技という観点
で整理を行い、さらに統合的開示の戦略を検討することにより、企業のステークホルダーとの対話・エンゲ
ージメントの一層の進展に貢献するべく、以下の通り、論点の整理を試みたところである。 
 
(1)  規定演技と自由演技の捉え方 
規定演技と自由演技は、図表4「規定演技と自由演技の考え方の整理」（P18）の通り定義できる。

法定開示・制度開示・一部のソフトローとして要請が現れる規定演技は、グリーンウォッシュを防止し、公
平な企業競争を実現し、企業間の横比較を可能とする上で必要不可欠なものである。企業規模や事
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業展開地域など、企業の社会における存在感が大きくなるほど、その要請も高まってくる。企業はそうした
要請を、遵守すべく取り組んでいくことが基本となるが、対応しないことを選択する場合には、要請の原則
を踏まえてその理由を積極的に説明していくことが重要となる。 
規定演技は、既定の開示ルールにより、開示が要請されている情報を開示するものであるが、それに

加えて、その解釈につながる情報を意識的に提供していくことが開示情報をステークホルダーに適切に評
価してもらう上で重要となる。このような情報は、自由演技、すなわち、自社の競争力を明示し、ステーク
ホルダーの共感を生むことを目指す開示を通じて充実させていくべきものであり、これは、企業規模を問わ
ず、各社それぞれの方法で自社に適した開示のあり方を追求していく領域である。自由演技を通じた開
示の高度化が、規定演技に対応する上での基盤となっていくと考えられる。 
 
 

4-1 自由演技への対応 

自由演技は、統合的な価値創造のための重要課題と価値創造のストーリーを語っていくことを通じて、
ステークホルダーの理解と共感を得ていくことを目指すものである。統合的な情報開示を高度化していくた
めには、何よりも、統合的な経営そのものを高度化していくことが欠かせない。 
 
(1)  主な従来の重要課題の設定方法 
従来の事業戦略における重要課題は、事業機会獲得の観点から事業・経営に関わる課題を対象と

して設定されていた。また従来のサステナビリティの文脈における重要課題は、主に組織の基盤に関わる
ものとして、サステナビリティ課題を対象として設定されていた。そして、それぞれ事業部門とサステナビリティ
部門が主な担当として、組織上も分離したものとして捉えられていたところである。 
これらの重要課題を、事業機会をつかみ、社会の持続可能性と長期的な企業価値創出に向けた統

合的な価値創造を行う観点から一体のものとして捉えていくというのが、統合的な経営を行う上で求めら
れることである。 
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図表 7 重要課題の捉え方の変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※インタビュー調査におけるオムロン資料を参照し、一部事務局にて加筆 

 
これらの重要課題を、事業機会をつかみ、社会の持続可能性と長期的な企業価値創出に向けた統

合的な価値創造を行う観点から一体のものとして捉えていくことが、統合的な経営を行う上で求められる
ものである。 
 
(2)  統合的な経営と情報開示のあり方 
統合的な経営と情報開示を実践していく上では、①統合化に向けた社内の意識変革を進め、②統

合化の進展を踏まえて重要課題を特定して表現し、③価値創造とのつながりの確度を高める開示と対
話を試行していく、というステップが考えられる。 
 
 ① 統合化に向けた継続的な社内の意識変革 

従来分離していたものを、統合的な一体なものとして捉え直していくためには、大きく 3 つの方向で
取り組みを広げていくことが重要となる。 
 
【統合化に向けた社内の意識変革に向けた 3 つの取り組み】 
１．従来のサステナビリティの観点で捉えていた重要課題を、広く事業機会の観点から捉え直し、コ

ーポレート部門にとどまらず事業部門と一体となって事業戦略に落とし込んでいく。 
２．同時に、事業活動に伴う環境・社会へのインパクトに対する認識を組織の隅々まで浸透させて

いくことで、事業部門、そして社員一人ひとりに規定演技で標準化されていく領域の活動を徹底
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させていく。 
３．そして長期の時間軸を前提に統合的な価値創造に向けた重要課題を絞り込み特定していく。 
 
このプロセスを進めていくにあたっては、ａ）統合報告書の発行を通じて取り組みを高度化していく

アプローチと、ｂ）長期的な経営方針や戦略の策定のタイミングを捉えて取り組みを推進していくアプ
ローチが考えられる。前者では、統合報告書の発行に至るプロセス、また発行後のステークホルダーか
らのフィードバックを生かして、始めは合冊版でのスタートだったとしても、継続的な改善により、社内の
統合と開示レベルの高度化につなげていくことが重要となる。後者では、社会の持続可能性と長期的
な企業価値創出を同期して捉えやすい、パーパスや長期ビジョンの策定・見直しといった長期の時間
軸で経営の方向性について議論するタイミングを適切に見極めて関連部門を巻き込みながら進めて
いくことが肝要となる。 
いずれのアプローチにおいても、経営トップ及び経営層のリーダーシップは欠かせない。継続的に経

営会議や取締役会において議論を重ねていくことで、方向性に対する共通の認識を持つことは重要
である。また経営トップや役員がステークホルダーとの対話の場面に直接出ていくことで、意識変革が
促されることが期待される。サステナビリティ課題の取り組みのパフォーマンスを経営層の報酬に組み込
むことで、インセンティブを持たせるという方法も有効である。 

 
 ② 統合化の進展を踏まえた重要課題の特定と表現 

重要課題は、重要性の評価軸としてシングルマテリアリティか、ダブルマテリアリティかといった整理にと
どまらず、各社の統合的な経営に向けたプロセスや状態に応じて、様々な位置付けと表現の方法が
考えられる。企業によって、またステークホルダーによって、「マテリアリティ」と表現されるものが意味すると
ころの捉え方が異なる中、自社がどのように重要課題を捉えているかを明確にしていくことが欠かせない。
その上では、３つのポイントを押さえた上で、ア）統合の進展度合いに照らした整理の考え方、イ）
重要課題の数・粒度・名称、ウ）重要課題の見直しの頻度の観点を踏まえ、開示を行っていくことが
期待される。 

 
【重要課題の特定における 3 つのポイント】 
１．どのような価値を創造するかの明確化。その定義の明確化なくして、何のための重要課題である

かの説明を行うことはできない。 
２．重要課題の特定プロセスにおける環境・社会インパクトに対する十分な考慮。CSRD への対応

やウォッシュへの批判に備える上でも、特定プロセスの最初のステップにおいて、事業による環境・
社会インパクトを評価していくことが重要となる。 

３．重要課題と全社の経営方針・戦略との関係性の整理。重要課題と中長期の経営方針や事
業戦略との関係性をどのように捉え、また実態として中期経営計画やマネジメント体制にどのよう
に落とし込んでいるか、落とし込もうとしているかを明らかにしていくことが必要である。 
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ア）統合の進展度合いに照らした整理の考え方 
重要課題の整理・表現方法としては、例えば以下のようなパターンが考えられる。統合の進展度

合いや、事業環境、ビジネスモデルの変化によって、適した形を選択することが重要となる。大きく 2
つの形が考えられる。 

 
   a) 一体のものとして整理 

従来のように事業戦略とサステナビリティとを分けず、一体となっている点が最大の特徴であり、統
合が進んでいったときの 1 つの分かりやすい形と整理できる。ただし実態としてそれらの重要課題がし
っかりと事業戦略にビルトインされていることの開示が重要となる。 
具体的には、ガバナンス体制が明確になっていること、重要課題と価値創造とのつながりを戦略や

リスク管理といった観点から説明できること、事業部門における中期経営計画に反映されていること、
マネジメントを行っていくための KPI が明確になっていること、といった点が考えられる。 
また特定した重要課題の中でも位置付けの違いから2層に分けて表現することもできる。価値創

造の基盤における重要課題と、価値創造の機会創出における重要課題、といった形である。その際
には 2 層の棲み分けを明確にすることが重要である。またそれぞれの課題群に対してどのようにメリハ
リをつけてマネジメントを行っているのかを開示することが期待され、特に絞り込んだ課題群に対して
は、よりマネジメントの実効性が高いことを示していくことが望まれる。 

 
   b) 2本柱として整理 

事業戦略とサステナビリティ戦略を設定し、それぞれに紐づく形で重要課題を設定するパターンで
ある。前者においては財務的影響の観点から、後者においては環境・社会インパクトの観点に軸足
を置いた整理となる。新しいサステナビリティ課題が登場した際や、ビジネスモデルの変化に伴い大き
な変化が生じる際、また中長期の戦略の中で徐々に一体化を進めていく際などに活用できる形で
ある。 
開示を行っていく上では、両者の関係性を明らかにしていくことが期待される。1 つの方法として、

時間軸の視点を取り入れ、短期と長期で対応していくものという整理をすることもできる。両者をどう
バランスを取ってマネジメントしていくのか、どの時点であるいはどのような形で両者が接続すると想定
しているか、といった観点についてさらに明確にしていくことが期待される。 

    
 イ）重要課題の数・粒度・名称 

重要課題の数や粒度をどの程度とするのが望ましいかについては、決まった正解があるわけではな
く、事業やビジネスモデルの複雑性によっても変わってくるところである。 

 
   a) 課題の数 

重要課題の数については、少数に絞り込んでいる場合もあれば、幅広く対象とする場合もある。
数の大小が問題なのではなく、どちらの場合でも、重要課題の位置付けを明確にした上で、なぜそ
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れらの課題が重要なのかを明らかにすることが求められる。またマネジメントへの落とし込みにおいて運
用で強弱をつけて示すといった方法も考えられる。 

 
b) 粒度 
シンプルな事業領域・ビジネスモデルであればより具体的な形で重要課題を表現していくことに取

り組みやすい。一方で、事業を多角的に展開している場合では、事業ごとに重要課題は異なってく
るため、それらを 1 つにまとめようとすると重要課題の抽象度が高くなりがちである。重要課題には
個々の事業の内実が反映されていることが望ましく、抽象度をどのレベルとするか、マネジメントへの
落とし込みと社内外への開示・浸透の観点からの検討が重要である。 

 
   c）名称 

重要課題を「マテリアリティ」と称する場合が多いが、その定義は一様ではない。各社の定義も異
なり、またステークホルダーにおける定義も多様である。「マテリアリティ」と称することで、共通理解が
促される場合もあれば、逆に混乱を生む可能性も考えられる。「マテリアリティ」という用語の使用にこ
だわる必要は必ずしもなく、自社の位置付けを踏まえた呼び名を検討することも一案である。どのよ
うな名称とした場合でも、なぜ重要かの理由を説明していくことが最も求められる。 

   
 ウ）見直しの頻度 

重要課題は時間の経過や外部環境の変化に伴い変わるものとして捉える「ダイナミックマテリアリ
ティ」の考え方を踏まえ、現在の重要課題はいつ特定されたものであり、今後どのタイミングで見直し
ていこうとしているかを伝えていくことも必要である。見直しの頻度については、環境・社会インパクト
の観点から特定した場合は、ビジネスモデルが大きく変化しない限り、数年単位など一定の期間を
置いて見直す、財務的影響の観点から特定した場合は、経営環境や社会情勢の変化に応じて毎
年見直す、という形が考えらえる。 

 
③ 価値創造とのつながりの確度を高める開示と対話の試行 

統合的な価値創造を実現する上での重要課題を特定し、開示を行っていく上では、特定した重要
課題がどのように価値創造とつながっているのかについて、ステークホルダーとの間で共通理解を醸成して
いくことが必要となる。 
現在注目されているのが、ア)財務とのつながりの見える化と、イ)環境・社会インパクトの可視化の 2

つの側面である。いずれにおいても定型化・標準化された手法が確立されているものではなく、先行して
統合化に取り組む企業においても様々な試行が見られる状況である。確定的なことが示しにくい状況
においては、その模索の過程についても開示をしながら、ステークホルダーと積極的に対話の機会を持ち、
価値創造とのつながりの「確からしさ」を高めていく努力が重要となる。 
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   ア) 財務とのつながりの見える化 
サステナビリティへの取り組みがどのように財務的な価値創造につながっているのか、その経路を明

らかにしていくことや、定量的に示していくことが模索されている。 
財務とのつながりを考える上では、時間軸の観点を持つことが 1 つ重要となる。長期の時間軸で

捉えることで、環境・社会的インパクトと、財務的インパクトがリンクしてくると考えられる。その接点を
どのように考えるのかについては、確定的なことが言えず仮定の要素が多く含まれ、必ずしも定量的
に示すことがベストとは言い切れない部分もある中で、明快な結論を示すことに腐心するよりも、ファ
クトと仮定の信頼性を向上させていく、相関関係のエビデンスを少しずつでも積み上げて説得力を高
めるなど、投資家を始めとするステークホルダーの判断の確度を高めていくための開示を行っていくこと
が望まれる。 

 
  イ）環境・社会インパクトの可視化 

環境・社会インパクトに対しても、指標化の検討や評価といった形で、アウトカムをより明示的に
示していくことが期待されている。 
ただし課題によってもその方法論は異なり、気候変動における CO2 のようにアウトカムを評価する

指標の標準化が進んでいるものもあれば、人権の領域のように定型化が難しい領域もある。一方で、
規定演技の領域において、グローバルベースラインとなる基準が定まりつつある状況もある。 
この領域については、2020 年度の CSR 研究会において検討を行い、報告書「SDGs 達成へ

向けた企業が創出する「社会の価値」への期待」を取りまとめている23。 
 
 

4-2 規定演技への対応 

規定演技は、公平な企業競争を実現し、ステークホルダーが企業間の横比較を実現する上で不可
欠なものである。事業を行う規模や地域が拡大するほど、その要請の厳しさと対応の重要度が高まるもの
であり、グローバルで事業を展開する大企業であれば、法定開示・制度開示として明確に規定されたもの
に加え、ソフトローと呼べる一部の規範も含めて規定演技の範疇として捉え、戦略的に対応していくことが
重要である。 
実際の対応にあたっては、規定演技で要請されている情報をただそのまま出すだけでなく、どうしてその

ようになっているかという背景やどのように理解したらよいかという読み解き方といった情報をあわせて伝えて
いくことで、ステークホルダーの理解を手助けし、共通理解を構築していくことにつながる。また要請に対し、
対応しないことを選択する場合には、要請されている内容の原則や背景を踏まえた上で、対応しない理
由を積極的に説明していく姿勢が重要となる。 
現在、ISSB においてサステナビリティ情報開示フレームワークの統合・収斂の動きがあり、また特に EU

 
23 https://www.bpfj.jp/report/csr_r01/ 
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を中心に規定演技の要請内容の高度化の動きが進んでいる。ステークホルダーの期待感を反映している
とも言えるそれら規定演技にきっちりと対応していくことは、アクティブ投資家、パッシブ投資家それぞれに対
して、対話・エンゲージメントを行う上でのベースラインとなってきている。特にアクティブ投資家に対しては、
自由演技において自社らしさをアピールし、対話・エンゲージメントに取り組むためにも、特に大企業にとっ
ては規定演技をしっかりとやり切ることが前提となる。また、インデックス全体の底上げに関心を持つパッシ
ブ投資家に関しては、ステークホルダーの期待感の現れである規定演技にしっかり対応しないことで、結果
的に、国や市場全体の信頼感や評価低下につながり、企業価値の上昇が期待できないという事態も考
えられる。 
中堅・中小企業においては、規定演技としての法定開示・制度開示の要請は大企業に比して少ない

と思われる。しかし、中堅・中小企業であっても、取引先にそうした法定開示・制度開示の対象となる大
企業がある場合には、サプライチェーンを遡って、大企業が規定演技に対応するために必要な情報の開
示を要請されることが、今後、十分に想定される。その場合には、開示基準の標準化に伴い、規定演技
への対応がベースラインとして求められるようになってくることが想定される。また一方、中堅・中小企業が
自発的に意識的に規定演技および自由演技を高めていくことにより、ESG を重視する金融機関からの
評価が向上し、投融資を得る可能性が高まること、あるいは組織の社会的な存在意義や提供価値に
対する関心を高めている従業員のモチベーションや愛着心が高まり、離職率の低下やエンゲージメントの
向上につながること、また優秀な人材の獲得につながる可能性が高まること、といった効果も期待される。 
 
 

4-3 開示戦略を構築する上での考え方 

企業はこれまでに述べた自由演技と規定演技への対応を踏まえ、開示戦略を構築していくことが重要
となる。戦略の構築にあたっては、（１）対象、（２）媒体、（３）更新頻度の観点を踏まえることが
考えられる。またステークホルダーによって、あるいは同じステークホルダー内でも、期待する情報要素は異
なるため、それぞれの期待を把握した上で、ターゲット別に開示戦略を検討していくことが期待される。 
 
(1)  対象： 
開示の対象として、①シェアホルダー・投資家向け開示と、②マルチステークホルダー向け開示につき、

区分して検討することが考えられる。 
 
① シェアホルダー・投資家向け開示： 
規定演技への対応として ISSBや CSRDの議論を注視しつつ、自由演技の部分として企業評価の

ための価値創造のストーリーを磨き上げていくことを中心的な考え方とする。 
シェアホルダー・投資家と一口にいっても、投資スタイルや状況によって、期待する情報は異なっている。

投資スタイルでは、例えば短期のアクティブ投資家であれば短期的な財務情報を、長期のアクティブ投
資家であれば潜在的な競争力や競争優位の源泉の発掘につながる情報を、またインパクト投資家で
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あれば従来の機会とリスクに加えて環境・社会への貢献度を、それぞれ、より重視する傾向がある。また
長期のアクティブ投資家であっても、絞り込んでいく上での起点の段階では、標準化された財務・ESG
情報を活用している。個別企業の分析のための情報を基本必要としないパッシブ投資家であっても、保
有継続や議決権行使の判断にあたっては、長期の競争力の把握や不確実性への対応力の信頼感醸
成につながる情報が有用となる場合がある。効果的なコミュニケーションを実現する上では、どのグループ
を対象にコミュニケーションを行っていくかを、できるだけ対象を具体化して検討していくことが重要と考えら
れる。 

 
② マルチステークホルダー向け開示： 
ステークホルダーとのエンゲージメントを通じて情報ニーズを把握し、それぞれに適した形でのコミュニケ

ーションを実現していくことが基本となる。各ステークホルダーのニーズを把握する上では、図表5「ステーク
ホルダー別の主な情報ニーズ」の整理（P20）が 1 つの参考となる。 

 
(2)  媒体： 
媒体ごとの位置付け、特に①統合報告書と、②有価証券報告書の役割を明確にすることが考えらえ

る。また③サステナビリティ・ESG情報については、広範な開示要請に応える上でも、媒体やツール、情報
の特性を踏まえて、情報を整理して開示していくことが考えられる。 
また開示にあたっては、各媒体の位置付けを明確にし、媒体によって矛盾した情報を出さないことが重

要である。開示の時期については、経営とサステナビリティの統合化の進展に伴って開示に必要な情報も
統一されていく中で、発行に必要な期間が短縮されていくことも考えらえる。 
 
① 統合報告書： 

自由演技としての価値創造のストーリーを伝えるツールとなる。対象読者を明確化することが有効
であり、特定の投資家像を描くパターン、従業員や取引先を価値創造の共創パートナーとして捉える
パターンなどが考えられる。 
またより詳細な情報を欲する読者に対しては補完する媒体をセットで考えることが重要であり、投

資家向けには②有価証券報告書、ESG 評価機関向けに対しては③サステナビリティ・ESG 情報に
誘導することが考えられる。そうすることで統合報告書のページ数の増加を抑えることにもつながる。逆
によりコンパクトな情報を求める読者に対しては、統合報告書のダイジェスト版を作るという形も考えら
れる。 
 

② 有価証券報告書： 
制度開示としての幅広い投資家に対する基礎的な情報開示ツールとなる。サステナビリティ関連情

報の拡充に対する要請を踏まえ、情報収集や開示情報の制作・承認など、①統合報告書や③サス
テナビリティ・ESG 情報の制作と重複なく効率的に行っていくための内容の精査や社内体制・プロセス
の構築が重要となる。 
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また日本語での発行が基本となると想定されるが、英語での発行も検討すること、英語版の統合
報告書を概要版とするとしても最低限必要な情報は記載することなど、海外投資家を排除しない工
夫が重要となる。 

 
③ サステナビリティ・ESG情報： 

人権や生物多様性等、個別のサステナビリティイシューについて特定のステークホルダーから要請さ
れる開示情報の質量は一層増えていく。開示にあたっては、想定される読者のニーズに対応すること
を前提に、PDF とウェブの特性を踏まえ、短期では変わらない情報、年度の定性的な情報、定量的
な情報を整理して開示していくことが考えられる。 

 
(3)  更新頻度： 

各報告書等の更新頻度については、元となる情報自体の更新頻度の観点を踏まえ、①短期で
変わらない情報、②年次情報、③対話・エンゲージメントの 3 つの側面から整理することが考えられる。 
また各報告書等の更新の際には、過去から現在までの情報の一貫性の観点を踏まえ、ぶれずに

着実に進化していることを伝える部分と、もし変化がある場合にはその理由も含めて伝える部分とを、
しっかりと見極め、読者の納得感を高める工夫が重要となる。 
 
① 短期で変わらない情報： 

理念や方針、中期の計画や過去の実績といった、短期で変わらない情報については、できるだけ
網羅的かつ透明性の高い形で集約して開示していくことが重要となる。ウェブに情報を蓄積していく形
と、PDF に網羅的にまとめていく形がある。 
 

② 年次情報： 
統合報告書を構成する主要な情報要素であり、情報の種類としては、戦略・計画と活動内容、
定性・定量的な成果データがある。特にデータ類については、グループ会社やグローバルでのバウン
ダリの拡大と、開示時期の早期化の要請がある中で、効率的・戦略的な対応と情報収集から開
示までの期間の短縮化に向けて、デジタルの活用や各国・地域と本社との連携によるグローバルで
の開示体制の構築が重要となる。開示にあたってはウェブや PDF などそれぞれの特性を活かした
形でのフォーマットを選択していくことが期待される。 
 

③ 対話・エンゲージメント： 
フェア・ディスクロージャーとの兼ね合いから、全てのステークホルダーに対し重要な情報が平等に開

示されるよう開示情報を徹底的に検証し開示を行った上で、企業自ら対話のための主体的な働きか
けを行い、ステークホルダーとの共通理解を醸成していくことを目指す。エンゲージメントは双方向で行
うものであり、企業は受け身で対応するだけでなく、積極的にステークホルダーに対しても質問するなど
働きかけていくことが重要となる。 
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(4)  ステ－クホルダー別の開示対応： 
ここまで述べた対象・媒体・更新頻度を踏まえたステークホルダー別の開示対応として、例えば以下の

ような整理が考えられる。 
 
図表 8 ターゲット別開示戦略の考え方の例 

ステークホルダー 評価向上のポイント 開示戦略の例 
長期・アクティブ運用の
機関投資家 

・投資家の疑問に整合性と一貫性
をもって応えるトップメッセージ 
・競争の優位性の源泉や持続性の
把握に役立つ明確な価値創造プ
ロセス 
・情報の解釈を支える補足説明 
 

・統合報告書を持続的な成長性を
アピールするための主な開示媒体と
し、価値創造の全体像を伝える 
・個別の対話・エンゲージメントを通じ
て共通理解を醸成し、フィードバック
を得る 
・統合報告書や対話・エンゲージメン
トを通じて言行一致を確認してもら
い信頼感を高める 

パッシブ運用の 
機関投資家 

・対話・エンゲージメントに際し銘柄
該当企業のパフォーマンスを改善
するための情報 
・長期の競争力の把握や不確実
性への対応力の信頼感醸成につ
ながる情報 

 

・有価証券報告書とサステナビリティ
情報を主な開示媒体とし、比較・
評価のために必要な詳細情報を提
供する 
・統合報告書は対話・エンゲージメン
トのための基礎理解のための資料と
位置付け、統合報告書や対話・エ
ンゲージメントを通じて言行一致を
確認してもらい信頼感を高める 

ESG評価機関 ・評価基準に準拠した比較可能性
と信頼性を担保した客観的なデ
ータ 

 

・ESG・サステナビリティ情報による網
羅的な開示 
・外部評価を活用するという観点に
立ち戦略的に取捨選択・対応する 

従業員 
 

・組織の社会的な存在意義、提
供価値の分かりやすく説得力のあ
る提示 
・企業価値の全体像が伝わる情報 
・利害関係に直結する情報の透明
性の高い開示 
・企業と従業員がそれぞれ持続的に
成長する姿がイメージできる情報 

・統合報告書の制作と浸透の両面
から社内理解の促進を図る 
・経営層との直接的な対話機会を
創出する 
・統合報告書や経営層との対話・エ
ンゲージメントにより、企業理念に
即した行動を促す 
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学生・中途入社希望
者 

・組織の社会的な存在意義、提
供価値の分かりやすく説得力のあ
る提示 
・企業価値の全体像が伝わる情報 
・利害関係に直結する情報の透明
性の高い開示 
・企業と従業員がそれぞれ持続的
に成長する姿がイメージできる情
報 

・統合報告書を企業の全体像を分
かりやすく理解するための媒体と位
置付ける 
・統合報告書のダイジェスト版を作成
するなど、読みやすさを向上する工
夫をする 

NGO/NPO・市民社
会・地域社会   

・特定の個別課題に関する課題認
識やネガティブ情報も含めた開示 
・積極的な対話・エンゲージメント 

・ESG・サステナビリティ情報による透
明性の高い開示 
・対話・エンゲージメントによる共通理
解の促進、協働可能性の検討 
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第5章 社会の持続可能性の向上と長期的な企業価値の創出に向けた  
ESG 情報開示の実現への期待 

 

企業自らが透明性高く情報開示を行なうことは、ステークホルダーの信頼と共感を得ていくという、持
続的な価値創造を行っていく上で欠かせない課題に向けた行動の第一歩である。これにより、企業の
進むべき方向や足りないところなど、多様なフィードバックをステークホルダーから得ることができ、それを経
営に反映していくことで、経営の高度化が進展していくと考えられる。  
その上で、社会の持続可能性（サステナビリティ）の向上と企業のサステナビリティを「同期化」させる

という、サステナビリティ・トランスフォーメーション（SX）を実現していくためには、企業とステークホルダー
がその方向性に対する共通の認識を持ち、建設的な対話・エンゲージメントを行っていくことが重要であ
る。その際、まず、統合的な開示を行うことが、対話・エンゲージメントの起点となる。また、特に長期の
時間軸で経営のあり方を考えていくことが求められるところ、企業の SX の実践に関する方針について、
ステークホルダーの理解と共感を得ながら取り組んでいくことが重要である。このような対応に向けて真摯
に取り組んでいくことが、SX の出発点となると考えられる。 
このような課題の実現のためには、企業、ステークホルダーの中で特に投資家、そして政府が、それぞ

れの役割を果たしていくことが期待される。企業に対しては、様々な期待があるが、特にトップ・経営層
が旗振り役となって取り組むことが、取り組みを効果的に進めるための全社的な変化を産みだす重要な
要素であると考えられる。 

 
 

５-１ 企業に対する期待 

(1)  開示媒体に応じて目的、想定読者、参照基準等を明確にし、統合的な開示に向けた開示戦略
を構築する 

開示戦略なしに、高まってきている個別の開示要請に対応することは、作業負荷の増加によって開示
疲労を起こし、思考停止に陥ってしまうことで開示そのものが目的化してしまう恐れがある。そうした状況を
防ぐためにも、企業は高まる開示要請を適切に押さえた上で、統合的な開示に向けた開示戦略を構築
し、社会状況の変化に応じてアップデートしていくことが求められる。 
開示戦略の構築においては、規定演技と自由演技の観点、およびステークホルダーの情報ニーズを踏

まえながら、対象・媒体・更新頻度といった観点から整理を行うことが有効である。また価値創造ストーリ
ーを通じて自社が目指す方向性と企業価値の全体像を分かりやすく伝える統合報告書を始めとする開
示媒体に応じて、目的、想定読者、参照基準を明確にすることが期待される。従業員や取引先をパー
トナーと捉え、企業価値の全体像や価値創造の目指す方向性を伝えることで共感と行動を促し、そうす
ることで結果的に投資家からの信頼も向上するといった複層的な視点を持つことも重要である。 
規定演技と自由演技に対する向き合い方は、企業規模によって異なる。大企業であれば、強まる規
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定演技の要請に対し、規定演技と自由演技をセットで対応していくことが求められる。中堅・中小企業で
あれば、規定演技の要請度合は大企業に比べて少ないが、取引先企業からの開示要請について、より
一層高まりが見込まれる中、開示基準の標準化に伴い、規定演技への対応がベースラインとして求めら
れるようになってくることが想定される。また中堅・中小企業であっても、戦略的に規定演技や自由演技を
磨き高めていくことで、従業員の会社への愛着心向上や離職率の低下、エンゲージメントの向上、そして
優秀な人材からの認知獲得といったステークホルダーの評価を得ていくという経路も考えられる。各社の状
況に応じて機会を模索し、開示戦略に落とし込んでいくことが重要となる。   
 
(2)  重要課題の位置付けを明確にし、独自の価値創造ストーリーを磨き上げる 
投資家を始めとするステークホルダーに企業の価値を適切に評価してもらうためには、規定演技に対応

するだけでは不十分であり、自由演技の領域を高めていくことが欠かせない。日本企業は企業固有の価
値創造ストーリーを伝えていく上で、形式的なものに陥りがちで独自性が不足しているとの声も聞かれる
中、自由演技の中心となる価値創造ストーリーを、統合報告書の対象読者のフィードバックを得ながら磨
き上げていくことが重要となる。 
その際には、自社における重要課題の位置付けを明確にした上で、理念体系や戦略体系とのつなが

りを踏まえ、価値創造ストーリーを通じて説明していくことが求められる。企業によって重要課題は様々な
位置付けが考えられるが、いずれの形であれ、特定に際しては、短中長期の社会・環境へのインパクトを
評価した上で、財務的影響に発展するかどうかを見極めていくことが重要である。特定した重要課題に対
しては、KPIを設定し、達成度を評価し、マネジメントに落とし込んでいくことが重要である。また経営環境
や社会情勢、ビジネスモデルの変化に応じて、ステークホルダーとも対話しながら、定期的に見直していくこ
とも求められる。 
自由演技の領域を磨き上げていくことは、企業が自らの頭で考え、経営そのものを改善していくことであ

り、それが結果的に規定演技への対応力を高めていくことにもつながる。自由演技を高めることなしには、
規定演技への対応も形式的なものにとどまってしまうと考えられる。 
 
(3)  企業のトップ・経営層が旗振り役となって、統合的な企業経営の高度化に取り組む 
情報開示において求められる価値創造ストーリーの構築や重要課題の特定、また ESGに関する各種

データの収集は、いずれも統合的な経営を実践する上で不可欠な要素である。統合的な経営を高度
化していくことが、開示の高度化につながり、そのような変革を企業が進めていくにあたっては、トップならび
に経営層が議論を重ねて認識を高め、社内推進の旗振り役としてリードしていくことが欠かせない。統合
的な経営と開示に取り組む先進企業においても、初めから高いレベルを実現していたわけではなく、経営
チームによる強いコミットメントが重要なドライバーとなって、取り組みを深化させている。 
経営トップならびに経営層は、統合的な経営の実践においては、長期の時間軸で社会の持続可能

性と企業の長期的な価値創出を同期させる戦略を策定し、価値創出のための重要課題を特定し、中
期経営計画やKPIに落とし込み、社内に浸透させていく動きを主導する。その際には事業部門を巻き込
んでいくことが欠かせず、またサステナビリティ施策を業績評価と連動させていくことが本気度を高める上で

52



 
 

有効である。開示においては、専任部門の人材を育成し、社内横断でのチームを構築し、経営層の間
で十分に議論しながら、開示戦略を形にしていくべく動いていく。そうした統合的な経営の実践と開示のプ
ロセスを主導することが期待される。  
また特定の国・地域で施行される規制枠組みであっても、国境を超えて対応が必要となってくるものが

ある。CSRD はその最たるものであり、日本企業においても特定地域の拠点の問題として捉えるのではな
く、本社が現地と連携の上、戦略的な対応を組織横断で取っていくことが求められ、そうした際にも経営
トップのコミットメントが欠かせない。 
統合報告書においては、経営トップのメッセージが投資家から重視されており、自社のポリシーおよびス

テークホルダーからの期待に整合性と一貫性を持ってストーリーとして訴求することが求められている。価値
創造のストーリーを語る上では、形式論に陥らず、自社の競争優位を独自性のある形で表現し、日本
企業の強みである着実な実行力を含めてステークホルダーに理解され評価されるよう取り組んでいくことが
重要である。また投資家との期待ギャップが顕在化しやすい時間軸の観点については、短期的な財務業
績を積み重ねつつ、長期の統合的な戦略とどのようにバランスさせていこうとしているかについて、丁寧に説
明していくことが求められる。そのためにもエンゲージメントの場を積極的に作り出していくことが必要である。 
経営トップがそうした取り組みを主導すべく意識変革を起こすためには、様々な投資家との対話・エン

ゲージメントの最前線に立つことが有効である。同様に事業部門の責任者も、そうした対話の場に積極
的に参加していくことで、サステナビリティを通じた顧客への価値提供についての考えを磨き高めることにつ
ながる。 
 
 
５-２ 投資家、政府、事業者団体、専門家団体等の 

関連ステ－クホルダーに対する期待 

(1)  投資家に対する期待 
社会の持続可能性と長期的な企業価値創出を実現する上で、特に重要となるのが投資家を中心と

したインベストメントチェーンに関わるプレイヤーである。各国・地域におけるウォッシュ規制などを背景に、
機関投資家自身もサステナビリティ情報開示の透明性向上が求められる状況にある中、投資先企業と
の一層の建設的な対話・エンゲージメントが期待される。 
対話・エンゲージメントを通じた統合的な経営と開示の実践の好循環のサイクルを回していくよう、投資

家サイドも社会の持続可能性と長期的な企業価値創出のあり方に対する自らの考え方やスタンスを表
明しながら、対話・エンゲージメントが結果として投資先企業の統合的な思考と実践、開示を一段高め
ることにつながっていくよう、対話力を底上げしていくことが求められる。実際に一部の海外の投資家は、財
務見通しや ESG情報について聞く段階から、価値創造の源泉が何かを探る対話に変わりつつある。 
 
(2)  ESG評価機関に対する期待 

ESG評価機関においては、法定開示・制度開示の強化に伴って開示情報の充実が想定されることか
ら、開示強化の潮流と調和する形で、標準化が進んだ世界の中での評価機関のあり方や企業評価の

53



 
 

手法を更新し、回答企業の負荷軽減と評価結果の質の向上を実現していくことが望まれる。具体的に
は、質問状形式の割合を減らし可能な限り開示情報からの評価の割合を高めることや、評価基準の明
確化、評価の基礎となる情報についての質問の共通化、評価精度の向上といったことが考えられる。 

ESG 評価を行う目的の一つは、インベストメントチェーン全体でサステナブルファイナンスを一層発展さ
せていくことにある。そうした観点から、金融庁から 2022年 12月に公表された「ESG評価・データ提供
機関に係る行動規範」を積極的に受け入れ、そこで示されている6つの原則24の実践を通じて、ESG評
価・データ提供の質向上に取り組んでいくことが期待される。中でも企業との対話・エンゲージメントを通じ
て、ESG 評価・データ提供を行う目的や対象企業が選定された理由、評価スコアの活用度合を真摯に
説明し、企業に対して評価への回答を促すことにとどまらず、コミュニケーション不足による評価ギャップの
解消に努め、社会のサステナビリティと企業のサステナビリティの「同期化」を推し進めていく上での役割を
担うことは重要である。そうすることで、企業サイドが自社の目的に照らして ESG評価機関を選んでいくよ
うな環境作りにもつながっていく。 
 
(3)  政府を始めルール作りにおいて主要な役割を果たすステークホルダーに対する期待 
ルール策定を主導する政府、および策定に携わる事業者団体や専門家団体といった関連するステー

クホルダーは、企業の統合的な情報開示が適切に実施され、評価される環境を実現していくことが求めら
れる。ルール作りにおいては、すでに国際団体や各国・地域において基準策定が進む中で、基準間の調
和を実現していくことが強く期待される。 
今後、様々なステ-クホルダーからの企業への開示要求が多様化し細分化していくことで、企業の開示

疲労と思考停止を引き起こす可能性も否めない。この観点から、企業の活力につながる制度設計を実
現し、国際的なルールメイキングの場に積極的に関与する役割を担うことが期待されるところである。また
基準の策定に際しては、規定演技に求められる比較可能性が担保されるような設計が重要であり、恣
意的な操作が可能となる要素は可能な限り除外することが望ましいと考えられる。 
その進め方としては、社会の仕組みとしてのルールやインフラ整備の進展には合意形成のための一定の

時間を要することもあるため、よりスピード感をもって対応することができる企業間の連携やイニシアティブが
先導して自主的な基準や枠組みを構築し、ソフトローに近い形で標準化に向けて浸透させていくような
動きも強く望まれる。同時に企業各社においても、ルールの完成を待たず、構築していく部分に能動的に
関わっていく姿勢が期待されるところであり、こうしたイニシアティブへの参加はその 1 つの方法となる。 
その取り組みにおいて、開示の時期について述べると、企業において経営にサステナビリティが統合され

ていくと、中長期的には、マネジメントの観点から必然的に重要なサステナビリティ情報について、財務に
関する伝統的な情報と、把握のタイミングが揃っていくと考えられる。ただしそこに至るまでには、データ収
集・分析の高度化といった社内体制を構築するための一定の時間を要することを想定しておく必要がある。 
他方、サステナビリティ関連情報の第三者保証に関しては、国際的な保証基準の開発に向けた議論

がスタートしており、また欧州や米国においては保証の義務化の範囲が拡大していくことが見込まれ、日

 
24 品質の確保、人材の育成、独立性の確保・利益相反の管理、透明性の確保、守秘義務、企業とのコミュニケーション。 
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本においてもサステナビリティ情報の信頼性確保の点から議論が行われている状況である。ルール策定に
あたっては、第三者保証された情報の品質確保の観点、企業の対応負荷を合理化する観点、コスト・
ベネフィットの側面などから、望ましいあり方を検討していくことが望まれる。 
また、対象企業について述べると、気候変動等地球規模での持続可能性を実現させるためには、一

部の大企業のみならず、取引先・サプライチェーンといった中堅・中小企業においてもサステナビリティの取
り組みや説明責任が求められてくることが考えられる。中堅・中小企業が大企業との連携を図る取り組み
を促進することと合わせて、中堅・中小企業向けのサステナビリティ向上を図るための基盤作りを支援する
取り組みについても、今後の更なる整備が期待される。 

 
以上 
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CSR研究会（2022年度）開催概要 

 

第 1回 2022年 9月 20日（火）15:00～17:00 
① 経済産業省説明  

・「サステナビリティ経営と非財務情報開示基準の動向について」 
経済産業省 経済産業政策局 企業会計室長 長宗 豊和氏 

② CSR研究会（2022年度）の趣旨説明（事務局） 
③ 企業委員による各企業の問題意識についての報告・討議 
第 2回 2022年 10月 21日（金）13:00～15:00 
① 企業事例報告 

・「ANA グループの ESG経営推進」 
ANA ホールディングス株式会社 上席執行役員 グループ CSO(Chief Sustainability  
Officer) サステナビリティ推進部長 宮田 千夏子委員 

・「Bridgestone 3.0 Journey Report(統合報告 2022)を通じた ESG情報開示の推進 
および課題について」 
株式会社ブリヂストン グローバルサステナビリティ統括部門 統括部門長 稲継 明宏委員 

第 3回 2022年 11月 22日（火）15:00～17:00 
① 企業事例報告 

・「統合レポートの制作とマテリアリティの検討状況」 
富士通株式会社 サステナビリティ推進本部 企業パーパス・GRB統括部 統括部長 
 山田 真理子委員 

・「SOMPO のパーパス経営」 
SOMPOホールディングス株式会社 サステナブル経営推進部 リーダー 兼  
損害保険ジャパン株式会社 経営企画部 サステナビリティ推進G リーダー 金井 圭委員 

第 4回 2022年 12月 16日（金）15:00～17:00 
① 講演 

・「企業価値創造と ESG情報開示」 
アストナリング・アドバイザーLLC 代表 三瓶 裕喜氏 

② インタビュー調査中間報告（事務局） 
第 5回 2023年 1月 20日（金）15:00～17:00 
① 調査報告・CSR研究会（2022年度）調査研究報告書構成案（事務局） 
② 講演 

・「欧州 CSRD の動向」 
在欧日系ビジネス協議会（JBCE）事務局長 前田 翔三氏 

第 6回 2023年 2月 17日（金）15:00～17:00 

① CSR研究会（2022年度）調査研究報告書案（事務局） 

第 7回 2023年 3月 7日（火）15:00～17:00 

① CSR研究会（2022年度）調査研究報告書最終案（事務局） 
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調査研究資料 
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第２部 

調査研究資料 
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1. 有識者講演概要 

 
 

61



 

 

アストナリング・アドバイザー LLC  
代表 三瓶 裕喜氏 

講演実施日（第４回CSR研究会）：2022年12月16日（金） 

 

「企業価値創造とESG情報開示」 
 
１． 機関投資家の分類 
●●機関投資家の分類 
・機関投資家の主なカテゴリーとしてアクティブとパッシブがあり、その中間的なものとしてスマートβがある。
アクティブの中でも様々な手法に分かれている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●●機関投資家としての筆者の分類 
・筆者の所属は、アクティブ（カテゴリー）、ファンダメンタル・リサーチ（差別化リソース）、ボトムアップ
（投資対象選別手法）、グロース、バリュー（投資スタイル）となっている。 
・ボトムアップとは、全体的な状況から見ていくのではなく、あくまでも個別企業の状況を重視して投資判
断を行う手法である。筆者が経験してきた運用会社の殆どがボトムアップスタイルである。 
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企業活力研究所 CSR研究会 2022年
12月16日 無断転載禁⽌／Astonering Advisor LLC3

カカテテゴゴリリーー 差差別別化化リリソソーースス 投投資資対対象象選選別別手手法法 カカババレレッッジジ 投投資資ススタタイイルル
（（リリタターーンンのの源源泉泉））

代代表表例例

アクティブ ・ファンダメンタル・リサーチ
・AI
・クオンツ（計量手法）

・ボトムアップ
・トップダウン
・セクターアロケーション

・グローバル

・リージョナル

・ローカル

・グロース
・バリュー
・GARP
・中小型
・配当

・大小運用会社
・アクティビスト
・ヘッジファンド

スマートβ ・一定のルールに則り、テーマに適合する投資対象をシス
テマティックに選択・組み入れる手法

・テーマ 計量手法を得意と
する大手運用会社
（証券系運用会社
など）

パッシブ ・システム ・完全法（注１）
・層化抽出法（注２）
・最適化法（注３）

ー ・ETF
・公的年金、大規
模企業年金など
のアセットオーナ
ーが採用

注１：ベンチマークとするインデックスを完全に複製するポートフォリオを構築する方法
注２：特性をに焦点を当てポートフォリオを構築する方法
注３：決められた制約条件のもとで目的に合う特性を持つポートフォリオを構築する手法

機関投資家の分類

出所：筆者作成
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機関投資家としての筆者の分類

企業活力研究所 CSR研究会 2022年
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4

経験した運用会社
NLI Asset Management （New York） 1989-1993 米国株式 ボトムアップ
日本生命国際投資部 1993-2000 外国株式 トップダウン＋銘柄選択
Nissay Deutsche Asset Management （JV、London） 2000-2003 欧州株式 ボトムアップ
Deutsche Asset Management （旧Morgan Grenfell、London） 2000-2003（JV） 世界株式 ボトムアップ
Hermes Focus Asset Management （London） 2001-2007（協業） 欧州株式 ボトムアップ
ニッセイアセットマネジメント 2003-2007 日本株式 ボトムアップ
Putnam Investments （Boston） 2003-2007（提携） 世界株式 ボトムアップ
Fidelity International （Tokyo, London）、FMR（Boston） 2007-2021 世界株式 ボトムアップ

ボトムアップ・アプローチとは

「マクロ経済の動きよりはむしろ、個々の企業や債券の財務分析や価値分析に基づいて最終的な投資判断
に至ります。基本的には景気サイクル等経済の全体的な状況には重点を置かず個別の企業の状況を重視し
た投資判断を行います。」 （三好秀和編著「ファンドマネジメントのすべて」より抜粋）
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カカテテゴゴリリーー 差差別別化化リリソソーースス 投投資資対対象象選選別別手手法法 カカババレレッッジジ 投投資資ススタタイイルル
（（リリタターーンンのの源源泉泉））

アクティブ ファンダメンタル・リサーチ ボトムアップ グローバル ・グロース
・バリュー
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２． 企業価値評価の視点 
●投資候補の絞り込み 
・外資系のプロフェッショナルアナリスト・リソースが豊富な運用会社は、スクリーニングによる絞り込みは行わ
ず、人海戦術によりアナリストのリソースを活用して投資候補企業を見つける。何故なら、財務情報や
株価情報というスクリーニングし易い情報から、超過リターンが取れるような投資対象が見つかるはずが
ない。それが出来れば皆が取り組んでしまうので、リターンは無くなる。その為、企業との直接面談により
「競合他社について、該当企業はどう見ているのか」「サプライチェーン上の取引先企業の選定理由」等
の定性的な情報を一つ一つ収集し、定量情報（財務情報や株価情報）に反映されていない情報か
ら判断をしていく。 
・ただし、同じアクティブ投資の中でも、グロース投資とバリュー投資で投資対象選別の手法は異なる。グ
ロース投資では「今後どのような成長が見込めるのか」という視点で選別するため為、有用な定量情報
は少なく、スクリーニングでは発掘しにくい。また「株式市場で成長するであろうとみられている企業」ほど、
株価は高く評価されている事が多く、その株価の妥当性を考える上でも、該当企業を十分に分析しな
ければ評価出来ず、スクリーニングは機能しない。 
・他方、バリュー投資では株価の低評価が一つの大事なシグナルである為、対象企業を絞る入口情報と
して比較的単純なスクリーニングを活用する事はあり得る。ただ、この場合も、そのバリュー（潜在価値）
が実現するのかしないのかを判断するには、個別に丁寧な分析が必要となる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●運用会社内での情報共有・投資意思決定フローのイメージ 
・アナリストが企業情報等からありとあらゆる情報を集める（例えば、インターネットサーベイで市場のパー
セプションの把握をする等）。そのリサーチを経て、Modelling（長期の企業業績予想）、Valuation
（業績予想に基づいて、あるべき企業価値を算出）、Investment thesis（投資の主要な理由）
を導き出す。その次に、ESG投資の場合はESG評価の段階があり、ポートフォリオマネージャーが社内の
リサーチデータベースから情報を検索しながら投資先を考え、判断を下す（ Investment 
decisions）。 
・第三者機関のESG評価情報は網羅的で、各項目の重み付けは殆どなされていない一方、投資家が
独自に行う分析では、投資判断に重要な項目に絞って評価を行う。 
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投資候補の絞り込み
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カカテテゴゴリリーー 差差別別化化リリソソーースス 投投資資対対象象選選別別手手法法 カカババレレッッジジ 投投資資ススタタイイルル
（（リリタターーンンのの源源泉泉））

アクティブ ファンダメンタル・リサーチ ボトムアップ グローバル ・グロース
・バリュー

外資系のプロフェッショナルアナリスト・リソース
が豊富な運用会社はスクリーニングによる絞り
込みをしない

特に、グロース企業
はスクリーニングで
は発掘しにくい

財務情報、株価情報はスクリーニングに有用
だが、超過リターンの源泉になるはずがない

他方、バリュー企業
は株価の低評価が
一つのシグナルなの
で、調査対象を絞る
入口情報にはなる企業との直接面談により、競争優位の源泉や

競合他社との強みの比較や取引先選定理由
などの情報を収集。財務情報や株価情報に反
映していない情報を探す

発見した優先課題を
対話を通じて企業に
伝える

11 22 33 44 5

出所：筆者作成



 

 

【ESGインテグレーションの進化】 
・第１段階（５年以上前）：ESG評価を投資判断に何らかの形で結びつけようとしたフェーズ。投資
判断した後で、その投資先のESG評価を確認。 
・第２段階（４～５年前）：外部の情報データベースと社内のデータベースを繋げ、「投資したい企業」
が社内外のリソースでどのようなESG評価であるのか基本情報をポートフォリオマネージャーが把握した上
で投資判断を行っている。 
・第３段階（３年前～）：社内のアナリストの目でESG評価を行い、その結果と、外部のESG情報の
両方を社内のデータベースに収める。第２段階に比べ、自社独自の評価が色濃くなっているのが特徴。
現時点では、多くの運用会社はこの段階にある。 
・第４段階（近い将来？）：ESG情報が業績予想とともに企業価値評価に影響を与える要素として
考慮され、投資判断の初期段階でインテグレートされる。この方法論についてはまだ開発段階であり、
運用会社でも実用化を公表できる段階には進んでいない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●企業評価思考ステップと活用する外部情報ソース 
・企業の開示情報を中心に、どのような情報をどの段階で活用するかを記載した。 
① 掘り下げるポイントの絞り込み：情報データベースを使い、簡単にスプレッドシートにダウンロードでき

るようなものから、ざっと見ていく。その中に、外部のESG評価や有価証券報告書の特定の項目も含
まれる。 

② ポイントについての経営陣の認識：統合報告書のCEOメッセージやCFOメッセージが重要な情報
ソースである。また社外取締役のコメントは、執行側と違う目線での見解として注視している。その他、
中期経営計画資料や決算説明会資料からも詳細情報を読み取る。 

③ ポイントに関連する事項：②のステップで大枠を掴んだ後、統合報告書やWEBサイトをキーワード
検索で見ていく。例えば中期経営計画資料に「事業ポートフォリオの再構築」や「○○トランスフォー
メーション」の記載があった場合、統合報告書でその考え方についてより詳しく書いてある事がある。ま
た人材戦略、知財戦略、非財務KPIについて、企業がどう把握しモニターしているかも統合報告書
で確認する事が出来る場合もある。 
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【社内情報共有】

グローバルセクター
・チーム

ローカル・チーム

日次、週次、月次、
オフサイト・ミーテ

ィングなど

運用会社内での情報共有・投資意思決定フローのイメージ
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外部情報データベース
（財務・株価情報）

外部情報データベース
（ESG情報）

企業情報：
有報、短信
説明会資料
ウェブサイト、統合報告書
セルサイド・レポート
協会集計情報、学会発表
ニュース
情報データ収集の視点：
競合比較、グローバル比較
競争力評価
サプライチェーン
業種固有情報：
固有指標
需給
トレードショー
新技術・新サービスほか

11 22 33 44 5

Research

Investment 
decisions

Accumulated knowledge
Insights
Investment thesis

1

2

3

4

ESG評価

社内リサーチ・
データベース

ポートフォリオ
・マネージャー

アナリスト

Modelling & Valuation
Investment thesis

ESGインテグレーション
の進化

1 第1段階（5年以上前）

2

3

4

第2段階（4・5年前）

第3段階（3年前〜）

第4段階（近い将来?）

出所：筆者作成



 

 

④ 競合他社比較：1企業だけでなく、競合対象となる企業と比較をする。比較をすると「我が社の強
み、特徴」と謳っている点を他社も同様に言及しており、差別化が出来ていないケースに気付く事も
ある。他社と比較した現状の課題とポテンシャルを導き出し、それが株価にどれほど反映されているの
かを分析する。それにより株価のアップサイド、ダウンサイドリスクを測り、BUYもしくはSELLを決定、あ
るいはエンゲージメントの重要な議題になり得る。 

・投資家は、企業の開示情報をそのまま素直に受け入れる訳ではないという点が大事である。独自に情
報を集めて仮説を立て、そのレンズを通して、企業の説明の整合性、確からしさ等を判断したうえで投
資判断を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・以下、参考資料として「投資判断（BUY or SELL）までの流れ・思考構造」、「エンゲージメント
（Unlocking value）の思考構造」を記載。 
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筆者の企業評価思考ステップと活用する外部情報ソース
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現状の課題と
ポテンシャル

BUY thesis/
SELL thesis/
engagement 
case

5年相対株価

5年PER、PBR、
配当利回り

20年ROE、ROIC、
資本コスト、FCF

セグメント売上高
構成比

セグメント利益率
、（セグメントROA /

連結ROA）

有報「沿革」

有報「大株主」

統合報告書「
CEOメッセージ」

統合報告書「
CFOメッセージ」

事業ポートフォリオ

◯◯トランスフォー
メーション

人材戦略

知財戦略

非財務KPI

統合報告書「社
外取締役コメン

ト」などPL、BS基本構造
・重要科目把握

決算説明会資
料、中計資料な

ど

外部ESG評価

掘り下げるポイン
トの絞り込み

ポイントについて
の経営陣の認識

ポイントに関連す
る事項（統合報
告書キーワード

検索）

ポイントに関連す
る事項（ウェブサ
イト、他の開示資

料他）

競合他社比較

企業価値向上に重要なポイント、経営の優先課題などを独自に把握
してから企業情報開示の内容と突き合わせる

株価に織り込
まれている内
容を上回るか
下回るか

財務情報データベース

第三者ESG評価情報

有報情報

統合報告書情報

IR説明会資料

統合報告書情報検索

凡例

有報注記
11 22 33 44 5

出所：筆者作成

投資判断（BUY or SELL）までの流れ・思考構造
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Research Modelling Forecast Valuation

企業情報：
有報、短信
説明会資料
ウェブサイト、統合報告書
セルサイド・レポート
協会集計情報
ニュース
情報データ収集の視点：
競合比較、グローバル比較
競争力評価
サプライチェーン
情報データ：
株価、財務データ
サイクル（市況、製品他）
市場成長、規模
リソース単位当たり効率
ESG格付け
業種固有情報：
固有指標
需給
新技術・新サービスほか

財務データ：
過去２０年
連結財務諸表
セグメント情報
諸比率
市況価格
シナリオ：
メイン・シナリオ
ダウンサイド・シナリオ
アップサイド・シナリオ
ドライバー：
需給、市場規模、普及率
規制緩和・導入、競争
数量効果、価格効果
マージン、生産性
FCF創出、資本効率
人材、組織力
など

財務予想：
戦略
３〜５年注1

年、四半期注2、
連結、セグメント、
製品/サービス
諸比率、
ドライバー
シナリオ

長期予想：
ビジョン
TAM、SAM、SOM注3

平均回帰（ROI、利益率、
成長率）
シナリオ

注1：対象が創薬企業の場合は
10年など予想期間が長い

注2：四半期予想はせいぜい2年
程度

注3：Total Addressable Market, 
Serviceable Addressable Market, 
Serviceable Obtainable Market

倍率法：
PER、PBR、EV/EBITDAなど
イールド法：
配当利回り、FCFイールド

割引現在価値法：
DDM、RIM、DCFなど

＜重要ポイント＞
倍率、割引率次第で適正株価
評価は大きく変わる。したがっ
て、市場評価と著しく異なる倍
率、割引率を適用する場合に
は明確な理由が求められる。

情報を集め過ぎる
と評価が現在の
株価に近くなる

(market 
consensus)

Investment 
thesis

BUY or SELL
•目標株価
•想定期間
•株価評価根拠
•投資理由
•ESG評価
•株価に反映してい
ない重要要素
•進捗確認すべき
ドライバー
•リスクシナリオ

情報を知らないか
らではなく、実現可
能性に懐疑的また
は確信を持てない
ため株価評価に反
映しないことが多い

無断転載禁⽌／Astonering Advisor LLC

ご参考
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出所：筆者作成



 

 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
３． ESG情報や統合報告の活用 
●“ストーリー”として語るトップメッセージ、“ストーリー”（storyline = ロジック、background 

story = 一貫性） 
・統合報告書については、まずトップメッセージを重視して読み込む。ここではANAホールディングスの統合 
報告書2022のトップメッセージを紹介する。 
（トップページの主な掲載内容） 
➢ 2019年度の実績として固定費を３割削減した点。 
➢ 限界利益を最大化。それが何故出来たのか具体的事例を掲載（「貨物収入の最大化やロシア・

ウクライナ問題による航路変更の調整等」について、それが何故実現できたのか。従業員のチームワ
ークやモチベーションの高さを推察出来る） 

➢ 2022年度の当初計画において「無配」と決定。月例賃金・賞与を大幅削減する中で知恵を絞り
サービス提案や解決策を発案してくれた従業員の待遇改善を優先したいとの考え。  

➢ 次のステージにどのように移行していくか。なぜそれが実現出来るかの言及。 
・トップメッセージからは、特にロジック（storyline）と一貫性（background story）を重視しており、 
懐疑的な投資家が抱く「なぜ？」に対し、整合性と一貫性を持ち応える内容を期待している。 
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エンゲージメントを通じたIntput（投資家）
エンゲージメント（Unlocking value）の思考構造（価値協創ガイダンスのフロー順ではないことに注意！）
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Valuation Issues / solutions
現在の株価が反映して
いる評価を読み解く

戦略、ビジネスモデル、リ
スク、製品/サービス、資
産、資本構成等のどこに
問題（マイナス評価の原
因）があるのか特定し、
Unlockした場合の価値を
試算する

Output（企業）
Outcome（企業）

Value driver

Earnings driver

Margin driver

Growth driver

Stock driver

４. ２−２. ２−１. １. ５. ４.２−３.３.

Resource driver

Internal driver

External driver

無断転載禁⽌／Astonering Advisor LLC

ご参考
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出所：「価値協創ガイダンス2.0」をベースに筆者が組み替え作成

“ストーリー”として語るトップメッセージ
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出所：ANAホールディングス統合報告書2022
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“ストーリー”（storyline = ロジック、background story = 一貫性）
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懐疑的な投資家が抱く「なぜ？」「なぜ？」「なぜ？」に
整合性・一貫性を持って応える内容

なぜできたのか

結果を出している

なぜできたのか

なぜできたのか

次は？

なぜできるのか

なぜできるのか

11 22 33 44 5

出所：ANAホールディングス統合報告書2022（P.4〜11）から抜粋し筆者がハイライト加筆



 

 

●統合報告書作成の理由は何か？ 
①①ほとんどの企業の「価値創造プロセス図」は役に立っていない。 
・統合報告書の目次を見た際「価値創造プロセス」は魅力的な表題であるが、最近は開く事が殆ど無
くなってしまった。多くの企業で似通ったテンプレート（右肩上がりの矢印でぐるぐるっと回っているような
もの）を使用し、そこに単語だけ入っている。それについて特に説明が掲載されていない。文章だけで
も「明確に読者に伝わる事を考える」というのがより大事だと考える。それは、言い換えると「CEOが何
の資料も手に持たず、言葉だけで話し、聞いている人に伝わる」という事である。それを更に膨らませ、
ビジュアルに印象付ける為にプロセス図を描くというのであれば良いのではないか。 

②②マテリアリティが網羅的になっており情報価値が低い。 
・マテリアリティについて、ダブルマテリアリティ（またはパッシブ投資家）の影響で、多くの企業が網羅的で
同じような事を記載しており、情報価値が低いと感じている。最早マテリアリティでは無いのではないか。 

③③統合報告書のフィードバックを投資家に求めるが、単なる毎年のルーティンになっている企業が増
えている。 
・統合報告書が完成すると、投資家にフィードバックを要請する企業が増えた。しかしながらそれが、毎
年のルーティンとなり「企業にフィードバックをしても、企業行動が変わらないケースが多かった」。行動に
結びつかない「統合報告書のブラッシュアップのみ」では意味がなく、時間を取られるだけなので、フィー
ドバックを断る事を始めたのが2019年から。 
・その後「単純なフィードバックを得るルーティンを改め、社長との直接対話に移行する」、また「統合報
告書を発行していない企業の社長と対話し『サステナビリティに対する考え方や方針説明の重要性』
について話をすると、半年後に初めて統合報告書が発行される」等、本質的な動きにも繋がるケース
も見受けられる。 

 
４． ESG情報開示をめぐる動き 
●●長期投資・サステナブル投資への誘導と非財務情報開示指針の整備 
・2008年の金融危機を契機に、金融機関または資本市場の本来の役割を見直す為の改革が始まり、
2010年には英国で機関投資家を規律付けるスチュワードシップコードが公表された。 
・投資家における長期視点の重要性が高まる中、非財務情報への依存度が高まり、各種団体が非財
務情報開示の指針・基準を策定し始めた。団体ごとに価値観や哲学が異なり、企業にとってはどの指
針・基準を採用するかにより特徴が異なり、投資家にとっては、比較可能性という観点では非常に使い
辛くなっていた。 
・現在、ISSBにより、これがようやく収斂に向かっている。しかしながらISSBにあまり期待し過ぎてはいけな
いと考えている。「ISSBが統一的な基準を策定する」というよりは、むしろ「今迄の基準等のコンセンサス
を取っていく」という方向感として捉えている。 
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●サステナブル投資が加速する要因 
・規制強化：EUを中心に、金融機関または資産運用会社に対して、提供している金融商品の分類を
求める規制がスタートしている。EＵタクソノミー、Sustainable Finance Disclosure Regulation
（SFDR)における金融商品分類（8条・9条）など。 
・ESG評価機関による金融商品に対するESG格付：ESG評価機関が金融商品の格付を行い、アセ
ットオーナーが金融商品選別の判断材料に利用（運用ガイドラインなどに追加）。 
・活動家主導でIntegration（統合）からIntervention（介入）へ：Engagement（エンゲ
ージメント）よりも、exclusion(除外)・divestment(投資撤退)への圧力をかける方向へ。 

 
●機関投資家の行動の背景にある規制環境変化 
・欧州をはじめ、米国、英国で金融商品についてのカテゴライゼーションが始まっている。 
・欧州（SFDR：欧州連合サステナブルファイナンス開示規則） 

- 第６条ファンド：社会のサステナビリティを考慮。 
- 第８条ファンド：投資判断プロセスに社会のサステナビリティをインテグレーション。 
- 第９条ファンド：ESG課題の解決を目的に投資を行っているもの。 

 
・米国（SEC：米国ESG開示規則） 

欧州の3区分とほぼ同じ。 
- インテグレーション：ESG要因を一つ以上考慮。 
- ESGフォーカス：ESG要因を一つ以上重要事項として焦点を当てる。 
- インパクト：ESG要因への影響達成を目指す。 

 
・英国（SDR：英国サステナビリティ情報開示要件） 

- サステナブルフォーカス：サステナブルな資産に投資するもの。欧州の第８条ファンド、米国の
ESGフォーカスに近い。 

- サステナブルインプルーバー：現在未達でも改善を目指す投資。ESG評価等が現状は高くな
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いが、これから改善していこうとしている企業に投資するもの。 
- サステナブルインパクト：インパクトのあるソリューションに投資するもの。欧州の第９条ファンド、 
米国のインパクトに近い。 

 
・現在、欧州の第６条ファンドや米国のインテグレーションに該当するものは売れなくなってきている。一方、
第９条ファンドやインパクトに適格なものは開発途上にあり、金額としてはごく僅かである。そうすると、第
８条ファンドやフォーカスが主力になるが、これらに適格なものは大手運用会社の運用残高の約半分し
かない。つまりこのままでは、大手運用会社は運用残高の半分を失う、または総収入を半分失う事にな
り、大打撃を受ける。その為、第８条・第９条ファンドをもっと増やしていくといった動きが進む。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●●企業のESG格付例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●ファンドのESG格付例 
・ファンドのESG格付は、どのようなESG評価の企業をファンドに組み入れているかによって決まる。つまり
簡単に言えば、レーティングがBBB以下の企業には投資しないとすれば、そのファンドの格付が上がる事
になる。そうしたファンドの行動が、企業にダイレクトに響いてくるようになる。 
・単純にESG評価機関のレーティングが高い企業のみ組み入れればよいわけではなく、SFDRでは運用
者としてサステナビリティ・デューデリジェンスをしっかりと行う事が求められており、その際の項目について欧
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機関投資家の行動の背景にある規制環境変化
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無断転載禁⽌／Astonering Advisor LLC18

欧州（SFDR：欧州連合サステナブルファイナンス開示規則）注１ 「事実上の分類基準」

米国（SEC：米国ESG開示規則）注２ 「ファンドの分類」

英国（SDR：英国サステナビリティ情報開示要件）注３ 「サステナブル投資ラベル」

第６条 第８条 第９条

インテグレーション ESGフォーカス インパクト

サステナブル
フォーカス

サステナブル
インプルーバー

サステナブル
インパクト

金融機関・機関投資家は、自社が提供する金融商品・ファンドについて”サステナビリティ”への貢献度に応じて
分類・開示を求める規制導入に直面、早急な対応が喫緊の経営課題になっている

注１：Sustainable Finance Disclosure Regulation; 注２: ESG Disclosure Rule; 注３: Sustainability Disclosure Requirements

社会のサステナビリティを・・・ 「考慮」 「投資判断プロセスにインテグレーション」 「投資目的」

ESG要因を・・・ 「１つ以上考慮」 「１つ以上重要事項として焦点を当てる」 「ESG要因への影響達成を目指す」

人類・地球にとって・・・ 「サステナブルな資産に投資」 「現在未達でも改善を目指す投資」 「インパクトあるソリューションに投資」

第8条適格は運用残高

の約半分、第9条適格
は開発途上

11 22 33 44 5

出所：筆者作成

企業のESG格付例
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出所：MSCI Website
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州で規制整備が進んでいる。そうした情報を企業が開示していなければ投資家はデューデリジェンスを行
えない為、その企業は投資対象にならない、あるいは評価が低くなる、という事になる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●有報開示府令の改正 
・2023年３月期の有価証券報告書から適用予定。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●●男女間賃金格差 
・男女間賃金格差の問題で、日本は改善してきているが、改善のペースが他国よりも遅いので、OECD
平均との差は拡大している。 
・同じ職種、同じ階層、同じ評価で、男女で賃金が違うとは考えていない。「男女の分布が違う、構成比
が違う、それがどのようなところで起きているのか」を説明する必要がある 
・多くの企業が、男女間賃金格差を開示すると投資家に誤解を与えるという懸念を示しているが、重要
なのは補足説明である。特に、①人材戦略の意図・期待に一致しているか、②あるパーセプションが形
成されている為に、意図せざる偏りが生じていないか、③実態・環境として、偏りが生ずる合理的な理由
があるか、の3点について現状分析を行い、今後どう解決していくのかについて補足説明をする事が期待
されている。 
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出所：MSCI Website

The fund's weighted average percentage of independent board of directors is 46.2%, and its 
weighted average percentage of women on boards is 15.3%.

11 22 33 44 5

有報開示府令の改正
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①サステナビリティ全般に関する開示

• サステナビリティ情報の「記載欄」の新設

②人的資本、多様性に関する開示の拡充

• 人材育成方針
• 女性管理職比率
• 男女間賃金格差、等

③コーポレートガバナンスに関する開示の拡充

• 取締役会の活動状況（開催頻度、主な検討事項、個々の委員の出席状況等）
• 内部監査の実効性（デュアルレポーティングの構築等）、等

2022年11月7日パブリック・コメント開始（～12月7日（水）まで）
⇨ 2023年3月期の有価証券報告書から適用予定

11 22 33 44 5



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５． 日本企業の課題 
●●日本企業の現状（海外企業との比較） 
・日本企業の現状として海外企業との比較をしたものが以下図表である。大きく企業群を「成長が期待
されている企業」、「株主還元が重視される企業」、「構造改革が求められる企業」の３つに分けている。 
・分布を示す棒グラフは、日本は右肩上がり、海外は右肩下がりとなっており、この分布を見ても、日本に
は成長が期待される企業が少ない事が分かる。これは日本の大きな問題である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●●日本企業が克服すべき優先課題 
・日本企業が克服すべき優先課題について以下の表に記している。市場ではESGやサステナビリティに関
する開示要請が高まっているが、それは資本市場の注目テーマがサステナビリティに入れ替わったのでは
ない。上場企業の根本的な義務に加えて、社会のサステナビリティへの参加・貢献姿勢が問われている。 
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男女間賃金格差
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22

出所：OECD.Stat 正規雇用者データのGender wage gapから筆者作成

日本の改善ペースは他国より緩慢でその差は拡大している。

2000 2005 2010 2015 2016 2017 2018 2019 2020

⽇本 38.9 38.4 34.8 33.1 32.3 32.0 32.7 31.3 32.0

⽶国 29.0 26.0 22.9 22.4 23.5 22.2 21.6 23.6 22.8

英国 27.9 25.9 25.3 23.0 22.5 22.3 22.5 21.6 19.8

ドイツ 29.2 22.7 21.8 24.0 22.9 22.9 22.3 20.4 0.0

OECD平均 23.7 22.2 18.8 18.6 18.2 17.5 17.4 16.9 16.4
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2000 2005 2010 2015 2016 2017 2018 2019 2020

⽇本 33.9 32.8 28.7 25.7 24.6 24.5 23.5 23.5 22.5

⽶国 23.1 19.0 18.8 18.9 18.1 18.2 18.9 18.5 17.7

英国 26.3 22.1 19.2 17.1 16.8 16.5 16.3 16.1 12.3

ドイツ 19.6 16.3 16.7 15.8 15.5 16.2 15.3 13.9 0.0
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男女間賃金格差の要因分解（「補足説明」の社内検討準備）が必要
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連結

地域セグメント別

職種別

事業セグメント別

階層別

勤続年数別勤務地別 勤務体制別

工場、営業所、本社など ３交代制など

国、宗教、文化的背景

業種特性・要因など

事務職、技術職、総合職など

男女構成比についての現状分析

①人材戦略の意図・期待に一致し
ているか

②あるパーセプションが形成されて
いるために、意図せざるを得ない
偏りが生じていないか

③実態・環境として、偏りが生ずる
合理的な理由があるか

11 22 33 44 5

出所：筆者作成

日本企業の現状（海外企業との比較）
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事業撤退・資産売却などの構造改革が求められる企業

日本 米国 欧州 アジア 日本 米国 欧州 アジア

成長が期待される企業 22% 58% 44% 46% 29% 76% 54% 45%
株主還元が重視される企業 27% 24% 27% 31% 33% 18% 27% 34%
事業撤退・資産売却などの構造改革が求められる企業 29% 6% 12% 8% 21% 1% 7% 6%

企業数ベース 時価総額ベース

出所：筆者作成。一般社団法人 日本取締役協会発行「Corporate Governance」Vol.10 2022 August号に詳細掲載
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・この事は、内閣官房の非財務情報可視化研究会「人的資本可視化指針」でも掲載されている。従っ
て、非財務情報開示に優等生として取り組んでいれば市場に評価され、PBRが１倍以上になれるかと
いうと、そのような事ではない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

以上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※図表出所：第４回CSR研究会 講演資料 
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日本企業が克服すべき優先課題

無断転載禁⽌／Astonering Advisor LLC26 企業活力研究所 CSR研究会 2022年
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優先課題１：資本コスト割れの直視

優先課題２：粗利率（価格決定力）

優先課題３：事業撤退・資産売却

優先課題４：ビジネスモデルの見直し

優先課題５：保有現預金の適正水準・保有理由見直し

優先課題６：ROIC下方圧力の吸収余地確保（サステナビリティ課題対応のコスト負担吸収力）

優先課題７：パートナーシップにおける自社貢献の可視化・価値化（機会としてのサステナビリティ課題解決）

優先課題８：ビジネスモデル・イノベーションによる事業創造（機会としてのサステナビリティ課題解決）

優先課題９：内輪の論理を客観視できる体制づくり（ダイバーシティ & インクルージョン、人的資本経営）

資本市場の注目テーマがサステナビリティに入れ替わったのではない。上場企業の根本的な義務に加えて、
社会のサステナビリティへの参加・貢献姿勢が問われている
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出所：筆者作成
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出所：内閣官房 非財務情報可視化研究会公表「人的資本可視化指針」

ご参考

11 22 33 44 5
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重要事項

v 当資料は、アストナリング・アドバイザーが作成しておりますが、掲載情報の正確性・完全性について当
社が責任を負うものではありません。

v 当資料に記載の情報は、作成時点のものであり、状況によって予告なく変更することがあります。

v 当資料の一部又は全部の無断での使用・複製は固くお断り致します。

無断転載禁⽌／Astonering Advisor LLC



 

 

 

 

 

 

２．企業事例 

（１）インタビュー企業事例概要 
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アサヒグループホールディングス株式会社 

インタビュー実施日：2022年 12 月 5日（月） 

１）統合的開示への取り組みについて 
１－１．統合的開示への取り組みに着手した時期、きっかけ・背景・狙いについて教えて下さい。 
⚫ 時期・背景 
・経営の意思により 2015年から統合報告書を発行。 
・2013 年、IIRC の国際統合報告フレームワーク公表に関するニュースが入り、企業として統合報
告思考はまだ出来てはいなかったが、1 年後の中計発表時に統合報告書発行に向け、レベルアッ
プを図る為、統合報告書発行に向けて動き出した。 

⚫ これまでの経緯 
・最初はアニュアルレポートと CSR コミュニケーションレポートの合本から始まり、少しでもサステナビリテ
ィと事業の統合を訴求できるよう開示努力を図ってきた。2020年の CEO メッセージで「サステナビリ
ティと経営の統合を目指す」というトップダウンが社内ドライバーとなり、サステナビリティと経営の統合
について社内浸透にもつながっていった。社内での統合報告書の位置付けも変わり、対外的に課
題を見える化・言語化し、将来の企業価値向上を見据えた取り組みをより具体的に伝えていくこと
が現在のミッションとなっている。 

 
１－２．統合的開示を実施するにあたって、参照された基準やガイドラインがありましたら教えて下さい。 
●●統合報告書：VRF（IIRC）国際統合報告フレームワーク、経済産業省価値協創ガイダン
ス、（ISSB） 
●●サステナビリティ部分の開示：GRI スタンダード、SASB 
・発行当初（2014）は IIRC のオクトパスモデルを理解し、資本などの経営数値を当てはめながら
作成するところからスタートしている。２年程オクトパスモデルを活用していたが、企業の独自性が社
会的に要求されるようになり、当社オリジナルの価値協創モデルの方がステークホルダーに伝わりやす
いのではないかと考えた。そこからはオクトパスモデルから離れて、統合報告書を構成するようになった。
価値協創ガイダンスは全体の構成、価値創造の流れについて参考としている。 
・近年では、統合報告書を制作することを目的としてガイダンスを見ることは無くなってきている。あくま
でも「アサヒグループらしさ」という独自性を出すことに取り組んでいる。サステナビリティの情報について
は、読者の利便性向上等も踏まえ、網羅的に幅広くガイドライン（GRI、SASB等）を参照するよ
うにしている。 
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１－３．環境・社会の持続可能性に関わる取り組みを企業経営全体の中でどのように位置付けていますか。 

・サステナビリティと経営の統合については、経営の意思として持っており、統合報告書において CEO
メッセージでも言及されている他、中長期経営方針のコア戦略の１つ「サステナビリティと経営の統
合による社会・事業のプラスインパクトの創出、社会課題解決」としてサステナビリティを位置付け
ている。 

 
１－４．統合的開示を進める上での社内体制について教えて下さい。 

・編集作業等の事務局の人員は少人数で、制作にあたっては社内の巻き込みを広くというスタンスで
取り組んでいる。事務局は IR（2名）＆サステナビリティ部門（2名）で組織している。HR、プロ
キュアメント、ストラテジー部門など網羅的に関連部門と連携を行い制作している。各部とのコミュニ
ケーションも IR による財務面の社内コミュニケーションをはじめ、現在、サステナビリティ部門でも調達、
人事部門等とのネットワークの構築を進めており、日頃から連携を図っている。 

 
１－５．経営会議と取締役会において、またステークホルダー（従業員、取引先等）との間で、ESG・サ

ステナビリティに関してどのように位置付け、取り扱われているでしょうか。数年前（3～4 年前）
との関心度の違い・認識の変化、また議論する頻度・内容等について教えて下さい。 

⚫ 経営戦略会議について 
・経営戦略会議において事業、財務、戦略とサステナビリティは同じ位置付けにある。「グローバルサ
ステナビリティ委員会」（委員長は代表取締役社長が務め、サステナビリティ担当取締役や海外地
域統括会社の CEO などで構成）を年に一度開催しており、グローバルなサステナビリティに関する
重要事項として議論された戦略や目標値は経営戦略会議で審議され、取締役会に報告されてい
る。 
・経営戦略会議と前段での会議を合わせて、サステナビリティ部門のサステナビリティ案件の上程回数
は 2022 年で延べ 30 回を超えており、サステナビリティをコア戦略の一つとして定期的な議論がさ
れている。情報開示委員会については、現状では対象とする議題を絞っているため、サステナビリティ
に関する開示は扱っていない。 
・各 RHQ（Regional Head Quarter）とホールディングスの経営間での議論を実施しており、サ
ステナビリティ報告に関して各地域から同じ粒度で同じ書式で報告がされるよう整備をしている（気
候変動のスコープ１・２、水使用量、労働安全衛生、ダイバーシティの状況等）。フリーフォーマット
欄もありサステナビリティの取り組みや課題に関する報告があり、議論が深まる点でもある。 

⚫ 役員報酬について 
・役員報酬に関しても、グループ理念である AGP（Asahi Group Philosophy）の実現やサステ
ナビリティと経営の統合などの追求を図るためのインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と
も連動した報酬体系を設計している。 
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⚫ 関心度の違い・認識の変化について 
・勝木社長が CFO 兼サステナビリティ担当役員を務めていたことから、海外からの投資家からサステ
ナビリティに関する意見を受けることが多かったという経験もあり、対話を通じ危機意識・関心が醸成
され、経営層の意識の向上につながっていったのではないかと考えられる。近年の社外取締役がサ
ステナビリティの知見を持つ方が多く、意見交換をする回数が増えた。また 2016 年～2017 年の
欧州事業の買収により事業構造が変わり、よりリアル感を持ちサステナビリティの必要性を感じたこと
も影響していると考えられる。 

 
１－６．ESG・サステナビリティに関わる開示について、その対象読者と開示媒体の棲み分けについてどの

ような方針・考え方に基づき整理をされていますか。また開示時期はどのようなタイミングとされて
いるかについて教えてください。特定のステークホルダーに特化した媒体の有無や、媒体間の連
携や重複を避けるための工夫はございますでしょうか。 

⚫ 開示媒体の棲み分けについて 
・統合報告書の財務情報・非財務情報の統合、WEB サイトで非財務情報について詳細開示して
きた経緯の中で、投資家をはじめとする開示要請の高まりもあり、よりストーリー性のある詳細な開
示の必要性を認識している。ESG 評価機関向けの網羅的な情報としてサステナビリティデータブック
の PDF での発行に加え、サステナビリティの窓口ともなるWEB サイトをよりシンプル且つビジュアルに
特化し、ストーリーをしっかり伝える開示に変更を行った。現在、簡潔性・網羅性のバランスや ISSB
への対応を見据え、統合報告書、WEB に加え、サステナビリティレポートの発行を検討している。 

⚫ 開示時期について 
・統合報告書の発行時期は、環境等実績の集計・制作・第三者保証等を経て5月頃である。(12
月決算) 
・有価証券報告書のサステナビリティ情報の記載についても注視しており、関連部門と検討を進めて
いるところである。発行時期に関しても将来的には有価証券報告書（３月発行）に合わせ、財
務・非財務の統合という面でも出来たら良いという認識はある。しかしながら、現段階では実務面、
保証等を考えると統合報告書の 3月発行は難しさを感じている。 

 
２）マテリアリティの捉え方について 
２－１．どのような考え方に基づきマテリアリティを設定していますか 

・2 軸（ステークホルダーにとっての重要性、アサヒグループにとっての重要性）に加え、「アサヒグルー
プとして独自性のある価値を創出できるか」という点からマテリアリティを設定。考え方としてはダブルマ
テリアリティとなっている。その上で取組みテーマの中から経営資源を集中させて取り組む重点テーマ
を設定している。 
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（出所：統合報告書 2021） 
 
３）マテリアリティの特定プロセスと運用について 
３－１．マテリアリティと、パーパス・経営理念、リスク・機会、ビジネスモデル、インパクトといった概念との

関係の、貴社における整理・考え方について教えて下さい。 
・経営理念にあたるものが AGP（Asahi Group Philosophy）であり、考え方として「我々・アサヒ
グループが」という一人称となっていると考えているため、社会全体を含めたパーパスにあたるものが必
要と捉え、現在経営と議論を行っている。現状としてパーパスに該当するのが 下記「Cheer the 
Future」であるという議論となっている。 

 
 
 
 
 
 
 

        (出所：統合報告書 2021) 
・また、生み出す価値においても事業インパクト、社会インパクトを創出するという点に強く意識を置い
ている。現在は事業インパクト・社会インパクトを定性的に表現しているが、今後いかに指標化する
かが課題。しかしながら、つくられた計算式にはめ込むことにより数字が一人歩きしてしまう側面もあ
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バリューチェーン全体で

人々のサステナブルな

生活を実現する

バリューチェーン全体の
リスク軽減と機会獲得に
取り組み、商品・サービスで

事業インパクトと
社会インパクトを生み出す

マテリアリティ 重点方針 取組みテーマ

気候変動への対応

プラスチック問題への対応

不適切飲酒の撲滅

新たな飲用機会の創出によるアルコール関連問題の解決

人と人とのつながりの創出による持続可能な 
コミュニティの実現

健康価値の創造

持続可能な原料調達

持続可能な水資源の確保

人権の尊重

ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンの推進

重点テーマ

未来に引き継いでいく私たちの価値
私たちは世界各地で 年以上にわたり、自然の恵みと自然の力
によって、数々の「期待を超えるおいしさ」を生み出してきた。私
たちの提供する商品が人と人をつなげ、コミュニティをつくり、「楽
しい生活文化」に貢献してきたことは、私たちの誇りであり、未来
に引き継いでいくべきプラスの価値だと信じている。

未来に向け変革していくこと
私たちのビジネスが環境や社会全体に及ぼす潜在的な影響を
管理する必要があると考えている。私たちは、こうした課題に
正面から向き合い、サステナビリティを経営の根幹に置き、環
境や社会にプラスの価値を生むことで事業の持続的な成長へと
変革する。

変革のために取り組むこと
より良い未来のため、脱炭素・水資源の有効活用などによる持続
可能な生態系と循環型社会の実現、人と地域のつながりによる強
く美しいコミュニティづくり、アルコール起因の害が発生しない飲
用機会の創造や社会の仕組みづくりなどを、ステークホルダーと
共にアイデアや技術を出し合い、実現に向けて推進していく。

未来への宣言
私たちは、自然・コミュニティ・社会とのより良いつながりを実現
し、「期待を超えるおいしさ、楽しい生活文化の創造」に貢献し続
けることで、かけがえのない未来を元気にしていく。より良い未来
づくりに向かう我々の意志を「 」という言葉
に込め、様々なアクションにつなげていく。

サステナビリティ・ストーリー



 

 

り、取り組みの強化に寄与するかという視点を忘れてはいけないと感じている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  (出所：統合報告書 2021) 

 
３－２．マテリアリティ項目の抽出プロセスについて教えて下さい。 

・抽出プロセスには、ESG・SDGs、社内の関連機能部門による議論、各 RHQ との議論、サステナ
ビリティコンサルタントを交えた議論の他、中長期経営方針策定時に行われたメガトレンドのバックキ
ャスティングによる世界中の若手社員・将来世代との議論も活かされている。NGO などの意見の取
り込みについては、人権に関しては実施しているが、マテリアリティ抽出という点では未だ課題感があ
り、よりステークホルダーの意見を吸い上げる仕組みを作っていく必要性を感じている。 

 
３－３．マテリアリティの各項目のマネジメント方法（中長期の経営戦略との関係、事業戦略への落とし

込み、ゴール・KPI、社内管理・推進体制、社内浸透）について教えて下さい。 
⚫ 中長期の経営戦略との関係・事業戦略への落とし込み 
・経営レベルでは今年度より各 RHQ に対し年次・中長期経営計画に関するガイドラインにサステナ
ビリティ項目を入れ、事業戦略の落とし込みを行っている。 

⚫ KPI、社内管理、社内浸透 
・2020 年にグローバル推進にあたり、サステナビリティ戦略、マテリアリティの見直しが行われたことによ
り、「グローバルサステナビリティ委員会」と共に重点テーマを設定しているマテリアリティごとに「タスクフ
ォース」が設置された。重点テーマごとに設定されたグローバル目標をもとに、タスクフォースを通じて、
重点テーマごとのアクションプラン、ロードマップの作成を依頼し、地域統括会社のサステナビリティ担
当者と具体的な取り組み、進捗、今後の計画についての議論などを行い、RHQ ごとに KPI 設定・
運用をしている。このような具体的な目標への落とし込みを通じ社内浸透に繋がっていくのではない
かと考えている。 

78

プラスチック問題への対応

気候変動への対応

不適切飲酒の撲滅

新たな飲用機会の創出によるアルコール関連問題の解決

人と人とのつながりの創出による持続可能なコミュニティの実現

　事業インパクト　

　「つながり」を創出し、「食」「地域環境」「災害支援」という本重点テーマにおける重点領域で地域の社会
課題解決に取り組むことで、地域を代表する企業・商品として共感と信頼を獲得したいと考えています。社
員自身がコミュニティとの「つながり」を持ち、地域の社会課題の理解を深めることで、事業を通じた社会課
題の解決につなげていきます。一方、事業展開地域や原料産地などの地域コミュニティが脆弱になった場合、
安定操業や安定調達に影響を及ぼす可能性があります。

　社会インパクト　

　地域の産業を支える農業支援や地域環境の保全に取り組むことで、地域経済の衰退化の回避に貢献しま
す。人が集い会話や飲食をともにしてつながりを感じることは、人々の 、ひいては地域の社会的・
経済的な活性化につながります。アサヒグループの事業は、人と人とのつながりの創出による持続可能なコ
ミュニティの実現に貢献できると考えています。

　事業インパクト　

　気候変動により、大麦やホップ等の農産物原料の安定調達への影響や規制等によるリスクが想定されま
す。炭素税が導入された場合、「アサヒカーボンゼロ」に取り組むことで
億円の削減効果があると試算しています（→ ）。また、気候変動への対応が不十分な場合、消費者・取
引先から商品が選ばれなくなる可能性がある一方、製造工程における 排出量を削減した商品を環境配
慮商品として展開することで、売上を拡大することができると考えています。

　社会インパクト　 

　「アサヒカーボンゼロ」を達成しバリューチェーン全体の 排出量を削減することで、気候変動の緩和に
貢献します。また、飲料・食品など生活に身近な商品の 排出量が削減されることで、お客様・生活者の
気候変動への意識と行動の変容を促すことができると考えています。

　事業インパクト　

　環境に配慮されていない容器包装への規制や、環境配慮素材の需要増加による調達やコストへの影響を
想定しています。炭素税が導入された場合、 ボトルをはじめとする代表的な容器への価格転嫁による影
響額は 年 億円、 年 億円と試算しています（→ ）。また、プラスチックに対する
消費者の忌避感によって売上が減少するリスクがある一方、環境配慮素材の積極的な使用は、環境に配慮
された商品を買いたいというお客様のニーズに応え、売上が拡大することにもつながると考えています。

　社会インパクト　

　容器包装に環境配慮素材を使用することは、化石由来原料の使用量と 排出量の削減につながります。
また、リサイクルのバリューチェーンの一端を担い、リサイクル素材の導入や品質の向上、需給の安定化に努
めることで、廃棄物発生を抑制し、プラスチック資源が循環する社会の構築に貢献します。

　事業インパクト　

　不適切な飲酒の増加により、アルコール規制が強化される可能性があります。また、消費者の意識の変化
や、お酒に対する考え方の多様化によるアルコール離れも想定されます。一方、お酒が飲めない人やあえて
お酒を飲まない人も含め、さまざまな「飲み方」の選択肢を提案することで、ノンアルコール・低アルコール
飲料の売上の拡大や事業機会を獲得します。

　社会インパクト　

　飲酒運転による交通事故や、大量飲酒による病気などを引き起こす不適切な飲酒を撲滅することは、社会
的損失の削減につながります。また、適切なアルコールの楽しみ方を普及させ、さまざまな状況や場面にお
いて多様な飲み方を受容できる社会の実現に貢献します。



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
             (出所：統合報告書 2021) 
 
３－４．マテリアリティを見直すサイクルとプロセス（直近の見直し、今後の予定）について教えて下さい。 

・定期的なサイクルは今の所決めてはいないが、2020 年（マテリアリティの大幅な見直し）、2021
年（中期経営方針と共に見直し）、2022 年（マテリアリティ・サステナビリティ戦略全体の点検の
実施）を行っている。その点検の結果、マテリアリティの取り組みテーマの位置づけ、人的資本の高
度化等について見直しを行っている。中期経営計画についても毎年ローリングしているので、その都
度点検・見直しを行っていく予定。 

 
４）統合的開示の効果と課題について 
４－１．統合的開示によって得られた効果、ステークホルダーの反応（建設的対話促進等）は如何

でしょうか。 
・統合報告書をコミュニケーションツールとして投資家との対話を活性化していかなければと考えて
おり、サステナビリティをテーマとした投資家への説明会を年に一度開催している。担当取締役・
部長が取り組み内容の説明をし、質疑応答を行い、対話の機会となっている。また、個別投資
家との対話として IR と共に one on one の個別面談を進めている。年間 20 件ほど ESG に
ついての個別の対話を行っており、いただいた投資家からの声を一覧化し、担当部門毎へのフィ
ードバックを行っている。 

 
４－２．統合的開示の推進に向けた課題（社内、ステークホルダー要請、社会制度等）について教

えて下さい。 
⚫ 社外の状況の変化に伴う、社内体制の構築 
・様々な開示の枠組みを注視しながら、スケジュール・実務面を含め社内調整をすることへの難し
さを感じている。組織としての仕組み構築や役割分担が必要だと感じている。 

⚫ 社内における他部門への理解の底上げ・連携 
・直接社外(投資家等)とのやり取りがそれほどない部門に、サステナビリティにおける外部環境・動
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取組みの実行・推進

取締役会

経営戦略会議

グローバルサステナビリティ委員会

サステナビリティ実行会議

リーダー アサヒグループホールディングス（株） コミュニティリーダー
メンバー アサヒグループホールディングス（株）コミュニティ担当者、

コミュニティ担当者、関係部門担当者
役割 各地域社会課題、ベストプラクティスの共有によるコミュニティ活動レベルの向上

コミュニティ
タスクフォース

各関連部署

事務局



 

 

き・肌感覚が伝わりにくいので、どのように連携・対応してもらうか、サステナビリティの理解を底上
げしていくか等に課題を感じており、対応していきたい。 

 
４－３．既存および新規公表予定の国際的な開示要請・フレームワーク（ISSB、CSRD、GRI、

ISO30414（人的資本に関する情報開示）等）への対応・備えや課題、注目している動
きについてどのようにお考えでしょうか。 

・国際的な開示要請・フレームワークの動向については非常に注視しており、CSRDなどの先進的
な国際開示要請を策定している欧州における事業もあるため、長期的スパンで計画を立てよう
と動いている。 

 
４－4．政府や事業者団体への要望や期待について教えてください。 

・CSRD など国外のルールメイキング情報をとっていくことに難しさを感じており、政府・事業者団体
のサポートを期待すると共に、様々な開示の枠組み・規制が混在する中で、実務面との整合性
の線引きもしていただきたい。また、ISSB が意見公募をした際、意見をとりまとめていただいたよう
に ALL JAPAN として日本企業の意見の取りまとめ・支援に積極的に関わっていただけると有
難い。 

 

以上 
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オムロン株式会社 

インタビュー実施日：2022年 11月 29日（火） 

１）統合的開示への取り組みについて 
１－１．統合的開示への取り組みに着手した時期、きっかけ・背景・狙いについて教えて下さい。 
・前長期ビジョン VG2020 のスタートを機に、資本市場との対話に戦略的に取り組み始め、翌年
2012 年版より「アニュアルレポート」と「企業の公器性報告書」を統合し、「統合レポート」として発
行した。 
・当社の IR における基本戦略は、株主を選ぶ努力をすること。一般的には株主は選べるものではな
いが、創業時から社会の公器として企業理念経営に取り組む以上、経営者は優良な資本を集め、
経営基盤を強固にしていく努力が求められる。企業理念に共感し、長期に渡ってオムロンの取り組
みを応援してくださる、中長期視点に立った投資家に株主になっていただくことが重要。そこで非財
務情報の開示に積極的に取り組むこととなった。 

 
●非財務情報開示の背景 
①PRI以降の ESG概念の導入。GPIF署名で国内でもメインストリーム化。 
②SDGs を通じて、企業が社会的課題に積極的に取り組む。またアベノミクスの成長戦略の一環とし
て、企業と資本市場の対話が促されるようになった。 

③同時期、2015年に当社は企業理念を改訂した。理念実践を通じた企業価値向上に取り組むこ
とを経営のスタンスとして設定した。ステークホルダーに非財務情報の開示を通して対話をし、企業
経営をしていくことをコミットした。 
このような動きの中で、中長期視点に立った統合思考に基づいた対話をしていくという考えに至った。 

 
１－２．統合的開示を実施するにあたって、参照された基準やガイドラインがありましたら教えて下さい。 
・統合レポートにおいては、経済産業省の価値協創ガイダンスを最も参考にしている。編集上は VRF
（IIRC）・WICIが推奨している統合報告フレームワークを参照。その他の非財務情報・ESG デ
ータでは GRI を参照している。 

 
１－３．環境・社会の持続可能性に関わる取り組みを企業経営全体の中でどのように位置付けていますか。 

・2015 年に改訂した企業理念を実践することが背景となっている。当社では、環境・社会の持続的
発展をリスクと機会の二つの側面から捉え、すべての経営活動に反映してきた。2021 年には約１
年間経営陣と議論を重ね、長期ビジョン「Shaping The Future 2030（SF2030）」における
サステナビリティ重要課題の特定について注力してきた。（詳細のサステナビリティ重要課題の特定
方法は、以下 3-2参照） 
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（出所：インタビュー時投影資料） 
 
・2017年～2020年の中期経営計画においては、事業戦略とサステナビリティ重要課題は「同等の
重要性」として捉えていた。2022 年～2030 年の長期ビジョン「Shaping The Future 2030
（SF2030）」および中期経営計画「SF 1st Stage」においては、存在意義である「事業を通じ
て社会価値を創出し、社会の発展に貢献し続けること」の実現に向けて、サステナビリティ重要課題
と事業戦略を「完全統合」することを目指した。それぞれの事業の現場に実装することを強く意識し、
中期経営計画の単位で目標を決めて推進している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：インタビュー時投影資料） 
 
・当社がどのような社会的課題を解決していくのか、どのような成長の機会があるのかを社会の変化を
踏まえて検討し、次の３点に決定した。①ガーボンニュートラルの実現、②デジタル化社会の実現、
③健康寿命の延伸である。これら３つの社会的課題（＝成長機会）の解決に向けて、４事業
部門での事業を通して社会価値を創出するために社内で議論しつつ、事業戦略・ビジネスモデルを
組み立てた。 
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これからのサステナビリティ取り組み

事業
戦略

サステナビリティ
重要課題

経営戦略

企業理念 企業理念

事業戦略
サステナビリティ重要課題

存在意義

オムロンの存在意義「事業を通じて社会価値を創出し、社会の発展に貢献し続けること」を持続可能なものとするた
めに、長期ビジョンおよび中期経営計画では、事業戦略とサステナビリティ重要課題との完全統合を図って設定。
オムロンにとってサステナビリティとは、社会と企業の両方の持続可能性を追求すること定義した。

以前の中期経営計画（2017～2020） 今回の長期ビジョン/中期経営計画（2022～2030）

同等の重要性 完全統合

経営戦略
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SF2030におけるサステナビリティ重要課題の特定
３つの観点から長期ビジョンにおける5つのサステナビリティ重要課題を特定した。

環境や社会の持続可能性に
貢献するための企業への要請

企業理念と存在意義

サステナビリティ重要課題抽出の観点

2030年とさらにその先の社会からの
バックキャスティング

SF2030におけるサステナビリティ重要課題

ソーシャルニーズ創造力の最大化
オムロンの持続的成長のために競争力となる

ビジネスモデルの進化と新たな事業創出の取り組みの拡大

事業を通じた社会的課題の解決
事業を通じた社会的課題の解決により、社会価値を創出するとともに

オムロンの持続的な成長を牽引する

脱炭素・環境負荷低減の実現
気候変動を「機会」と「リスク」の二側面で捉えた

企業としての社会的責任の実践と更なる競争優位性の構築

バリューチェーンにおける人権の尊重
企業の社会的責任として、自社のみならずバリューチェーンで

働く人々の人権の尊重に対する影響力の発揮

１

２

４

５

価値創造にチャレンジする多様な人財づくり
オムロンの持続的成長の源泉となるオムロンで働く多様な人財の

能力やスキルを引き出す人財マネジメントの進化

３



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：インタビュー時投影資料） 
 
１－４．統合的開示を進める上での社内体制について教えて下さい。 
・企業理念を実践するうえで社会に価値創出することをコミットしている。「価値創出したものを価値
伝達することが重要」との考えが経営のこだわりとしてある。統合レポートも社長インタビューが全ての
インデックスとなる形態をとっている。 
・グローバルインベスター＆ブランドコミュニケーション本部の主管のもと、サステナビリティ推進室等を含
めた本社機能部門・ビジネスカンパニー・新規事業部門等と編集委員体制を構築し協働で制作し
ている。事業部門の協力を得ながら、社員・社外パートナーにも登場してもらっている。巻末には編
集メンバー一覧を記載している。また、2020 年からは有価証券報告書において統合的開示を展
開するにあたり CFO をトップとした部門横断のプロジェクトを組み、非財務情報の充実も踏まえて開
示している。 

 
１－５．経営会議と取締役会において、またステークホルダー（従業員、取引先等）との間で、ESG・サ

ステナビリティに関してどのように位置付け、取り扱われているでしょうか。数年前（3～4年前）
との関心度の違い・認識の変化、また議論する頻度・内容について教えて下さい。 

●サステナビリティ推進のための全社マネジメント構造 
・サステナビリティの取り組みをグローバルで実行するため、全社マネジメント構造を確立している。取
締役会がサステナビリティ方針を設定し、サステナビリティ重要課題に対する取り組みの監視・監督
機能を果たしている。経営会議では、2 カ月に 1 回程度の頻度でサステナビリティ関連の議題を扱
っている。 

●経営陣のコミットメント 
・取締役・執行役員について、中長期業績に連動した報酬に、サステナビリティ評価（ウェイト 20％、
指標は GHG排出削減、エンゲージメントサーベイにおける Sustainable Engagement Index
のスコア、DJSI評価の 3点）を組み入れている。 
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①事業を通じた社会的課題の解決
社会的課題の解決に向けて、4ドメインで、事業を通じて社会価値を創出する。

デジタル化社会の実現 健康寿命の延伸

インダストリアル
オートメーション
【制御機器事業】

社会的課題
ドメイン・【コア事業】

デバイス＆モジュール
ソリューション

【電子部品事業】

ソーシャル
ソリューション

【社会システム事業】

ヘルスケア
ソリューション
【ヘルスケア事業】

カーボンニュートラルの実現

「再生可能エネルギーの普及・効率的利用と
デジタル社会のインフラ持続性」への貢献

「循環器疾患の
“ゼロイベント”」への貢献

「新エネルギーと高速通信の普及」への貢献

「持続可能な社会を支えるモノづくりの高度化」への貢献



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：インタビュー時投影資料） 
 
１－６．ESG・サステナビリティに関わる開示について、その対象読者と開示媒体の棲み分けについてどの

ような方針・考え方に基づき整理をされていますか。また開示時期はどのようなタイミングとされて
いるかについて教えてください。特定のステークホルダーに特化した媒体の有無や、媒体間の連
携や重複を避けるための工夫はございますでしょうか。 

・当社では、企業理念の実践を経営の根幹に据えており、事業戦略とサステナビリティを完全に一体
化させ、ESG・サステナビリティ推進に取り組んでいる。そのため、ESG・サステナビリティに関わる開示
についても、当社の成長戦略を語るうえで必要な情報を伝えている。投資家にはアクティブとパッシブ
があり、両者が求める開示の在り方が異なる。個別に対話するアクティブ投資家とは価値創造戦略
に基づく成長ストーリーを開示し、パッシブ投資家に対してはインデックス等で求められる情報を
WEB サイト上で網羅的に開示している。 
・有価証券報告書：法定開示という情報の信頼性、継続性担保に加え、企業価値評価に必要な
情報（財務・非財務）を網羅する、投資家との対話のベース（正しい投資判断をしてもらうため
の情報に特化している）。当社は年度末決算であるが、前年の 11月から企画が始まり、6月に発
行。 
・統合レポート：有価証券報告書記載内容に情報を追加、もしくは、要点を分かりやすく記載する
ことで、企業価値と魅力を「価値創造ストーリー」として、より幅広い読者に伝え、オムロン・ファンを拡
大させる（まずは投資家がターゲットだが、求職者、顧客などマルチステークホルダーを意識している。
海外の投資家にも伝えるべき情報は統合レポートに盛り込んでいる）。日本語版（８月発行）
に加え、英語版と中国語版も開示している。 
・統合レポートでは経営戦略を語ることを前提に、成長ストーリーをナラティブに伝える中に、非財務
情報が含まれている。 
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サステナビリティ推進のための全社マネジメント構造

1

2
3

4



 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所：インタビュー時投影資料） 
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統合思考に基づいたコーポレート・レポーティングの展開

有価証券
報告書

決算短信
（経営成績・方針）

招集通知
（事業報告）

ガバナンス
報告書

統合
レポート

ウェブサイト
ESGデータ

投資家向け
（主に国内機関投資家）

主に
投資家向け 株主向け 投資家向け

マルチステーク
ホルダー向け

（メインは投資家）
主に投資家・

ESG評価機関向けターゲット

日英*
（*「経理の状況」のみ）

日英 日英 日英中 日英中日英言語

「価値協創ガイダンス」に基づいて、2020年度から各開示媒体での財務・非財務情報の記載をターゲット別に充実。
統合レポートの編集ノウハウを活かして、コーポレートとして発信する価値創造ストーリーの一貫性と網羅性を強化。

発行時期 6月４月本決算 5月 随時 8月７月

財務・非財務情報を統合
した価値創造ストーリー
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有報と統合レポートの位置づけと開示方針

2020年度から、投資家との健全な対話促進に向け、有価証券報告書と統合レポートの位置づけを再整理

１．開示媒体の位置づけ

２．オムロンにおける開示方針

開示媒体の特性 有価証券報告書 統合レポート

対象読者 投資家（主に国内の機関投資家） マルチステークホルダー（メインは投資家）

根拠法令・
ガイドライン等

金融商品取引法、
記述情報の開示に関する原則

国際統合報告フレームワーク（IIRC、WICI等推奨）経産省の価
値協創ガイダンス、GRIのサステナビリティ・レポーティング・ガイドライン
（スタンダード）

開示有無の判断 法定で開示が求められる
（上場企業は必須） 任意（国内では約500社が発行）

記載自由度
低

（記述情報の項目およびガイドラインは指定されているが、
項目内容は企業が自由に記述）

高

国内外の幅広い読者に、オムロンの価値、
魅力を自由にアピール

法定開示の信頼性などから
投資家の重要な情報源のベースとして活用

有価証券報告書 法定開示という情報の信頼性、継続性担保に加え、企業価値評価に必要な情報（財務・非財務）を網羅する、
投資家との対話のベース

統合レポート 有価証券報告書記載内容に情報を追加、もしくは、要点を分かりやすく記載することで、
企業価値と魅力を「価値創造ストーリー」として、より幅広い読者に伝え、オムロン・ファンを拡大させる
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統合レポート：編集スケジュール

編集過程は、役員・部門長との協働が制作の柱。
執行会議上程・報告を含めた一年を通じたPDCAによって、毎年改善が行われる。



 
 

２）マテリアリティの捉え方について 
２－１．どのような考え方に基づきマテリアリティを設定していますか。 
・存在意義として「事業を通じて社会価値を創出し、社会の発展に貢献し続けること」と設定してい
たが、以下の通り図式化した。①社会価値を創出する→②正しく利益を得る→③再投資する→
①へ。正しく利益を得て、再投資することで社会に貢献し続けることができると改めて定義している。
事業を通して正しく利益を得るためにはサステナビリティ重要課題（マテリアリティ）であるカーボンニ
ュートラルや人権への取り組みが必須となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所：インタビュー時投影資料） 
 
３）マテリアリティの特定プロセスと運用について 
３－１．マテリアリティと、パーパス・経営理念、リスク・機会、ビジネスモデル、インパクトといった概念との

関係の、貴社における整理・考え方について教えて下さい。 
・上記 2-1参照 

 
３－２．マテリアリティ項目の抽出プロセスについて教えて下さい。 
①長期ビジョン検討 
・企業理念実践、経営の羅針盤、2030 年とその先の社会からのバックキャスティングにより、社会と
当社の持続的発展に影響する社会の変化因子を特定し、長期ビジョンの方向性を検討 

②サステナビリティ重要課題特定において重視するポイントを整理 
・次期長期ビジョンの方向性に基づき、サステナビリティ重要課題特定において重視するポイントを整理 
1) 企業理念と存在意義 
2) 2030年とさらにその先の社会からのバックキャスティング 
3) 環境や社会の持続可能性に貢献するための企業への要請 

③サステナビリティ重要課題を仮説 
以下の 2軸でサステナビリティ重要課題を仮説 
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オムロンの存在意義

企業理念
われわれの働きで われわれの生活を向上し よりよい社会をつくりましょう

存在意義
事業を通じて社会価値を創出し、社会の発展に貢献し続けること

社会価値を創出する 正しく利益を得る* 再投資する

社会的課題の解決を拡大再生産できる仕組み

*正しく利益を得るとは、自社の利益のみを優先するのではなく、社会的責任（安心安全な製品・サービスの品質確保、カーボンニュートラルの実現、人権尊重など）
を果たすことを前提とした企業活動により適切な利益を得ること



 
 

・上記②に基づき、長期ビジョンを実践するための重要度 
・ステークホルダーからの期待や要請：「SDGs」や「IIRC の国際統合報告フレームワーク」などの国
際的なガイドラインや ESG評価機関の評価項目を参照 

④経営レベルでの議論 
・CEO が議長を務め執行役員が出席する経営会議で度重なる議論を実施 

⑤ステークホルダーとの対話 
・仮説に基づき、機関投資家や有識者、NPO 等との対話を実施し、当社グループへの期待や要請
を確認し、サステナビリティ重要課題を整理 

⑥長期・中期目標の設定 
・サステナビリティ重要課題に基づき、長期・中期の事業戦略と運営戦略を策定し、長期・中期目標
を設定 

⑦取締役会による承認 
・執行役員が出席する経営会議での議論を経て、取締役会にて審議、承認 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：ホームページ） 
 
３－３．マテリアリティの各項目のマネジメント方法（中長期の経営戦略との関係、事業戦略への落とし

込み、ゴール・KPI、社内管理・推進体制、社内浸透）について教えて下さい。 
・各サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）について、2030 年の状態を目標として定性的な目
標を設定し、中期経営計画単位で定量目標にブレークダウンするという形で実践。どのような状態
になれば価値創造が実現できたと言えるのかを検討し、事業の成長とリンクさせた形で「社会価値
KPI」を設定している。 
・ダイバーシティ＆インクルージョンの加速に向けた人事施策を導入。2024 年度目標で人的創造性
(付加価値÷人件費)を７％向上としている（2021 年度比）。グローバル女性管理職比率など
以前からの目標と合わせて、成長意欲のある人財への投資ということで３年間 60 億円を設定して
いる。 
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（出所：インタビュー時投影資料） 
 
３－４．マテリアリティを見直すサイクルとプロセス（直近の見直し、今後の予定）について教えて下さい。 
・マテリアリティおよびマテリアリティの長期目標の大きな変更はないと考えている。具体的には、中期経
営計画で、3年単位の目標を設定して運営していく。 

 
４）統合的開示の効果と課題について 
４－１．統合的開示によって得られた効果、ステークホルダーの反応（建設的対話促進等）は如何でし

ょうか。 
・SF2030 では、事業を通じて社会価値と経済価値の創出に取り組むことで企業価値を最大化さ
せることを目指しており、企業価値の指標を時価総額と捉えると、10 年で 4 倍以上に拡大した。
企業価値の中でも非財務価値が増えたと考えている（PBR:株価純資産倍率も向上）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：インタビュー時投影資料） 
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参考｜事業を通じた社会価値KPI
制御機器事業

電子部品事業社会システム事業

ヘルスケア事業
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過去10年間の時価総額の推移

中計「GLOBE STAGE」 中計「EARTH-1 STAGE」 中計「VG2.0」

長期ビジョン「VG2020」
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財務価値(純資産)
非財務価値

事業変革期

「非財務資本が生み出す価値」に対する評価が増大し、企業価値の向上に貢献

SF2030
開始
▼

統合レポート
発行開始
▼

ESG説明会
開始
▼

有報開示
充実化開始

▼



 
 

４－２．統合的開示の推進に向けた課題（社内、ステークホルダー要請、社会制度等）について教えて
下さい。 

・課題は、非財務価値が将来どのように財務価値に転換するのか、それをいかにロジカルに伝えてい
けるか。企業価値をさらに向上させるには、ここがカギになってくると考えている。 

 
４－３．既存および新規公表予定の国際的な開示要請・フレームワーク（ISSB、CSRD、GRI、

ISO30414（人的資本に関する情報開示）等）への対応・備えや課題、注目している動きに
ついてどのようにお考えでしょうか。 

・日本の本社による対応だけでは限界がある。たとえば、CSRD については欧州における地域統括会
社が注視している。欧州の方が新基準を強く意識しており、日本との温度差がある中で、本社側か
ら具体的な方針を出せていないことに課題を感じており、現在、情報整理をしている。グローバルで
の情報収集体制の構築や、現地とりわけ欧州における情報収集と対応力を向上させていく。 

 
４－４．政府や事業者団体への要望や期待について教えてください。 
・国際的にもサステナビリティに関する多くのスタンダードやフレームワークが存在する中で何を選択して
いくのかは悩ましい。どのような企業がどう取り組んでいるのか等情報提供があると望ましい。 

 
 

以上 
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住友金属鉱山株式会社 

インタビュー実施日：2022年 11 月 18日（金） 

１）統合的開示への取り組みについて 
１－１．統合的開示への取り組みに着手した時期、きっかけ・背景・狙いについて教えて下さい。 
⚫ 時期 
・2016年より統合報告書の発行を開始。IIRC フレームワークのドラフトが公表され、当時の社長で
ある中里社長（現会長）からの指示で検討を始めた。 

⚫ 背景 
・当時、海外の鉱山圏域を積極的に取得するという戦略をとっていた背景もあり、ステークホルダーに
企業としての正しい姿を理解いただくためのツールとして効果的であるという点、自然資本、地域社
会資本をベースとする事業特性上、サステナビリティと事業のコネクティビティが強いという点を踏まえ
統合報告書が有効であろうという経営判断が影響している。 

 
１－２．統合的開示を実施するにあたって、参照された基準やガイドラインがありましたら教えて下さい。 

・GRI サステナビリティ・レポーティング・スタンダード、VRF・国際統合フレームワーク、環境省環境報
告ガイドライン（2018年版）、経済産業省価値協創ガイダンス 

 
１－３．環境・社会の持続可能性に関わる取り組みを企業経営全体の中でどのように位置付けていますか。 

・鉱山業は有限な自然資本の鉱石を採掘する生業であること、また環境保全と地域社会の理解が
事業継続の大前提であることから、企業経営の中核的な課題である。 
・企業経営全体としては、さらなるサステナビリティの推進と経営との統合に向け、2022年 4月 1日
に「CSR委員会」をより広義の意味を持つ「サステナビリティ委員会」に変更し、組織の再編を行い、
カーボンニュートラルへの取り組みの加速、ダイバーシティや人材マネジメント、DX の推進などサステ
ナビリティ体制が強化された。 

 
１－４．統合的開示を進める上での社内体制について教えて下さい。 

・統合報告書の制作責任は広報 IR 部が担当しており、サステナビリティ部分をサステナビリティ推進
部が支援。GRI 関連データについては各部署に配置されている GRI 担当者（計 17 名ほど、職
域は様々）を窓口として拠点からデータを吸い上げサステナビリティ推進部で集計を行っている。 
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（出所：統合報告書 2022 P.73） 
 
１－５．経営会議と取締役会において、またステークホルダー（従業員、取引先等）との間で、ESG・サ

ステナビリティに関してどのように位置付け、取り扱われているでしょうか。数年前（3～4 年前）
との関心度の違い・認識の変化、また議論する頻度・内容等について教えて下さい。 

⚫ 経営層の関心度・重視しているサステナビリティ分野について 
・会長・社長の ESGに関する意識は非常に高く、役員の意識についても 2008年当初から比べると
高まりつつある。海外の投資家から、サステナビリティ関連（数年後のカーボンニュートラルの進め方、
人材の育成、女性比率の向上など将来像等）についての要請や厳しい意見が多くあることも背景
にあるかもしれない。また、取引先・顧客（特に海外）からのプレッシャーもあり、サステナビリティ分
野の中でも、EU の電池規制、RBA（Responsible Business Alliance）の RMI、ICMM
（International Council on Mining and Metals：国際金属・鉱業評議会）の成果パフォ
ーマンスの監査、LBMA（ロンドン地金市場協会）への対応など特に鉱物調達関連の規制を注
視している。 

⚫ ステークホルダー間での位置付け・取り扱いについて 
・地域住民・先住民とのコミュニケーションにおいては、フィリピンの 2 拠点での交流を 20 年程継続し
ており、カナダで進めているコテプロジェクトへの社長視察では、先住民の方に社長が挨拶をし、先
住民の方からは鉱山が出来ることで仕事が増えることへの期待などの声があった。自然資本につい
ては、天然資源を活用しているということで、プラス面での取り組みについての理解向上とともにマイ
ナス面についてもアウトカム等で開示するように心掛けている。従業員の浸透については、個人の行
動への結びつきという点で未だ課題感がある。 

⚫ サステナビリティ委員会について 
・サステナビリティ委員会は、社長を委員長とし、副委員長にサステナビリティ担当役員（経営企画
部所管執行役員）、委員として事業本部長、事業室長、技術本部長、技術本部技術企画部
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サステナビリティ組織図（2022年4月1日改編） 　　＝新組織　　赤字＝新名称

取締役会

社長

サステナビリティ委員会

サステナビリティ 7部会

資源有効活用部会

環境保全部会

地域社会貢献部会※

ダイバーシティ部会

人権部会

安全・衛生部会

コミュニケーション部会

マネジメントシステム4分科会

リスクマネジメント分科会

コンプライアンス分科会

品質分科会

「責任ある鉱物調達」分科会

企業価値向上戦略会議

非鉄リーダー実現部会

全社人材部会

式年改革部会

DX推進委員会 カーボンニュートラル推進委員会

内部統制委員会

意思決定・監督

業務執行

※ 2022年9月30日部会名称変更



 

 

長、工務本部長、工務本部生産技術部長、本社部室長が参加し、経営と一体となった体制にな
っている。 
・年 2回ほど開催され、サステナビリティ方針、重要課題、「2030年のありたい姿」 への達成度を評
価するための指標の審議・決定、サステナビリティ活動に関する定期的な評価および是正措置の発
動、サステナビリティ活動推進に関する情報提供などの議論を行っている。これらの議論内容は取
締役会で報告事項として概要説明がされている。 

 
１－６．ESG・サステナビリティに関わる開示について、その対象読者と開示媒体の棲み分けについてどの

ような方針・考え方に基づき整理をされていますか。また開示時期はどのようなタイミングとされて
いるかについて教えてください。特定のステークホルダーに特化した媒体の有無や、媒体間の連
携や重複を避けるための工夫はございますでしょうか。 

⚫ 対象読者・開示媒体の棲み分けについて 
・これまで事業とサステナビリティとの相関が高いという観点から統合報告書一本で開示してきたが、
ページ数のボリューム感等の問題から、今後は統合報告書（投資家向け）、サステナビリティレポ
ート（マルチステークホルダー向け）と棲み分けをしていきたいと考えている。有価証券報告書の法
定開示で求められるパフォーマンス系データ（サステナビリティにおける人的資本等）については、い
ままでの統合報告書での開示とはバウンダリーが異なることもあり、社内検討を進めている状況。 

⚫ 統合報告書の発行時期について 
・当社は年度末決算であるが、例年、統合報告書の企画は 2月頃から始め、集計は手作業のため
5月の連休明けとなり、その後第三者保証に3ヵ月程必要となる。発行は、9月末頃となっている。 

 
２）マテリアリティの捉え方について 
２－１．どのような考え方に基づきマテリアリティを設定していますか 

・「社会から求められる視点」、「事業にとって重要な視点」の 2軸からマテリアリティを抽出している。 
   
３）マテリアリティの特定プロセスと運用について 
３－１．マテリアリティと、パーパス・経営理念、リスク・機会、ビジネスモデル、インパクトといった概念との

関係の、貴社における整理・考え方について教えて下さい。 
・経営課題としてマテリアリティを捉えており、2 軸の一つ「事業にとって重要な視点」にパーパス・経営
理念等を含めた上でマテリアリティの特定を行い、「2030年のありたい姿」を策定。 
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（出所：統合報告書 2022 P.9） 

 
３－２．マテリアリティ項目の抽出プロセスについて教えて下さい。 

・サステナビリティ推進部が主管のもと、以前のマテリアリティの達成度評価を実施した上、ICMM や
GRI、その他社会情勢を踏まえ、約 89項目を抽出。ターゲット年が同じである SDGｓとの連関整
理を行い、CSR部会による社会的視点からの評価、事業本部による事業視点からの評価の 2軸
で、リスク・機会の観点から評価し、従業員（若手社員、現場社員）、社外の専門家の意見を
交え、役員で議論するプロセスを経て策定。 
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「2030年のありたい姿」重要課題とその背景

非鉄金属資源の有効活用

気候変動

従業員の安全・衛生

ステークホルダーとの対話　　 地域社会との共存共栄　　 先住民の権利

サプライチェーンにおける人権

重大環境事故　　

多様な人材　　

生物多様性

人材の育成と活躍

1

2

5

8 9 10

11

3

6

4

7

　社会から企業に対する温室効果ガス（GHG）削減の要請は非常に高まっており、また気候変動による事

業リスクも増大しています。一方で、当社グループが生産する電動車向け二次電池材料や機能性インク（近

赤外線吸収材料）といった低炭素負荷製品の社会への安定供給によりGHG排出量削減への貢献が期待さ

れます。

　当社グループは、天然資源の採掘から高機能材料の生産までを行っており、その過程で扱う非鉄金属素

材も多岐にわたります。技術的課題等で今まで利用できなかった資源の活用やリサイクル技術開発等を通

じて有限な非鉄金属資源を無駄なく、より有効に活用することへのチャレンジは、当社グループの責務であ

ると考えています。

　業務に起因する災害、疾病を防ぎ安全安心な職場環境の維持、快適性の改善に努めることは、経営の責

務であるとともに従業員のモチベーションと生産性の向上につながります。当社グループは職制による管

理を基本として、設備の本質安全化や安全教育等を通じ従業員の安全・衛生の確保に努めています。

　当社グループは社会的操業許可を得ることを事業継続の大前提としています。そのためには、可能な限

り情報開示を進め透明性を高めるとともに、地域社会をはじめとするステークホルダーとの継続的な対話

によって相互理解を深め、信頼関係を築くことが重要であると認識しています。特に開発によって先住民の

方々の生活に影響が及ぶ恐れのある場合は、開発に先立ち、文化や伝統や歴史を十分に理解し対話を重ね

たうえで、その影響の回避を優先として慎重に開発を進める必要があります。

　「ビジネスと人権」において、企業に対し自社が関わるサプライチェーン全体における人権侵害の防止へ

強く取り組む要請が高まっています。当社グループは資源開発、金属製錬、高機能材料の生産と多様なサ

プライチェーン内にあることから、人権デューディリジェンス等を通じてサステナビリティ調達を推進する必

要があります。

　当社グループは資源開発や化学物質の使用等に際し、自然環境に悪影響を与えるリスクがあることを認

識しています。重大な環境事故を起こさないことに加え、日々の操業管理においても水資源の利用合理化

を含めた環境影響を最小限に抑え、生物多様性の保全に努めることは、事業継続の大前提であると認識し

ています。

　当社グループの成長の源泉は従業員です。個性と多様性を尊重し、皆がそれぞれの強みを発揮し、活き

活きと活躍できる「自由闊達な組織風土」を当社グループは目指しています。ビジネスのグローバル化やDX

の急速な進展等により、専門性を背景として自ら考え行動できる人材を育成することが経営上の課題です。



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：統合報告書 2022 P.10） 
 
３－３．マテリアリティの各項目のマネジメント方法（中長期の経営戦略との関係、事業戦略への落とし

込み、ゴール・KPI、社内管理・推進体制、社内浸透）について教えて下さい。 
・KPI は 2030 年のありたい姿とリンクしており、他社・規制状況を踏まえ全執行役員および監査役
による役員合宿での議論、CSR 委員会での承認、取締役会の決議を経て策定。また各事業本
部・部門に 2030年のありたい姿との関連で中期経営計画を作成し連関を説明できるようシートを
用意し、マテリアリティを意識した中期経営計画を組み立ててもらっている他、経営企画部の単年
度予算作成通知の中にも 2030年にありたい姿に向けた事業計画を立てるよう指示が出ている。 
・KPI 管理については、基本的にサステナビリティ 7 部会で集約し管理している。事業との関連が強
い鉱物調達に関しては「責任ある鉱物調達」分科会（委員長：金属事業本部長）が管轄して
いる。マテリアリティと報酬との連動に関しては、安全成績については以前から役員報酬へ反映され
ている。 
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「サステナビリティ課題」の抽出

「ありたい姿」「KPI」の検討

　2018年4月より、ICMMやGRIスタンダードなどの国際的なガイドラインや、OECDなどが予想する
2030年の状況などを整理し、89の「サステナビリティ課題」を抽出したうえで、各課題と関係の深い
SDGsのターゲットとの紐付けを行いました。

　2018年10月より、抽出された89の課題から重要課題を特定するにあた
り、CSR部会による社会的視点からの評価、事業本部による事業視点から
の評価の2軸にて評価を開始しました。
　評価の観点として、①社会に与えるインパクトの程度、②積極的に取り
組まないことで増大するリスク、③積極的に取り組むことで得られる機会、
の3点を設定し、5段階で評価しました。
　また、総合職若手社員（計21名）および別子地区工場リーダー社員（計
20名）それぞれの社員による検討会を開催し、その意見をCSR各部会の検
討の参考としました。

　2019年4月より、CSR各部会にて11の重要課題に
対応する「ありたい姿」および具体的な「KPI」の検
討を開始。2019年7月にはCSR各部会の検討をも
とにした役員討議、さらにはCSR委員会（委員長：社
長）にて最終的な検討を実施しました。

「サステナビリティ課題」重要性評価による重要課題の特定

「2030年のありたい姿」
策定・公表

　2019年12月開催のCSR委員会にて
「2030年のありたい姿」「KPI」を承認、そ
の後取締役会決議を経て、 2020年3月の
策定・公表に至りました。

STEP 1

STEP 2

STEP 3

STEP 4



 

 

３－４．マテリアリティを見直すサイクルとプロセス（直近の見直し、今後の予定）について教えて下さい。 
・2008 年（設定）、2015年（見直し）、2019 年（改訂）というサイクルで見直しをしており、
次回は「ありたい姿」を見直す2025年頃に合わせてのマテリアリティも見直し検討予定。（外部環
境・サステナビリティ動向を踏まえ必要に応じ対応していく） 

 
４）統合的開示の効果と課題について 
４－１．統合的開示によって得られた効果、ステークホルダーの反応（建設的対話促進等）は如何

でしょうか。 
・投資家をはじめ、取引先、金融機関、事業所、拠点が多い愛媛県新浜市役所などにも配布
をし、コミュニケーションツールとして活用。説明が難しいビジネスモデル（3 事業連携、シナジーな
ど）や資源業界の動向への社内外の理解促進に繋がっている。また、投資家からは「開示が充
実している」という反応がある一方で、特に海外の投資家からは役員のスキルマトリクスなどマネジ
メントの開示強化を求める声もあり、今年度開示に至っている。その他、持泉会（住友グループ
のサステナビリティに関して情報交換をする会）が新しく出来、グループ会社間で 3か月に一度、
開催している。 

 
４－２．統合的開示の推進に向けた課題（社内、ステークホルダー要請、社会制度等）について教

えて下さい。 
・統合報告書の制作当初は、取り扱う課題も多く、ESGの関係の取り組み・データの合冊版感が抜
けきれないという課題があった。マテリアリティ・リスク・機会・戦略に活動を分断しない形で関連付け
を行い、改善を図ってきたが、現状として、関連付けや構成の工夫等による導線の複雑化、ページ
数の増量、内容面が複雑化し ESG の専門家等からの評価は高まっているが、一般投資家からは
分かりにくくなっているのではないかといった課題がある。全社的なマネジメントを「どう進め」、「どう
PDCA を回しているのか」。また全社の仕組みとして、それらが「どう継続的に改善され」、ステークホ
ルダーに納得感があるものとして「どう見えると良いのか」等を今後社内で検討していきたい。 
・統合報告書では GRI の開示、ICMM（国際金属・鉱業評議会）会員企業の要件である
Performance Expectations（幅広いサステナビリティの課題に対する実践を期待する事項をま
とめたもの）の第三者検証についての開示を含める必要があり、統合報告書としての自由度が低く
改善が難しい側面がある。そのため、次年度からはサステナビリティレポートを発行し、ESG 関連の
細かい部分、取り組み事例はサステナビリティレポートで掲載し、統合報告書は一部抜粋という形
にとどめ、投資家の方が興味のある戦略部分を中心に整理していけたらと考えている。 
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４－３．既存および新規公表予定の国際的な開示要請・フレームワーク（ISSB、CSRD、GRI、
ISO30414（人的資本に関する情報開示）等）への対応・備えや課題、注目している動
きについてどのようにお考えでしょうか。 

・GRI は対応が必須で、その他に関しても動向を注視して対応をしていきたいと考えている。 
 
４－4．政府や事業者団体への要望や期待について教えてください。 

・GX リーグにも賛同しており、クレジットなど削減を後押しするさらなる金融政策を今後期待。その
他、電池サプライチェーン協議会（BASC）や経団連のモビリティ委員会に参加している中で、
グローバルスタンダードの策定やカーボンニュートラルへのアプローチなど、日本の声が中々届きにく
いと感じる部分もあり、政府に期待している。 

 

 以上 
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中外製薬株式会社 

インタビュー実施日：2022年 12 月 21日（水） 

１）統合的開示への取り組みについて 
１－１．統合的開示への取り組みに着手した時期、きっかけ・背景・狙いについて教えて下さい。 
⚫ 時期・背景 
・2012 年に当時の CFO からの指示により、非財務情報も含めたアニュアルレポート（以下、統合
報告書）作成を開始し、2013 年３月に発行した「アニュアルレポート 2012」より統合報告書を
毎年発行している。企画段階から CFO が入り経営と統合した制作をしており、分かりやすく、読者
がわくわく楽しく読める統合報告書という意思方針から始まり、現在もその方針は貫いている。 

⚫ 経緯 
・発行当初は財務報告とサステナビリティ情報の合冊版感もあったが、ESG の時代の潮流とともに、
ステークホルダー・ESGの外部評価なども参考にしながら、非財務情報がどのように会社の成長やア
ウトプットに結び付いているのかがより分かりやすくなるよう、毎年少しずつトピックを見い出しながら指
標の工夫等を行っている。 

 
１－２．統合的開示を実施するにあたって、参照された基準やガイドラインがありましたら教えて下さい。 

・IIRC の『Integrated Reporting〈IR〉』および経済産業省による『価値協創のための統合的開
示・対話ガイダンス』の他サステナビリティ情報については、環境省発行の『環境報告ガイドライン
（2018年版）』、GRI、TCFDなどを網羅的に見ている。ガイドラインをそのまま適用するのではな
く、企業として何をメッセージとして打ち出したいかストーリー性や如何に当社を理解していただけるか
を重視している。 

 
１－３．環境・社会の持続可能性に関わる取り組みを企業経営全体の中でどのように位置付けていますか。 

・革新的な医薬品を世界の患者さんに届けるというミッション・ステートメントが根底にある。事業自体
が社会との共有価値を生み出していくものであり、サステナビリティは創業以来、経営方針にも入っ
ており、DNA として引き継がれている。また、事業運営の中で売上・利益は追及するが、その数字
だけではいけない。成長戦略に世界の患者さんの期待をリンクさせており、サステナビリティは将来の
投資・開発として成長戦略に掲げている。 
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   （アニュアルレポート 2021 P.7～8） 

・短期も重要であるが、当社の事業（医薬品の研究開発）スパンは非常に長い。経営戦略も長
期的に考えなければいけない。その長期の経営戦略を実現するためには、投資家をはじめとするス
テークホルダーに長期的にサポートしていただける視点が必要。そのようなステークホルダーにアピール
するためには、サステナビリティアジェンダは欠かすことができない要素である。 

 
１－４．統合的開示を進める上での社内体制について教えて下さい。 

・広報 IR部（計 5名）を中心に、サステナビリティ推進部、経営企画部、人事部、総務部（各 2
名程度ずつ）と連携した社内体制に加え、外部の統合報告書の制作専門コンサルタントを入れ
制作している。 
※サステナビリティ推進部は社内各部での意識浸透が進み、責任が明確化され各部で取り組みを
推進する体制が出来てきた為、2023年 1月に発展的解消予定。 

 
１－５．経営会議と取締役会において、またステークホルダー（従業員、取引先等）との間で、ESG・サ

ステナビリティに関してどのように位置付け、取り扱われているでしょうか。数年前（3～4 年前）
との関心度の違い・認識の変化、また議論する頻度・内容等について教えて下さい。 

⚫ 経営会議・取締役会 
・「TOP I 2030」として 2030年までの成長戦略を掲げているが、2019年のマテリアリティ策定から
サステナビリティは経営計画に盛り込まれるものであり、議題も必然的に経営会議に含まれている。 
・またサステナビリティはマネジメントの業績評価指標と連動しており、ESG 外部評価は役員報酬と
連動している。2014 年から DJSI に挑戦しはじめた事を契機に、外部評価が高まるにつれ、徐々
に経営層の巻き込み・コミットメントにも繋がり、現在は世界のロールモデルを目指すという企業全体
としての動きに繫がっている。（2022 年、「DJSI World」において、医薬品セクターで世界最高
評価） 
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ヘルスケア産業のトップイノベーター

世界最高水準の創薬力を有し、世界中の患者さんが
「中外製薬なら必ず新たな治療法を生み出してくれる」と

期待する会社

世界の患者さんが期待する

世界中の情熱ある人財を惹きつけ、
ヘルスケアにかかわる世界中のプレーヤーが

「中外製薬と組めば新しい何かを生み出せる」と想起する会社

世界の人財とプレーヤーを惹きつける

事業活動を通じたＥＳＧの取り組みが評価され、
社会課題解決をリードする企業として
世界のロールモデルである会社

世界のロールモデル

世界の患者さんが期待する

これまでの新製品発売・適応拡大数／今後の申請予定

自社創製品
ロシュ導入品

新規 適応拡大

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022
（予定）

2023
（予定）

2024
以降

（予定）

R&Dアウトプット倍増・
自社グローバル品毎年上市



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（アニュアルレポート 2021 P.33） 
⚫ 株主・投資家 
・ESG 説明会を年に一回実施しており、当社のサステナビリティ体制、患者や社会への貢献を丁寧
に説明している。ガバナンス面も社外取締役が登壇し、直接質疑応答する機会を設けており、ガバ
ナンスだけでなく事業に関する質疑も多かった。4～5 年前から ESG 全体への関心・ニーズも高まっ
ており、気候変動対策における課題など、PDCA を重視した質問も受けている。親会社であるロシ
ュ(本社スイス）の ESG 評価が世界的にトップであることなども影響し、社内外の促進に繋がってい
る背景がある。 

⚫ 従業員 
・定期的に開催される労使協議会では、労働組合の企業のコミットメントやステータスに関する関心
が高い。サステナビリティや ESG に関する質問も多く、マネジメントサイドから明確に説明をすることで
従業員全体としてのコミュニケーションを図っている。 

⚫ 取引先 
・取引先においても、2019年に取引するサプライヤー（委託事業者を含む）に期待する行動基準
としてグローバル製薬企業で構成される非営利団体 PSCI（Pharmaceutical Supply Chain 
Initiative）が策定した「責任あるサプライチェーンマネジメントのための製薬業界の原則」に基づく
「中外製薬グループ サプライヤー・コード・オブ・コンダクト」を策定した。その行動基準の遵守を要請
している他、EHS（環境、安全、健康・衛生）・コンプライアンスリスク評価を少なくとも 3年に 1回
の頻度で実施し、サプライチェーンマネジメントを行っている 

 
１－６．ESG・サステナビリティに関わる開示について、その対象読者と開示媒体の棲み分けについてどの

ような方針・考え方に基づき整理をされていますか。また開示時期はどのようなタイミングとされて
いるかについて教えてください。特定のステークホルダーに特化した媒体の有無や、媒体間の連
携や重複を避けるための工夫はございますでしょうか。 

⚫ 開示媒体の棲み分け 
（統合報告書） 
・統合報告書のターゲットは、主に国内外の投資家となっている。アナリストやファンドマネージャーも

99

世界のロールモデルに向けて

ヘルスケア産業のトップイノベーター
2030年に目指す姿

世界の患者さんが期待する

世界の人財と
プレーヤーを惹きつける

世界のロールモデル

事業活動を通じたESGの取り組みが評価され、
社会課題解決をリードする企業として世界のロールモデルである会社

社会に対して

期待・要望の把握と
高レベルでの対応

イノベーションによる
「共有価値の創造」

自社において ● 成果と過程の両面でイノベーション追求
● 環境変化に対応し各現場が主体的に推進
● 対話と開示の継続的な進化

● 変化する期待・要望を継続的に把握
● ESG活動のトップレベル評価

）どな査調種各かほISJD（  
● 社会にとって、なくてはならない会社



 

 

一言一句読み込んでいる方が多く、個別の面談にも繋がっている。投資家から企業への情報開
示のニーズが高まっていることを感じている。 

（その他 ESG情報等） 
・ESG外部評価機関、一般読者対象として、ESG情報の詳細はWEBサイトに掲載している。 

  （有価証券報告書） 
・財務経理部が有価証券報告書を担当しており、新たな開示基準対応に向けて、法的開示・自
主開示部分についても現在議論をしている。2 年前まで有価証券報告書と同時期に統合報告
書を発行していたが、現在は統合報告書を 2 カ月遅れで発行している。法的開示となれば各部
の開示に対する本気度の高まりも期待でき、有価証券報告書向けの新規の開示情報を踏まえ、
統合報告書でさらに補足・発展させることが出来るため企業全体のプロセスとしては良いのではな
いかと捉えている。しかし、ISSB を見据え、法的開示部分が今後増えてくると少し対応が厳しい
かもしれない。 

⚫ 開示時期 
・当社は年末決算であるが、統合報告書は、9 月から企画し、制作期間を経て、5 月末に発行し
ている（日本語・英語版）。 

 
２）マテリアリティの捉え方について 
２－１．どのような考え方に基づきマテリアリティを設定していますか 

・2019年の新中期経営計画に向け、その前段階として経営企画部のメンバーと広報 IR部が協力
し 2018 年にマテリアリティを検討した。今後 10 年先のステークホルダーと当社にとって重要な課題
という視点で策定している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（アニュアルレポート 2021 P.26） 
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マテリアリティ
（社会からの期待・要請）

地球環境 社会貢献 ガバナンス 倫理・コンプライアンス サプライチェーンマネジメント人権 人財

持続可能な医療

RED 創薬 開発 製薬 Value Delivery 成長基盤

中期マイルストン目標の達成

2022年重点方針による着実な進捗

先進的事業モデルの構築世界最高水準の創薬実現

3つのKey Driversでの推進・展開

DX / RED SHIFT / Open Innovation

R&Dアウトプットの持続的な創出 成長ドライバー価値最大化 事業基盤強化



 

 

３）マテリアリティの特定プロセスと運用について 
３－１．マテリアリティと、パーパス・経営理念、リスク・機会、ビジネスモデル、インパクトといった概念との

関係の、貴社における整理・考え方について教えて下さい。 
・経営の基本方針として掲げる「共有価値の創造」を進めていくうえで、重点的に取り組むべき事項
をマテリアリティとして策定しており、成長戦略「TOP I 2030」においても、マテリアリティをトップイノベ
ーター像実現に向けた戦略展開を行うための企業活動の土台として位置付けている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（アニュアルレポート 2021 P.27） 
 
３－２．マテリアリティ項目の抽出プロセスについて教えて下さい。 

・マテリアリティ策定にあたっては、ギャップ分析（DJSI、FTSEなど外部 ESG調査）を行い、将来に
わたる環境展望、社会や投資家のニーズを見据え、SDGs、SASB、GRI などのスタンダードも参
照・検討しながら網羅的に抽出をした。また、当社が十分に満たせていない事項なども精査し、外
部視点を取り入れ、客観性のある分析を行うとともに、目指す姿（Envisioned Future）の実
現に向けた課題というスコープで整理を行いマテリアリティの特定を行った。プロセスの詳細については
以下図表参照。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
                  （アニュアルレポート 2021 P.27） 
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いなが更変に性向方なき大のてしと）段下図（」題課きべすた果てしと民市業企で点視GSE「と）段上図（」題課きべす決解そこらかだ薬製外中「、に時証検年1202：注
ことを確認し、4大区分8項目26重要課題として整理

持続可能な医療

● 革新的な医薬品とサービスの創出　● 患者ソリューション提供　● 医薬品の副作用マネジメント　● 製品の品質保証と安定供給　● 公正なマーケティング　● 公正な価格

8項目26重要課題のマテリアリティ
提供価値

ガバナンス

● コーポレート・ガバナンス
● リスクマネジメント　● 情報開示と対話
● 個人情報保護・情報セキュリティ

● コンプライアンス　● 行動規範　● 公正な取引

● サプライチェーンマネジメント

環境

● 気候変動対策（エネルギーなど）
● 循環型資源利用（水、廃棄物など）
● 生物多様性保全（環境負荷低減）
● 環境マネジメントシステム

地球環境 ガバナンス

倫理・コンプライアンス

サプライチェーンマネジメント

社会

● 人権　● 臨床試験被験者の安全性

● 従業員の働きがい　● 従業員の能力開発
● ダイバーシティ&インクルージョン　
● 労働安全衛生

● 社会貢献活動　● 保健医療アクセス

人権

人財

社会貢献

大区分 項目 重要課題

中長期環境分析・リスク機会の抽出STEP 1

STEP 2 経営方針の検討（経営会議）

STEP 6 社内各部門ヒアリング

STEP 3 STEP 4外部有識者ヒアリング ギャップ分析
（外部からの要請・他社比較）

STEP 7 マテリアリティの特定（社外取締役・経営会議・取締役会）

STEP 5

  

解決したい社会課題（提供価値）とマテリアリティの分析



 

 

３－３．マテリアリティの各項目のマネジメント方法（中長期の経営戦略との関係、事業戦略への落とし
込み、ゴール・KPI、社内管理・推進体制、社内浸透）について教えて下さい。 

・長期戦略を考える上で、外部環境のリスク・機会、外部評価のギャップ分析を踏まえたマテリアリティ
がベースとしてあることは必要だと考えている。 
・現在はマテリアリティ毎に KPI を設定し進捗管理をしているが、今後は成長戦略の中に KPI を置
き、当社として事業活動をしていくうえで重要となる ESG 関連のマテリアリティは各部門が当然のも
のとして取り組むべき内容として目標設定することを検討している。 

 
３－４．マテリアリティを見直すサイクルとプロセス（直近の見直し、今後の予定）について教えて下さい。 

・ローリングしてみていくものとしてマテリアリティを捉えており、毎年見直しをし、外部環境等の動向を
踏まえ必要に応じて変更している。 

 
４）統合的開示の効果と課題について 
４－１．統合的開示によって得られた効果、ステークホルダーの反応（建設的対話促進等）は如何

でしょうか。 
・統合報告書は投資家との重要な対話ツールとして位置付けており、世の中の情勢も変わり、過
去と比較しても、面談などの対話の機会が増え、より潤滑にサイクルがまわっているように感じてい
る。海外（EU）の投資家からは特に ESG 関連の質問が多くなっている他、最近では、アニュア
ルレポート、WEB 情報を全部読んだ上で質問をされる方も多い。 
・投資家によってはボトムアップの意見がどれくらい通るのかといったような社風に関する質問もある。
財務面以外で「成長の源泉は何か」を定性的に理解したいという要望に応えていくという点にお
いて、コミュニケーションを図らなければ伝わらないことも多く、直接対話のできる機会の重要性を
感じている。 

 
４－２．統合的開示の推進に向けた課題（社内、ステークホルダー要請、社会制度等）について教

えて下さい。  
・経営戦略の中にESGが組み込まれているが、「どこまで分かりやすく情報開示をする事が出来るか」
について工夫の仕方は様々あり、今後の課題だと考えている 
・ESG 評価機関が乱立しており、時間・リソースに限りがある中で、全てに同時に対応するのは難
しい。個々の ESG 評価項目は投資家ニーズを反映したものであり、当社の取り組みとのギャップ
を一つ一つ埋めていく過程で各部門の意識向上／体制整備が進み、社会課題解決をリードす
る企業に近づけるものと考えている。 
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４－３．既存および新規公表予定の国際的な開示要請・フレームワーク（ISSB、CSRD、GRI、
ISO30414（人的資本に関する情報開示）等）への対応・備えや課題、注目している動
きについてどのようにお考えでしょうか。 

・短中長期において当社が成長すると信じてもらえる情報を出すことを目指しており、開示フレーム
ワーク等は、その選択肢の材料として活用している。特に IIRC の概要、TCFD、価値協創ガイ
ダンスなどの考え方をベースとして活用している。新しいフレームワークが次々出ててくる中で、過
去に公表された普遍的に良いフレームワークは積極的に活用していくという流れには賛同している。 

 
４－4．政府や事業者団体への要望や期待について教えてください。 

・開示内容・項目に対する自由度をある程度想定したルール作りを期待する。ステークホルダーが
企業に求めるのは単なる情報開示ではなく、企業の実態・今後の成長の因子を理解するためで
あり、開示が型にはまってしまうとその期待に応えられないのではないか。 
・ESG 関連の開示の業務負担がかなり増えており、本来の業務がおろそかになってしまうことがあ
る。本質的な企業評価に必要な開示項目であれば良いが、あれもこれもという企業への開示要
請が本末転倒にならないよう考慮していただきたい。 
・製薬業は業種的に時間的な制約があるとともに、知的所有権などの観点から企業秘密である
情報も多く、そのような業種の特殊性を基準設定等の際に考慮していただけると有難い。 
・当社の研究開発においては、世界各国で臨床試験を実施する後期開発段階の費用をロシュ
が負担しているため、研究開発費の見た目の数値よりも実際は潤沢に研究開発に投資してい
る。単に数値を他社と横並びに見るのではなく、縦軸で企業ごとの全体像をより一層把握できる
ような情報開示を推進していただきたい。 

 

以上 
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ナブテスコ株式会社 

インタビュー実施日：2022年 12 月 8日（木） 

１）統合的開示への取り組みについて 
１－１．統合的開示への取り組みに着手した時期、きっかけ・背景・狙いについて教えて下さい。 
・帝人製機・ナブコの企業統合により 2003年にナブテスコが設立された。統合プロセスの中で、旧親
会社による株式放出もあり、安定株主獲得に向けて IR 活動を強化してきた背景がある。株主構
成上、海外投資家の保有比率が 40%超と比較的高い水準で推移しており、海外の特に長期投
資家との対話を経営層が重ねてきた。また、2010 年代の初頭から ESG 株式指数への選定を意
識し、評価機関対応を進めてきた。こうした過程でESG等のテーマが社内にインプットがされてきた。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
（出所：インタビュー時投影資料より） 

・従来のアニュアルレポートと CSR 報告書を合冊する「ホチキス止め」の形で最初の統合報告書を
2014 年に発行した。その後、IIRC の国際統合報告フレームワークを読み込み、価値創造プロセ
ス（オクトパスモデル）を自社の状況に照らすことを通じて、統合報告書に価値創造ストーリーを反
映することや財務情報・非財務情報の整合性をとることに数年間取り組んだ。 
・その過程で、統合前から蓄積してきた諸資本の強みやビジネスモデルの特徴、提供価値等を棚卸
し、言語化するプロセスを進めてきたが、2015～2016年には統合報告書のページ数が 150 を超
えることになった。情報量が多過ぎても読まれなければ意味がないので、情報ツールごとに情報の掲
載目的を区別することとした。網羅性が求められる ESG評価機関対応にはコーポレートWEB サイ
トを活用し、統合報告書は投資家向けに長期的な投資判断に有用な情報を絞って掲載する位
置づけとした。このようなツールの使い分けを整理したことで、統合報告書の編集では重要性・結合
性・簡素化をはかる視点を持つこととなった。 
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株主構成（関係資本）

1

7.1 
19.1 23.1 

30.7 
38.6 36.1 31.1 

39.5 44.1 46.9 

62.9 59.6 56.0 54.0 51.8 48.0 48.1 47.2 43.0 45.4 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

自己株式 金融機関 その他国内法人 個人その他 外国人

30％突破を
機に海外IR開始

大株主による
売出し

（11.80％）

■統合プロセスでの親会社による株式放出で、安定株主獲得に向け、
必然的にIR活動を積極化

■海外投資家をはじめステークホルダーとの対話にオープンな土壌

主要株主の
異動



 
 

 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                 
（出所：インタビュー時投影資料） 

 
１－２．統合的開示を実施するにあたって、参照された基準やガイドラインがありましたら教えて下さい。 
・財務報告では IFRS を任意適用するほか、旧 IIRC の統合報告フレームワーク、WIRF（WICI 
Intangibles Reporting Framework）、旧 SASB、GRI、TCFDなどを参照しつつ、ESG評
価機関の視点も取り入れている。 
・ESG 評価対応としては、環境分野で CDP 回答に力を入れるほか、質問項目が詳細かつ具体的
な Dow Jones Sustainability Indices（DJSI）をサステナビリティ活動の改善ツールとして活
用し、要請項目に対して自社に不足する取り組みや開示を強化してきた。この結果、CDP では
2019 年から気候変動・水分野・サプライヤーエンゲージメントの 3 分野で最高評価を獲得するほ
か、2016年より DJSI World に継続選定されている。 
・ISSB の新基準に加え、欧州にグループ会社があるので CSRD や ESRS にも注目している。また、
人的資本や生物多様性に関する開示フレームワークの整備状況も注視していく。 

 
１－３．環境・社会の持続可能性に関わる取り組みを企業経営全体の中でどのように位置付けていますか。 

・鉄道車両用機器、航空機器、舶用機器などを「人やものの移動」に関わる製品を扱っているメーカ
ーであり、安全や品質重視が根幹にある。2021 年に策定した長期ビジョンでは３つの柱の一つに
社会貢献（SDGs＆ESG）を掲げており、2030 年に向けた「ありたい姿」の一つにサステナビリティ
が重要な柱として位置づけられている。 

 
１－４．統合的開示を進める上での社内体制について教えて下さい。 
・コーポレートコミュニケーション（全 10 名）のうち 5 名で対外的広報や IR・サステナビリティ活動を
担っている。統合報告書の事務局は、コーポレートコミュニケーション部の 2～3 名で担当し、コーポ
レート各部署や事業部門、マネジメントと協働しながら制作している。 
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96

2014/3期 2015/3期 2015/12期 2016/12期 2017/12期 2018/12期 2019/12期 2020/12期 2021/12期

3

網羅性と重要性の整理

・価値創造プロセスの咀嚼、ESG評価機関対応
による開示充実でページ数が肥大化

・重要性の異なる情報が混在

統合報告書のプロトタイピング（ページ数の推移）

ARとCSR
報告書を
とりあえず
合冊

・価値創造FWを改めて咀嚼
・重要な資本を棚卸し、自社の
特徴を示す WEBにコンテ

ンツを移管
全体での開示レ
ベルを維持

・ターゲットの明確化
・読み手にとっての重要性
・簡潔性

長期ビジョン・
経営マテリアリティ 結合性と簡素化



 
 

１－５．経営会議と取締役会において、またステークホルダー（従業員、取引先等）との間で、ESG・サ
ステナビリティに関してどのように位置付け、取り扱われているでしょうか。数年前（3～4年前）
との関心度の違い・認識の変化、また議論する頻度・内容について教えて下さい。 

・顧客からの ESG・サステナビリティの要請が高まるなか、サステナビリティに関するサプライヤー調査の
件数がここ数年で増加しており、事業部門においてもサステナビリティ活動の高度化が重要と捉えら
れている。ESG 調査やサプライヤー調査への対応は部門横断的な協働で行うため、取り組みを継
続していくなかで社内でも協力体制が構築され、各部門間のコミュニケーションも取りやすくなってき
ていると感じている。 
・事業部門や役員の長期業績連動報酬の KPI として環境指標が反映され、事業ポートフォリオ管
理にもESGの視点が織り込まれている。長期ビジョンや中期経営計画に落とし込まれるなど、サステ
ナビリティが経営の前提条件として経営会議等で議論され、計画の進捗をレビューするなど PDCA
体制も整ってきた。 
・投資家とのエンゲージメントについては、長期視点を持った投資家との対話を重視しており、そうした
投資家と経営陣がディスカッションを行う事もサステナビリティ活動の高度化に繋がっている。 

 
１－６．ESG・サステナビリティに関わる開示について、その対象読者と開示媒体の棲み分けについてどの

ような方針・考え方に基づき整理をされていますか。また開示時期はどのようなタイミングとされて
いるかについて教えてください。特定のステークホルダーに特化した媒体の有無や、媒体間の連
携や重複を避けるための工夫はございますでしょうか。 

 
●開示媒体の棲み分け 
・統合報告書：価値創造をテーマとしており、対象としてはアクティブの長期投資家としている。特定
のペルソナ（ターゲット）を設定し、その相手に投資してもらうことを意識して編集している。 
・コーポレート WEB サイト・CSR ページ：パッシブ投資家／ESG 評価機関向けとしており、網羅的
な ESG情報を開示している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：インタビュー時投影資料） 
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2

ターゲット

コーポレートWEBサイト：CSRページ

＆

アクティブ長期投資家を
ターゲット

統合報告書

パッシブ投資家／
ESG評価機関を
ターゲット

統合報告書のターゲットとして、特定のペルソナを設定

統合報告書はアクティブ長期投資家をターゲット、
パッシブ投資家/ESG評価機関向けにWEBを活用。



 
 

●有価証券報告書について 
・有価証券報告書は経理部門、統合報告書はコーポレートコミュニケーション部が担当している。これ
まで「自由演技」で開示の拡充に取り組み、WEB サイトでの網羅的な ESG 情報の開示に取り組
んでできたので、「規定演技」になってもある程度はカバーできると考えている。ただ、単に項目を羅列
するということではないので、有価証券報告書で開示するデータをどのように関連づけ、ストーリーとし
て記載することや任意の開示資料との整合性を検討することが課題となる。 
・当社は 12 月決算であり、統合報告書の発行は例年５月末～6 月となっている。将来的なテーマ
であるが、バウンダリーや開示タイミングの統一に関しては、非財務データの収集や第三者保証取得
の期間・タイミングを考えると有価証券報告書（3 月末）と統合報告書の同時発行は現時点で
は難しいと感じている。 

 
２）マテリアリティの捉え方について 
２－１．どのような考え方に基づきマテリアリティを設定していますか。 
・まず 2014 年に CSR マテリアリティを策定した。特定の方法としては、ESG 評価機関や GRI の開
示項目などを参照し、２軸（自社にとっての重要性とステークホルダーにとって重要性）で抽出した。
しかしながら、CSR の中の閉じたマテリアリティの整理となってしまっていたため、統合的な開示の中で
CSR マテリアリティをどこに位置づけた時にフィット感があるのか、数年間難しさを感じていた。 
・そうした過程を経て、マテリアリティは、短期のみならず、長期で乗り越えなければいけない経営上の
重要課題であると捉えた。長期ビジョンの策定（2021 年公表）に伴い、ESG 項目を網羅的にリ
ストアップした従来の CSR マテリアリティから、長期ビジョン実現に向けた長期的な課題として「経営
マテリアリティ」を位置づけ、企業理念（Nabtesco Way）、長期ビジョン、経営マテリアリティ、実
行策としての中期経営計画という体系のなかでの重要な経営課題を表すものとして、整理を試みた。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（出所：インタビュー時投影資料） 
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4

長期ビジョン策定に併せてマテリアリティを見直し
■従来のCSRマテリアリティ ■経営マテアリティ

【マテリアリティ見直しのポイント】
①財務的な要素（環境・社会関連コスト/収益のインパクト）
②長期的な視点での価値創造
③非財務的な要素（ESGリスク：ビジネスの持続性）

経営マテリアリティ

長期視点で対処すべき課題であり、
長期ビジョン実現に重要なもの

価値観 「The Nabtesco Way」

長期ビジョン

経営マテリアリティ

中期経営計画

価値創造ストーリー

（統合思考を意識）
・経済価値と社会・環境価値
・存在意義に基づく独自性と
比較可能性

・リスクと機会
・短期と長期

ESG項目を網羅的にリストアップし、ステークホルダー・
自社にとっての重要項目を抽出



 
 

３）マテリアリティの特定プロセスと運用について 
３－１．マテリアリティと、パーパス・経営理念、リスク・機会、ビジネスモデル、インパクトといった概念との

関係の、貴社における整理・考え方について教えて下さい。 
・まずマテリアリティのあるべき姿と特定の仕方を議論したうえで、「長期ビジョン実現に向けた課題」とし
て経営マテリアリティを位置づけた。見直しのポイントは、①財務的な要素（戦略・社会関連コスト
／収益のインパクト）、②長期的な視点での価値創造、③非財務的な要素（ESG リスクや機
会：ビジネスの持続性）とした。 
・特定した経営マテリアリティは３つの柱から成り立ち、財務・非財務両面での取り組みを進めるととも
に、長期ビジョン実現に向けた当社固有の課題に取り組むことにより、経済価値と社会価値の両立
を長期的な視点で図るようにしている。本取り組みを進めることで「利益ある成長」を持続しつつ、ス
テークホルダーへの価値を創造する。 
・経営基盤強化への取り組み（ESG 項目）は、財務インパクトの大きい ESG 項目、サステナビリテ
ィパワーの源泉となる ESG項目に分類しており、リスクと機会の双方を意識している。 
・長期的な視点を加味し、マテリアリティの各項目自体は抽象度が高いレベルで設定しており、その実
行において自社の独自性を出すことが重要と考えている。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（出所：統合報告書 2021 P23） 
 

３－２．マテリアリティ項目の抽出プロセスについて教えて下さい。 
・複数の長期投資家・ESG 投資家との対話により得られた示唆より、自社の独自性・他社との差別
化という点を強く意識をした。それらを踏まえ、「マテリアリティの要件」を下記の 3点に整理した。 

１. 自社の存在意義、企業理念、長期ビジョンとの結びつき 
２．自社の差別化につながる固有性を有すること 
３．財務的な企業価値向上のみならず社会課題の解決を両立すること 

108

5

経営マテリアリティ



 
 

・各コーポレート部門での長期での課題を抽出し、外部要請（ESG評価機関等）も踏まえ、重要度
が高い項目を選出した。それらの項目について、重要性・時間軸・財務インパクトを軸に整理をした。 
・特定の過程では、全社横断的な体制で討議を重ね、CSR 委員会での審議、経営会議への報告
を経て、正式に決定した。 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

          
 

 （出所：インタビュー時投影資料） 
 
３－３．マテリアリティの各項目のマネジメント方法（中長期の経営戦略との関係、事業戦略への落とし

込み、ゴール・KPI、社内管理・推進体制、社内浸透）について教えて下さい。 
・経営マテリアリティにおけるアウトカムについて、財務パフォーマンス向上の取り組みにおいては「ROIC
を高めていく」、経営基盤強化・サステナビリティパワーの取り組みについては「リスクを下げていく」、長
期ビジョン実現への取り組みにおいては「成長率を高めていく」ことを重視している。これにより、資本
コストを下げながら ROIC を高めていくのが経営マテリアリティ全体の構成となっている。 

 
３－４．マテリアリティを見直すサイクルとプロセス（直近の見直し今後の予定）について教えて下さい。 
・中期経営計画の期間ごとにも見直しを行うが、事業環境や経営環境の変化に柔軟に対応し、経
営マテリアリティを“動的”に変化させることが重要と捉えており、“ダイナミックマテリアリティ”の考え方に
基づいて、経営マテリアリティのマネジメントの実効性を高めること意識している。 
・具体的にはサステナビリティに関する計画の進捗やステークホルダーからの要請テーマの変化、経営
戦略上の必要性から経営マテリアリティの項目自体やアクション項目を見直している。 
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社内検討

長期投資家・
ESG投資家との対話

い
高

い
低

長期短期

1. 自社の存在意義、企業理念、長期ビジョンとの結びつき
２．自社の差別化につながる固有性を有すること
３．財務的な企業価値向上のみならず社会課題の解決を両立すること

度
要
重

時間軸

第2象限

第3象限

第1象限

第4象限

●は財務資本、
●●は組織資本、
●●は技術・製造資本、
●●関係資本・人的資本、
●は長期ビジョン実現への
固有の取り組みに関連する
項目。

マテリアリティの要件を整理

重要性・時間軸・財務インパクトを軸に整理

特定・社内展開

※参照した非財務情報開示基準等
報合統際国「 :）CRII（会議評告報合統際国・

告フレームワーク」
・Sustainability Accounting Standards 

Board (SASB): SASBスタンダード
・Global Reporting Initiative (GRI): 

GRIスタンダード
・ISO26000(組織の社会的責任に関する

ガイドライン)
・経済産業省： 価値協創のための統合的開

示・対話ガイダンス

● コーポレート部門の
課題意識を抽出

● 各事業に固有の長期
的なリスク・機会を
抽出

● ESG評価機関の評価
項目

● 非財務情報開示基準
等※の要請項目

全社横断戦略・
事業戦略上の課題抽出

ESGテーマの選出

● コーポレート部門、事業
部門での討議

● CSR委員会での審議・
策定

● 経営会議への報告

Positive 第1象限 第2象限 第3象限 第4象限
●イノベーション・マネジ

メント
●経営会議体の実効性

向上
●気候変動への対応

●サプライチェーン・
マネジメント

●働き方改革の深化
●人財開発・人財マネジ

メント
●ダイバーシティの推進

●製品における有害物質
管理

●ライフサイクルアセス
メント

●人権マネジメントの高
度化

●労働安全衛生の確保
●経営の透明性確保

●水資源の保全
●廃棄物の削減
●資源の利用/

原材料効率
●品質・安全管理の

高度化
●地域社会とのエンゲー

ジメント

Negative

●イノベーション・マネジ
メント

●気候変動への対応
●サプライチェーン・

マネジメント

財務
インパクト

第2象限：重要性が高く、短期・中期で影響の大きい事項（将来財務項目）

第3象限・第4象限：
持続的な価値創造を支える項目

第1象限：重要性が高く、長期的に
影響の大きい事項（将来財務項目）



 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：インタビュー時投影資料） 
 
４）統合的開示の効果と課題について 
４－１．統合的開示によって得られた効果、ステークホルダーの反応（建設的対話促進等）は如何でし

ょうか。 
2014 年に「ホチキス止め」から始まった統合的開示の不整合を認識し、企業理念や戦略との紐づき

の観点での重要性、短中長期での時間軸や財務・非財務面での結合性を意識することで、少しずつ統
合的開示のレベルを高めることに取り組んできた。また、道半ばであるものの、経営マテリアリティのマネジメ
ントの実効性向上に向けた取り組みも進みつつあると感じている。これらの過程で、以下のような効果が
あったと考えている。 
・企業理念（Nabtesco Way）から長期ビジョン、経営マテリアリティ、中期経営計画の一貫性を
整理できた。 
・経営マテリアリティ策定を通じて、財務・非財務の課題・長期ビジョンに固有の課題を整理できた。 
・経営マテリアリティのマネジメントサイクルにおいて、PDCA体制を構築できた。 
・ESG評価機関の要請と自社活動とのギャップを縮小できた。 
・社内の部門間の垣根（サイロ）が低くなった。 

 
４－２．統合的開示の推進に向けた課題（社内、ステークホルダー要請、社会制度等）について教えて

下さい。 
・ステークホルダーとの対話においては、非財務面での自社の取り組みを企業価値に反映していくこと
が課題であり、ステークホルダーとのコミュニケーションを更に密にしていきたい。 
・財務インパクトの高い ESG 項目である気候変動対応については、その対策に伴う NPV (Net 
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経営マテリアリティのPDCA

©2021 Nabtesco Corporation 7

CSR委員会にて「経営基盤強化への取り組み」各テーマの目標・アクション・KPIを
策定するとともに経営マテリアリティ自体の見直しを行っている。

経営基盤強化
への取り組み
＝ESG課題

経営マテ
リアリティ
＝長期視点
での課題



 
 

Present Value)シミュレーションを実施し、環境対策を講じないことによるビジネス機会の減少と、
積極対応投資によりビジネス機会が拡大することを IRデイで投資家・アナリストに説明をした。定量
化を進めることは継続的な課題と認識している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（出所：インタビュー時投影資料） 

 
・情報開示とマネジメントは合わせ鏡の関係にあると捉えている。統合的開示の推進には、経営マテ
リアリティの実効性・パフォーマンスの向上に向けたマネジメントの仕組みの高度化が必要であり、サス
テナビリティガバナンスの更なる強化が課題であると認識している。 

 
４－３．既存および新規公表予定の国際的な開示要請・フレームワーク（ISSB、CSRD、GRI、

ISO30414（人的資本に関する情報開示）等）への対応・備えや課題、注目している動きに
ついてどのようにお考えでしょうか。 

・比較可能性の担保による開示コストの低減が必須だと捉えている。 
・情報開示については、実際に行っている取り組みを開示するという面と、開示情報の整理やステーク
ホルダーからのフィードバックの還元を通じて、自社の取り組みを良くしていく面の両方がある。開示情
報のユーザーの便益のみならず、今後策定される基準が、マネジメントの面で活用しやすいものとな
ることを期待している。 

 
４－４．政府や事業者団体への要望や期待について教えてください。 
・各省庁で様々なサステナビリティ・情報開示等に関するイニシアティブ・ガイダンスが多数あり、ISSB
の新基準を軸に統合してもらえると有難い。 

 
以上 
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財務インパクトの考え方（IRデイ資料より）

©2021 Nabtesco Corporation 8

◆積極的な環境対策投資を講じて、ビジネスの拡大を狙う。
◆環境対応製品の販売による財務へのプラスインパクトも追求していく。

【気候変動対策に伴うNPVのシミュレーション】

環境対策を講じないことによるビジネス機会減少

ビジネス機会減少に加え、炭素税導入

通常成長での売上増加に伴う成長

通常成長に加え、環境対策実施でビジネス機会拡大

【2%ロジック】
炭素税導入も視野に入れると、環境対策を実施せず売上高が2%以上減少する場合は、
環境対策投資を行う方がNPVは拡大する。

環境対策
投資

売上減
売上増

（長期ビジョンで想定するNPVに対して、環境対策の有無による売上増減の影響を分析）
NPV



 
 

株式会社ニチレイ 

インタビュー実施日：2022年 12 月 6日（火） 

１）統合的開示への取り組みについて 
１－１．統合的開示への取り組みに着手した時期、きっかけ・背景・狙いについて教えて下さい。 
・統合レポートは 2018 年に初めて発行した。まずは CSR レポートの延長レベルで制作し、全体で
42ページであった。当時、当社ではビジョンの改訂に向けて動き出した段階で、CSRだけではなく経
営戦略についても、株主はじめ広範なステークホルダーに知っていただきたいとの思いから統合報告
へ着手した。2019 年以降は、IIRC のフレームワークを参照し、ステップを踏みながら開示を充実さ
せてきた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：インタビュー時投影資料） 
１－２．統合的開示を実施するにあたって、参照された基準やガイドラインがありましたら教えて下さい。 
・IIRC・国際統合報告フレームワーク、TCFD フレームワーク 

 
１－３．環境・社会の持続可能性に関わる取り組みを企業経営全体の中でどのように位置付けていますか。 

⚫ グランドスケジュールについて 
・もともと「組織プロフィール（PF）」の作成を通じて長期の経営戦略を 3 年ごとに見直すマネジメン
トサイクルがあり、その見直しのタイミングにグランドスケジュールを作成した。2030 年を見据えて 10
年スパンで長期経営戦略を検討し、それをバックキャストで3カ年ごとのステップに落とし込んだものが
下記のグランドスケジュールである。 
・2018年：ビジョン改訂に伴いサステナビリティを意識し始めた。2019年度開始の中期経営計

画（WeWill 2021）から、サステナビリティ経営にシフトしていった。 
・2019～2021年：グループ重要事項（マテリアリティ）の特定など、ハード面に注力した。 
・2022年～：推進のステージ。中期経営計画の中にマテリアリティを組み込み、サステナビリティ

経営を加速させている。2030年までの目標を策定し、バックキャスティングを開始
した。 
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2018年
42ページ

2019年
68ページ

2020年
88ページ

2021年
120ページ

＜テーマ＞
「ニチレイらしさ」を

打ち出す

＜テーマ＞
統合レポートを
作ってみる

＜テーマ＞
IIRCのフレームワークを
使って開示する

＜テーマ＞
IIRCのフレームワークを
使って情報の質を高める

＜講評＞
ＷICI様より

「優秀企業賞（ゴールド）」

＜講評＞
CSRレポートの
延長レベル

＜講評＞
トップメッセージと
事業会社活動の
連動性がない

＜講評＞
IIRCの教科書通
りでニチレイの個性
が出ていない

過去4年間の統合レポート制作テーマ



 
 

⚫ 2018年にサステナビリティの経営に動き出したきっかけ 
・2019 年にトップ交代（大櫛氏が新社長へ）。前任社長の時代からサステナビリティを推進してき
たが、トップ交代とビジョンの改訂を機に、さらに加速した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

（出所：インタビュー時投影資料） 
⚫ サステナビリティ経営のドライバー 
・大櫛社長の強い意志とリーダーシップに加え、サステナビリティ情報開示を通じての外部ステークホル
ダーとの対話がサステナビリティ経営のドライバーとなっている（TCFD、人的資本開示等を含む）。 

⚫ サステナビリティと企業経営の同期化について 
・シングルマテリアリティではなくダブルマテリアリティで考えることで、マテリアリティ特定の当初から、社会
的価値と経済的価値の両立サイクルを作り込んできた。そのサイクルをもとに相互価値を出していく
ことで、同期化に取り組んでいる。 

 
１－４．統合的開示を進める上での社内体制について教えて下さい。 
・2022年の統合レポートの企画・編集・制作は、サステナビリティ推進部（2022年 4月新設）が
中心となって進めている。開示済の有価証券報告書やコーポレートガバナンス報告書なども踏まえ
つつ、持株会社の経営企画部と IR 部門、4 つの事業会社の経営企画部門および広報部門を巻
き込んだ協力体制を構築し、情報提供や一部執筆の依頼を行っている。参画人数は述べ 100人
程度だと認識している。 
・統合レポート発行初年度の 2018年は、持株会社の経営企画部を中心にプロジェクト化し制作。
そこから徐々に、各事業会社の経営企画メンバーにも入ってもらうようになった。 
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戦略策定の背景（サステナビリティ経営グランドスケジュール）

パラダイムシフト

変 革

成 長 実 現

■ニチレイがめざすサステナビリティ経営は、社会的価値と経済的価値の両立に
よる企業価値の最大化



 
 

 
 
 
 
 
 

（出所：統合レポート 2022 P17） 
１－５．経営会議と取締役会において、またステークホルダー（従業員、取引先等）との間で、ESG・サ

ステナビリティに関してどのように位置付け、取り扱われているでしょうか。数年前（3～4年前）
との関心度の違い・認識の変化、また議論する頻度・内容について教えて下さい。 

⚫ 経営における 3～4年前からの変化 
・2030年の KPIを策定し、そこからのバックキャストで 2024年までの中期経営計画に落とし込んだ
ことで、2022 年になって本格的に動き出したと考えている。財務・非財務が組み込まれたマテリアリ
ティを、事業会社の経営計画にまで落とし込み始めたことにより、社内の雰囲気は変わりつつある。
社内のイントラネットを活用した周知活動のほか、役員向けにも外部有識者を招いた勉強会を行う
中で、グループ全体で取り組みが加速し、ESG、サステナビリティ、気候変動などのキーワードも社内
に浸透してきたと感じる。 
・2022年には役員報酬に ESG評価指標を組み入れ、ガバナンスの面でも変革を進めている。 
⚫ 取締役会におけるサステナビリティ関連議題の上申 
・2022 年から取締役会の諮問機関としてグループサステナビリティ委員会（年 4 回実施、事務局
はサステナビリティ推進部）が発足し、社外役員を含む全役員に加え、各事業会社の経営企画部、
サステナビリティ関連メンバーが参加し、サステナビリティ関連テーマについて審議・議論している。今
後、同委員会でマテリアリティの進捗や課題も議論する予定である。 

⚫ ステークホルダーの反応 
・国内外の ESG 投資家からのダイアログ依頼が 3 年前より増えてきた。各投資家が統合レポートを
読み込み、さらに深い議論・質問や開示要請を受けるようになり、コミュニケーションツールとして統合
レポートが機能している。 

 
１－６．ESG・サステナビリティに関わる開示について、その対象読者と開示媒体の棲み分けについてどの

ような方針・考え方に基づき整理をされていますか。また開示時期はどのようなタイミングとされて
いるかについて教えてください。特定のステークホルダーに特化した媒体の有無や、媒体間の連
携や重複を避けるための工夫はございますでしょうか。 

⚫ 主な開示媒体 
・統合レポート：財務・非財務情報のエッセンスを開示している。主な対象は株主、機関投資家、
従業員である。 
・IR サイト：財務情報の開示。主な対象は株主、機関投資家である。 
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サステナビリティ推進体制

ニチレイフーズ ニチレイフレッシュ ニチレイロジグループ本社

グループサステナビリティ委員会
（年3回以上開催）

取締役会

ニチレイバイオサイエンス

経営企画部
サステナビリティ推進部

経営企画部
サステナビリティ推進部 経営企画部 経営企画部

※ 委員には、社外取締役・社外監査役の全員を含む

委員長 ： 代表取締役社長
事務局 ：  ニチレイ  

サステナビリティ推進部



 
 

・ESGサイト：非財務情報の開示が中心となっている。主な対象は株主、機関投資家、ESG評価
機関である。統合レポートの補完として制作している CSR レポートもこの中に位置付けている。 
・サステナビリティサイト：ポリシー、社会貢献活動などの開示をしている。主な対象は一般生活者、リ
クルーターとなっている。 
※社内各部署からの多くの ESG データを収集する必要があり、2019年から毎年 5～6月をデー
タ収集強化期間として各部門・事業部門に協力を依頼しており、約 3年でその体制が定着して
きた。 

⚫ 課題 
・2023 年 3 月期の有価証券報告書では人的資本開示が要請されているが、タイトなスケジュール
であり、人事・経理部門や関連部門で対応を検討中。 
・統合レポート（任意開示）と有価証券報告書（法定開示）の重複が業務量の面で課題となっ
ている。有価証券報告書のルール改正に伴い、こうした重複感は今後さらに増すと予想される。 

 
２）マテリアリティの捉え方について 
２－１．どのような考え方に基づきマテリアリティを設定していますか。 
・2020年 6月、長期経営目標「2030年の姿」の実現に向け、５つの重要事項（マテリアリティ）
を特定した。 

 
３）マテリアリティの特定プロセスと運用について 
３－１．マテリアリティと、パーパス・経営理念、リスク・機会、ビジネスモデル、インパクトといった概念との

関係の、貴社における整理・考え方について教えて下さい。 
・2030 年はミッションおよびビジョンを実現するためマイルストーンと位置付け、2030 年からのバックキ
ャストで、組織プロフィール、および 3 カ年ごとの中期経営計画に落とし込んでいる。５つの重要事
項（マテリアリティ）に具体的に取り組んでいくため、グループ戦略と事業戦略が連動した目標（施
策・KPI）の策定・実行を進めており、このマネジメントサイクルを回している。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
（出所：統合レポート 2022 P8） 
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ニチレイグループ マネジメントサイクル

くらしを見つめ、
人々に心の満足を
提供する

ミッション長期経営目標 「2030年の姿」

人々の豊かな食生活と健康に貢献する

ビジョン
私たちは地球の恵みを
活かしたものづくりと、
卓越した物流サービスを
通じて、豊かな食生活と
健康を支えつづけます。

●

 

イノベーションの推進
●

 

社会課題を解決する新たな価値の創造
● 高付加価値化・資本効率最大化

組織プロフィール

 
 
 

■ 売上高

■ 営業利益率
■ 海外売上高比率

■ ROIC

1兆円

8%
30%

9%以上

2022年

2024年

2025年

2027年

2030年から
バックキャスティング

長期目標（施策・KPI）

経営資源の再配分

画
計
営
経
期
中

ニチレイグループでは経営の大きな枠組みとし
て、「日本経営品質賞」の枠組みに基づくセルフ
マネジメントを採用しています。
各事業は、現状分析や環境変化を整理したうえ
で、中長期的な事業の「ありたい姿」を定め、そ
の実現に向けた経営戦略の方向性を「組織プロ
フィール」として作成し、これをもとに中期経営
計画（現在は3年スパン）を策定します。

中期経営計画「Compass Rose 2024」 

重要事項（マテリアリティ ）
• 食と健康における新たな価値の創造

• 気候変動への取り組み
• 多様な人財の確保と育成

• 食品加工・生産技術力の強化と
 低温物流サービスの高度化

• 持続可能な食の調達と循環型社会の実現

ニチレイグループ サステナビリティ基本方針～ニチレイの約束～

・新たな価値の創造
・ESG対応の強化

・事業ポートフォリオ管理
・主力事業の成長と低収益事業の改善

「事業を通じた社会課題の解決・資本効率の追求」



 
 

３－２．マテリアリティ項目の抽出プロセスについて教えて下さい。 
・マテリアリティの特定にあたっては、社外役員も含めた全役員が参画。代表取締役社長をプロジェク
トオーナーとし、グループ（事業会社含む）の経営企画部を中心にマテリアリティと気候変動シナリ
オの 2 つのプロジェクトを 2019年 9月～2020年 6月まで同時に立上げ、双方の情報を連携さ
せながら検討を重ねた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：統合レポート 2020 P16） 
⚫ マテリアリティの特定プロセス 
① ステークホルダーの特定 
・GRI スタンダードなどを参考に、ステークホルダーからの要請度と当社が社会に及ぼす影響度か
ら、ステークホルダーを特定した。 

② 社会課題（リスクと機会）の抽出 
・ステークホルダーを選定してから、未来軸・グローバル視点で社会課題を抽出した。SDGｓや業
界課題、TCFD ガイドライン、ESG外部評価などを参考とした。 

③ 社会課題の重要性評価 
・事業成長を実現する課題を「攻め」、企業価値の毀損を防ぐ課題を「守り」と位置付け、両軸
で、社会課題の重要性評価を実施した。 
※マテリアリティは成長戦略に直結するとの考えから、リスク・機会の観点ではなく、攻めと守りの

2軸で検討した。 
④ 重要課題をマッピング 
・重要課題を「攻め」と「守り」でマッピングし、2019 年 11 月、経営戦略を議論するグループ戦
略会議の場で１回目の審議を実施した。 

⑤ 素案の作成 
・「攻め」と「守り」別に素案を作成した。 
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マテリアリティ策定・気候変動シナリオ検討プロジェクト グランドスケジュール

2019年度

マテリアリティ
策定

取締役会

戦略会議

ダイアログ

環境保全
委員会

5月
提案・審議

6月：決定

気候変動
シナリオ検討

9月
プロジェクト
キックオフ

TCFDに
ついての勉強会

気候変動関連
リスクと機会の評価

キードライバーの
検討

シナリオの作成と
ビジネスインパクトの検討

・シナリオ別リスクと機会の特定
・グループ長期低炭素政策と
  目標（案）の策定

2020年度

10月
１回目

11月
2回目

11月
3回目

11月
1回目
審議

2月
2回目
審議

12月
有識者

ダイアログ

・マテリアリティ
・リスクの特定
・長期低炭素政策

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

社会課題の抽出
ステークホルダーの特定

素案の作成

有識者ダイアログの実施

カテゴライズ・
統合

最終化

社会課題の重要性評価
重要課題をマッピング



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：統合レポート 2020 P17） 
⑥ 有識者ダイアログ 
・2019年12月、検討した素案について、社外有識者による妥当性評価および代表取締役社
長を含めた社内役員との意見交換を実施した。 

⑦ カテゴライズ・統合 
・有識者からいただいたご意見も加味し、「攻め」と「守り」の重要事項をカテゴライズし統合化を
実施した。 

⑧ 素案の最終化 
・2020年 2月、2回目の戦略会議の場において、有識者からの妥当性評価やニチレイらしさに
ついてのご意見などを参考に審議を重ね、最終的に５つのマテリアリティ（案）で意見を固める。 

  ⇒2020年 6月、代表取締役会長が議長を務める取締役会にて、5 つのマテリアリティを特定
した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（出所：統合レポート 2020 P19） 
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経営・事業との
親和性や意思 社会ニーズの大きさ

将来の
社会課題 SDGs

未来投資戦略 業界課題

TCFD
（IPCC）

過去
プロジェクト

ESGインデックス
（FTSE、MSCI、CDP等）

ESGガイダンス
（ISO26000、GRI standard）

ESGフレームワーク

攻め
（事業成長を
実現する）

守り

攻め

守り
（企業価値の
毀損を防ぐ）

ニチレイグループに
とっての重要性

ステークホルダーに
とっての重要性

（参考）国連グローバル・コンパクト、国連ビジネスと人権に関する指導原則、OECD多国籍企業ガイドライン、ILO、日本SDGsアクションプラン2019・2020、
　　　経済産業省TCFDガイダンス、Society 5.0 等

事業との関連性や経営
の意思の観点から評価

事業経営へのインパクト、
未来軸に立った経営持
続の観点

ステークホルダーが当社
へ要請している重要度

将来市場規模（=社会
ニーズの大きさ：外部調
査結果）と未来社会の
インプットを踏まえた
社会課題の大きさ

ESGインデックス評価項目、世界
共通の国際ガイダンスやフレーム
ワーク等を加味

将来予想されている社会課題に加え、SDGsや
未来投資戦略、また当社の過去の未来予想
プロジェクトなどの検討結果を加味 重要

課題

重要
課題

重要
課題

最重要
課題

経営・事業との親和性

重要
課題

重要
課題

重要
課題

最重要
課題

ニチレイグループに
とっての重要性

社会課題の抽出 社会課題の重要性評価 重要課題をマッピング

攻め・守り別 重要事項の素案策定 有識者
ダイアログ カテゴライズ・統合 最終化

・水資源　・フードロス
・プラスチック　・資源
・汚染　　・廃棄物　　

 

 

 
 
 

 
 
 

グ
ロ
ア
イ
ダ
者
識
有

持続可能な食の調達と
資源循環の実現

食品加工・生産技術力の
強化と低温物流サービス

の高度化

食と健康における
新たな価値の創造

気候変動への取り組み

多様な人財の確保と育成

攻め「重要事項」案

守り「重要事項」案

い
高

い
低

経営・事業との親和性

食に係る価値提供

低い 高い

い
高
に
常
非

い
高

ニチレイグループにとっての重要性高い 非常に高い

気候変動リスク対応

資源
品質・安全性

人的資源

持続可能な調達

気候変動

責任あるマーケティング

低温物流に係る価値提供

持続可能な食料生産・流通

競争力人財・イノベーション

・持続可能な調達
・動物福祉
・生物多様性

・労働安全・健康
・労働慣行
・人財育成

・人権の尊重
・コーポレート
  ガバナンス
・リスクマネジメント
・コミュニティ

・コンプライアンス
・環境マネジメント
・腐敗防止

経営の基礎を成す「普遍的な原則」として、
今後も従来通り粛 と々取り組みを進める項目

・持続可能なエネルギー
の活用

・気候変動への対応

・食ニーズ多様化への対応
・健康寿命延伸に繋がる製品・サービス
・貧困解消の製品・サービス
・新たな食価値の提供

・競争力人財の育成
・イノベーション推進
・外部との協力関係構築

・低温物流に係る価値提供
・低温物流水準の向上

・持続可能な食料生産システム
・食品ロスの削減



 
 

３－３．マテリアリティの各項目のマネジメント方法（中長期の経営戦略との関係、事業戦略への落とし
込み、ゴール・KPI、社内管理・推進体制、社内浸透）について教えて下さい。 

・2021 年に各マテリアリティに紐づく 2030 年目標を設定し、3 カ年の中期経営計画に KPI として
落とし込んでいる。加工食品、食品素材調達、低温物流、バイオサイエンスなど事業が多岐にわた
る中、グループ全体に関わる包括的な KPIを設定するのは難しいため、各マテリアリティについて主に
取り組む事業会社をマッピングした。グループ全体で取り組むものと、個社が中心となり推進するもの
を分けることで、メリハリをつけている。 

⚫ KPI化の課題 
・KPI には定量化しやすいものと、しにくいものがある（現状は下記のように設定）。例えば「食と健
康における新たな価値の創造」についての定量的な KPI を設定することは難しく、調整は苦慮した
点である。また、人権デューディリジェンスやサプライヤーマネジメントの指標について、定量でどう表す
のかを検討している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：統合レポート 2022 P20） 
⚫ TCFD シナリオ分析との連動 
・マテリアリティ特定において気候変動の観点は必須であることから、気候変動シナリオ分析も平行し
て実施した。TCFD の手法に沿ってリスクと機会を分析し、シナリオを検討したことが、マテリアリティの
KPI にも反映された。 

 
３－４．マテリアリティを見直すサイクルとプロセス（直近の見直し、今後の予定）について教えて下さい。 

・中期経営計画の2年目に、次の5年、10年を見直すというマネジメントサイクルを進めているので、
そのタイミングでマテリアリティも見直すことも検討している。 
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グループ重要事項
（マテリアリティ） グループ目標（KPI） 2021年度

実績
2024年度
目標

2030年度
目標

主に取り組む
事業会社

食と健康における
新たな価値の創造

対象テーマ売上高 ̶ ̶ 1,000億円 ■ ニチレイフーズ P.52-55

■ ニチレイフレッシュ P.60-63

■ ニチレイ（持株会社） P.44-45

グループ全体の取り組み P.42-43

生活者・社外向けの情報提供数 
（延べ人数／年） ̶ ̶ 2億人

食品加工・ 
生産技術力の強化と 
低温物流サービスの 
高度化

EBITDAマージン 9% 10% 12%

■ ニチレイフーズ 

■ ニチレイロジグループ P.56-59

EBITDA年成長率
※ 1202 年度は2019-2021年の年成長率 

2024年度は2022-2024年の年成長率 
2030年度は2025-2030年の年成長率

4% 7% 7%以上

海外売上高比率 16% 20% 30%

持続可能な 
食の調達と 
循環型社会の実現

ニチレイグループサプライヤー 
行動規範・ガイドラインに準拠した 
サプライヤーやOEM先からの調達率

ー 検討中 100%

■ ニチレイフーズ
■ ニチレイロジグループ
■ ニチレイフレッシュ P.60-63

■ ニチレイバイオサイエンス P.64-65

グループ全体の取り組み P.74-77

主要原材料と重要サプライヤーへの 
ESGデューデリジェンス実施率 ー 検討中 100%

サーキュラーエコノミーの 
実現に向けた 
SDGs教育プログラムの受講率

ー 100% 
（役職者）

100% 
（全従業員）

全拠点における廃棄物リサイクル率 99% 99% 99%

全拠点での水リスクアセスメント実施 国内拠点の 
水害リスク調査

2023年度
に実施

定期的に全拠点での
水リスクアセスメントを
実施し、保全活動や

BCPに取り組む

気候変動への
取り組み

CO2排出量削減 
（2015年度比、国内Scope1,2） △20％ △30% △50％

■ ニチレイフーズ
■ ニチレイロジグループ P.56-59

グループ全体の取り組み P.68-73

自然冷媒化率
　生産設備（国内） 58% 80% 100%

自然冷媒化率
　低温物流関係（海外を含む） 53% 63% 75%

多様な人財の
確保と育成

女性取締役・監査役比率（HD※）
 ※HD：ニチレイ（持株会社）

20% 20%以上 30%以上 ■ ニチレイフーズ P.52-55

■ ニチレイロジグループ
■ ニチレイフレッシュ
■ ニチレイバイオサイエンス
■ ニチレイ（持株会社） 

グループ全体の取り組み P.78-81

女性管理職（ライン長）比率（HD※） 12% 20% 30%

人財投資額
（ 0202-8102 年度平均の人財投資額に対する倍率）

0.8倍 1.7倍 2.0倍



 
 

４）統合的開示の効果と課題について 
４－１．統合的開示によって得られた効果、ステークホルダーの反応（建設的対話促進等）は如何でし

ょうか。 
⚫ ステークホルダーの反応 
・国内外の投資家からのダイアログ依頼が増え、フィードバックがあるので次年度の統合レポート作成
に活かしている。 
・また、従業員が取引先へ統合レポートを持参し、企業説明をする機会が増えた。会社パンフレット
がないので、統合レポートがニチレイグループ全体を紹介するツールになっている。新入社員研修でも
サステナビリティについて活発な議論が展開されている。ニチレイグループの強みを活かした社会課題
解決のアイデアを若い世代から発信されることに期待をしている。 

 
４－２．統合的開示の推進に向けた課題（社内、ステークホルダー要請、社会制度等）について教えて

下さい。 
・統合的開示については、大変な業務負荷と人材育成が課題。統合レポートは経営戦略を語るブッ
クと位置付けているため、ESG 全般と財務の両方に関する幅広い知識がなければ企画・編集でき
ない。またステークホルダーからの要請を想定して作り込むことや、新たな ESG 企業評価機関からの
開示要請事項への対応も必要。また統合レポート制作にあたっては、グループ全体を「面」で見る
必要があるため、経営企画などの部署を経験していないと制作業務を担当するのが難しい。 
・環境データについては、第三者保証を受けられる体制にしていかなければならない。一方、社会面
については、どこまでどのように第三者保証の対象とするのかが難しい。 

 
４－３．既存および新規公表予定の国際的な開示要請・フレームワーク（ISSB、CSRD、GRI、

ISO30414（人的資本に関する情報開示）等）への対応・備えや課題、注目している動きに
ついてどのようにお考えでしょうか。 

・今後は ISSB が主流になっていくと想定している。ISSBは SASB が土台となっているが、専門性の
高い情報開示を求められると認識しており、更に業務負荷が増えると想定している。一方、FTSE
やMSCIは、毎年項目の改廃や新たな項目の追加などもあり、毎年対応していくのはやはり負担が
大きく、体制も人材も不足していると考えている。 

 
４－４．政府や事業者団体への要望や期待について教えてください。 
・開示ツールや開示情報が増えていくため、情報開示に関する業務負荷が増える一方である。上場
企業ばかりに開示要請が高まり、不利になっている印象を受けるため、情報開示のフレームワーク等
は一本化してもらえると有難い。 

 
以上 
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（２）アンケート企業事例概要 

 

120



 
 

ANAホールディングス株式会社  

 
１）統合的開示への取り組みについて 
１－１．統合的開示への取り組みに着手した時期、きっかけ・背景・狙いについて教えて下さい。 
・2005年から 2009年は、CSR レポートと財務中心のアニュアルレポートの 2本立て。最初の統合
報告書の発行は 2010年度。 
・財務中心のアニュアルレポートを制作するにしても、事業の土台となる安全運航や顧客満足への対
応等の観点なくして企業価値を測れない、投資家の理解を得られないことから、統合報告を試行し
はじめた。当時すでに統合報告書を発行していた企業にヒアリングをする中で、航空業界という特性
から統合報告を目指すべきというアドバイスもあった。 

 
１－２．統合的開示を実施するにあたって、参照された基準やガイドラインがありましたら教えて下さい。 
・統合報告書については、IIRC、経産省価値協創ガイダンス、データ開示については、GRI、SASB
を参照。コーポレートガバナンス・コードへの対応として TCFD に沿った対応を実施。 

 
以下 2点を目的として、DJSI､FTSE､MSCI､CDP の外部評価を重要視している。 
・情報開示のレベルを上げていくツールとして活用。質問のトレンドを見ることで、今どういう対応や情
報の開示が求められているのかを把握することができる。 
・ESGにかかわるKPIを設定する際、ESG経営全般の進捗とレベルを測る客観的指標として設定。
役員報酬にも連動させている。 

 
１－３．環境・社会の持続可能性に関わる取り組みを企業経営全体の中でどのように位置付けていますか。 

・ANAグループが持続的な成長を続けていくためには、社会を構成する一員として地球環境・社会の
持続可能性が不可欠であり、その課題に取り組むことで社会から必要とされる企業であり続けること
が必要である。またエアライングループとして外的要因（気候変動による自然災害、テロ・戦争、感
染症等々）が事業運営に及ぼす影響が大きく、社会の動向を適切に把握し、対応していくことによ
り企業の強靭性を高めることとなる。 
その為、常にステークホルダーとの対話を通じて社会の動向、社会からの要請を把握して、先んじて
経営戦略・事業運営に反映させていくように取り組んでいる。 
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（出所：ANA ホールディングス株式会社 統合報告書 2022） 
・ANAグループは持続的な企業価値向上を実現するために、事業環境や社会情勢の変化に応じた
短期的な取り組み（事業戦略の実行）と、あるべき姿を定めた中長期的な取り組み（重要課題
への対応）の両方の時間軸を意識した対応を推進することで、社会的・経済的価値の同時創造
を追及している。 
・安全運航はじめ、社会課題への取り組みは企業価値に直結するものと考えている。 

 
１－４．統合的開示を進める上での社内体制について教えて下さい。 
・統合報告書については、IR・サステナビリティ推進・広報（コーポレートブランド担当）の 3部から担
当者をアサインして作成している。 
・各種評価、アンケート対応を含めて、求められる情報開示（データ関連）はサステナビリティ推進
部より各社・各部署に依頼の上、取りまとめを実施。 

 
１－５．経営会議と取締役会において、またステークホルダー（従業員、取引先等）との間で、ESG・サ

ステナビリティに関してどのように位置付け、取り扱われているでしょうか。数年前（3～4年前）
との関心度の違い・認識の変化、また議論する頻度・内容について教えて下さい。 

・ESG 投資の動きなどもあり、経営層において ESG への取り組みは不可欠（経営そのもの）という
意識は高くなっている。エアライングループとして環境への対応（航空機からの CO2 排出量の削減）
は、経営戦略上特に大きな課題（社会からの強い要請、対応にかかわるコスト負担）となっている。 
・情報開示だけではなく、自社の活動全般に ESG をどう取り組んでいくか難しさを感じている。自社の
ホームページを作り込んで見やすくすることは、機関投資家以外の多くのステークホルダーにも分かり
やすく理解していただくとことになり、イコール、社員もその情報を見ることとなる。社員の意識向上に
向けては継続的に取り組んで行く必要がある。 
・CEO を統括とする ESG に関わる会議（グループ ESG経営推進会議）を実施している際に「海外
で ANA のブランド価値を上げていく為に、ESG の側面で対応している企業であることを打ち出してい
くことが重要」という議論となった。海外のナショナルスタッフはそういった点にロイヤリティーを求めている。 
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・社員のロイヤリティーやモチベーションを上げていくという観点の中に ESG も入っている。例えば社内
報で、「ESG 強化月間」を周知しているが、「ESG って何」というのを社員向けに分かりやすく説明し
たり、社員を登場させたり、工夫しながらやっている。特に若い世代にとって、企業の環境や社会課
題の解決に向けた取り組みが、企業を選ぶ大きな要素となっている。 

● ESG に関する委員会 
・「グループ ESG経営推進会議」を設置。総括は CEO、議長は CEPO：チーフ ESG プロモーション
オフィサー。リスクマネジメントやコンプライアンスをはじめとしたグループ全体の ESG経営推進にかかわ
る重要方針や施策についての議論を行っている。 
グループ ESG経営推進会議の事務局は、総務部（リスク）、法務部（コンプライアンス）、サステ
ナビリティ推進部（サステナビリティ）が担当し、それぞれのテーマについての資料作成、事前の統括
（CEO）/議長（CEPO）への説明を実施。 
また重要な ESG 経営課題については、経営戦略会議にて審議・報告することとし、その際の議論
ポイント等は ESG 各テーマにかかわる部署にて作成している。グループ ESG 経営推進会議、経営
戦略会議で取り扱われる重要テーマについては取締役会に上程している。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
（出所：CSR研究会講演時資料） 

● ステークホルダーとの対話 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：CSR研究会講演時資料） 
・社内外のステークホルダーとの対話が、取り組み推進や情報開示の起点。ESG 経営推進サイクル
として、以下を回している。 
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① 対話により要請を把握（企業を取り巻く最新動向、エアライングループとしての ANA グループに対す
る課題認識、良い意味での期待等を聞いている）。 

② 上記を起点に実際の取り組みを推進（KPI を設定しつつ）。 
③ 最終段階として、情報開示。 
→①へ。透明性の高い情報開示によって、多方面から意見が出やすい（特に人権報告書で顕著）。
それは対話の中での材料になり、さらに対話が充実し、良好なサイクルが回ることにも繋がる。 

 
対話は継続的・定期的に実施。 
・環境：特に注目度が高い。WWFジャパンやコンサベーション・インターナショナル・ジャパンとは年１回
程度。 
・ESG経営推進：ESG全般について（特に G の対応、経営戦略としての環境施策の見せ方）。
World Benchmarking Alliance、Hermes EOS（議決権行使助言会社）と年１回程度。 
・ビジネスと人権：World Benchmarking Alliance、Corporate Human Rights Benchmark
（CHRB）、Institute for Human Rights and Business（IHRB）等、年によって相手を替え
ながら 6年程継続的に実施。 

 
対話は、下期が中心。 
上期：統合報告書の制作や外部評価対応等が中心。 
下期：対話を中心に実施。対話で得た意見を、来年度の計画、中期経営戦略に反映していく。 
 
１－６．ESG・サステナビリティに関わる開示について、その対象読者と開示媒体の棲み分けについてどの

ような方針・考え方に基づき整理をされていますか。また開示時期はどのようなタイミングとされて
いるかについて教えてください。特定のステークホルダーに特化した媒体の有無や、媒体間の連
携や重複を避けるための工夫はございますでしょうか。 

・広報リリース：広く全般に、タイムリーに新たに実施することなどを発信。 
・ウェブサイト：株主・投資家、社員、お客様、就活中の学生など幅広いステークホルダー向けに、理
解しやすいよう、メッセージ性やストーリー性を持たせて発信。より詳細の情報については、ウェブサイ
トよりアクセスできるようにしている。 
・統合報告書：機関投資家が中心。各種ガイドラインを参照にしつつ、ウェブサイトの内容から重要
テーマを記載。TCFD レポートを含む。 
・人権報告書：統合報告書に含めるのが分量的にも難しいため、個別で発行。国連のガイドライン
に沿って進めるべきテーマへの対応、英国現代奴隷法等のステートメントへの対応も踏まえて制作。 
・データ集：外部評価で使われることが多い。評価を上げるためにも、英語での開示、アクセシビリティ
の向上が重要。 
・どの観点からアプローチしていくかによって、非財務情報の開示充実の定義は異なる。「このステーク
ホルダーだけに対応」というのは難しくなっている。必要なのは、ストーリー性を持って長期的に語るも
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のと、具体的に進捗を説明するもの（環境の実績等のデータ含む）を使い分けていくこと。 
また、例えば同じ「環境」テーマでも、相手により求めているものが違う。Hermes EOS や World 
Benchmarking Alliance との対話では、2050 年に向けて実際にどうトランジションするのかというス
トーリーを持った情報開示の必要性が言われていた。一方、国内の機関投資家とのダイアログでは、脱
炭素に向けたコスト負担や、いつまでにどういう対応をするのか、といった短期的・具体的な質問が多い。 
コーポレートガバナンス・コードの改訂もあり、有価証券報告書への非財務情報・サステナビリティ情
報の取り込み方が今後大きなテーマになると考えている。 
いろいろなツールを使いながら取り組みを開示することとあわせて、ウェブサイトの充実等による社員へ
の発信、意識向上も重要。 

 
２）マテリアリティの捉え方について 
２－１．どのような考え方に基づきマテリアリティを設定していますか。 
・企業にとって様々な環境・社会課題がある中で、社会・自社にとってインパクトあるものを特定し、優
先順位付けをしたうえで取り組みを進めていくことが重要である。 

 
３）マテリアリティの特定プロセスと運用について 
３－１．マテリアリティと、パーパス・経営理念、リスク・機会、ビジネスモデル、インパクトといった概念との

関係の、貴社における整理・考え方について教えて下さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：CSR研究会講演時資料） 
上図のように、①ANA グループの経営理念・戦略との一貫性・継続性という観点、②グループの事業活
動を通じた課題解決への貢献（ANA グループの持っているネットワーク、過去から引き継いできた DNA
等の強み）、③長期的なグローバルな社会課題、の３点を踏まえてマテリアリティを特定。 
 
３－２．マテリアリティ項目の抽出プロセスについて教えて下さい。 
・マテリアリティについては「社会・環境に対するインパクト」「ANA グループの事業運営におけるインパク
ト」の両面から検討。ANA グループの事業運営におけるインパクトにおいて、そのインパクトは事業に
おける機会とリスク、その結果としての財務的インパクトを含んでいる。 
・マテリアリティについては経営企画部門を中心に関連する部署を集めたプロジェクト形式で検討。そ
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の内容について社外有識者からの意見をもらい、経営層にて確認。 
・マテリアリティの策定は 2015 年度であるが、その後定期的に社外との対話により社会動向・ANA
グループへの要請を把握し、修正の必要性がないかを確認。 

● 特定プロセス（2015年に特定、2016年から実行） 
①優先順位づけ 
  
 
 
 
 
 
 
 

（出所：CSR研究会講演時資料） 
縦軸：ステークホルダーの関心の高さ、ANA グループの事業運営が社会・環境にもたらすインパクトの大
きさ。 
横軸：ANA グループの事業におけるインパクト（理念、ビジョン、戦略の方向性へのインパクト、機会とリ
スク）。 
→重要性が高いもの（右上）を特定 
 
②重要課題の妥当性確認 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：CSR研究会講演時資料） 
1) 様々な国に就航する自社が置かれている環境、国際社会の課題に対する動向の把握。 
2) 社内の関連部署、社外のステークホルダーとの対話を通じて、優先順位づけ。 
3) 外部有識者との対話、経営層レベルの議論を通じて、妥当性の確認。 
※マテリアリティ特定プロセス以外でのステークホルダーとの対話 
サービス業として、お客様の声は常に入ってくる。また、コロナ禍で経営が厳しい中、役員からのメッセージ
発信と社員との意見交換を重ねてきた。そうして得た意見を、取り入れながらサステナビリティ経営を推進
している。 
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● 特定された重要課題 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所：CSR研究会講演時資料） 
4 つの課題を特定：人権、DEI、地方創生、環境 
「社会にとって」と「ANA グループにとって」を両軸で見て課題認識をしている。例えば、CO2削減は、社
会にとっては環境負荷低減、自社にとっては燃料費の削減。 
※人権と DEIは当初は一緒にしていたが、グローバルな人権課題と DEIは分けた方がわかりやすいとい
うことで整理した。 

 
３－３．マテリアリティの各項目のマネジメント方法（中長期の経営戦略との関係、事業戦略への落とし

込み、ゴール・KPI、社内管理・推進体制、社内浸透）について教えて下さい。 
・2020年に ESG に関わる中長期目標（定量・定性）を設定し取り組みを進めている。 
・新型コロナウイルス感染症の影響で中期の経営戦略がない中で ESG にかかわる中長期目標を推
進している。本来であれば、中期経営戦略があり、ESG の戦略があり、それら全体的な考え方を統
合報告書で開示するという流れであるが、それが現時点では出来ていない。現在新型コロナウイル
ス感染症から世の中が、少し回復する中で、中期経営戦略に向けて議論をしている。その中で、環
境、気候変動や生物多様性への動きや、新型コロナウイルス感染症を経たお客様の意識の変更
など、非財務の状況が外部環境認識として大きく関わってきているので、まずはしっかりとお客様、株
主・投資家、社員の声をインプットしながら中期経営戦略策定に取り組んでいるところである。 

 
３－４．マテリアリティを見直すサイクルとプロセス（直近の見直し、今後の予定）について教えて下さい。 

・マテリアリティの見直しについては、ステークホルダーと対話をし、最新動向のインプット並びに ANA グ
ループへの要請について意見聴取するダイアログを実施。様々な意見を確認しながら、適宜追加・
修正を行っている。 

 
・現在、投資家向け・社会向けの両面から開示ガイドラインが存在しており、マテリアリティの在り方に
ついては検討が必要。 
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４）統合的開示の効果と課題について 
４－１．統合的開示によって得られた効果、ステークホルダーの反応（建設的対話促進等）は如何でし

ょうか。 
● 経営層の議論での活用（効果） 
・経営会議では、外から見た時に妥当性があるのか等、社外の意見についても質問される。変えた方
が良い点、もっと踏み込んだ方が良い点、ANA グループの事業を踏まえた方向性等を議論するうえ
で、開示後の対話を通じて得た意見が非常に役に立っている。 

● 2050年に向けたトランジションシナリオへの投資家の反応（建設的対話促進） 
・ネットゼロという目標を発表した時、目標自体は素晴らしいが、それをどう実現するのかという道筋が
必要と指摘された。その時点では、不確定要素が多く、道筋を描くのは難しかったが、その後、前提
を立てられるような状況が整ってきたため 8月にトランジションシナリオを発表した。 
シナリオに対し投資家からは、未確定要素が多い中でも一旦前提を置いた上で出すことが重要で、
出した後に環境が変われば、それを説明した上で変更すれば良いだけで、目標に加えて道筋を示
すことが重要とフィードバックがあった。 

 
４－２．統合的開示の推進に向けた課題（社内、ステークホルダー要請、社会制度等）について教えて

下さい。 
● ESG と財務の結びつき 
・非財務の財務インパクトの見える化が課題。現状は、無理やりにでも何かしら KPI を立てて連携さ
せることは可能かとは思うが、マテリアリティではなく、紐付けられるものだけを取り出すということに違和
感がある。ブランド価値につながっているだろうとは言えるが、具体化・定量化は難しい。今後の検討
課題であると認識している。 

 
４－３．既存および新規公表予定の国際的な開示要請・フレームワーク（ISSB、CSRD、GRI、

ISO30414（人的資本に関する情報開示）等）への対応・備えや課題、注目している動きに
ついてどのようにお考えでしょうか。 

・様々なガイドラインが乱立する中、開示フレームワークが整理されていくことは、企業側の対応負荷
軽減から歓迎。 
今後 ISSBの動き、人的資本に関する情報開示と、開示媒体に対する要請の動きは注視していく。 

 
４－４．政府や事業者団体への要望や期待について教えてください。 
・政府として日本企業の実態に合わせ、各種ルールメーキングへの積極的関与とリーダーシップ。 
・企業の情報開示レベルを向上させるためのサポート。 

 
以上 
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花王株式会社  

 
１）統合的開示への取り組みについて 
１－１．統合的開示への取り組みに着手した時期、きっかけ・背景・狙いについて教えて下さい。 
ー統合的開示に向けたこれまでの歩み・ステップと現在のステータス。 
➢ 時期：2017年 
➢ きっかけ：経営として統合報告を出したい意向。 
➢ 背景：社会的要請に応えるため。 
➢ 狙い：持続的な「利益ある成長」に向けた事業戦略と、それを支える基盤、そして、「社会のサステ

ナビリティへの貢献」に向けた活動を関連づけて報告することで、株主・投資家をはじめとするステーク
ホルダーの皆さまに、花王の企業価値や、中長期的な成長戦略をわかりやすくお伝えすることをめざ
しました。（2018年リリース） 

➢ これまでの歩み・ステップと現在のステータス： 
・統合思考にもとづく情報開示、価値創造ストーリーの伝達のレベルを向上するために毎年改善を重ね
ている。 
・2021 年から制作体制をプロジェクト型に変更し、情報間の結合性と媒体間の連携の強化を進めてい
る。 
・投資家とのエンゲージメントツールとしての役割を重視し、対話で得られた助言や要望に基づく報告内
容の改善だけではなく、経営へのフィードバックを強化している。 

 
１－２．統合的開示を実施するにあたって、参照された基準やガイドラインがありましたら教えて下さい。 
➢ 「国際統合報告〈IR〉フレームワーク」「価値協創のための統合的開示・対話ガイダンス」「GRI スタ

ンダード」 
 

１－３．環境・社会の持続可能性に関わる取り組みを企業経営全体の中でどのように位置付けていますか。 

➢ 経営の根幹と位置付けている。 
ー環境・社会の持続可能性に関わる取り組みと企業の持続可能性に関わる取り組みを同期化させることを
意識されていますか。 

➢ YES 
ー意識されているとした場合、それらを同期化させるためにどのような創意工夫を行っていますか。 
➢ ESG視点でのよきモノづくり。 
➢ 経営層が全社戦略、推進、投資に積極的に関与する ESG ガバナンスの構築と運用。 
➢ 経営の方針として社内外に明確に示している。 

・2009年の「花王環境宣言」を通じてエコロジーを経営の根幹に据えることを宣言。 
・2019年には「ESG経営」を掲げ、ESG戦略「Kirei Lifestyle Plan」を発表。 
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・2020年に発表した中期経営計画「K25」では、「持続可能な社会に欠かせない企業になる」を  
第一の方針とし、「Sustainability as the only path」をビジョンに掲げた。 
・2021年「豊かな共生世界の実現」をパーパスとして定めると共に、企業理念「花王ウェイ」を改訂 
し、ESG視点を強化した。 

➢ 2021年に導入した新しい人財の成長活性化制度 OKR（Objectives and Key Results）に
ESG の軸を設定し、全社員が日々の業務を通じて ESG に取り組むようにした。 

ーそうした同期化した取り組みをステークホルダーに理解いただくために、開示上でどのような創意工夫を行
っていますか。 

➢ 中長期的に企業価値創造につながる価値創造ストーリーを軸に開示。 
➢ 上述した取り組みを統合レポートで開示している（統合レポートのメインターゲットは投資家と社

員）。 
➢ 一般生活者や幅広いビジネスパートナーに対しては、コーポレート web サイトや公式 SNS、企業

広告などを通じて、サステナビリティの重要性に対する気付きを与えたり、花王のESG活動を理解い
ただくための情報発信を行っている。 

 
１－４．統合的開示を進める上での社内体制について教えて下さい。 
ーどのような人数規模か。どのくらいの職能・スキルのメンバーが参加されているのか。事業ユニットのメンバ
ーの関与について。 

➢ コーポレート戦略部門を中心に、ESG 部門、会計財務部門、法務コンプライアンス部門、作成部
門などが参加する部門横断プロジェクトで推進している。グローバル視点を強化するために外部有
識者がアドバイザリーとして参加。プロジェクトオーナーは CEO で定期的にミーティングを実施してい
る。 

 
１－５．経営会議と取締役会において、またステークホルダー（従業員、取引先等）との間で、ESG・サ

ステナビリティに関してどのように位置づけ、取り扱われているでしょうか。数年前（3～4 年前）
との関心度の違い・認識の変化、また議論する頻度・内容について教えて下さい。 

※経営会議と取締役会関連について 
ーESG・サステナビリティの位置付け。 
➢ ESG コミッティが ESG 戦略に関する活動の方向性を議論決定し、取締役会に対し、ESG に活動

状況を定期的に報告している。2019年に ESGガバナンス体制を構築し ESG戦略を策定し取組
みを開始し、同時に社会の要請も高まっていることから、数年前に比べ、ESG に関する関心度、認
識が高まっている。2021年にステアリングコミッティを創設し、ガバナンスを強化したのはその一例。 

➢ 経営会議では中期経営計画「K25」をテーマに議論されている。 
ーESG・サステナビリティにおいて特に関心の高い分野。 
➢ 脱炭素、プラスチック包装容器、人権・DEI、化学物質管理。 
ー議論の「たたき台」又は「論定整理」などの資料の作成担当部門。 
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➢ ESG部門または各テーマ主管部門。 
ー担当役員、CEO、社外取締役それぞれとの事前協議の有無、内容。 
➢ 案件の内容による。 
ーESG・サステナビリティに関する委員会の設置状況やその役割。 
➢ ESGコミッティ、ESG推進会議、ESG外部アドバイザリーボード、ESGステアリングコミッティを設置。

役割については、「花王サステナビリティレポート 2022」p.17 を参照。 
ーESG について議論する頻度、内容。 
➢ 頻度：ESG コミッティは、6回/年、ESG推進会議は 9回/年。（2021年実績） 

内容：ESG に関するリスク・機会、ESG 方針・戦略、ESG 投資、ESG ガバナンス等に関する状
況・課題の確認と対応に関する審議等、ESG活動状況のモニタリングとフィードバック。 
 

※ステークホルダー（従業員、取引先等）関連について 
ー対話・エンゲージメント、討議の頻度や内容。 
➢ ESG 外部アドバイザリーボードによる社会情勢を踏まえた提案、および進捗へのレビュー・評価を 2

回/年で実施。 
➢ ESG のマテリアリティテーマについて、主管部門が外部ステークホルダーとエンゲージメントを実施。意

見・提案をいただいたり、連携した活動を展開。 
➢ 従業員：人的資本は、企業のサステナビリティはもとより企業価値向上の基盤と位置付けている。

様々な組織レベルで対話・エンゲージメントを組み込んでいる。ESG 戦略として、人財開発、D&I、
人権、社員の安全と健康を重点取り組みテーマとして推進している。また、社員一人ひとり ESG 推
進の一翼を担うことが、全社が活性化に必須であると考え、各種施策により社員エンゲージメントを
強化している。OKRや花王ウェイWS を通じて対話している。 

➢ IR活動（統合 Rへのヒアリング含む）でも ESGは重要なテーマになっている。 
ー数年前（3～4年前）との関心度の違い・認識の変化、また議論する頻度・内容について 
～ CC部門内サステナビリティ推進部 
事業と並行したサステナビリティ活動。一部の製品で環境対応。 

→ 2016年 サステナビリティ推進部（環境安全推進本部＋サステナビリティ推進部） 
活動と情報公開を一元化。サステナビリティを推進させていく。 

→ 2018年 ESG部門 
   ESG経営の推進。 
 
１－６．ESG・サステナビリティに関わる開示について、その対象読者と開示媒体の棲み分けについてどの

ような方針・考え方に基づき整理をされていますか。また開示時期はどのようなタイミングとされて
いるかについて教えてください。特定のステークホルダーに特化した媒体の有無や、媒体間の連
携や重複を避けるための工夫はございますでしょうか。 
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ー有価証券報告書での開示内容の拡充が検討されている中での「法定開示（制度報告）」と「任意開
示（自主報告）」の位置付けや使い分けについてはどのように考え、整理していますか。 

➢ 法定開示の目的は社会で合意された要請に対し説明責任を果たすことであり、任意開示は自社
らしさ、幅広い観点での自社優位性を明示し更なる企業価値の向上を図ることが目的。 

ー財務情報と ESG情報のスコープ（対象範囲等）についての考え方や課題点。 
➢ 生活者を重要なステークホルダーとする企業として、マルチステークホルダーをターゲットとしており、環

境・社会的マテリアリティを含むダブルマテリアリティを適用している。 
ーステークホルダーとの対話のプロセス・取り組み・ESG情報開示までの PDCAのサイクル。 
➢ ESG外部アドバイザリーボードからの提言とその対応、加えて ESGの重点取り組みテーマ別に外部

ステークホルダーとのエンゲージメントを通じて PDCA サイクルを回している。開示情報では、助言と
対応について記載している。 

➢ IR活動を通じた投資家との対話も実施し、活動や開示に活かしている。 
 

２）マテリアリティの捉え方について 
２－１．どのような考え方に基づきマテリアリティを設定していますか。 
➢ 目的： 

① 社会の状況や課題、花王への期待の変化を捉え、的確に対応する 
② 花王の方針、事業環境や戦略の変化を踏まえ、重点活動を戦略的に実行する 
③ 経営資源を効果的に投入し、実効性のある活動にする 

 
３）マテリアリティの特定プロセスと運用について 
３－１．マテリアリティと、パーパス・経営理念、リスク・機会、ビジネスモデル、インパクトといった概念との

関係の、貴社における整理・考え方について教えて下さい。 
➢ ダブルマテリアリティに基づいた ESG 戦略をもとに、財務視点でのマテリアリティと事業戦略の策定実

行に引き続き取り組んでいる。 
３－２．マテリアリティ項目の抽出プロセスについて教えて下さい。 
➢ 「花王サステナビリティレポート 2022」 P.14 をご査収ください。 
ーマテリアリティが対象とする範囲（財務的マテリアリティ、環境・社会的マテリアリティ、事業等のリスクと
いった全社的な管理事項との関係等）はどのように捉えていますか。 

➢ ESG 戦略はダブルマテリアリティの観点で策定している。経営戦略は財務的マテリアリティに基づいて
策定している。 

ーマテリアリティの導入の方法（どの会議体で最終的に決めたのか等、そのための案を誰の責任でどの部
署が作成したのか、当初案は担当部署がどのような考え方に基づき整理したのか、そのプロセスとしてど
のような手順を踏んだのかなど）。 

➢ ESG委員会（現 ESG コミッティ）で審議し、取締役会で承認。 
－グループ内での社内議論のプロセス（プロジェクトの構築、グローバル企業の場合は海外との調整
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等）。 
➢ 本社が主導し、社内外の調査においては、各部門、海外関係会社が協力。 
ーエンゲージメントの対象としたステークホルダー（取引先の要求等を含むか）。 
➢ 社員 71名（日本人 39名、その他 32名）。 
➢ 社外32名（社外消費者・顧客、サプライヤー、地域社会、NGO／NPO、アカデミア、業界団体・

同業者、株主・投資家）。 
－特定されたマテリアリティのうち、特に議論になったものとその理由。 
➢ 社内外の調査結果により、高い重要度のテーマは社外、社内でもほぼ一致した結果であったため、

その後の社内の選定プロセスで大きな議論になるような問題は無く、進行した。 
ーマテリアリティの策定年度やその後の変化等について。 
➢ 2018年。 
➢ 外部アドバイザリーボードによる世界情勢の動向を踏まえ毎年レビューしており、社会の変化はある

ものの、花王が目指す方向性、ESG ビジョン・戦略の一層の強化が求められる環境になったと捉え
ている。 

－業態によるマテリアリティの設定・課題(BtoB、BtoC、業界ごと、コングロマリットとしての特徴や課題)。 
➢ 生活者視点の ESG戦略が最大の特徴である。 
 
３－３．マテリアリティの各項目のマネジメント方法（中長期の経営戦略との関係、事業戦略への落とし

込み、ゴール・KPI、社内管理・推進体制、社内浸透）について教えて下さい。 
－特にゴール・KPI における、定性・定量把握（可視化）、インパクト指標の実施・検討状況。 
➢ KPIはほとんどが定量指標。インパクト指標を提示し事業成長への道筋をつける点に課題。 
 
３－４．マテリアリティを見直すサイクルとプロセス（直近の見直し、今後の予定）について教えて下さい。 
－マテリアリティの時間軸（時代の変化とともどのように対応していくのか。ダイナミックマテリアリティへの考え)。 

➢ 時代の変化とともに社会が捉えるテーマの優先順位には変動がある。 
環境・社会的マテリアリティは影響が無いとは言い切れないが、すぐに変わるものでもない。財務的マ
テリアリティは、経営戦略の見直しがあれば変化し得るものであるので、経営環境に応じた見直しが
必要になる。 
 

４）統合的開示の効果と課題について 
４－１．統合的開示によって得られた効果、ステークホルダーの反応（建設的対話促進等）は如何でし

ょう。 
➢ 花王の ESG 経営とそれに基づく統合的な情報開示には一定の評価をいただいているが、さらなる進
化を求められている。具体的には、ますます厳しくなる経営環境の中で、ESG に関する取組と企業価
値向上との関係の明確化と両者をより強固に関連づける戦略の開示が求められている。 
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４－２．統合的開示の推進に向けた課題（社内、ステークホルダー要請、社会制度等）について教えて
下さい。 

ー「ESG情報」の「企業価値・財務情報」への結びつき・関連性に関する「信頼性・確からしさ」について、記
述に際しての考えや、今後の取り組み方針。 

➢ サステナビリティ情報は企業の将来価値を評価するのが目的ではあるが、サステナビリティ情報の財
務的インパクトは、内容的にも時間的にも間接的であり仮定が含まれる情報である。現時点のファ
クトと仮定の信頼性を向上させ、投資家、ステークホルダーの判断の確度を高めていきたい。 

ーESG情報の信頼性を高めるための第三者意見や第三者保証についての考え・対応。 
➢ 法定開示は比較可能性が前提であり、基本的に第三者保証が必要だが、各社が比較可能に耐

えうる算定基準を設定できるような指標であるべきだと考える。例えば、GHG 排出量の
Scope1+2 は比較可能な算定基準があるが、現段階では Scope3 は多くの仮定が含まれており、
恣意的な操作が可能な指標であり、区別すべきだと考える。 

－今後開示の必要性が高まってくると感じているサステナビリティ・ESGの分野。 
➢ 重点取り組みテーマに関しての、行政・NGO・市民社会への働きかけ。 

 
４－３．既存および新規公表予定の国際的な開示要請・フレームワーク（ISSB、CSRD、GRI、

ISO30414（人的資本に関する情報開示）等）への対応・備えや課題、注目している動きに
ついてどのようにお考えでしょうか。 

➢ 乱立していた基準が統一される動きは歓迎する。 
➢ ISSB への一本化の動きに合わせ、投資家から環境・社会的マテリアリティから財務的マテリアリティ

を抽出するよう要請がある。一方、GRIはダブルマテリアリティが的確とのスタンスを明示している。 
マルチステークホルダー資本主義もしっかりと推進する必要があると考える。 
 

４－４．政府や事業者団体への要望や期待について教えてください。 
➢ 再生可能電力供給の拡大。 
➢ 企業によるサステナビリティの取組みが、一般生活者にとっても広く評価され、ビジネスが社会をサス

テナブルにするけん引役になりやすい社会の構築。 
 
 

以上 
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ソニーグループ株式会社 

 
１）統合的開示への取り組みについて 
１－１．統合的開示への取り組みに着手した時期、きっかけ・背景・狙いについて教えて下さい。 
・ソニーは創業以来、社会にとって意義のある会社であり続けるという理念を大事にしてきましたが、
2018 年に吉田が CEO に就任して以降、特にサステナビリティを経営の重要な要素として位置づ
け、取り組みを強化しています。 
・「クリエイティビティとテクノロジーの力で、世界を感動で満たす」という Purpose と「人に近づく」という
経営の方向性を、繰り返し発信し、長期視点で人を軸とした取り組みを行っています。 
・2018年以降、サステナビリティ説明会(ESG説明会)の継続実施、2019年より統合報告書を発
行しています。 
 

１－２．統合的開示を実施するにあたって、参照された基準やガイドラインがありましたら教えて下さい。 
・国際統合報告評議会（IIRC）「Integrated Reporting〈IR〉」 
・経済産業省「価値協創のための統合的開示・対話ガイダンス」 
・環境省「環境報告ガイドライン（2018年版）」 
・Global Reporting Initiative「GRI スタンダード」（2016年発行） 

 
１－３．環境・社会の持続可能性に関わる取り組みを企業経営全体の中でどのように位置付けていますか。 

・ソニーは今後も、「感動」を軸とした経営を行っていきますが、クリエイターが感動コンテンツを生み出し、
ユーザーがこれを享受するためには、私たちが安心して暮らせる社会や健全な地球環境があることが
前提となります。ソニーでは、人々が存在する社会と地球環境に対する「責任」を果たすとともに、技
術や事業によって「貢献」していくことを重視しています。 
・また、ソニーには多様な事業があり、事業ごとにサステナビリティに関する課題も異なります。グループ
全体で重要となる課題を明確にした上で、各事業がそれぞれの特性を生かし、関係する課題に取
り組んでいます。2022 年５月に開催した事業説明会においても、各事業トップからそれぞれが注
力しているサステナビリティへの取り組みを紹介しています。 

 
１－４．統合的開示を進める上での社内体制について教えて下さい。 
・コーポレート部門が中心となり、各事業とも連携して開示を進めています。 

 
１－５．経営会議と取締役会において、またステークホルダー（従業員、取引先等）との間で、ESG・サ

ステナビリティに関してどのように位置付け、取り扱われているでしょうか。数年前（3～4 年前）
との関心度の違い・認識の変化、また議論する頻度・内容について教えて下さい。 

・サステナビリティを推進する社内体制としては、取締役会によって選任されたサステナビリティ担当上
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級役員の管轄のもと、ソニーグループ株式会社の本社機能組織としてサステナビリティ担当部署を
設置しています。 
・サステナビリティ担当部署は四半期ごとに取締役会に対し活動を報告しています。また、原則として
年に一度、取締役会においてソニーのサステナビリティ全般に関する活動状況を報告し、レビューを
受けています。さらに、重要性の高い案件に関しては、その案件を担当する上級役員および担当部
署より取締役会へ定期的に報告が行われ、取締役会のレビューを受けます。 
・また、サステナビリティを推進していく上で、社員一人ひとりの意識を向上させることが重要と考え、社
内浸透に向けたさまざまな取り組みを行っています。 

• サステナビリティアワードの開催 
• サステナビリティフォーラムなどイベントの開催 
• 全社員を対象としたグローバルオンライン会議におけるサステナビリティをテーマとしたセッションの開催 
• 社内ウェブサイトでの情報発信 
• e-ラーニング研修の実施 

 
１－６．ESG・サステナビリティに関わる開示について、その対象読者と開示媒体の棲み分けについてどの

ような方針・考え方に基づき整理をされていますか。また開示時期はどのようなタイミングとされて
いるかについて教えてください。特定のステークホルダーに特化した媒体の有無や、媒体間の連
携や重複を避けるための工夫はございますでしょうか。 

・ソニーは、ステークホルダーの皆様への適切な情報開示とコミュニケーションが大切であると考えていま
す。 
・中長期の価値創造に向けた経営方針、事業戦略など、財務情報と非財務情報を統合的に報告
する統合報告書「Corporate Report」を 2019年から発行しています。（８月末発行） 
・さらに幅広いステークホルダーの皆様向けにサステナビリティ・CSRに関する活動などの非財務情報を
網羅的かつ詳細に報告する「サステナビリティレポート」を発行しています。（８月末発行） 
・主に投資家・株主の皆様に向けに事業の概況および財務・非財務情報をウェブサイト「投資家情
報」で開示しています。 

 
２）マテリアリティの捉え方について 
２－１．どのような考え方に基づきマテリアリティを設定していますか。 
・マテリアリティを「中長期的な社会の変化および多様なステークホルダーのニーズを踏まえた、ソニーの
価値創造に影響を与えるサステナビリティに関する重要項目」と定義し、自社視点・ステークホルダー
視点の両面から、ソニーを取り巻くさまざまなサステナビリティ課題の重要性を評価しました。 
・その結果、最も重要なマテリアリティ項目は「気候変動」、「ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョ
ン」、「人権の尊重」、「サステナビリティに貢献する技術」と特定しました。 
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３）マテリアリティの特定プロセスと運用について 
３－１．マテリアリティと、パーパス・経営理念、リスク・機会、ビジネスモデル、インパクトといった概念との

関係の、貴社における整理・考え方について教えて下さい。 
・ソニーの Purpose は、「クリエイティビティとテクノロジーの力で、世界を感動で満たす」です。また、感
動を創るクリエイターや感動するユーザー、そして Purpose を共有し事業を推進する社員を含む
「人」に近づくことを経営の方向性と定めています。 
・ソニーグループは、多様な事業をグローバルに展開しています。これらの事業を通じて感動を生み出
すとともに、社会と地球環境が抱える課題に対応していく明確な姿勢と行動がステークホルダーから
求められていると認識しています。 
・Purpose を構成する「クリエイティビティ」や「テクノロジー」は、人と事業の「ダイバーシティ」とともにソニ
ーの「価値創造のドライバー」として位置づけ、マテリアリティを「中長期的な社会の変化および多様
なステークホルダーのニーズを踏まえた、ソニーの価値創造に影響を与えるサステナビリティに関する重
要項目」と定義しています。 

 
３－２．マテリアリティ項目の抽出プロセスについて教えて下さい。 
・2018 年度に選定したソニーグループ全体のマテリアリティを 2022 年度に改めて見直しを行いまし
た。2022 年度のマテリアリティ項目の抽出・整理は、社内外の情報や文献をもとに、ソニーにとって
関連性が高いマテリアリティ項目を選定しました。これらの項目の選定にあたっては、サステナビリティ
報告に関するグローバルな標準である GRI の「サステナビリティ・レポーティング・スタンダード」や
SASB の「サステナビリティ会計基準」、ESG 評価機関の評価基準、他社、国際機関のレポート、
持続可能な社会に向けた世界共通のゴールである「SDGs」などを参考にしています。 
・抽出・整理した項目について、自社およびステークホルダー視点での評価を実施しました。自社視点
での重要性は、ソニーグループの本社機能を担当する上級役員が、中長期的にソニーの価値創造
能力に与えるポジティブもしくはネガティブなインパクトの観点から、各項目を評価しました。また、ステ
ークホルダー視点での重要性は、NGO、投資家、ESG評価機関、メディアなどが公表している情報
などに基づき、各項目を評価しました。 
・経営層および取締役会のレビューを経て、最も重要なマテリアリティ項目を特定しました。 

 
３－３．マテリアリティの各項目のマネジメント方法（中長期の経営戦略との関係、事業戦略への落とし

込み、ゴール・KPI、社内管理・推進体制、社内浸透）について教えて下さい。 
・「気候変動」、「ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン」、「人権の尊重」、「サステナビリティに貢
献する技術」を最も重要なマテリアリティ項目として特定しました。 
・各領域の専門部署が各事業とも連携しながら計画を進めています。 

 
３－４．マテリアリティを見直すサイクルとプロセス（直近の見直し、今後の予定）について教えて下さい。 
・2018 年にマテリアリティ分析を実施しましたが、自然災害の多発、新型コロナウイルス感染症の流

137



 
 

行、人権リスクの拡大と社会の分断、新たな地政学リスクなど 4 年間でソニーを取り巻く環境も大き
く変化しました。 
・社会環境の変化やステークホルダーからの要請、ソニーグループの事業の注力領域などを踏まえ、全
社視点で改めてマテリアリティ分析を実施しました。 
・今回のマテリアリティ分析の結果は現在のソニーを取り巻くサステナビリティの重要項目を特定したも
のであり、これらの項目への取り組みを強化していきますが、今後も定期的にマテリアリティは見直し
していきます。 

 
４）統合的開示の効果と課題について 
４－１．統合的開示によって得られた効果、ステークホルダーの反応（建設的対話促進等）は如何でし

ょうか。 
 統合報告書は一定の評価をいただいたと考えています。 
 報告書を通じて、ソニーの長期的な経営の取り組みについて知っていただくとともに、投資家をはじめ
とするステークホルダーとの更なる対話の強化にもつなげていくことを目的としており、この目的に資す
るものとなっていると考えています。 

 社内においても、社内報で統合報告書の内容を社員向けに紹介するなど、社員への浸透もはかっ
ています。 

 引き続き、様々なステークホルダーとの対話と「学び」を重視し、長期視点でサステナビリティ経営の
進化を追求していきます。 

 
４－２．統合的開示の推進に向けた課題（社内、ステークホルダー要請、社会制度等）について教えて

下さい。 
 環境、人材などの取り組みは継続的に行っているが、社会や技術の変化に伴い、新たに出てくる課
題にどう対応していくかも重要です。これらサステナビリティ課題への取り組みを透明性高く開示して
いけるかは課題です。 

 
４－３．既存および新規公表予定の国際的な開示要請・フレームワーク（ISSB、CSRD、GRI、

ISO30414（人的資本に関する情報開示）等）への対応・備えや課題、注目している動きに
ついてどのようにお考えでしょうか。 

 法規制動向や要請事項を把握し、関係部署と連携しながら準備を進めていきます。 
 

４－４．政府や事業者団体への要望や期待について教えてください。 
 さまざまな地域・団体の開示要請について、実作業も踏まえ、要請内容の整合性を一定程度保っ
ていただきたい。 

 
以上 
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SOMPOホールディングス株式会社 

 
１）統合的開示への取り組みについて 
１－１．統合的開示への取り組みに着手した時期、きっかけ・背景・狙いについて教えて下さい。 
・SOMPOグループは、国内損保、海外保険、国内生保、介護・シニア、デジタルという５つの事業を
28 カ国・地域で展開、約 75,000人の社員で構成されている。 
・地球環境室設置（1992 年）、環境レポート発行（1998 年）など、国内金融機関としては初
の先進的な取り組みを行い、環境面において業界の先頭を切って進めてきた。 
・2012年に CSR重点課題を作成、2014 年に初の統合レポートを策定したが、当時のレポートは
財務情報とサステナビリティ情報をただ合体させただけのものであった。 
・2021 年の統合レポートで、大幅に刷新をした。中期経営計画に合わせてパーパスを策定し、マテ
リアリティの見直しを行った。「安心・安全・健康のテーマパーク」により、あらゆる人が自分らしい人生
を健康で豊かに楽しむことのできる社会を実現する。これを SOMPOのパーパスと置いている。このパ
ーパスを実現することで SOMPO が「社会に提供する価値、社会が直面する未来のリスクから人々
を守ること」、「健康で笑顔あふれる未来社会を創ること」、「多様性ある人材やつながりにより、未来
社会を変える力を育むこと」を価値として提供すると位置づけた。 
・統合レポートは、パーパス実現に向けた当社の戦略・取組を訴求する情報ツールであると考えている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（出所：CSR研究会講演時資料） 
 
１－２．統合的開示を実施するにあたって、参照された基準やガイドラインがありましたら教えて下さい。 
・統合レポートについては、VRF の「国際統合報告フレームワーク」、経済産業省の「価値協創ガイダ
ンス」を参照し、価値創造プロセスを用いて活用する資本、ビジネスモデル、ステークホルダーに提供
する価値を表現している。 
・マテリアリティ特定のプロセスにおいて、以下の各種国際規範等を参考にした。 
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当社のCSR活動

 年の「黄色いワッペン」贈呈事業開始など、長い歴史を有する

 年代以降、環境・社会貢献への取り組みを本格化し、その後 へ発展

初期段階
（環境・社会貢献）

環境からCSRへ
取組の本格化

ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰ・
ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄ強化
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙなｲﾆｼｱﾁﾌﾞ
への積極参加

事業への統合

1992
・地球環境室設置
(国内金融機関初)
・『環境汚染賠償責任
保険』
1993
・市民のための環境
公開講座開始
1997
・ＩＳＯ14001取得
（国内金融機関初）
1998 
・環境レポート発行
（国内金融機関初）

1999 
・SRIファンド
『ぶなの森』開発

2000
・「CSOラーニング
制度」開始
2001
・環境・社会レポート
発行
※第三者意見導入
2002 
・ステークホルダー
ミーティング開始

2003 
・全社員向けCSR・
環境教育プログラム
スタート
2004
・CSRコミュニケーション
レポート発行
2005
・CDP参加
2006
・国連グローバル・
コンパクト、PRI署名

2007 
・お客さまの声白書
発行
2009 
・タイで『天候Index
保険』開発
・Web約款導入
2011
・SAVE JAPAN
プロジェクト開始
2012
・ISO39001取得
2014
・地域貢献
プロジェクト開始

2010
・誕生と同時に
基本方針策定

・ESGアンケート収集
スタート
2012
・CSR重点課題策定
2014
・統合レポート策定
2016
・グループCSR重点
課題の見直し
2021
・パーパス策定＆マテリ
アリティ見直し

グループ全体での
推進＆情報開示へ

の ・サステナビリティの歴史



 
 

①ISO26000、②国連グローバルコンパクト、③SDGs、④SASB、⑤DJSI の要求事項など 
 
１－３．環境・社会の持続可能性に関わる取り組みを企業経営全体の中でどのように位置付けていますか。 

・これまでの数々の ESGの取り組みから、パーパス経営を実践するための組織のネイチャーは備わって
いたが、CSR の実施計画と経営計画が別に分かれているなど経営のフレームワークにはうまく落とし
込めていなかった。それらの実施計画を全て経営のフレームワークに落とし込めるのではないかというこ
とで、新中期経営計画と合わせて検討を始めた。 
・サステナブル経営の全体像としては、「SOMPO のパーパスの実現に向け、本業を通じた社会課題
解決により経済価値と社会価値の創出に取り組む」、これを「SDGs 経営」と名づけ、新たな経営
基盤の一つに位置づけた。2021年に発表した新中期経営計画の中でもこの全体像を発表してい
る。左側の SOMPOのパーパス、これを実現するために右側にマテリアリティを策定、さらに KPIが存
在している。これを価値創造サイクルで PDCA を回しながら達成していく。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：CSR研究会講演時資料） 
１－４．統合的開示を進める上での社内体制について教えて下さい。 
・統合レポート 2022の制作に携わった部署は以下となっている。 
SOMPO ホールディングス：サステナブル経営推進部、広報部、経営企画部、人事部、法務部、
事業管理部、デジタル・データ戦略部、グローバル経営推進部、シニアマーケット事業部、IT 企画
部、秘書部、経理部、リスク管理部、内部監査部、監査委員会室、新事業推進室及び
SOMPO グループ各社担当 
※主にサステナブル経営推進部が中心となって、関連部、グループ会社担当と連携し、制作した。 

 
１－５．経営会議と取締役会において、またステークホルダー（従業員、取引先等）との間で、ESG・サ

ステナビリティに関してどのように位置付け、取り扱われているでしょうか。数年前（3～4 年前）
との関心度の違い・認識の変化、また議論する頻度・内容について教えて下さい。 

・「気候変動」への対応が、特に重要度の高いテーマとなっている。この分野でのステークホルダーから
の金融機関に対する期待・要請が年々高まっており、2021 年に SOMPO気候アクションを策定し、
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サステナブル経営の全体像
 ＳＯＭＰＯのパーパス実現に向け、本業を通じた社会課題解決により経済価値と社会価値
の創出に取り組む「ＳＤＧｓ経営」を新たに経営基盤に位置付け

 ＳＤＧｓ経営では、パーパス実現に向けて取り組む社会課題および戦略・アクションを経営の
フレームワークに組み込み、そのアウトカムを世界共通言語のＳＤＧｓで客観化しながら発
信・訴求しＰＤＣＡを実践する



 
 

それに向けた社内の体制整備や方針（保険引受・投融資）の策定、公表等を実施している。 
 
１－６．ESG・サステナビリティに関わる開示について、その対象読者と開示媒体の棲み分けについてどの

ような方針・考え方に基づき整理をされていますか。また開示時期はどのようなタイミングとされて
いるかについて教えてください。特定のステークホルダーに特化した媒体の有無や、媒体間の連
携や重複を避けるための工夫はございますでしょうか。 

以下の通り整理して開示している。 
・統合レポート：投資家向け（特に将来に向けた企業価値について言及） 
・有価証券報告書：株主・投資家向け 
・サステナビリティレポート：サステナビリティ・CSR評価機関向け 
・SDGs ブックレット：取引先・社員・代理店含め広く一般市民向け 

 
・有価証券報告書のサステナビリティ関連情報記載等について内容見直しを現在進めているところで
ある。統合レポート、有価証券報告書、サステナビリティレポート、ホームページでの開示等、様々あ
り、そこに ISSB の動きが出ている。現在は注視しており、動向を見極めた上で開示媒体の役割等
を再整理していきたいと考えている。 

 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：CSR研究会講演時資料） 
 
２）マテリアリティの捉え方について 
２－１．どのような考え方に基づきマテリアリティを設定していますか。 
・当社にとってのマテリアリティは、パーパスの実現にあたって何が必要な項目か、重点課題を整理したもの。 
（SOMPO が社会に提供する３つの価値に関して、社会の側面から経営上の重点課題として特定
したもの。） 

 
３）マテリアリティの特定プロセスと運用について 
３－１．マテリアリティと、パーパス・経営理念、リスク・機会、ビジネスモデル、インパクトといった概念との

関係の、貴社における整理・考え方について教えて下さい。 
・価値創造サイクルは、PDCA を回していくための一つのドライバーとなってくる。右側下の「既存領域
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ルート」は、現在まで取り組んできた商品・サービスの品質を上げたり、商品の内容を良くしたりしなが
らお客様評価の向上につなげて、短期的な財務に反映するような取り組みをさらに推進していく。右
側上の新たな「価値創造ルート」は、イノベーション・ソリューションを生み出し、中長期的に財務反
映するような取り組みを推進し、それが結果的に企業価値向上につながる。それを一つの活動サイ
クルにしているが「これだけでは足りない」と左側の弧の部分に注目したのが弊社の特徴となっている。 
・それをMYパーパスと呼んでいる。「原動力ルート」としている。例えばMYパーパスでも、エンゲージメ
ントが向上したり、ダイバーシティや働きやすい環境が整うということ、それが結果的にイノベーションの
向上に繋がり、MY パーパスを策定することで、自分のＭＹパーパスに突き動かされる。その取組を
推進することが結果的に右側の「SOMPOのパーパス」の達成に繋がるというサイクルをつくりたい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：CSR研究会講演時資料） 

・My パーパスを起点にしたパーパス浸透を目指している。一番大きいのは人生のパーパス（My パー
パス）であり、会社を利用して自分のパーパスを達成することが本質。SOMPO のパーパス（ミッショ
ン・ビジョン）と、社員の Myパーパスが重なった部分が、一人一人の仕事のミッションである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：CSR研究会講演時資料） 

・パーパス浸透については、トップダウン（CEO や各事業トップによるタウンホールミーティング）や、現
場での Myパーパス 1 on 1(上司と部下の対話)などを通じて行っている。アンケートや年 2回のエ
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価値創造サイクル

• ＳＯＭＰＯのパーパス実現のためのグループ全体のアクション︓「価値創造サイクル」
• 企業価値を向上させるための当社らしい成長ストーリーを示したグループ共通のフレームワーク

のパーパス浸透のアプローチ

の
パーパス

各社の
ミッション
・ビジョン

各組織の
ミッション

社員のパーパス
パーパス

社員

の
パーパス

各社の
ミッション
・ビジョン

パーパス

一人ひとりの
仕事の
ミッション

の
パーパス

各社の
ミッション
・ビジョン

各組織の
ミッション

（参考）従来のアプローチ



 
 

ンゲージメント測定で浸透を測定している。ホームページでは、役員一人一人のMyパーパスを開示
しているほか、「SOMPO伝」で社員 100人の Myパーパスを発信。 
・MY パーパス導入により、個人の働き方に関する考えなども深まることもあり、ジョブ型雇用、転勤に
関する仕組みなどの人材戦略の見直しも図っているところである。 
・ERM（統合型リスク管理）も実施しているが、統合レポートとは分けて現在は行っている状況である。 

 
３－２．マテリアリティ項目の抽出プロセスについて教えて下さい。 
・2012年 CSR重点課題策定、2014年統合レポート策定、2016年グループ CSR重点課題の
見直し、2021年パーパス策定、マテリアリティ見直しを行った。 
・マテリアリティの策定にあたり、各種国際規範（ISO26000、DJSI の要求事項等）を参照し、
様々な社会的課題を洗い出した。その中では、「経営にとっての重要性とステークホルダーへの影響
の双方の観点から SOMPO を取り巻く課題」を全て挙げ、整理した。その後、優先的に取り組む社
会課題を特定するということで、縦軸にその社会課題、横軸に SDGｓを並べ、優先課題を特定し
た。それをさらに７つのマテリアリティとして体系化した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所：CSR研究会講演時資料） 
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マテリアリティの特定プロセス
 パーパス実現に向けた価値創出ストーリーと各種国際規範等をもとに当社が取組むべき社会課題を
洗い出し、 を踏まえ優先的に取り組む社会課題を特定しマテリアリティとして体系化

具体的なアクション
マテリアリティ

（経営上の重点課題）
マテリアリティ

への貢献

持続可能な高齢社会への貢献

価値創出に向けたパートナー
シップのプラットフォーム構築

経済・社会・環境が調和した
グリーンな社会づくりへの貢献

健康と笑顔を支える
ソリューションの提供

あらゆるリスクに対する
備えの提供

事故や災害を未然に防ぎ、
レジリエントな社会に貢献

未来社会を変える人材集団の
実現

２２のマテ
リアリティ小
区分ごとに
設定

社会に提供する価値
ＷＨＹ

向き合う社会課題 推進計画

各事業
各社で
策定

保険の進化

予兆把握・未然防止

ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄな都市づくり

グリーン社会への貢献

支えられる人の支援

支える人の支援

人材多様性の強化

RDPによるｴｺｼｽﾃﾑ

社会が直面する
未来のリスクから
人々を守る

健康で笑顔あふ
れる未来社会を

創る

多様性ある人材
やつながりにより、
未来社会を変え
る力を育む

パ

パ
ス

ニュー
ノーマル

少子・
高齢化

パーパス／価値創出ストーリー ＳＤＧｓ経営

各種国際規範
①ISO26000
②国連グローバルコンパクト
③SDGs
④SASB
⑤DJSIの要求事項 等

マテリアリティの特定プロセス

 向き合う社会課題と ・ の関係性を一覧化しつつ、 の ターゲットとの紐づけを行い、
優先的に取り組む課題を特定し、７つのマテリアリティとして体系化し、ＫＰＩを選定



 
 

・社会的課題の洗い出しの段階では外部有識者からヒアリングをしている、また、全体のレポート作成
時に社外コンサルティングも活用しており、外部からの声も参考にしている。 
・損害保険事業だけであれば分かりやすいマテリアリティになるのであるが、介護事業に進出したことも
あり、業態が幅広くなった。パーパスをもとにマテリアリティの特定見直しをしなければ各事業の取り組
みがぶれてしまうという意味もあり再設定をした。 

 
３－３．マテリアリティの各項目のマネジメント方法（中長期の経営戦略との関係、事業戦略への落とし

込み、ゴール・KPI、社内管理・推進体制、社内浸透）について教えて下さい。 
・パーパス実現の取り組みと事業計画を連動させるために、事業計画上の取り組み＝社会価値創
出となるようなマテリアリティ KPI を定めた。達成状況やアクションを明確化し、事業戦略と連動した
PDCA を実践していく。 
※マテリアリティ KPI の 36項目（事業戦略 28、働き方改革 8、環境/社会貢献 6）のうち、30
項目が各事業の中計指標となっている。 

・全社のマテリアリティを落とし込んでいくときは、事業会社ごとに What、How を整理するようにしている。 
・マテリアリティの KPI の中で「数値化できない項目」をどうするかは社内でも議論となっている。工夫を
しながら数値化に取り組んでいるが、本当にできないものは無理に設定する必要はないと考えている。
マテリアリティ KPI自体も、社内 KPIもあっても良いと考えている。社内向けの KPI と社外に公表す
る KPI の 2 段階であってもよいのではないか。開示することが目的ではなく、取り組みを進めることが
重要ではないかと考えている。 

 
３－４．マテリアリティを見直すサイクルとプロセス（直近の見直し、今後の予定）について教えて下さい。 
・マテリアリティ KPI はパーパス実現に向けた取り組みの進化や戦略の変化に応じて拡充していく。
2022年度からは新たに 6項目の追加を行った。 

 
４）統合的開示の効果と課題について 
４－１．統合的開示によって得られた効果、ステークホルダーの反応（建設的対話促進等）は如何でし

ょうか。 
・2021 年より統合レポートを刷新し、対話（エンゲージメント）ツールとして活用している。現在、社
内の営業店から統合レポートの説明会や勉強会をして欲しいという依頼があるなど反響が大きい。
様々な企業から、パーパスの話も含めて対応したいという機会も増えている。今後、その取組をどの
ように具体的に展開していくかが課題と考えている。 

 
４－２．統合的開示の推進に向けた課題（社内、ステークホルダー要請、社会制度等）について教えて

下さい。 
・My パーパスを原動力とした未実現財務価値（＝非財務情報、いずれ実現すれば価値につなが
る）の向上に向けた取組を強化する。SOMPO が生み出す社会インパクトと将来的な財務価値へ
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のつながりの可視化にチャレンジ中である。仮説を立て、それに基づいて数値化を測ることを取り組ん
でいる状況。特に保険業の場合、サービスとして物がないので、より人的資本というのは強調するべ
きで、活動したことが結果的にどれだけの社会的インパクトになるのか、社会貢献につながったのかを
金銭価値化させようというのが今回の趣旨である。「My パーパスの追求、働き方改革、組織力・個
人力アップ、エンゲージメント向上、エンゲージメントの高い部署は目標達成率が高くなる」などの仮
説を立てて、相関関係の検証を進めている。現在の取組の正当性をいかに打ち出せるかが大事。
相関関係のエビデンスを積み上げて説得力を上げ、さらなる人的投資の高まりに今後つなげられる
ことを期待。2022年度内に開示をする予定である。 
・パーパスマネジメントは難しい課題である。組織のミッションと MY パーパスをどこまで結びつけられるか
が大きな鍵だと考えている。しかしながらここにチャレンジをしなければ、現在まで取り組んできた挑戦
が失敗に終わる可能性もある。そのキーマンは管理職であるので、研修等の浸透に向けた取り組み
を進めている。 

 
４－３．既存および新規公表予定の国際的な開示要請・フレームワーク（ISSB、CSRD、GRI、

ISO30414（人的資本に関する情報開示）等）への対応・備えや課題、注目している動きに
ついてどのようにお考えでしょうか。 

・ISSB を中心とした情報開示のフレームワークの統一化は、長期的な目線では有用であることから、
企業にとって大きな負担感がなく、わかりやすいものになることを期待しています。 

 
４－４．政府や事業者団体への要望や期待について教えてください。 
・情報開示のフレームワークは、現状では、上場をはじめとする大企業が中心となっていますが、社会
的なインパクトの観点からも中堅・中小企業も含めたフレームワークの検討も必要ではないかと思い
ます。 

 
 

以上 
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東レ株式会社 

 
１）統合的開示への取り組みについて 
１－１．統合的開示への取り組みに着手した時期、きっかけ・背景・狙いについて教えて下さい。 
・統合報告書の作成の必要性を社内で継続的に議論していたが、2017年 12月から 2018年 4
月にかけて経産省で「統合報告・ESG 対話フォーラム」が開催され、当社の取締役（当時）が当
該フォーラムの委員になったことを機に、社内で統合報告書作成の検討が本格的に始まった。 
・そして 2018 年に発行したアニュアルレポートは価値協創ガイダンスを参考にして作成しており、プレ
統合報告書と言っても良い内容とした。2019 年からは統合報告書として正式に位置付けた「東レ
統合報告書 2019」を発行して現在に至っている。 
・なお、非財務情報開示に関しては、 
統合的開示のための「統合報告書」、 
統合報告書で開示しきれない非財務情報の網羅と詳細報告のための「CSR レポート」、 
TCFD開示に特化した「TCFD レポート」 
を発行している。 

 
１－２．統合的開示を実施するにあたって、参照された基準やガイドラインがありましたら教えて下さい。 
・価値協創ガイダンス、IIRC 

 
１－３．環境・社会の持続可能性に関わる取り組みを企業経営全体の中でどのように位置付けていますか。 

ー環境・社会の持続可能性に関わる取り組みと企業の持続可能性に関わる取り組みを同期化させることを
意識されているか。意識されているとした場合、それらを同期化させるためにどのような創意工夫を行って
いますか。 
・意識している。例えば、CSR の中期計画である CSR ロードマップに『CSR ロードマップ 2022 は、
当社の様々な取り組みを通じて、経営戦略である「“TORAY VISION 2030”」「“プロジェクト 
AP-G 2022”」と連携しながら、創業以来継承された経営思想・価値観と会社の存在理由・目的
である「企業理念」を具現化し、「東レグループ サステナビリティ・ビジョン」の実現を含めた東レグルー
プと社会全体の持続的発展と、社会から尊敬される高い存在価値のある企業グループを目指して
いくものである。』と記述し社外に発信している。 
また社内教育でも、当社は社会の持続的発展と当社の持続的発展を目指していることを説明して
いる。 
ーそうした同期化した取り組みをステークホルダーに理解いただくために、開示上でどのような創意工夫
を行っているか。 
・同上 
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１－４．統合的開示を進める上での社内体制について教えて下さい。 
・統合報告書は IR室の 3名が中心となり、社内関係部署の協力を得ながら作成している。 
その過程では、事業ユニットのメンバーの協力を得ることもある。 
また、統合報告書で開示しきれない様々な非財務情報に関しては、CSR レポートにて開示してお
り、CSR推進室が制作を行っている。 

 
１－５．経営会議と取締役会において、またステークホルダー（従業員、取引先等）との間で、ESG・サ

ステナビリティに関してどのように位置付け、取り扱われているでしょうか。数年前（3～4 年前）
との関心度の違い・認識の変化、また議論する頻度・内容について教えて下さい。 

※経営会議と取締役会関連について 
ーESG・サステナビリティにおいて特に関心の高い分野。 
・地球環境問題の課題解決に貢献する事業及び、「健康・長寿社会への貢献」、「医療の質向上、
医療現場の負担軽減」、「人の安全への貢献」などのライフイノベーションに貢献する事業。 
ー議論の「たたき台」又は「論定整理」などの資料の作成担当部門。 
・地球環境問題の課題解決に貢献する事業、ライフイノベーションに貢献する事業、それぞれの戦略
担当部署。（地球環境戦略室、LI戦略室） 
―ESG・サステナビリティに関する委員会の設置状況やその役割。 
・当社のサステナビリティ・ビジョンの実現に向けた課題を包括的に討議・議論し全社的活動を推進す
るためのサステナビリティ委員会、サステナビリティ委員会の所掌に含まれない CSR・サステナビリティ
全般に関する取り組み推進のための CSR委員会がある。 

 
※ステークホルダー（従業員、取引先等）関連について 
―対話・エンゲージメント、討議の頻度や内容。 
・株主・投資家：IR室が定期的にエンゲージメントを実施 

社長と投資家とのスモールミーティング、IR セミナー、個人投資家説明会などを随
時開催している。 

・取引先：各事業部、購買物流部門がそれぞれ実施 
・従業員：役員が出席する従業員決算懇談会を年２回、各事業場で実施 

総務・COM部門が各種企画を実施 
 
１－６．ESG・サステナビリティに関わる開示について、その対象読者と開示媒体の棲み分けについてどの

ような方針・考え方に基づき整理をされていますか。また開示時期はどのようなタイミングとされて
いるかについて教えてください。特定のステークホルダーに特化した媒体の有無や、媒体間の連
携や重複を避けるための工夫はございますでしょうか。 

―有価証券報告書での開示内容の拡充が検討されている中での「法定開示（制度報告）」と「任意
開示（自主報告）」の位置付けや使い分けについてはどのように考え、整理していますか。 
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・有価証券報告書については法定通りの開示を実施。 
 統合報告書や CSR レポートでは任意開示事項について、株主、投資家、ESG 評価機関の意見
や評価を参考にしながら可能な範囲で開示を行っている。 
ー財務情報と ESG情報のスコープ（対象範囲等）についての考え方や課題点。 
・ESG については何処まで開示すれば良いという物差しもなく、一方で GRI や SASB などは日本の
文化や慣習に合致していない部分もあるので開示範囲についてはいつも悩んでいる。 
ーステークホルダーとの対話のプロセス・取り組み・ESG情報開示までの PDCAのサイクル。 
・ステークホルダーとの対話・ESG 評価を受けて取り組みを実施→例年 9～10 月に発行している統
合報告書や CSR レポートにて開示→それら開示情報を基にエンゲージメント実施、ESG アンケー
トに回答→取り組み実施→レポーティングといったサイクルの繰り返し。 
・非財務情報は範囲が非常に広く、数値把握についても、財務情報のようにシステム化可能な情報
と不可能な情報が混在しており、有価証券報告書と同時期に統合報告書やサステナビリティレポー
トを発行するのは不可能と考えている。 

 
２）マテリアリティの捉え方について 
２－１．どのような考え方に基づきマテリアリティを設定していますか。 
・当社の理念である東レ理念や当社のあるべき姿を実現していくために、東レグループが今後 3 年か
ら 5年の間で、優先してより力を入れて取り組むべき CSR の重要課題をマテリアリティとしている。 

 
３）マテリアリティの特定プロセスと運用について 
３－１．マテリアリティと、パーパス・経営理念、リスク・機会、ビジネスモデル、インパクトといった概念との

関係の、貴社における整理・考え方について教えて下さい。 
・マテリアリティは「東レ理念」を実現するための重要課題。 
・リスクや機会、ビジネスモデル、インパクトはマテリアリティを選定するうえで考慮する要素。 

 
３－２．マテリアリティ項目の抽出プロセスについて教えて下さい。 
ーマテリアリティが対象とする範囲（財務的マテリアリティ、環境・社会的マテリアリティ、事業等のリス
クといった全社的な管理事項との関係等）はどのように捉えていますか。 
・当社の理念である東レ理念や当社のあるべき姿を実現していくために、東レグループが今後 3 年か
ら 5年の間で、優先してより力を入れて取り組むべき CSR の重要課題をマテリアリティとしている。 
―マテリアリティの導入の方法（どの会議体で最終的に決めたのか等、そのための案を誰の責任でど
の部署が作成したのか、当初案は担当部署がどのような考え方に基づき整理したのか、そのプロセス
としてどのような手順を踏んだのかなど）。 
・SDGｓや GRI、SASB などの様々なスタンダードや国際規範など多くの情報からマテリアリティ候補
リストを作成。 
東レ側の視点、ステークホルダー側での視点両面で分析を実施。 
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東レ側の視点では、役員アンケート、リスクマネジメント、長期経営ビジョン、中期経営課題などで分
析ステークホルダー視点は、客先、株主、社員、社会の４面でアンケートや調査を実施。 
各調査結果を分析し、CSR 推進室が案を策定。有識者ダイアログを実施し有識者意見を取り入
れ案を修正。マテリアリティ案を CSR委員会で審議し、その後取締役会で議論し決議。 
－グループ内での社内議論のプロセス（プロジェクトの構築、グローバル企業の場合は海外との調整
等）。 

・役員アンケート、リスクマネジメントで海外視点を取り入れている。 
・客先及び株主も海外視点が入っている。 
ーエンゲージメントの対象としたステークホルダー（取引先の要求等を含むか）。 
・上記で説明済。 
－特定されたマテリアリティのうち、特に議論になったものとその理由。 
・非開示。 
―マテリアリティの策定年度やその後の変化等について。 
・2017年度に策定。今年度に見直しを実施しており、現在見直しの最終段階。 
－業態によるマテリアリティの設定・課題(BtB、BtC、業界ごと、コングロマリットとしての特徴や課題)。 
・無し。 

 
３－３．マテリアリティの各項目のマネジメント方法（中長期の経営戦略との関係、事業戦略への落とし

込み、ゴール・KPI、社内管理・推進体制、社内浸透）について教えて下さい。 
－特にゴール・KPI における、定性・定量把握（可視化）、インパクト指標の実施・検討状況。 
・CSRの中期計画である CSR ロードマップに落とし込み、それぞれで取り組み課題と KPI を設定。 
毎年フォローアップし、CSR レポート等で開示している。（現在の KPIは 39項目） 

 
３－４．マテリアリティを見直すサイクルとプロセス（直近の見直し、今後の予定）について教えて下さい。 

－マテリアリティの時間軸（時代の変化とともどのように対応していくのか。ダイナミックマテリアリティへの考え)。 

・当社の中経や CSR の中期計画である CSR ロードマップ策定のタイミングで実施。中経や CSR ロ
ードマップの機関である３年ごとに、見直しの要不要を検討。 

 
４）統合的開示の効果と課題について 
４－１．統合的開示によって得られた効果、ステークホルダーの反応（建設的対話促進等）は如何でし

ょうか。 
ー当初の狙いに対する結果はどうでありましたか。 
・当社の統合報告書については投資家や一般の評価は好評である。 
エンゲージメントにも活用している。 
―当初の狙いにはなかったものの獲得できた効果は何でしょうか。 
・当社の環境問題への取り組みについてステークホルダーに関心を持ってもらえるようになった。 
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―期待通りの効果が出なかった理由をどのように整理し、取り組みにどのように反映させていますか。 
・期待通りの効果が出なかったという事はありません。 
－ステークホルダーとの建設的対話が促進され、事業活動やサステナビリティの取り組み、情報開示に
反映された事例等。 
・統合報告書の有無にかかわらず、ステークホルダーとは対話を行っており対話で指摘を受けた事項
については取り組みの強化や見直しを検討している。その結果としての情報開示も実施している。 

 
４－２．統合的開示の推進に向けた課題（社内、ステークホルダー要請、社会制度等）について教えて

下さい。 
―「ESG 情報」の「企業価値・財務情報」への結びつき・関連性に関する「信頼性・確からしさ」につい
て、記述に際しての考えや、今後の取り組み方針。 
・「ESG 情報」を充実させて「企業価値」を向上させていくのは重要であるが、ESG 情報の見せ方の
上手い下手だけではなく、ESG 関連の計画とその実行力・計画の確からしさに評価がもう少し向い
ても良いように考えている。 
ーESG情報の信頼性を高めるための第三者意見や第三者保証についての考え・対応。 
・GHG や環境データ、安全データなどデータ面での第三者認証は取得しており、今後認証範囲やバ
ウンダリーを広げていく。しかし報告書自体の第三者認証は手間と費用、時間がかかるため義務化
は望ましくないと考えている。 
－今後開示の必要性が高まってくると感じているサステナビリティ・ESGの分野。 
・サーキュラーエコノミー、ネイチャーポジティブ、人権デューデリジェンス。 

 
４－３．既存および新規公表予定の国際的な開示要請・フレームワーク（ISSB、CSRD、GRI、 

ISO30414（人的資本に関する情報開示）等）への対応・備えや課題、注目している動きに
ついてどのようにお考えでしょうか。 

・ISSB、CSRD、GRI、ISO30414や TNFDなど国際的な動きは常に注視している。 
 
４－４．政府や事業者団体への要望や期待について教えてください。 
・情報開示について、企業に負担がかかる「過度な義務化」を行わないようにお願いしたい。 
・コンサル会社を太らせるだけの、開示の複雑化や詳細化も避けるようお願いしたい。 
・前項の国際的なフレームワークなどについては日本語でのガイダンスの早期作成を望んでいます。 
・統合報告書やサステナビリティレポートの発行は、有価証券報告書と同時期の発行は不可能なの
で、その点、宜しくお願いします。 

 
 

以上 
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パナソニックホールディングス株式会社 

 
１）統合的開示への取り組みについて 
１－１．統合的開示への取り組みに着手した時期、きっかけ・背景・狙いについて教えて下さい。 
・ 2006 年の PRI を契機に、統合報告書を発行する企業が増加。当社は、2015年以降、中長期

視点や ESG を強化した「統合報告書」としてアニュアルレポートを発刊。以降、投資家等のステーク
ホルダーの要請も踏まえて、非財務情報（ESG）の開示を強化。 
 

１－２．統合的開示を実施するにあたって、参照された基準やガイドラインがありましたら教えて下さい。 
・ IIRC フレームワーク、価値協創ガイダンス等を参照。 
 
１－３．環境・社会の持続可能性に関わる取り組みを企業経営全体の中でどのように位置付けていますか。 

・ 当社では、経営基本方針を実践するということは、サステナブルな社会を実現しながら、経営自体を
サステナブルにすることに他ならないとの考え。各事業の競争力を強化し、「環境」や「社会」へのお役
立ちを果たし、そのお役立ちの報酬として利益を生み出し、企業価値向上につなげていくという考え。 

・ この考え方は、サステナビリティ説明会の中で、グループ CEO 自ら対外的に説明。統合報告書の中
でも、グループ CEO メッセージや、価値創造プロセスとして開示。 
 

１－４．統合的開示を進める上での社内体制について教えて下さい。 
・ 統合報告書は、財務・IR 部 IR 課のメンバーが中心になり、事業部門や他の職能と連携しながら

作成。 
 

１－５．経営会議と取締役会において、またステークホルダー（従業員、取引先等）との間で、ESG・サ
ステナビリティに関してどのように位置付け、取り扱われているでしょうか。数年前（3～4 年前）
との関心度の違い・認識の変化、また議論する頻度・内容について教えて下さい。 

・ 2021年 12月に、グループ CEO を委員長とするサステナビリティ経営委員会を設置し、地球環境
問題と社会分野に関するグループ共通施策の立案と進捗のモニタリング等を推進。サステナビリティ
経営委員会から、グループ全体の経営会議や、取締役会に適宜報告を実施。 

 
１－６．ESG・サステナビリティに関わる開示について、その対象読者と開示媒体の棲み分けについてどの

ような方針・考え方に基づき整理をされていますか。また開示時期はどのようなタイミングとされて
いるかについて教えてください。特定のステークホルダーに特化した媒体の有無や、媒体間の連
携や重複を避けるための工夫はございますでしょうか。 

・ ESG・サステナビリティに関する開示媒体としては、アニュアルレポート（統合報告書）、サステナビリ
ティデータブック、サステナビリティに関するウェブサイトがある。 
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・ アニュアルレポートは、投資家を主な対象とし、事業戦略や財務状況、および非財務情報を開示。 
・ サステナビリティに関するウェブサイトでは、環境・社会・ガバナンスへの取り組み姿勢と年次の取り組

み情報を網羅的に開示。サステナビリティデータブックは、その内、特にステークホルダーの関心の高い
テーマ、およびデータを中心に開示しており、一部の内容は、適宜アニュアルレポートに抜粋、もしくは
リンクを設定。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：サステナビリティデータブック 2022 より抜粋 
 
２）マテリアリティの捉え方について 
２－１．どのような考え方に基づきマテリアリティを設定していますか。 
・ マテリアリティについては、現在作成中であり、2023年の早い段階での公開を目指しております。 
 
3）統合的開示の効果と課題について 
3－１．統合的開示によって得られた効果、ステークホルダーの反応（建設的対話促進等）は如何でし

ょうか。 
・ 統合報告書は、当初の狙いどおり、当社の中長期的な戦略の全体像、財務と非財務を統合した

ストーリーを投資家に理解頂くためのツールとして役立っている。投資家と対話をする際の基礎資料
としても 活用している。 

 
3－２．統合的開示の推進に向けた課題（社内、ステークホルダー要請、社会制度等）について教えて下さい。 

・ 現時点で、環境に関する主なデータは、LRQA リミテッドによる保証を受けています。今後の第三者
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保証のあり方については検討中。 
 
3－３．既存および新規公表予定の国際的な開示要請・フレームワーク（ISSB、CSRD、GRI、

ISO30414（人的資本に関する情報開示）等）への対応・備えや課題、注目している動きに
ついてどのようにお考えでしょうか。 

・ 各方面での開示要請・フレームワークに対しては、情報収集を行い、適宜意見出しを行なっている。 
 

 
 

以上 
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富士通株式会社 

 
１）統合的開示への取り組みについて 
１－１．統合的開示への取り組みに着手した時期、きっかけ・背景・狙いについて教えて下さい。 

・グローバルで約 12 万人の社員がおり、現地企業の M＆A 等を展開しながら富士通グループが形
成されてきた。構造改革を行っていく中で、「富士通は一体何の会社なのか、我々12 万人の社員
はどこを向いて、何を目指していくのか」その定義が必要と認識された状況にあったのが近年である。 
・事業構造、お客様・社会に提供する価値の質、ビジネスモデル等も変革していかなくてはならない。
そのような状況の中で、「経営の羅針盤が必要である」という認識の下に立ち、2020 年に「イノベー
ションによって社会に信頼をもたらし、世界をより持続可能にしていく」というパーパスを掲げた。 
・パーパスの制定に伴い、Fujitsu Way を 12 年ぶりに見直し、パーパスの実現に向けて、大切にす
る価値観を新たに設けた。社員一人ひとりが「挑戦・信頼・共感」のループで行動し、企業カルチャー
を醸成していく活動を行っているところである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（出所：CSR研究会講演時資料 ※2022年 11月時点） 
 

・統合レポートに関しては、2015年にアニュアルレポートとCSRレポートを統合し、以降、統合レポー
トとして発行してきた。統合レポート事務局である広報 IR 室、サステナビリティ推進本部が企画し、
経営層や部門に取材をして制作してきた。上述のパーパスの策定や Fujitsu Way の刷新とともに
2022 年度、「企画・制作過程で経営層各部門と対話を重ね、事業戦略とサステナビリティを統合
的に考えるツールと位置づけたい」ということを経営会議で報告し、「統合思考のツール」として役立
てていくことを目的に、経営層の理解も得て実施している状況である。 
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Fujitsu Way
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パーパス

イノベーションに
よって

社会に
信頼をもたらし

世界を
より持続可能に
していく

挑戦

信頼共感

大切にする価値観

行動規範

社会への
価値

社会への
価値



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：CSR研究会講演時資料 ※2022年 11月時点） 
・2022 年度の統合レポートの目的として「企業価値の全体像を伝える」こととしている。対象としては、
株主・機関投資家が主ではあるが「マルチステークホルダー」と設定した。これは、当社はＢtoＢ企
業であって、お客様とともにクロスインダストリーな社会課題解決を展開していくことを掲げているから
である。お客様やパートナー企業との対話に経営層やビジネスのフロントにいる社員が活用できるよう
にということも踏まえて制作した。 
・2022年度統合レポートのコンテンツとして「Fujitsu Uvance」というグローバルソリューションを中心
にどのように価値を創造し、ビジネス機会としていくのか、そして財務・非財務の関係性がどのようにな
っているのかなどを中心のコンテンツとして据える企画としている。全体を通じて変革の進捗を可能な
限り定量データで開示するとともに、定性面では、役員・社員の視点も交えて多面的に描き、変革
の様子をより立体的に表現することを目指した。 

 
１－２．統合的開示を実施するにあたって、参照された基準やガイドラインがありましたら教えて下さい。 

・IFRS 財団が提唱する「統合報告フレームワーク」や経済産業省が提唱する「価値協創のための統
合的開示・対話ガイダンス」などを参照している。 

 
１－３．環境・社会の持続可能性に関わる取り組みを企業経営全体の中でどのように位置付けていますか。 

・パーパスを実現していくために、財務・非財務の両面、両輪で経営を回していく。それによってお客
様・社会に長期的で安定した貢献を生み出すことができ、当社自身も持続的に成長していける。こ
の観点から、財務に加え、非財務の経営指標を設定した。 
・サステナビリティの重要課題として、「グローバルレスポンスビジネス（以下、GRB）」として「７つの課
題：人権・多様性、ウェルビーイング、環境、コンプライアンス、サプライチェーン、安全衛生、コミュニ
ティ」を設定し、それぞれに「ありたい姿」と「目標(KPI)」を策定している。こうした取り組みが社会や
お客様からの信頼を得たり、従業員のエンゲージメントが高まったりすることにつながっていくと捉えてい
る。非財務の経営指標として「お客さまネット・プロモーター・スコア」、「従業員エンゲージメント」、カル
チャーの変革を「ＤＸ推進指標」を設定している。 
・2021 年に、サステナブルな世界の実現に向け、社会課題の解決にフォーカスしたビジネスを強力に
推進していくべく、グローバルソリューション「Fujitsu Uvance」を策定した。 
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統合レポートの位置づけ
これまで
 統合レポート事務局（広報IR室、サステナビリ
ティ推進本部)にて企画、社内取材を通じて制作

2022年度～

企画・制作過程で、経営層、各部門と対話
を重ねることで、事業戦略とサステナビリティを
統合的に考えるツールとする
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全体像・コンテンツ
を協議しながら

制作
統合レポ
事務局

経営層
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統合レポート 統合思考の浸透
＋

統合レポート

(双方向)

統合レポ
事務局

経営層
各部門

※2015年から統合レポートの発行を開始
(アニュアルレポート・CSRレポートを統合)



 
 

１－４．統合的開示を進める上での社内体制について教えて下さい。 
・事業を通じた社会課題解決への貢献と、当社の持続的な成長に向け、統合レポート制作過程自
体を、「事業戦略をよりサステナブルにしていくための経営変革の一つ」として、グローバルにビジネス
部門やコーポレート部門などの関係部門との緊密な連携を図りながら制作した。サステナビリティ経
営委員会、経営会議での企画報告を経て各部門が横断的に協力して制作している。 

 
１－５．経営会議と取締役会において、またステークホルダー（従業員、取引先等）との間で、ESG・サ

ステナビリティに関して議論する頻度・内容について教えて下さい。 
・GRB の 7 つのサステナビリティ重要課題のリーダーを役員が担当している。例えば「人権・多様性」は、グ
ローバルデリバリーの担当役員を、「環境」は Fujitsu Uvanceを担当するグローバルソリューションを担当
する役員を、リーダーとしている。サステナビリティ経営委員会（委員長：CEO）で各リーダーが進捗や
課題等を報告している。ステークホルダーに対し、責任あるビジネス(レスポンシブルビジネス)を行わないと、
海外ではビジネスができない状況になっていることなども共有されている。また、人材が極めて重要な経営
のイシューというなかで、「従業員の心身ともに健康で生き生きと働くことができる状態や、成長の機会を
提供するなど、ウェルビーイングを高めていくこと」は事業に直結した経営課題であると捉えている。 

 
１－６．ESG・サステナビリティに関わる開示について、その対象読者と開示媒体の棲み分けについてどの

ような方針・考え方に基づき整理をされていますか。また開示時期はどのようなタイミングとされて
いるかについて教えてください。特定のステークホルダーに特化した媒体の有無や、媒体間の連
携や重複を避けるための工夫はございますでしょうか。 

・統合レポート等の任意開示も、リーディング企業を目指していきたいと考えている。ESG 経営やそれ
らの情報開示は、お客様の関心事でもあり、お客様と共創する際に、富士通自身がどう実践してい
るのかをリファレンスとして紹介することは、価値提供にもつながると考えている。 
・統合レポート 2022 は 2022 年 10 月に発行したが、2021 年秋から、機関投資家へ 2021 年
の統合レポートについてのヒアリングなどを行い、企画立案した。企画案について、2022 年５月の
経営会議で報告し、制作を開始した。それ以降、経営層・各部門と内容協議を行いながらインタビ
ューを実施し、レポートの制作を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：CSR研究会講演時資料 ※2022年 11月時点） 
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統合レポート2022 制作のスケジュール・PDCA
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・統合レポートをはじめとした様々な媒体で情報開示を行っている。統合レポートは、ステークホルダー
の皆様に向け、非財務面での取り組みを財務情報と併せて一体的に提供することで、事業活動や
価値創造に向けた取り組みを総合的かつ簡潔に伝えることを目指している。網羅的な情報として、
「有価証券報告書」や「サステナビリティデータブック」にて開示している。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（出所：CSR研究会講演時資料 ※2022年 11月時点） 

２）マテリアリティの捉え方について 
２－１．どのような考え方に基づきマテリアリティを設定していますか。 

・投資家との対話の中で、「マテリアリティを、『CSR における重要課題』から『経営における重要課題
として価値創造・競争優位の源泉にどのように影響を与えるか』という観点で我々に語ってほしい。そ
れを経営に組み込むことを期待する」という声をいただいている。現在、経営・事業全体でのマテリア
リティ分析を実施している。 
・グローバル約 12 万人でビジネスを展開している中で、「どのような価値を創出するために、何に重点
投資するのか、それを決めるためにマテリアリティを決める必要がある」との認識もありマテリアリティの
特定を改めて行っている。経営層のみならず社員一人ひとりも腹落ちできるようにしていくことを目指
す。「富士通らしさ、我々の価値とは何か」を考えるためにもマテリアリティの特定が必要だと考えてい
る。 

 
３）マテリアリティの特定プロセスと運用について 
３－１．マテリアリティ項目の抽出プロセスについて教えて下さい。 

・「当社にとっての重要度」、「ステークホルダーにとっての重要度」の両側面で、マテリアリティを分析し
ていく。特定のプロセスとしては、課題特定、ステークホルダーの視点での評価、自社視点での評価
を行っている。具体的には、まず自社視点として、役員、本部長へのアンケートやインタビューなどを
実施。ステークホルダー視点としては、社員、投資家などへのアンケートやインタビュー、市場調査など
を行っている。地域社会等については、デスクトップ調査（ESG 評価などで求められている内容など）
を反映させている。 
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（出所：CSR研究会講演時資料 ※2022年 11月時点） 
・マテリアリティの特定にあたり、社外取締役・監査役にもインタビューを行っている。 
2022 年度の統合レポートで開示している価値創造モデルではビジネスモデルとして上段「Fujitsu 
Uvance」、下段に GRB を入れている。 

 
３－２．マテリアリティの各項目のマネジメント方法（中長期の経営戦略との関係、事業戦略への落とし

込み、ゴール・KPI、社内管理・推進体制、社内浸透）について教えて下さい。 
・財務指標と非財務指標、を経営指標として掲げている。財務指標と非財務指標の関係性や、
GRB の取り組みが非財務情報にどのように影響するのか等、関係性を明らかにするため、2022年
１月「非財務指標タスクフォース」を発足した。 
・人事部門、データアナリティクスセンター、マーケティング部門、サステナビリティ推進本部などがともに、
関係性の解明を進めているところである。 

 
３－３．マテリアリティを見直すサイクルとプロセス（直近の見直し、今後の予定）について教えて下さい。 

・現在実施しているマテリアリティ分析結果を 2023 年度からの新たな中期経営計画、2030 年の
長期を見据えた戦略への示唆としてインプットする。 
・時勢を反映させるべく、マテリアリティについては年次レベルで何等かのレビューは必要ではないかと考
えている。（具体的には検討中） 

 
４）統合的開示の効果と課題について 
４－１．統合的開示によって得られた効果、ステークホルダーの反応（建設的対話促進等）は如何でし

ょうか。 
・2022 年度版の統合レポートの制作にあたり、2021 年度版のアンケートとヒアリングを機関投資家
に行った。設問内容としては、「企業価値創造のストーリー性、CEO メッセージ」、「中期経営計画」、
「ESG」についてなどである。 
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進め方
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 当社の事業特性を考慮した課題リストを作成し、ステークホルダー・自社視点の
評価を行いマテリアリティの特定を実施。

課題特定 自社視点評価

•事前調査(外部環境＋内部環境) 、
社会課題ロングリストを作成

•富士通の事業特性を考慮し、ショートリスト
へ絞り込み

•社内外にとっての重要度案検討

ステークホルダー
視点評価

• アンケート/インタビュー等により、社会課題
に対するステークホルダーごとの重要度を
決定

• アンケート/インタビュー等により、社会課題に
対する自社にとっての重要度を決定

1 2 3

マテリアリティ特定

•②③の評価結果を踏まえ、
マテリアリティマトリックスを作成

• マテリアリティ案を作成
• マテリアリティ毎のリスク・機会の分析、取組の
検討

定期的に
レビュー・見直し

•外部動向を常に把握し、定期的
にレビュー・見直しを行う

4 5

36



 
 

・機関投資家からは「高付加価値事業へのシフト」、「採算性の改善」、「人的資本の拡充」、「中期
計画の詳細、成長投資や優先順位」などの開示を期待するという声とともに、「非財務の取組が時
間の経過とともにどのように財務につながるか」、また「人権等の課題への対応」などの開示がクレデビ
リティーにつながる等のフィードバックがあり。これらを踏まえて 2022年度版の企画を行った。 
・2022 年度版について、現在、機関投資家向けのヒアリングを行っているが、昨年と比較して、価値
創造のプロセスの全体の一体感が出てきている、採算性の改善と新たなビジネスについての具体性
が増している、などのポジティブなフィードバックを受けている。さらに、中期的だけでなく、長期ビジョン
を示すことを期待するなどの声も頂いている。 

 
４－２．統合的開示の推進に向けた課題（社内、ステークホルダー要請、社会制度等）について教えて

下さい。 
・人的資本経営に関しては、事業戦略と同期した人材戦略、具体的な取り組み・実績の開示が一
層求められると捉えている。また E 環境の分野では、例えば、気候変動課題に対し、自社のリスク
対応(サプライチェーンを通じた GHG 排出削減や、自然災害への対応)のみならず、機会面での情
報（投資や、気候関連ソリューションなど）開示の要請が一層高まり、産業界でも開示の高度化
が進むのではないかと考えている。さらに TNFDや、サプライチェーンを通じた人権デューデリジェンスな
どの情報開示の要求も高まるものと考えている。 
・今後の統合レポート制作のプロセスとして、上述の 1-6 の制作スケジュール・PDCA を回していく。
現在、機関投資家へのヒアリングの準備や、社員がお客様に統合レポートの内容を紹介したり、当
社がどのように社会に価値を提供したいと思っているのかなどのコミュニケーションツールとして使っても
らうべく、ワークショップの実施などを通じ社員の声も吸い上げているところである。 

 
４－３．既存および新規公表予定の国際的な開示要請・フレームワーク（IISB、CSRD、GRI、

ISO30414（人的資本に関する情報開示）等）への対応・備えや課題、注目している動きに
ついてどのようにお考えでしょうか。 

・「法定開示」と、当社の強みや中長期の価値創造を、独自性をもってプロアクティブに伝える「任意
開示」と、情報開示の全体像を整理して対応していくことを考えている。 

 
４－４．政府や事業者団体への要望や期待について教えてください。 

・ESG 情報開示について、グローバルに調和されることを政府レベルで働きかけて頂くことを期待する。
（労務など各国商慣習により異なる面は配慮しつつも） 

 
 

以上 
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株式会社ブリヂストン  

 
１）統合的開示への取り組みについて 
１－１．統合的開示への取り組みに着手した時期、きっかけ・背景・狙いについて教えて下さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：CSR研究会講演時資料） 
● これまでの情報開示 
・これまでもアニュアルレポート＋サステナビリティレポート（旧・社会・環境報告書）を統合的に編集
し、統合報告書で求められる内容をカバーできるような形で開示してきた。 
・形だけの統合報告書として一体化させることを社外から求められなかったことや、社内でも統合報告
書の必要性について経営レベルできちんと議論できる土壌が整っていなかったため､環境が整うまで
は統合報告書への移行を事務局側で止めていた。 

● 2022年に統合報告に踏み切った背景 
①経営方針とサステナビリティ戦略が 2021 年の時点ですでに一体化してきており、サステナビリティレ
ポートにおいても経営戦略や財務インパクトを語らざるを得ないレベルになった。価値創造を一体的
に語るとなれば、統合報告の形態をとるのが最適/自然な流れとの判断に至った。 

②アニュアルレポートの位置付けの見直しが進む中で、統合報告の意義や必要性が経営層や関係部
門内で理解されてきた。また、サステナビリティ部門のコーディネートのもと、経営企画機能や IR 機
能と連携してレポートを作るというコンセンサスが取れた。 

 
１－２．統合的開示を実施するにあたって、参照された基準やガイドラインがありましたら教えて下さい。 
・統合報告書の作成にあたっては、Value Reporting Foundation が提唱する国際統合報告フ
レームワークや経済産業省「価値協創のための統合的開示・対話ガイダンス」、Global 
Reporting Initiative（GRI）スタンダードなどを参照した。 
・外部評価では DJSI、FTSE4Good、MSCI、サステナリティクス､CDP を重視。特に DJSI は網羅
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当社の非財務・財務情報の報告媒体の変遷

財務

非財務

• 非財務情報は 「環境報告書」、「社会・環境報告書」、「CSRレポート」 と名称・コンセプトを変えながら、
2016年以降は「サステナビリティレポート」として発行

• 財務情報は2021年まで Annual Report 「財務編」・「事業編」を発行

Annual Report

社会・環境報告書 環境報告書 CSRレポート サステナビリティレポート

2022年度より財務・非財務情報
を統合した一貫性のある価値創造
ストーリーを伝える媒体として発行

2022年2016年-2021年2004-2008年 2010-2015年

Bridgestone 3.0 Journey 
Report (統合報告2022) 

6/29 公開

サステナビリティレポートとアニューアル
レポートを統合的に編集・開示



 
 

的に ESG 項目を確認できるので、ギャップ分析に使用、将来の社会要求の先読みにも活用してい
る。また、社外評価結果から抽出された活動レベル/情報開示レベルのギャップに対する責任機能・
部門を設定し､社内を動かすドライバーとしても使っている。当社のサプライヤーに EcoVadis を受け
てもらうようにお願いしていることもあり、EcoVadisのスコアも重視している。 

 
１－３．環境・社会の持続可能性に関わる取り組みを企業経営全体の中でどのように位置付けていますか。 

● 同期化 
・サステナビリティを経営の中核に据えると明確に位置付けた上で、事業戦略とサステナビリティを一体
化させたビジネスモデルやポートフォリオを組んでいる。また信頼醸成という観点でも、サステナビリティ
や社会貢献の取り組みを重視している。ビジョンや戦略との同期化の詳細は３－１を参照。 

● 開示上での創意工夫 
・一貫した価値創造ストーリーを展開し、トップコミットメントやグローバルマネジメントチーム ラウンドテ
ーブルを通じて､価値創造を実現するグローカル経営の進化を表現している。 
またステークホルダーからの関心が高いサステナビリティ課題の情報開示強化にも取り組んでいる（カ
ーボンニュートラルおよびサーキュラーエコノミーへの取り組みおよび実績､TCFD に沿った情報開示の
強化､人権およびサステナブルサプライチェーンに向けた取り組みの進捗､人的資本＋各課題に対す
る考え方､目標､KPIおよび具体的な成果・取り組み）。 
価値創造の取り組みの裏付けとして、グローバル CEO のコミットメントを統合報告にまとめ、いろいろ
なパートナーの方との共感、共創を呼びかけるようにしている。さらに、E8 Commitmentが策定され
た背景や経営での議論、各地域への落とし込み等を対談形式で示し、経営の考え方を伝えている。 

 
１－４．統合的開示を進める上での社内体制について教えて下さい。 
●体制 
・従来のサステナビリティ機能中心から、経営企画（厳密にはグローバル CEO 室）、IR、サステナビ
リティ機能の混成チームに組み立て直した。海外役員に対しては、サステナビリティ機能で主にコーデ
ィネーションを実施。 
・サステナビリティ機能の主担当者は数名程度。サステナビリティコミュニケーション(ステークホルダーエン
ゲージメントや情報開示対応など)の担当者が主に従事し､コンテンツの検討に各領域のサステナビ
リティ担当もサポート。他職能のメンバーも加えると､レポート作成のコアチームとしては 10名程度。 

●スケジュール 
・社外評価機関への評価織り込みなども考慮して､レポート発行時期を６月末に設定。 
・レポート発行時期から逆算して、ゴールデンウイーク前にはほぼ最終版を上げて、そこからプルーフリー
ドに入り、６月の頭には校了。そこから経営層への承認。大体３月、４月が原稿作成の山場で、
リードタイム入れて大体６か月強。 
・大きなストーリー骨子については､年度決算の公表(2 月中頃)にあわせて詰めて内容の整合をとっ
ている。有報記載事項との合わせこみもこのタイミングで実施している。ESG データについては､項目
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によって時期は異なるが概ね 3 月中に取りまとめるイメージで進めている。主要なものについては､今
後有報の発行タイミングと合わせ込んでいくことで考えている。 

 
１－５．経営会議と取締役会において、またステークホルダー（従業員、取引先等）との間で、ESG・サ

ステナビリティに関してどのように位置付け、取り扱われているでしょうか。数年前（3～4年前）
との関心度の違い・認識の変化、また議論する頻度・内容について教えて下さい。 

※経営会議と取締役会関連について 
・現在､当社においては「サステナビリティを経営の中核」と位置付けており､特にカーボンニュートラルや
サーキュラーエコノミーの実現に向けたサステナビリティビジネスモデルの構築に向けて注力している。 
・数年前においては､カーボンニュートラルやサーキュラーエコノミーの実現に向けて“環境目標”を掲げ
て取り組みを進めていたが､経営戦略やビジネスとのつながりが弱い部分があったが､サステナビリティ
ビジネスモデルとして一体化していく中で､より経営戦略・ビジネスとのつながりが明確になり､事業活
動全体での取り組みに進化してきている。 
・執行側では Global EXCO(グローバル経営執行会議)の場でグローバルにまたがる経営議題の議
論が行われており､サステナビリティも重要な議題として組み込まれている。取締役会には Global 
EXCO の議論内容が執行側の取り組み進捗として包括的に報告されており､その中にサステナビリ
ティの取り組みの進捗も含まれている。取締役メンバー/委員会より求められれば､個別のサステナビ
リティ案件について報告を行っている。 
・Global EXCO の傘下に関連委員会が構成されており､グローバルサステナビリティコミッティもその一
つとして位置付けられている。グローバルサステナビリティコミッティの傘下のカーボンニュートラルや人
権・労働慣行などに関する各専門機能のグローバルメンバーで構成されるそれぞれのグローバルワー
キンググループにて､サステナビリティのそれぞれの取り組みの方向性や目標などについて議論を行って
いる。 
・経営会議におけるサステナビリティに関する論点や方向性の提示については､サステナビリティ部門が
関連機能とコーディネートしながら上程している。内容によっては､該当する専門機能より直接経営
層に報告しており､議題に応じて柔軟に対応している。論点については､Global EXCO に報告する
前にグローバルサステナビリティコミッティでも審議をかけており､Global CEO にも事前に論点や方向
性について協議をしたうえで Global EXCO でグローバル経営層の合意形成/意思決定を行ってい
る。 

 
※ステークホルダー（従業員、取引先等）関連について 
・統合報告を発行した後に､機関投資家や有識者､ビジネスパートナーとの対話を企画し､当社の価
値創造ストーリーや取り組みに対するフィードバックをいただいている。 
・機関投資家からは個別に ESG ダイアログを希望されており､毎年その頻度が増えてきている。当社
が企画して ESGスモールミーティングも年に複数回開催し､当社の ESGにおける取組概況について
意見交換させていただいている。 
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１－６．ESG・サステナビリティに関わる開示について、その対象読者と開示媒体の棲み分けについてどの
ような方針・考え方に基づき整理をされていますか。また開示時期はどのようなタイミングとされて
いるかについて教えてください。特定のステークホルダーに特化した媒体の有無や、媒体間の連
携や重複を避けるための工夫はございますでしょうか。 

・統合報告書の作成にあたり、非常に悩んだ点。主な課題としては以下の 3点。 
① 対象はマルチステークホルダーか：従来のサステナビリティレポートでは、機関投資家、サステナビ

リティの有識者、従業員を含めたマルチステークホルダーを対象に網羅的に作っていたが、価値
創造を主体にするのであれば、機関投資家に主眼を置くのか、あるいはマルチステークホルダー
の主眼を残すのか、という点について意見が分かれた。 

② バランスとボリューム：価値創造ストーリーをしっかり伝えるという点と、社外の開示要求に対応
するという点をどう両立するか。例えば情報開示の要請に完全に応えようとすると、200～300
ページになってしまう。一方、自社の価値創造ストーリーをコンサイズにしっかり伝えていくというの
であれば 100 ページ程度になる。 

③ マテリアリティ：いわゆるダブルマテリアリティで語っていくのか、それとも投資家主眼にシングルに語
っていくのか。人によってマテリアリティの指すことが違う中で、どうするのか。 

↓ 
結果として、以下のように整理： 
・統合報告書（Bridgestone 3.0 Journey Report）：主に機関投資家向け。価値創造スト
ーリーを主体にコンサイズに組み立て直した（108ページ）。 
・統合報告書のダイジェスト版：レポートの主要なコンテンツをビジュアル中心にサマリーしたもの。従
業員、パートナー、学生などが対象。 
・ウェブサイト：社外評価をはじめ、社内外の ESG高関心層のニーズにも応えられるような詳細情報
や具体例を拡充。 

 
２）マテリアリティの捉え方について 
２－１．どのような考え方に基づきマテリアリティを設定していますか。 
・今期の統合報告書では、「マテリアリティ」という文言を意図的に使わず、ステークホルダーに何をマテ
リアリティとして捉えたか聞くという試みを実施。詳細は３－１、３－２、４－１を参照。 

 
３）マテリアリティの特定プロセスと運用について 
３－１．マテリアリティと、パーパス・経営理念、リスク・機会、ビジネスモデル、インパクトといった概念との

関係の、貴社における整理・考え方について教えて下さい。 
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（出所：CSR研究会講演時資料） 
・使命：「最高の品質で社会に貢献」 
・2050年ビジョン：上記の使命を実現するための 2050年を見据えたビジョン 
・Bridgestone E8 Commitment：上記ビジョンに向けて取り組んでいく上での軸として設定。当
社独自の社会価値、顧客価値を表す 
・右下の課題：E8 Commitment の価値創造にとって重要なサステナビリティ課題 
・左下の課題：自社の価値創造にとっての重要性という軸に加え、企業活動が環境・社会に与える
影響も見る必要があるとの考えから、コンベンショナルなマテリアリティアセスメントで抽出したESG課題 

 
３－２．マテリアリティ項目の抽出プロセスについて教えて下さい。 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：CSR研究会講演時資料） 
社内外のステークホルダーからの意見を反映させたマテリアリティアセスメントを 2020年に実施。 
① NGO、有識者、社内の事業部門のトップ、営業の最前線など社内外のステークホルダーに対しイ
ンタビューおよびアンケート形式でヒアリング調査を行い、一般的なマトリクスを作成。社外評価機
関の評価項目もチェック（DJSI、FTSE4Good、MSCI、サステナリティクス､CDP を重視）。 

② 上記のマトリクスをもとに完成車メーカーなどのお客様にも意見を聞いて内容を精査。 
③ 上記を通じて、社会からの期待とサステナビリティ観点での重要事項を総合的に把握。26 のマテ
リアルな課題を特定（当社の企業活動が環境・社会に与える重要な影響）。 
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④ 上記３－１の考え方をもとに、上記のマテリアリティアセスメントの結果と「当社の価値創造にとっ
て重要なサステナビリティ課題」の両方を踏まえ、サステナビリティフレームワーク（以下）に沿って、
重点実施事項を整理。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：CSR研究会講演時資料） 
引き続きマテリアリティという言葉は使わずに、当社の何にとって重要な課題なのかをしっかり説明して
開示していくというのが分かりやすい開示と考えている。 

 
３－３．マテリアリティの各項目のマネジメント方法（中長期の経営戦略との関係、事業戦略への落とし

込み、ゴール・KPI、社内管理・推進体制、社内浸透）について教えて下さい。 
・サステナビリティビジネスモデルに関する重要なサステナビリティ項目(CO2 削減や再生資源・再生可
能資源比率など)は目標値を設定して進捗状況をトラッキングして経営にも報告し､情報開示も行
っている。それ以外でも､人権や調達に関する主要項目についても KPI を設定して進捗を管理して
いる。社会貢献活動などについても､活動がもたらすインパクトの見える化について検討を進めている
状況。 
・社内管理や推進体制については､１－５で触れた枠組みや体制を活用して進めている。 
・社内への浸透については、やはり、統合報告書を全社員に渡して読んで欲しいというのは難しいので、
ダイジェス版を作りながら浸透させている。一番重要なのは、ビジョン、会社の考え方や理念なので、
そこと紐づけながら、サステナビリティを別物とするのではなく一体的に取り組んでいくように進めている
ところである。 

 
３－４．マテリアリティを見直すサイクルとプロセス（直近の見直し、今後の予定）について教えて下さい。 

・「当社の価値創造にとって重要なサステナビリティ課題」については､活動の進捗や社会の変化､経営
環境の変化なども踏まえながら､経営戦略の進化とあわせて随時議論を行っており､年度予算におけ
る重点事項として毎年レビューを行っている。一般的な「当社の企業活動が環境・社会に与える重要
な影響」としてのマテリアリティについては､ビジネスモデルが大きく変わらない中では大きな見直しを行う
予定はなく､ステークホルダーとのダイアログを通じて必要に応じて見直しを行うことで考えている。 
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４）統合的開示の効果と課題について 
４－１．統合的開示によって得られた効果、ステークホルダーの反応（建設的対話促進等）は如何でし

ょうか。 
● 投資家との対話促進 
・昨年までのサステナビリティレポート発行時よりもかなり踏み込んだ、前向きな対話や深い議論がで
き、当社の経営やサステナビリティに対する考え方が非常によく伝わったと感じた。投資家からは、サ
ステナビリティの枠を超えた経営の方向性や確からしさを読み解くツールとして非常に有益だったという
声を多数いただいた。 
・価値創造プロセス図（オクトパスモデル）については、統合報告発行にあわせて作成してみたが、
投資家は特に期待していないとのこと。パターン化された内容にはあまり意味がなく、それよりもビジネ
スモデルやポートフォリオの方が重要視されている（特にアナリスト）。そのため当社としても、今後は
オクトパスモデルにこだわらなくても良いと考えている。 
具体的な反応 
期待が高まった分、コメントも多数受けた。 
ポジティブなコメント（抜粋）： 
- 発信内容に一貫性があり確からしさが伝わる。 
- 価値創造というキーワードで全体が構成され、良くまとまっている。 
- 各地域のトップが地域差を理解した上で E8 の展開を考えており、真のグローバル企業であること
が伝わる。 

- 共創を進めていくうえでパートナーからの信頼を醸成するためにもサステナビリティを重視し､そのレ
ベルを上げていくという考え方は非常に興味深い。 

当社へのさらなる期待（抜粋）： 
- 事業での成果やそのインパクトを数値化して開示することで企業の目指す姿の理解が深まる。そ
れを経営者がどう評価しているか､認識の共有が重要。 

- 財務目標に対して長期的に持続性を確保する上でのリスクの明確な開示。 
- 人的資本を最重視。何を付加価値とするのか､何をリターンとするのか。 
- 非財務を企業価値につなげる情報開示の拡充に期待（ROIC と知財の関連性など）。 
- ガバナンス面において､各委員会での討議内容､社外取締役のコメントなど､取締役会の実効性
を示す情報の拡充に期待。 

- リターンが出てくるまでの時差をどう見ていくのか。 
● マテリアリティへの反応 
・上記の通り、「マテリアリティ」という文言をあえて使わず、ステークホルダーに何をマテリアリティとして捉
えたか聞くという試みを実施。結果として、「マテリアリティ」そのものではなく､「何にとっての」マテリアル
な課題なのか､考え方やプロセスの開示が重要視された。 
・機関投資家、海外レポート評価では E8 Commitment がマテリアリティと捉えられる傾向。一方
で機関投資家（主に ESGアナリスト）やサステナビリティ有識者には、「サステナビリティフレームワー
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ク」の重点実施事項がマテリアリティと捉えられるケースが多かった。 
・ウェブサイトではマトリックスによるマテリアリティアセスメントについても説明しているが、社外評価機関は依
然としてそのプロセスを気にしている（今期は統合報告書には掲載せず）。あるアナリストからは、統合報
告とサステナビリティレポートでは読者が異なるため､マテリアリティを開示媒体ごとに 2 つに分けるというアプ
ローチもある（統合報告は企業価値に絞ったかたちでマテリアリティを載せると良い）とコメントがあった。 

● 営業での活用 
・特に欧州では ESGなしにビジネスを語れないので、お客様にレポートを配りに行ったり、営業担当者
がレポートを読み込んで説明できるようにしたりすることで、サステナビリティに関心の高いお客様との
対話で活用されている。中でも新興の EV メーカーは尖ったサステナビリティの概念を持っており、そう
いったところにアプローチかけるにも非常に有効なツールになっている。 

● 経営チームの変化 
・サステナビリティレポートとして発行していたときは、CSRは事業活動とは別物という捉え方をされる方
が色濃く残っており、レポートへの関心もそれほど高くなかったように感じられた。今回、
「Bridgestone 3.0 Journey」として、経営戦略の進捗のレポートという位置付けで出したことで、
事業活動をやっている人は必ず読むべきとの指示がトップから出され、統合報告が社内でも広く読ま
れることでサステナビリティと事業とのつながりがよく理解され、自分ごと化が進んだと捉えている。投資
家のフィードバックについても理解すべきということで、トップから経営層に指示が出ている。 

 
４－２．統合的開示の推進に向けた課題（社内、ステークホルダー要請、社会制度等）について教えて

下さい。 
● ESG と財務の結びつき 
・まだまだこれからといったところ。投資家にどこまで求めているか聞いたところ、定量的なつながりや確からし
さは分からない中で、財務インパクトに与えるリスク度合いを見ている方が多いことが判明。具体的な取
り組みがどのくらい財務インパクトに影響するかは分からないにしても、将来の財務インパクトに与えるリス
クはつかんでいる点において財務パフォーマンスの将来の伸びの確からしさが判断されている面がある。 
一方、人的投資を含め、未財務／非財務がどのように財務にインパクトを与えてくるのか、その時間
差についての情報開示が期待されてきている。今の投資の効果がいつ頃出てくるのか、確実なことは
言えないにしても、少しでも示せるとバリューの今後の伸びに対してもう少し確信が持てるようになる、
との要望が寄せられている。 
・定量化はダイレクトにはできていないが、従業員エンゲージメントやサプライヤーとのエンゲージメントな
ど、客観的な数字の KPIを示すことで、何となく総論的にこっちの方向を向いている、という見せ方が
今のところ現実的な落としどころと考えている。 

● 自社に限らず、情報開示のあり方についての考察 
（ダイアログの重要性） 
・レポートを出すことがゴールではなく、ダイアログの起点とするという意識が重要。対話に向けた経営ツ
ールとして統合報告書などの情報開示を位置付ける必要性が高まっていると感じる。サステナビリテ
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ィ部門が社外評価機関への情報開示対応でやっていたという時代から、経営層がダイアログのツー
ルとして認識して経営プロセスに組み込んでいく、という時代に向かっている。 
（独自性） 
・型にはまった情報開示から、独自の価値創造ストーリー、ビジネスモデルに適した情報発信へ転換し
ていく必要があると感じている。その方が、ステークホルダーにもしっかり伝わる。 
・日本の状況を見ていると、情報開示のフレームワークにしっかり合わせ込む、オクトパスモデルをつくる、
統合報告書という名前でどう出していくかみたいな型にはまったものが評価されている傾向があるので
はと感じる。ただ一方で、欧米の先進企業の事例では、独自のスタイルで名称もさまざま、報告書自
体もインタラクティブで、非常に自由に開示し、それで対話を生み出しているといった傾向が見られる。 
（対象者のレベル） 
・投資家といってもそれぞれ言うこともレベルも異なるので、様々な意見を聞きながら､自社のレベル・
考えにあわせて反映していくしかない。答え・正解がないので､フィードバックを受けながら自社で
PDCAサイクルを回すことが重要だと捉えている。 
（有価証券報告書の違い） 
・有価証券報告書と統合報告書の位置付けや特徴を踏まえ､内容を整合させながら報告していくこ
とが必要になる。 
（日本の良さをどう発揮・発信していくか） 
・欧米先進企業は非常に野心的な目標を掲げて、ビジョナリーにストーリーテリングするのがうまい
（悪く言うと言いっぱなし､言ったもん勝ち)。一方で､日本企業の着実に有言実行で進めるプロセス
や実行力が評価されている側面も感じている。戦略やビジョンをストーリーテリングしていくことは不可
欠だが､結果をプロセスとあわせて示していくことで､「確からしさ」や「誠実さ」がより伝わるのでは。進
捗・プロセスの開示を強化することで日本企業の強みが活かしていけるのでは。 
※例えば､経済産業省・価値協創ガイダンスを活用して検討結果だけでなくプロセスで語っていくなど。 

 
４－３．既存および新規公表予定の国際的な開示要請・フレームワーク（ISSB、CSRD、GRI、

ISO30414（人的資本に関する情報開示）等）への対応・備えや課題、注目している動きに
ついてどのようにお考えでしょうか。 

・今後の開示要求につながる ISSBや CSRDの動向を注視しながら情報開示の強化に向けて対応
を進めている。 

 
４－４．政府や事業者団体への要望や期待について教えてください。 
・サステナビリティ面においても､標準化やルールメイキングにおいて欧州の動きが先行しているように感
じており､日本が先行する分野が増えていくことに期待している。また､そのような分野を認知するため
にも､情報発信を強化していただければと思う。 

 
以上 
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2015.10

丸井グループ初の統合報告書
｢共創経営レポート｣を発行

2015.12

共創経営レポート説明会
（現･共創ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ説明会）

開催

2016.10

ESG推進部を設置、
情報開示を強化

ESGデータブック

４つの重点テーマ

お取引先さま･
お客さまも
登壇

若手担当者が
発表

社外取締役と
対話

3

・ESG推進部/サステナビリティ部を同じメンバーが兼務

2
＜ ＞

CSR研究会 塩田 裕子

株式会社丸井グループ
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2016.12

｢共創サステナビリティレポート｣
を発行

2017.4

CSR推進部を
サステナビリティ部へ改称

2019.2

グループの長期ビジョンを示す
｢ビジョンブック2050｣発行

170170



171171



2019 2

VISION BOOK 2050

172172



本資料に掲載しております将来の予測に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
お問い合わせは、ＩＲ部 marui-ir@0101.co.jp にご連絡ください。
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三菱商事株式会社  

 
1. 統合的開示への取り組みについて 

（着手時期・背景・参照基準、編集体制、媒体の使い分け、統合的開示の効果と課題感等） 

 当社では、社会価値・環境価値・経済価値の三価値同時実現に向けた取り組みをステークホルダ
ーにご理解頂くために、財務・非財務情報を体系的に捉えご説明することが必要と考え、2011 年
よりアニュアルレポートでサステナビリティレポートの要素を取り込みながら内容を充実させ、2014 年
からは、名称を統合報告書に改めて発信。 
作成にあたっては、「GRI Standards」「ISO26000」「TCFD による提言 最終報告書」等の基
準も参照。 

 統合的開示を進めるに当たっては、主管する IR 部が取り纏める形で、関連組織と密に連携をして
おり、主要部局とは編集方針策定段階からすり合わせを実施。また、非財務情報開示充実の観
点で、関係部局の部長レベルでの意見交換会も開催。 

 開示内容へのステークホルダーからの示唆を取り組みに反映していくことが中長期的な企業価値の
向上に寄与するとの認識に基づき、統合的開示に積極的に取り組んでいる。 
より詳細な ESG 情報は HP 上でサステナビリティ・ウェブサイトとして公開。外部ガイドライン等も参
照し、情報の一覧性も念頭に項目別に整理（投資家を念頭に一定頻度で WEB 内容は PDF
化し併せて公開）。株主に発信する株主総会招集通知、株主通信においてもサステナビリティへの
主要取り組みを紹介。重要な開示事項は主管担当役員の承認、執行側最高意思決定機関の
下部機関への報告を経て開示。 

 統合的開示の効果につき、統合報告書は当社取り組みの重要なポイントに焦点を当て記載してお
り、施策テーマ別のステークホルダーとの対話時の説明資料、或いは主要テーマ以外の派生質問時
にリファーして回答する等、効率的なエンゲージメントの実現に寄与。また副次的には、作成作業の
過程での関連部局や現場との連携を通じ、非財務取り組みに対する理解が促進される側面もある。
一方課題は、財務・非財務情報のリンク、企業価値との関係性明示も含め、経営の企業価値維
持・向上に対する考え方をより魅力的に分かり易く語るための全体構成・ストーリーのブラッシュアップ
等。 

 
2. マテリアリティについて 

（マテリアリティの位置付け、特定プロセスと運用等） 

 創業以来の企業理念である『三綱領』に基づき、経済価値・社会価値・環境価値の「三価値同
時実現」、および三価値同時実現を具現化するための視点であり、当社の持続可能な成長のため
の経営上の課題として 2016 年に定めた「サステナビリティ重要課題」を指針として、全てのステーク
ホルダーの要請に応えながら、事業活動を通じて様々な社会課題の解決に取り組み、社会の持続
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可能な発展、価値創造に貢献。 

 一方、「サステナビリティ重要課題」の策定から 6年が経過し、ステークホルダーの企業への期待は気
候変動対策を筆頭に一層高まるとともに、解決すべき課題も変化。当社の更なる中長期的な企
業価値向上を実現すべく、事業活動における重要性の観点から「サステナビリティ重要課題」のレビ
ューを行い、2022年 5月に公表した「中期経営戦略 2024」が目指すMC Shared Value（共
創価値）の継続的な創出に向け、事業活動を通じて解決していく重要な社会課題である「マテリ
アリティ」として再定義し、中経の中で発表。（詳細は統合報告書 P.46） 

 サステナビリティに対する取り組みの強化は中長期的な当社の価値創造・企業価値向上に直結す
るという認識の下、再定義したマテリアリティに対する具体的な取り組み強化策を検討中。 
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3. ESG・サステナビリティの位置付け、推進体制、ステークホルダーエンゲージメント 

 近年、さまざまな社会課題解決に対する企業への期待・要請が一層高まっている中、当社が事業
活動を通じて解決していく重要な社会課題である上記「マテリアリティ」を指針とし、「 中期経営戦
略 2024」で打ち出した MC Shared Value（共創価値）を創出し続けることで、社会と共に成
長を続けることを目指す。  

 また、刻々と変化する社会からの要請を踏まえ企業価値を高めていくためには、ステークホルダーとの
対話と、対話を踏まえた方針策定・施策実行・開示という事業戦略実行サイクルが重要と認識して
おり、実効性のある推進体制を構築。 
（ステークホルダーエンゲージメント詳細は統合報告書 P.89） 

 サステナビリティについての取組の推進体制は以下の通り。（詳細は統合報告書 P.86） 

① 全社サステナビリティ体制 
サステナビリティは取締役・コーポレート担当役員（サステナビリティ・CSR）が管掌し、サステナ
ビリティ・CSR部が方針・施策を企画・立案の上、年 2回をめどにサステナビリティ・CSR委員会
で討議後、社長室会、取締役会において付議・報告される体制。 

 

② 事業におけるサステナビリティ推進 
事業活動を通じて持続的に社会価値・環境価値を創出するため、コーポレート部局だけでなく
各営業グループが主体的にサステナビリティを推進する体制を構築。 

 

 

以上 
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（３）CSR 研究会報告企業資料 
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7

情報開示

＜プレスリリース＞

＜WEBSITE＞

＜統合報告書・人権報告書＞

情報開示

6

ステークホルダーとの対話

環境に関する対話
●WWFジャパン
●コンサベーション・ インターナショナル・ジャパン

ESG経営推進に関する対話
●World Benchmarking Alliance
●Hermes EOS

ビジネスと人権に関する対話
●World Benchmarking Alliance
●Corporate Human Rights Benchmark
●Institute for Human Rights and Business

54

ESG経営推進サイクル

3

ESG経営推進サイクル

2

重要課題の特定

1

重要課題の特定

0

ANAホールディングス株式会社
宮田 千夏子

ANAグループのESG経営推進

■ANA ホールディングス株式会社　　報告実施日（第２回CSR研究会）：2022年 10月 21日（金）
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外部
評価

DJSI FTSE MSCI CDP

22年度
目標

World Index
Asia Pacific Index

に選定される
FTSE4Good Index

に選定される
ジャパンESG セレクト・
リーダーズ指数
に選定される

A- 評価

21年度
結果

World Index
Asia Pacific Index

ともに選定
FTSE4Good Index

に選定 選定されていない A-評価

評価
対象 環境、社会、ガバナンス全て 環境

(気候変動)

評価
ポイント ＜方針＞＜具体的な取り組み内容・結果＞＜開示＞一連の流れを満たすこと。

ANAグループのESG経営の進捗を客観的に測る指標として以下４つのESG外部評価を活用する。

9

外部評価の活用によるESG経営の進捗確認

8

情報開示
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のパーパスとマテリアリティ

“安心・安全・健康のテーマパーク”により、
あらゆる人が自分らしい人生を健康で豊かに楽しむことのできる社会を実現する

のパーパス

が社会に提供する価値

社会が直面する未来のリスクから人々を守る 健康で笑顔あふれる未来社会を創る
あらゆるリスクに対する備えの提供 健康と笑顔を支えるソリューションの提供

事故や災害を未然に防ぎ、レジリエントな社会に貢献 持続可能な高齢社会への貢献

経済・社会・環境が調和したグリーンな社会づくりへの貢献

多様性ある人材やつながりにより、未来社会を変える力を育む

未来社会を変える人材集団の実現 価値創造に向けたパートナーシップのプラットフォーム構築

：パーパス実現に向けた重点課題（＝ のマテリアリティ）

 が社会に提供する３つの価値に関して、社会の側面から、経営上の重点課題として特
定したのが「 のマテリアリティ」

当当社社ののCCSSRR活活動動

 年の「黄色いワッペン」贈呈事業開始など、長い歴史を有する

 年代以降、環境・社会貢献への取り組みを本格化し、その後 へ発展

初初期期段段階階
（（環環境境・・社社会会貢貢献献））

環環境境かかららCCSSRRへへ
取取組組のの本本格格化化

ｽｽﾃﾃｰーｸｸﾎﾎﾙﾙﾀﾀﾞ゙ｰー・・
ｴｴﾝﾝｹｹﾞ゙ｰーｼｼﾞ゙ﾒﾒﾝﾝﾄﾄ強強化化
ｸｸﾞ゙ﾛﾛｰーﾊﾊﾞ゙ﾙﾙななｲｲﾆﾆｼｼｱｱﾁﾁﾌﾌﾞ゙
へへのの積積極極参参加加

事事業業へへのの統統合合

1992
・地球環境室設置
(国内金融機関初)
・『環境汚染賠償責任
保険』
1993
・市民のための環境
公開講座開始
1997
・ＩＳＯ14001取得
（国内金融機関初）
1998 
・環境レポート発行
（国内金融機関初）

1999 
・SRIファンド
『ぶなの森』開発

2000
・「CSOラーニング
制度」開始
2001
・環境・社会レポート
発行
※第三者意見導入
2002 
・ステークホルダー
ミーティング開始

2003 
・全社員向けCSR・
環境教育プログラム
スタート
2004
・CSRコミュニケーション
レポート発行
2005
・CDP参加
2006
・国連グローバル・
コンパクト、PRI署名

2007 
・お客さまの声白書
発行
2009 
・タイで『天候Index
保険』開発
・Web約款導入
2011
・SAVE JAPAN
プロジェクト開始
2012
・ISO39001取得
2014
・地域貢献
プロジェクト開始

2010
・誕生と同時に
基本方針策定
・ESGアンケート収集
スタート
2012
・CSR重点課題策定
2014
・統合レポート策定
2016
・グループCSR重点
課題の見直し
2021
・パーパス策定＆マテリ
アリティ見直し

グループ全体での
推進＆情報開示へ

の ・サステナビリティの歴史

の挑戦

創業来の保険を軸とした社会課題解決の
都市化、モータリゼーション、自然災害の激甚化など世の中の変化に対応

→ 新たなリスクへの保険機能の提供

未然に防ぐ
リスク・ソリューション

介護を軸とした
ソリューション

社会価値

時間

・・・

社会が直面する
未来のリスクから人々

を守る

健康で笑顔あふれる
未来社会を創る

多様性ある人材や
つながりにより、

未来社会を変える力
を育む

年
東京火災
創業

年の歴史を
通じた信頼と責任

事業・人材・
ネットワークの多様性

高い課題解決力

 創業来の保険を軸とした社会課題解決の を継承しつつ、保険の枠を超えたソリューション・
プロバイダーへと進化を追求する

 のこれまでの実績や強みを活かし、幅広い事業活動を通じ、社会課題解決に向けた解
を提供していく

当社グループの概要（会社概要）
 創業時の火災保険発売以来、変化する社会課題へ解を提供することで成長

火災保険

自動車保険

新種保険

変変化化すするる社社会会課課題題 当当社社のの提提供供すするる解解（（代代表表例例））

住宅数増加

交通戦争

多様なリスク

農業保険

健康寿命延伸 健康応援機能付き保険超高齢化社会

介護・ヘルスケア介護需給緩和

気候変動

当社グループの概要（会社概要）
 目指す姿は「安心・安全・健康のテーマパーク」
 デジタル技術を活用し、安心・安全・健康のための になる

グループは、お客さまの視点ですべての価値判断を行い、
保険を基盤としてさらに幅広い事業活動を通じ、

お客さまの安心・安全・健康に資する最高品質のサービスを
ご提供し、社会に貢献します

経経営営理理念念

安心

安全 健康

人とデジタル技術の
融合によって
一人ひとりの
想いにこたえる

当社グループの概要（会社概要）

本日のアジェンダ

 のサステナブル経営
 “MYパーパス”を起点にしたパーパス浸透
 未実現財務価値の創造
 今後の課題

マスター タイトルの書式設定
年 月 日

ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社
サステナブル経営推進部

ＳＯＭＰＯのパーパス経営

■SOMPO ホールディングス株式会社　　報告実施日（第３回CSR研究会）：2022年 11月 22日（火）
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マクロ・ミクロの視点

 ＳＯＭＰＯのパーパスを「マクロな視点」と「ミクロな視点」で連動させ、
社員一人ひとりの自分事化につなげ、パーパスドリブンな経営を実現

 鍵となるのが、社員一人ひとりの「ＭＹパーパス」

① 「マクロ」 → 「ミクロ」
（社員一人ひとりの自分事化）

② 「ミクロ」 → 「マクロ」
（全社で駆動する仕組み）

社会的責務
「MUST」

内発的動機
「WANT」

保有能力
「CAN」

MYパーパス

鍵となるのが パーパス

本日のアジェンダ

 のサステナブル経営
 “MYパーパス”を起点にしたパーパス浸透
 未実現財務価値の創造
 今後の課題

価値創造サイクル

• ＳＯＭＰＯのパーパス実現のためのグループ全体のアクション：「価値創造サイクル」
• 企業価値を向上させるための当社らしい成長ストーリーを示したグループ共通のフレームワーク

マテリアリティ

12

 パーパス実現に向けたマテリアリティ を定めることで、達成状況やアクションを明確化し、事業戦
略と連動した を実践

 統合レポートを、パーパス実現に向けた の戦略・取組みを訴求するための重要な情報開示
ツールと位置付け、抜本的に見直し

統統合合レレポポーートト2021ママテテリリアアリリテティィKPI

向き合う社会課題とSDGsの関係性に基づき
優先的に取り組む課題を特定

取り巻く社会課題の洗い出し

7つのマテリアリティとして体系化

ママテテリリアアリリテティィKKPPII

事業計画上の取組み＝社会価値創出となるようKPIをセット
（36項目中30項目が各事業の中計指標）

→ パパーーパパスス実実現現のの取取組組みみとと事事業業計計画画をを連連動動ささせせるる仕仕組組みみ

事業戦略 働き方改革 環境/社会貢献

22 8 6
３６

マテリアリティの特定プロセス

 向き合う社会課題と ・ の関係性を一覧化しつつ、 の ターゲットとの紐づけを行い、
優先的に取り組む課題を特定し、７つのマテリアリティとして体系化し、ＫＰＩを選定

マテリアリティの特定プロセス
 パーパス実現に向けた価値創出ストーリーと各種国際規範等をもとに当社が取組むべき社会課題を
洗い出し、 を踏まえ優先的に取り組む社会課題を特定しマテリアリティとして体系化

具体的なアクション
マテリアリティ

（経営上の重点課題）
マテリアリティ

への貢献

持続可能な高齢社会への貢献

価値創出に向けたパートナー
シップのプラットフォーム構築

経済・社会・環境が調和した
グリーンな社会づくりへの貢献

健康と笑顔を支える
ソリューションの提供

あらゆるリスクに対する
備えの提供

事故や災害を未然に防ぎ、
レジリエントな社会に貢献

未来社会を変える人材集団の
実現

２２のマテ
リアリティ小
区分ごとに
設定

社会に提供する価値
ＷＨＹ

向き合う社会課題 推進計画

各事業
各社で
策定

保険の進化

予兆把握・未然防止

ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄな都市づくり

グリーン社会への貢献

支えられる人の支援

支える人の支援

人材多様性の強化

RDPによるｴｺｼｽﾃﾑ

社会が直面する
未来のリスクから
人々を守る

健康で笑顔あふ
れる未来社会を

創る

多様性ある人材
やつながりにより、
未来社会を変え
る力を育む

パ
ー
パ
ス

ニュー
ノーマル

少子・
高齢化

パーパス／価値創出ストーリー ＳＤＧｓ経営

各各種種国国際際規規範範
①ISO26000
②国連グローバルコンパクト
③SDGs
④SASB
⑤DJSIの要求事項 等

サステナブル経営の全体像
 ＳＯＭＰＯのパーパス実現に向け、本業を通じた社会課題解決により経済価値と社会価値
の創出に取り組む「ＳＤＧｓ経営」を新たに経営基盤に位置付け

 ＳＤＧｓ経営では、パーパス実現に向けて取り組む社会課題および戦略・アクションを経営の
フレームワークに組み込み、そのアウトカムを世界共通言語のＳＤＧｓで客観化しながら発
信・訴求しＰＤＣＡを実践する

 パーパス経営を実践するための組織のネイチャーは備わっている
 経営のフレームワークとしてのビルトインには至っていない

コーポレートガバナンスの透明性と公正性の向上
• ２０１０年 指名・報酬委員会設置
• ２０１６年 事業オーナー制導入、
２０１７年 グループ・チーフオフィサー制導入

• ２０１９年６月 指名委員会等設置会社への移行
• ２０２０年６月 取締役１２名のうち社外取締役は９名

パーパス、ESG、SDGs、CSVを軸として、体系立った経営議論は
行われていない

従業員の価値観、日々の仕事や目標にまで落とし込まれていない

日本初の火災保険会社として創業→社会公共性の強いビジネスとして
１３０年超の歴史
• 経営ビジョン「安心・安全・健康のテーマパーク」
• 介護ビジネスへの参入

気候関連リスクがグループの戦略に与える重大な影響をふまえ、
気候変動に対する様々な取組みを実施
• 自然災害評価モデルの高度化・分析技術向上
• 自治体への保険提供を通じた地域レジリエンスへの貢献

“社会貢献とビジネス
の合致を志向する”と
いう組織としての
ネーチャーは既に備
わっている

経営のフレームワー
クとしてのビルトイ
ン、一人ひとりの自
分事化には至らず

課題認識
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パーパス浸透のアプローチ

①トップの発信
（トップダウン）

②現場の取組
ミドル・ボトム

③浸透の測定

・ 各事業トップそれぞれタウンホールミーティングを開催
・パーパス浸透に向け共通メッセージを発信
・トップ自ら語り、社員との対話で浸透を図る

・トップ発信を受け、現場では、今年度から展開している
パーパス１ １を枠組みとして活用

・上司・部下の対話で浸透・自分事化を図る

タウンホール
ミーティング

パーパス
１ １

その他
施策

・浸透をサポートする施策・企画を展開
（新中計動画、 パーパス策定ワークショップ、 働き方改革／パーパス経営／
カルチャー変革のイベント・施策等）

アンケート
（タウンホール
ミーティング等）

・ 各事業トップによるタウンホールミーティングで都度アンケートを実施
・上記は共通の質問で貫き測定、次の施策に活かす

・エンゲージメントは で年２回（ 月、 月）測定
・アンケートとエンゲージメントの突合分析など検証、改善

３月９月

各事業トップ

共通メッセージ パーパスを自分事化して日々仕事で実践

新中計
動画

トップ
メッセージ

ﾜｰｸ
ｼｮｯﾌﾟ

１２

１２

施策

施策共通の質問

パーパス１ １
人生

会社

働き方改革
ﾊﾟｰﾊﾟｽ経営
イベント

エンゲージ
メント

）

ﾀｳﾝﾎｰﾙ

ﾀｳﾝﾎｰﾙ

ﾀｳﾝﾎｰﾙ ﾀｳﾝﾎｰﾙ ﾀｳﾝﾎｰﾙ

ﾀｳﾝﾎｰﾙ ﾀｳﾝﾎｰﾙ ﾀｳﾝﾎｰﾙ

ﾀｳﾝﾎｰﾙ

ﾀｳﾝﾎｰﾙ

ﾀｳﾝﾎｰﾙ

ﾀｳﾝﾎｰﾙ

ﾀｳﾝﾎｰﾙ

 パーパスを浸透させ企業文化を変えるためには、トップダウンとボトムアップ、タテ（組織のライン）とヨコ
（コミュニティ・草の根）を活用した取組みが必要

 グループ のタウンホール・ミーティングを起点に、ＭＹパーパス１ １をプラットフォームに、エビデンス
ベースで取り組む。

認知 理解 共感 実践 習慣浸透の
ステップ

の人材戦略

パーパスとは

 過去→未来→現在で、自ら突き動かされるものに従う新たなチャレンジを引き出す

③
現在

②
未来

①
過去

MMYY
パパーーパパスス

MMYY
ビビジジョョンン

MMYY
スストトーーリリーー

MMYY
チチャャレレンンジジ

グループ によるタウンホールミーティング

 アンケート回答者の９８％が共感、 パーパスを持ちたい！

会社がよくなると感じたかミーティングの内容に満足したか

パーパスを作り、
実現に取り組みたいか

パーパスを理解し、
持ちたいと思ったか

ＳＯＭＰＯのパーパスを
意識して働きたいか

グループ によるタウンホールミーティング

 一番大きいのは人生のパーパス（ＭＹパーパス）
 会社を利用して、自分のパーパスを達成することが本質
 ＭＹパーパスと会社のパーパスがかみ合ったときに一人ひとりが幸せな、良い仕事・人生となり、
ＳＯＭＰＯのパーパスが実現につながる

 によるオンラインのタウンホールミーティングを開催。グループ横断でに計 回、約１万人が参加。

のパーパス浸透のアプローチ

の
パーパス

各社の
ミッション
・ビジョン

各組織の
ミッション

社員のパーパス
パーパス

社員

の
パーパス

各社の
ミッション
・ビジョン

パーパス

一人ひとりの
仕事の
ミッション

の
パーパス

各社の
ミッション
・ビジョン

各組織の
ミッション

（参考）従来のアプローチ

パーパスとは

 MYパーパス＝志 自分は何のために、なぜ生きるのか？

もっとも、あなたの心が動く瞬間は？
「〜したい！」

運命が、あなたに与えた能力は？
「〜できる！」

内発的動機

社会的責務 保有能力

「 パーパス」
「３つの輪」が重なった部分が
自らを突き動かすもの＝「志」

あなたが解決すべき、
社会の課題は？
「〜すべき！」

パラダイムシフト

 パラダイムシフト 「会社の中の自分」から「自分の人生の中に、会社を入れる」

Copyright 2020  THINK AND DIALOGUE Inc.
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【ご参考】 統合レポート

• 「安心・安全・健康のテーマパーク」というパーパス実現に向け、社員一人ひとりの「ＭＹパーパス」を起点とするＳＯＭＰＯの「価値創造サイクル」を中心に据えた
サステナブルな成長ストーリーを訴求。

• ＭＹパーパスや強い想いを持ってチャレンジする社員が多数登場し、未来志向でそれぞれの取組みを語るとともに、それらの未実現財務価値の向上の取組みが
将来の財務価値へとつながるインパクトパスを可視化することで、企業価値向上への実現期待感を醸成。

多数の社員のＭＹパーパスや想いが詰まった一冊

社外取締役・経営メンバーによる対談

価値創造サイクルを軸とした全体構成

未実現財務価値
（人的資本のインパクトパス）

のパーパス実現に向けたマネジメントメッセージ

価値創造の全体像

未実現財務価値の向上へ

組織力 ルート
【 】 「 パーパスにもとづく対話」
は「 」を加速

【 】 「 」は内発的動機に
もとづく「チャレンジ」を加速

【 】 「 パーパスにもとづく対話」
は「エンゲージメント向上」を加速

【 】 「エンゲージメント」は内発的
動機にもとづく「チャレンジ」を加速

個人力 ルート

【 】 が生み出す社会インパクトと将来的な
財務価値へのつながりの可視化にチャレンジ

年度の介護 の
社会インパクトは

兆円

【 】 エンゲージメントの向上は、チャレンジ・イノベー
ションの増加を通じて品質や業績の向上につながる

• パーパスを原動力とした未実現財務価値の向上に向けた取組みを強化し、サステナブルな成長
と のパーパスを実現

• パーパス実現に向けた「価値創造サイクル」を描き、未実現財務価値の向上に向けた主要レバー
をサステナブルな価値向上の重要な指標として定め、成長ストーリーにのせて発信・訴求。

年度内に
開示予定

本日のアジェンダ

 のサステナブル経営
 “MYパーパス”を起点にしたパーパス浸透
 未実現財務価値の創造
 今後の課題

パーパス浸透からカルチャー変革へ
 パーパスに突き動かされたチャレンジにあふれるカルチャー醸成を目指す

パーパス浸透からカルチャー変革へ

ＭＹパーパスを作り、社員一人ひとりが変わる

パートナーとのＭＹパーパスに基づく対話を通じて、チャレンジ、その先の
イノベーションを生み出す
「ＭＹパーパスに基づく対話を通じたチャレンジ・イノベーションの創出」
を組織レベルで実践する
組織での実践を持続可能なものとして回し続ける仕組みを作り、カルチャー
変革を実現する

パーパス浸透の取組み（効果測定）

パーパス浸透の取組み（役員のパーパス開示、 伝）パーパス浸透の取組み（ＭＹパーパスを活用した１ｏｎ１）
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今後の課題

サステナブル経営（パーパス経営）に向けたフレームワークは出来上がり
つつあるが、現場への浸透には時間が必要

パーパスマネジメントはタフ。組織のミッションと パーパスをどこまで結び
つけられるかが鍵 ⇒ 浸透のためのキーマンは管理職（リーダー）

統合レポートの対話（エンゲージメント）ツールとしての活用方法

本日のアジェンダ

 のサステナブル経営
 “MYパーパス”を起点にしたパーパス浸透
 未実現財務価値の創造
 今後の課題
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EMEA

22,000

日本
76,800

アジア

18,800

アメリカ
3,900

オセアニア

2,600

約12万4千人の富士通グループ社員が、
世界180カ国以上のお客様をサポートしています。

*EMEA ･･･欧州、中近東、アフリカ

世界中のお客様とともに

© 2022 Fujitsu Limited7

⚫電子部品
半導体パッケージ、電池等

⚫パソコン

⚫ソリューション・サービス
⚫システムプラットフォーム
⚫海外リージョン
⚫テクノロジーソリューション共通

2021年度事業セグメント別売上収益

デバイスソリューション テクノロジーソリューション

ユビキタスソリューション

2022年3月31日時点

© 2022 Fujitsu Limited6

テクノロジーソリューション
ソリューション・サービス

⚫ クラウドサービス IaaS, PaaS, SaaS等
⚫ ネットワークサービス business networks等
⚫ システムサポートサービス

情報システムおよびネットワークの保守・監視サービス等
⚫ セキュリティソリューション
⚫ 各種ソフトウェア ミドルウェア

⚫ システムインテグレーション
システム構築、業務アプリケーション等

⚫ コンサルティング
⚫ アウトソーシングサービス

データセンター、ICT運用管理、アプリケーション運用・管理、
ビジネスプロセスアウトソーシング等

システムプラットフォーム

⚫ 各種サーバ メインフレーム、UNIXサーバ、基幹IAサーバ、PCサーバ等
⚫ ストレージシステム
⚫ フロントテクノロジー ATM、POSシステム等
⚫ 各種ソフトウェア OS
⚫ 車載制御ユニットおよび車載情報システム

システムプロダクト ネットワークプロダクト
⚫ ネットワーク管理システム
⚫ 光伝送システム
⚫ 携帯電話基地局

ユビキタスソリューション

⚫ パソコン ⚫ 電子部品 半導体パッケージ、電池等

デバイスソリューション

製品・サービス

© 2022 Fujitsu Limited5

1935 コンピュータの登場が科学技術の進歩を加速。
産業の生産性が飛躍的に向上。1950s to 1990s 2010s

通信機器製造会社として誕生。
日本の通信網整備に
重要な役割を果たす。

爆発的に普及したインターネットは
ライフスタイルやビジネスモデルに
変化をもたらす。富士通は時代に対応
したさまざまな製品・サービスを提供。

富士通初のコンピュータ開発に成功。
様々な分野でお客様とともに
先進的なシステム開発に挑戦。

ICTは急激に変化し、全ての「もの」が
インターネットにつながる時代に。
「ヒューマンセントリック・インテリ
ジェントソサエティ」の実現を目指し、
ビジネスや社会の課題解決につながる
革新に取り組んでいる

⚫ 「DX企業」へと事業ポートフォリオを転換
ITサービス事業に経営資源を集中。事業ポートフォリオの転換により、お客様のデジタル
変革を支援する「DX企業」へと進化

通信機器製造 コンピュータ開発 サービス

(PC、スマートフォン、半導体、スキャナーなどの事業を分社化あるいは事業譲渡し、ITサービス事業に
経営資源を集中）

1935 コンピュータの登場が科学技術の進歩を加速。
産業の生産性が飛躍的に向上。1950s to 1990s 2010s

DX企業へと変革

会社概要

© 2022 Fujitsu Limited4

本社
東京

創立
1935
代表取締役社長
時田隆仁

事業概要
テクノロジーソリューション
ユビキタスソリューション
デバイスソリューション

従業員
124,200人（グローバル）

1,053億円
売上収益比2.9%

研究開発費

3兆5868億円
売上収益

2,192億円
営業利益

上場証券取引所
東京 (コード 6702) 

名古屋

1. 会社概要

© 2022 Fujitsu Limited3

１．会社概要
２．パーパス、財務・非財務の経営目標設定
３．統合レポート2022
４．マテリアリティ

© 2022 Fujitsu Limited2© 2022 Fujitsu Limited1

富士通株式会社
サステナビリティ推進本部
企業パーパス・GRB統括部
山田 真理子

統合レポートの制作と
マテリアリティの検討状況

■富士通株式会社　　報告実施日（第３回CSR研究会）：2022年 11月 22日（火）

185185



３. 統合レポート2022

© 2022 Fujitsu Limited16

Our Key Technologies

Computing Converging
TechnologiesNetwork AI Data & 

Security
スーパー

コンピュータ

HPC

量子

最先端デジタル
テクノロジー

×
人文・社会科学

クラウドネイティブ・
ネットワーク

フォトニクス

光電融合

説明可能なAI

信頼できるAI
ヒューマンセンシング

ブロックチェーン

データトラスト

デジタル
アイデンティティ

© 2022 Fujitsu Limited

多様な価値を信頼でつなぎ、変化に適応する
しなやかさをもたらします

Vertical Areas
社会課題を解決する

クロスインダストリーの
4分野

Horizontal Areas
クロスインダストリーを支える

3つのテクノロジー基盤

Consumer
Experience

Healthy
Living

Trusted
Society

Digital
Shifts

Business
Applications

Hybrid
IT

Sustainable
Manufacturing

サステナブルな世界を実現する
7 Key Focus Areas

© 2022 Fujitsu Limited© 2022 Fujitsu Limited
1713

多様な価値を信頼でつなぎ、
変化に適応するしなやかさをもたらすことで、
誰もが夢に向かって前進できる
サステナブルな世界をつくります。

“あらゆる(Universal)ものをサステナブルな方向に
前進(Advance)させる”

Universal ＋ Advance

Fujitsu Uvance に込めた想い:

© 2022 Fujitsu Limited13

サステナビリティ経営
⚫パーパス実現のため、財務･非財務両面の経営目標を設定

© 2022 Fujitsu Limited12

Fujitsu Way

© 2022 Fujitsu Limited11

パーパス

イノベーションに
よって

社会に
信頼をもたらし

世界を
より持続可能に

していく

挑戦

信頼共感

大切にする価値観

行動規範

社会への
価値

社会への
価値

© 2022 Fujitsu Limited10

2. 富士通のパーパス、
財務・非財務の経営目標設定

© 2022 Fujitsu Limited9
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パート① パーパス実現に向けた全社戦略
Our strategy

24

サステナビリティの課題への取り組みは、慈善活動的な社会貢献ではなく、
価値創造の最前線に立ち、大きな事業機会を捉えるうえで欠かすことの
できない挑戦です。
サステナビリティの実現が当社グループの持続的な企業価値向上にとって必須
となることは、パーパスにも明確に掲げています。
これは、サステナビリティを「後からの付け足し」としてではなく、そもそもの事業
の目的として設定しなければならないことを意味します。
Fujitsu Uvanceがサステナブルな社会の実現を明確に打ち出しているのはこの
考えに基づいています。© 2022 Fujitsu Limited

パート①～③

パーパス実現に向けた新たな全社戦略

注目点 ☞ CEOメッセージ、CFOメッセージ

Our strategy

主な内容 ☞ CEO、CFO インタビュー

中期経営計画の仕上げと今後の道筋

注目点 ☞ 総括と各ビジネス部門・リージョン長が語る中計の仕上げ・
今後の道筋,非財務指標、非財務指標TFの挑戦

Our progress

主な内容 ☞ COO、RDL、M＆A担当役員、ビジネスグループ長・
リージョン長, 非財務指標担当役員インタビュー

グローバルな社会課題解決への挑戦

注目点 ☞ Uvance戦略、技術戦略、知財マネジメント

Our value creation : Fujitsu Uvance

主な内容 ☞ Uvance担当 SEVP島津、CTOマハジャン インタビュー

①

②

③

23

イントロ 全体像

© 2022 Fujitsu Limited22

「統合レポート2022」構成

© 2022 Fujitsu Limited

イントロ

①

②

③

④

⑤

⑥

21

⚫目的：企業価値の全体像を伝える
財務・非財務の取り組みを一体的に提供、短・中・長期の成長、価値創造を総合的かつ簡潔に

⚫対象：株主・機関投資家をはじめとするマルチステークホルダー
（エコシステム形成に向け、経営層/社員がお客様・パートナー様と対話に活用）

⚫コンテンツ:

「統合レポート2022」企画

© 2022 Fujitsu Limited20

⚫中期計画(2020-22)の状況とその先
⚫ Fujitsu Uvanceを中心とした中長期的な価値創造
(どのような社会課題解決を新たなビジネス機会とするのか）

⚫財務・非財務の関係性解明の進捗
＜その他＞
⚫ リージョン再編・GD活用の進化
⚫Uvanceを支える技術・知財戦略
⚫人材・組織カルチャーの変革
⚫サステナビリティマネジメント GRB進捗、TCFD関連
⚫コーポレートガバナンス リスクマネジメント 情報セキュリティ
10/21発行(102頁) https://www.fujitsu.com/jp/about/integratedreport/

「統合レポート2022」制作～機関投資家へのヒアリング

⚫ 「統合レポート2021」に関するアンケートとヒアリング
⚫実施時期：21年11月末～22年1月
⚫設問内容：

‒ ファンダメンタルズ： 企業価値創造のストーリー性、CEOメッセージ、中長期財務・経営計画
についてなど

‒ コーポレートガバナンス：コーポレートガバナンス、取締役会の質的充実など
‒ 環境・社会：環境・社会項目、TCFD、サステナビリティガバナンスなど

⚫キーワード

© 2022 Fujitsu Limited19

• 今後の成長のカギとなる（高付加価値事業へのシフト、採算性の改善など）施策と
定量的進捗

• 中計の詳細開示 成長投資、優先順位
• 非財務の取り組みが時間の経過とともにどのように財務につながっているか

統合レポート2022 制作のスケジュール・PDCA

18

21年11
月～

22年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月～23年4月

・
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
へ
の

ヒ
ア
リ
ン
グ

・
企
画

・
統
合
レ
ポ
ー
ト
制
作
プ
ロ
セ

ス
に
つ
い
て
委
員
会
で
報
告

・
企
画
案
を
経
営
会
議
で

報
告

▼サステナビリティ経営委員会

・
内
容
協
議
・

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
実
施

・
経
営
層

・
社
外
取
締
役

・
各
部
門

▼22年度経営方針レビュー
▼経営会議

発
行

・
経
営
会
議
で
報
告

・
原
稿
作
成
・
確
認

▼経営会議

・
評
価
の
総
括
・
改
善
点
の
抽
出

次
年
度
企
画

・
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
へ
の

ヒ
ア
リ
ン
グ

▼サステナ
ビリティ
経営
委員会

© 2022 Fujitsu Limited

統合レポートの位置づけ
これまで
⚫ 統合レポート事務局（広報IR室、サステナビリ
ティ推進本部)にて企画、社内取材を通じて制作

2022年度～

⚫企画・制作過程で、経営層、各部門と対話
を重ねることで、事業戦略とサステナビリティを
統合的に考えるツールとする

© 2022 Fujitsu Limited17

全体像・コンテンツ
を協議しながら

制作
統合レポ
事務局

経営層
各部門

取材

統合レポート 統合思考の浸透
＋

統合レポート

(双方向)

統合レポ
事務局

経営層
各部門

※2015年から統合レポートの発行を開始
(アニュアルレポート・CSRレポートを統合)
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コーポレートガバナンスの強化
Our governanceパート⑥

社外取締役インタビュー

31

パート⑤ サステナビリティへの取り組み
Our approach to sustainability

・CSOインタビュー、
・GRB7つの重要課題のリーダー
のメッセージ

© 2022 Fujitsu Limited30

パート④ 人材戦略と組織変革
Our people and culture

・事業戦略とアラインした人材戦略
・フジトラを通じた社内変革

© 2022 Fujitsu Limited

パート④～⑥

人材戦略と組織変革

注目点 ☞ 人材マネジメント、組織変革

Our people and culture

主な内容 ☞ 事業戦略にアラインした人材戦略全体像、組織変革

サステナビリティへの取り組み

注目点 ☞ GRB7つの重要課題が重要な理由、TCFD提言に沿った情報開示

Our approach to sustainability

主な内容 ☞ CSOインタビュー、GRBリーダーメッセージ・目標と進捗

コーポレートガバナンスの強化

注目点 ☞ 社外取締役インタビュー

Our governance

主な内容 ☞ ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ、ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、情報ｾｷｭﾘﾃｨ

④

⑤

⑥

29

© 2022 Fujitsu Limited28

パート③ グローバルな社会課題解決への挑戦
Our value creation : Fujitsu Uvance

© 2022 Fujitsu Limited27

パート② ～非財務タスクフォースの挑戦
中期経営計画の仕上げと今後の道筋Our progress

・サステナビリティ推進本部
・CEO室
・Employee Success本部
・ポートフォリオ戦略本部
・CEO室（CDXO Div.)
・ビジネスマネジメント本部

(ﾃﾞｰﾀｱﾅﾘﾃｨｸｽｾﾝﾀｰ)

© 2022 Fujitsu Limited26

パート② ～非財務指標 目標と進捗
中期経営計画の仕上げと今後の道筋Our progress

・お客様ネット・プロモータ
ー・スコア(NPS®)
CMOメッセージ

・従業員エンゲージメント
CHROメッセージ ・DX推進指標

CIO/CDXO補佐メッセージ
© 2022 Fujitsu Limited25

パート② 中期経営計画の仕上げと今後の道筋Our progress

～COOインタビュ‐、ケイパビリティ強化、グローバルな成長

188188
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Thank you

経営へのインプット、位置づけの検討、今後の情報開示

コミュニティ活動関連支出額 22.5 
億円

●

GRB（グローバルレスポンシブルビジネス）

© 2022 Fujitsu Limited37

⚫ 現在の「価値創造モデル」

進め方

© 2022 Fujitsu Limited

◼ 当社の事業特性を考慮した課題リストを作成し、ステークホルダー・自社視点の
評価を行いマテリアリティの特定を実施。

課題特定 自社視点評価

•事前調査(外部環境＋内部環境) 、
社会課題ロングリストを作成

•富士通の事業特性を考慮し、ショートリスト
へ絞り込み

•社内外にとっての重要度案検討

ステークホルダー
視点評価

• アンケート/インタビュー等により、社会課題
に対するステークホルダーごとの重要度を
決定

• アンケート/インタビュー等により、社会課題に
対する自社にとっての重要度を決定

1 2 3

マテリアリティ特定

•②③の評価結果を踏まえ、
マテリアリティマトリックスを作成

• マテリアリティ案を作成
• マテリアリティ毎のリスク・機会の分析、取組の
検討

定期的に
レビュー・見直し

•外部動向を常に把握し、定期的
にレビュー・見直しを行う

4 5

36

マテリアリティと当社状況

© 2022 Fujitsu Limited© 2022 Fujitsu Limited

• 「価値創造・競争優位の源泉に著しい影響を与えうる重要課題」を
（CSR活動領域のみならず、事業持続性の課題（リスク/機会）を含む）
わかりやすい言葉を用いて情報開示してほしい

◼ 「マテリアリティ」の変化
「CSR」における重要課題 「経営」における重要課題

◼ 当社状況
・ 2018年「CSRの重要課題」を分析し、サステナビリティ経営の7つの重要課題を特定

35

・ 2022年度 経営・事業全体でマテアリティ分析を実施中

４. マテリアリティ

© 2022 Fujitsu Limited34

編集方針/情報開示体系

© 2022 Fujitsu Limited33
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8/17 Confidential S2

戦略と資源配分
・「攻め」と「挑戦」の姿勢で、「実行」と「結果」に拘り、「中期事業計画(2021-2023)」を遂行し、新たな事業ポートフォリオを明確化
（2022年2月対発資料ベース）
・具体的な目標・KPI, 活動の実績、成果を伝えることにこだわって情報を拡充

稼ぐ力の再構築と戦略的成長投資

新たな事業ポートフォリオの明確化

Bridgestone 3.0 Journey Report（統合報告2022）: 主要コンテンツご紹介

P30-37: 中期事業計画(2021-2023): 「攻め」と「挑戦」

7/17 Confidential S2

グローバルマネジメントチーム ラウンドテーブル 企業コミットメントに込めた思い・変革に向けて
・なぜ今E8コミットメントなのか､どのようにして生み出されたのか､どのように活用しようとしているのか、 E8コミットメントに込めた想いや位置づけ､
ブリヂストンにおける進化について、Joint Global COO, SBU CEO の4名+取締役会議長による対談形式で構成
・E8コミットメントへの進化を育んだ当社のグローカル経営への進化や､E8コミットメントを共通言語として促進する価値共創に向けたパートナー
シップやチャレンジについて､各SBUの事業特性や多様な観点から臨場感をもって伝える

P20-25: Global マネジメントチーム ラウンドテーブル

Bridgestone 3.0 Journey Report（統合報告2022）: 主要コンテンツご紹介

6/17 Confidential S2

Global CEO コミットメント
・Bridgestone 3.0 Journey Report（統合報告2022）の総括として、企業を取り巻く課題認識、業績、カルチャーチェンジ、サステナビリティ
を含む Bridgestone 3.0 の現状、価値創造の基盤～信頼の醸成、デザイン、イノベーション、モータースポーツなどの主要トピックをカバー
・ビジョンの実現に向けて、E8コミットメントを軸に更に進化し変革を推進していくことに熱量を持ってコミットし、共感～共創を呼びかけるもの

P9-16: Global CEOコミットメント

経営の中核に据えたサステナビリティBridgestone E8 Commitment

信頼の醸成 共創への招待

Bridgestone 3.0 Journey Report（統合報告2022）: 主要コンテンツご紹介

5/17 Confidential S2

Bridgestone 3.0 Journey Report（統合報告2022）: 主要コンテンツご紹介

Bridgestone E8 Commitment - 「未来からの信任を得ながら経営を進める軸」
・Bridgestone 3.0 Journey, その変革の軸となる Bridgestone E8 Commitment を軸にして価値創造ストーリー・コンテンツを構成

P40-52: コア事業、成長事業、探索事業

事例を活用して 8つ の価値を
わかりやすく伝える

P17-19: Bridgestone E8 Commitment

それぞれの事業の説明において、創出する “E” の価値を明確にして訴求最初の見開きでキービジュアルを通じて当社のコミットメントを訴求

P1-2: 見開き (E8 Key visual)
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Bridgestone 3.0 Journey Report（統合報告2022）の概要・ポイント

サステナビリティを経営の中核に据えた事業戦略の進展
・未来からの信任を得ながら経営を進める軸: Bridgestone E8 Commitment を軸にした
独自の一貫した価値創造ストーリーを伝える土台/要素が整う⇒ ”統合報告” に移行
- レポート全体を通じて一貫した価値創造ストーリーを展開。トップコミットメントやグローバルマネ
ジメントチーム ラウンドテーブルを通じて､価値創造を実現するグローカル経営の進化を表現

・サステナビリティを経営の中核に据えた､当社ならではの中長期戦略構想およびその具体的な
実行計画である中期事業計画に沿って活動が進展、新たな事業ポートフォリオを明確化
- 「攻め」と「挑戦」の姿勢で「実行」と「結果」にこだわる当社のアプローチ・実績 を伝える

サステナビリティを経営の中核に据え､事業戦略とサステナビリティを一体化させた 独自の価値創造プロセス を
Bridgestone E8 Commitment を軸にした一貫したストーリーで伝える とともに､ステークホルダーの期待に沿った情報開示を継続的に強化

社会からの期待・要求を意識した情報開示の強化､透明性の向上
・ステークホルダーからの関心が高いサステナビリティ課題の情報開示強化

- カーボンニュートラルおよびサーキュラーエコノミーへの取り組みおよび実績､TCFDに沿った情報
開示の強化､人権およびサステナブルサプライチェーンに向けた取り組みの進捗､人的資本

- 各サステナビリティ課題に対する考え方､目標､KPIおよび具体的な成果・取り組みを開示

【構成】 (Total 108ページ） ど
こ
か
ら
来
て

何
を
目
指
す
の
か

ど
の
よ
う
に
価
値
を
創
出
し

成
長
し
て
い
く
の
か

ど
の
よ
う
に
信
頼
を
醸
成
し

成
長
を
持
続
さ
せ
て
い
く
の
か

信頼の醸成～
価値創造の

基盤・共創のガ
バナンス

グループ紹介・
E8を軸とした

価値創造
ストーリー

データ

Global CEO コミットメント
ブリヂストンの概要､挑戦の歩み

グローバルマネジメントチーム
ラウンドテーブル

価値創造の全体像
Bridgestone E8 Commitment

サステナビリティを中核とした
中長期事業戦略の実行

- 中長期事業戦略､中計進捗
- 財務戦略・Global CFOメッセージ
- コア事業・成長事業・探索事業
- サステナビリティビジネス構想
- DX&イノベーション､BIP､デザイン
- 知的財産戦略､人財戦略

価値共創への招待～信頼の醸成
(モータースポーツ､自然・地域共生）

価値創造の基盤
(労働安全・衛生､人権・労働慣行､BCP・リ
スクマネジメント、調達､品質・お客様価値)

コーポレートガバナンス

財務・非財務データ､会社・投資家情報
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それで、どうしたのか

Before After

2021年 2022年

» 報告媒体: アニューアルレポート (AR: 財務)
+ サステナビリティレポート (SR: 非財務)

» 報告対象: AR 主に株主､投資家
SR マルチステークホルダー

» ボリューム: AR 20ページ (事業編) 90ページ(財務編)
SR 84ページ

» 推進部署: AR 広報機能+IR機能
SR サステナビリティ機能

アニューアルレポートは有価証券報告書で開示している情報の英
訳版としての位置づけでも発行

» 報告媒体: ”Bridgestone 3.0 Journey Report (統合報告2022)”
» 報告対象: 主に機関投資家向け ※媒体ごとにターゲットを層別

ダイジェスト版レポート: 従業員､パートナー､学生など
(レポートの主要なコンテンツをビジュアルを中心にサマリーしたもの)

サステナビリティ webサイト: 社外評価機関､社内外のESG
高関心層

(レポートのコンテンツを中心に､詳細情報や具体例を拡充したもの)

» ボリューム: 108ページ
当社が伝えたいこと=価値創造ストーリー主体にコンサイズに

» 推進部署: 経営企画機能 + IR機能 + サステナビリティ機能
企画・編集チームを形成

» その他: ”マテリアリティ” の文言は意図的に使用せず
ステークホルダーが何をマテリアリティと捉えたのかヒアリング
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当社の非財務・財務情報の報告媒体の変遷

財務

非財務

• 非財務情報は 「環境報告書」、「社会・環境報告書」、「CSRレポート」 と名称・コンセプトを変えながら、
2016年以降は「サステナビリティレポート」として発行

• 財務情報は2021年まで Annual Report 「財務編」・「事業編」を発行

Annual Report

社会・環境報告書 環境報告書 CSRレポート サステナビリティレポート

2022年度より財務・非財務情報
を統合した一貫性のある価値創造
ストーリーを伝える媒体として発行

2022年2016年-2021年2004-2008年 2010-2015年

Bridgestone 3.0 Journey 
Report (統合報告2022) 

6/29 公開

サステナビリティレポートとアニューアル
レポートを統合的に編集・開示

Bridgestone 3.0 Journey Report (統合報告2022)
を通じたESG情報開示の推進および課題について

Confidential S2Oct 21th, 2022

» 非財務・財務情報の報告媒体の変遷
» “統合報告” に取り組んだきっかけ、悩んだこと
» Bridgestone 3.0 Journey Report (統合報告2022) の概要・ポイント
» 機関投資家からのフィードバック
» マテリアリティの捉えられ方､位置づけ

<内容>

CSR研究会 「社会の持続可能性と長期的な企業価値創出に向けたESG情報開示のあり方」
に関する企業報告

■株式会社ブリジストン　　報告実施日（第２回CSR研究会）：2022年 10月 21日（金）

190190
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マテリアリティの捉えられ方

Bridgestone E8 Commitment
当社らしい8つの価値の創出にコミット

サステナビリティフレームワーク
重点的に取り組む実施事項

マテリアリティアセスメント (webサイトで開示)
26のマテリアルな課題

機関投資家
海外レポート評価

機関投資家(主にESGアナリスト)
サステナビリティ有識者

社外評価機関など

» レポートに “マテリアリティ” を明記しない中で､それぞれの視点・文脈で “マテリアル” な課題が捉えられていた

» 対話の中では､ “マテリアリティ” そのものではなく､”何にとっての” マテリアルな課題なのか､考え方やプロセスの開示が重要視された

» あるアナリストのコメント： 統合報告とサステナビリティレポートでは読者が異なるため､マテリアリティを開示媒体ごとに2つに分けるというアプローチ
もある。統合報告は企業価値に絞ったかたちでマテリアリティを載せるとよい
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サステナビリティを経営の中核に据えた中長期事業戦略の実行
・カーボンニュートラル、サーキュラーエコノミーに向けた活動の具体的な実績、進捗と取り組み内容を報告

P52-57: サステナビリティビジネス構想の進捗

カーボンニュートラル化に向けたCO2削減
目標と実績推移、グローカルな取り組み

CO2削減貢献への取り組みと実績､
お取引先様とのエンゲージメント

サーキュラーエコノミーの実現に向けたアプローチ､
再生資源・再生可能資源に由来する原材料

の比率の目標と実績

Bridgestone 3.0 Journey Report（統合報告2022）: 主要コンテンツご紹介
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令和４年度調査研究事業 
 

「社会の持続可能性の向上と長期的な企業価値の
創出に向けたＥＳＧ情報開示のあり方」 

に関する調査研究報告書 
 

２０２３年（令和５年）３月 
 

一般財団法人 企業活力研究所 
 

〒105-0003 東京都港区西新橋 1-13-1 
Tel (03)3503-7671   Fax (03)3502-3740 

https://www.bpfj.jp/ 

  

 

 






